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統括診療局長 兼 産科主任部長

研究要旨 
【研究目的】 

 平成 27 年からの健やか親子 21(第 2 次)において「妊娠期からの児童虐待防止対策」が重点

課題の一つに設定された。平成 28 年には児童福祉法が改正され、妊娠期からの切れ目のな

い支援を強く目指したものになっている。そこで本研究班においては、妊娠届、妊婦健康診

査、出産状況等から子育ての困難さや潜在的に抱えている複合的な問題についての要因を明

らかにし、その支援対策を検討することを目的とした。 

 

【研究方法】 

 出産後の子育て困難に繋がるハイリスク妊娠を社会的ハイリスク妊娠と医学的ハイリス

ク妊娠に分けて検討する。妊婦の社会的ハイリスク要因をアセスメントする方法は行政の妊

娠届と医療機関における妊婦健康診査の二通りである。両者においてアセスメントから知り

得た情報の共有方法や出産後の育児状況の把握から「望ましい保健指導のあり方」を検討す

る。特に、妊娠中の要因と児の成育状況との関連性について実証的研究成果を得ることを目

指す。なお、母体メンタルヘルスに問題がある場合、社会的ハイリスク状態である場合が多

いため別個の検討課題として精神科疾患合併妊娠だけではなく、見過ごされがちな“こころ

の負担”を感じている妊産婦も包括的対象とする。 

 

【結果・考察】 

Ⅰ．地域連携における子育て困難事例の把握と対応に関する研究 

 日本産科婦人科学会との共同アンケート調査(1538/2429 施設回答)によって、分娩施設の

37%が児童虐待事例を経験しており、社会的ハイリスク妊娠の多くが周産期センターで支援

を受けている実態が明らかとなった。社会的ハイリスク妊娠検証研究において大阪府の妊娠

届時用アセスメントシートの要因が、統計学的に有意であると確認された。医療機関にて社

会的ハイリスク妊娠であると判断した 192 人中 67 人(34.9%)が特定妊婦となっていた。妊娠

中のアセスメントが特定妊婦の同定に有用であると示された。A 市における特定妊婦 72 例

から出生した児童の追跡調査において、出生後 1 年以上の時点で 34 例 (47.2%)が要保護･支

援児童であった。終結は 29.2%のみ(21/72)であった。 
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特定妊婦以外の妊婦からの要保護･支援児童は 2.2%(64/2852)という結果が得られた。この結

果から特定妊婦と児童虐待発生の関連性を実証的に示すことができる。児童虐待相談所に一

時保護となった 0～5 歳例（虐待保護およびその他の養護を含む）のうち、症例入所群 97 件

(虐待:70 件、養育困難:27 件)を検討した。入所群と対照群で有意差を認めた項目は、母体年

齢や父年齢が若い・父親の年齢が母親の年齢より 10 歳以上年上・未入籍・初診週数が遅い・

妊娠中に高血圧や尿蛋白陽性を認める・経済的な問題がある・早産・出生体重 2500g 未満・

帝王切開・多胎・児の先天疾患の合併・母の精神疾患の合併であった。今後の妊娠期におけ

る虐待予想モデルの作成に有用であると示された。妊婦の社会的ハイリスク状況把握のため

に問診票を作成し、追跡調査を実施中である。さらに、活用支援マニュアル(案)や社会的ハ

イリスク妊娠等の支援を必要とする妊婦への専門職用マニュアル(案)を作成した。3 歳までの

虐待リスク要因を妊娠届で把握する研究結果から、望まない妊娠の予後として 4 ヶ月、1 歳

半、3 歳での子育ての困難さを確認できた。 

Ⅱ．医学的ハイリスク妊娠抽出に関する研究 

 昨年作成したハイリスク妊産婦のチェックリストは施設規模によらず使用可能で、子宮頸

部手術後妊娠を加え、チェックリストを完成させた。医学的ハイリスク妊娠の出産後の追跡

調査において自己免疫疾患、婦人科系疾患、腎泌尿器科系疾患、精神科疾患の追跡率が 50%

以下であった。出産後の産婦健康診査に新たな課題が示された。 

Ⅲ．妊産褥婦メンタルヘルスに関する研究 

 メンタルヘルスに問題があり介入が必要な妊産婦の頻度は 4%で、全国で年間約 4 万人と

推計された。要介入妊産婦は、病院は 5.4%であり、診療所の 2.4%の 2 倍以上であった。 

昨年度、本研究にて作成したマニュアルをもとに母子保健関係者を対象としたメンタルケ

ア・サポーターを養成する「母子保健メンタルケア指導者研修」を実施した。研修前後に

おける参加者の意識の変化について検証したところ、メンタルケアについての研修会や勉強

会を開催したいと考える参加者が大多数であり、メンタルケアのスキルアップへのニーズの

高さが明らかになった。大阪府小児救急電話相談（#8000）は本来、新生児の相談窓口であ

るが、親のこころの相談も混在しており、産後 2 週間がピークであった。これは産後の子育

て困難と“親のこころの負担”に関連性があることを示している。｢大阪府妊産婦こころの

相談センター｣運用からみた妊産婦メンタルヘルス対策は、妊産婦の自殺対策として都道府

県レベルでは初めての事業で、現時点では数少ない有効性のある事業のひとつといえる。 

 

【結論】 

 妊娠届や妊婦健康診査から社会的ハイリスク妊娠・特定妊婦を同定できることが示され

た。また特定妊婦と児童虐待発生の関連性を示すことができる。今後の課題として社会的ハ

イリスク妊娠の抽出方法の検証を行い、全国システム策定が望まれる。次年度は継続中の研

究成果をまとめ、妊娠期からの望ましい保健指導、さらには切れ目のない子育て支援体制づ

くりを予定している。 
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背景 
Ⅰ．地域連携における子育て困難事例

の把握と対応に関する研究 

 
周産期医療は従来から“医学的ハイリ

スク妊娠の管理”に重点的に取り組ん

できた。その他重点課題としては“搬
送体制整備”、“周産期医療人供給体制”
等を周産期医療整備計画に沿って整

備してきた。その結果、母児の予後は

世界的にもトップレベルの医療を提

供できるまでに発展した。こうした成

果の一方で“児童虐待”という言葉が社

会的に注目されるようになってきて、

平成 27 年頃より周産期医療の現場に

おいて“妊産婦の自殺”が問題提起され

るようになってきた。このような社会

問題が決して稀でなくなってきた結

果、平成 12 年には児童虐待の防止等

に関する法律が制定された。この法律

によって『子ども虐待による死亡事例

等の検証結果ついて』(第 1 次～12 次)
が公表されるようになった。児童虐待

(死)事例は大きな社会的関心事にもな

り、その対策が望まれている。平成 16
年には児童福祉法が改正され、“要保

護児童対策地域協議会(以下、「要対協」

とする)”が規定された。さらに、平成

21 年の同法改正において“特定妊婦”
が規定された。大阪府においては『未

受診や飛び込みによる出産等実態調

査報告書』が平成 21 年から毎年報告

されている。その中で、未受診妊娠

は①社会的問題でもあり、医学的問

題でもあった、②児童虐待と強い関

連性があった、③医療介入があれば、

新生児予後は改善する、④医療･保

健･福祉の連携が必要である等が明

らかになった。 
 平成 26年度には健やか親子 21(第 1
次)が終了し、平成 27 年度から健やか

親子 21 (第 2 次)が開始された。基盤

課題 A：切れ目のない妊産婦・乳幼児

への保健対策、基盤課題 B：学童期・

思春期から成人期に向けた保健対策、

基盤課題 C：子どもの健やかな成長を

見守り育む地域づくり、重点課題①育

てにくさを感じる親に寄り添う支援、

重点課題②：妊娠期からの児童虐待防

止対策が掲げられている。 
特定妊婦は児童福祉法において「出

産後の養育について出産前において

支援を行うことが特に必要と認めら

れる妊婦」と規定されているが、具体

的には明確で共通な認定基準は存在

しない。ましてや、「児童虐待の危険

因子」と「妊娠中の要因」の関連性も

明らかではない。本研究においては定

期的な妊婦健康診査(以下妊婦健診と

する)が困難である、あるいは出産後

の育児困難が予想される妊娠を“社会

的ハイリスク妊娠”と仮に定義すると、

“飛び込み出産”、“育児放棄”、“児童虐

待”等は社会的ハイリスク妊娠の重篤

例と考えられるが、科学的にはこれら

の因果関係は検証されていない。出産

後の育児困難・児童虐待を妊娠中の要

因から前方視的に追跡して実証した

研究はないからである。一方、医学的

ハイリスク妊娠は科学的な検証がな

され発展してきたが、社会的ハイリス

ク妊娠は科学的検証という観点から
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は未知の分野である。このような背景

から、子育て困難事例に至る要因を妊

婦健診から見出し、連続的に多職種で

支援する母子保健システムの開発を

目指し、妊娠中の医療・保健・福祉の

役割と効果的な切れ目のない連携支援

システムの確立は、喫緊の課題である。 

 
 
Ⅱ．医学的ハイリスク妊娠抽出に関す

る研究 

 
 現在の妊婦健診においては母児の

“医学的ハイリスク妊娠”をスクリーニ

ングするシステムが相当程度出来上

がっている。必要に応じて高次医療機

関である周産期母子医療センターも

整備されている。ところが、社会的ハ

イリスク妊娠と医学的ハイリスク妊

娠の関連性は本邦においては、科学的

に実証研究されてきていない。未だ、

社会的ハイリスク妊娠は上述のよう

に定義さえ明らかでないのであるか

ら、その医学的予後との関連も不明で

ある。社会的ハイリスク妊娠の場合、

定期的な各種妊婦スクリーニングも

受けないまま診断・治療の遅れにも繋

がることが予想される。その結果は、

医学的ハイリスク妊娠となっていく

ことが予想される。本研究は両ハイリ

スク妊娠の関係を検証することを目

指している。現在の周産期医療におい

ては妊娠中の望ましい妊婦健診を提

唱しており、適切に保健指導にも介入

している。社会的ハイリスク妊娠に医

学的ハイリスク妊娠が重複した場合

の保健指導はどうあるべきか等も検

討課題である。また、現行の母子健康

手帳を用いた妊婦健診において母体

は 1 ヶ月健診で事実上、終了してしま

う。周産期からの切れ目のない子育て

支援期間は、医学的ハイリスク妊娠に

おいても社会的ハイリスク妊娠にお

いても1年程度は必要であると考えて

いる。 

 
 
Ⅲ．妊産褥婦メンタルヘルスに関する

研究 

 
 従来は母親のメンタルヘルスとい

うよりも妊娠中・産褥期精神疾患合併

妊娠というような医学的ハイリスク

妊娠としてのとらえ方が多かった。健

やか親子 21 (第 2 次)のような課題が

挙げられるに至った背景には母体の

“こころの負担”とも呼ぶべき問題があ

る。このような「こころの問題」は精

神医学における精神疾患と呼ぶべき

かどうか疑問が残る。『子ども虐待に

よる死亡事例等の検証結果について』

においても『未受診や飛び込みによる

出産等実態調査報告書』においても精

神疾患が危険因子として挙げられて

いる。しかし、未受診妊娠事例におい

て、多くが精神科を受診したとしても

精神科疾患とは異なるという診断を

されたり、投薬の必要はないとされて

いる。では、母親と医療関係者、行政

関係者との意思疎通が良好かと言え

ばそうでない事例が多い。母児に多職

種が切れ目なく支援を届けようとし
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ても届かない結果になるのである。む

しろ、精神疾患合併妊娠は精神科医師

の医学的診断や治療を受けることが

出来るので対応への迷いは少ない。精

神科疾患ではないものの“こころの負

担”を抱えたままであった場合、妊娠

中の妊婦健診にも支障が出て、母児の

医学的ハイリスク妊娠にもなりかね

ない。社会的ハイリスク妊娠であれば、

“こころの負担”が顕性化するかも知れ

ないし、“こころの負担”があれば社会

的ハイリスク妊娠となるかもしれな

い。“こころの負担”が最重症化した場

合、妊産婦の自殺・児童虐待死が危惧

される。このように“こころの負担”は
健やか親子課題実現への障壁となる

ことが危惧される。従って、母親のた

めのメンタルヘルス対策は今後の母

子保健の大きな課題である。 

 
A. 研究目的 
Ⅰ．地域連携における子育て困難事例

の把握と対応に関する研究 

 
児童虐待(死)も妊産婦の“こころの

負担”等のメンタルヘルス問題も多く

は“子育て困難”による“愛着形成困難”
とでもいうべき状況の下に発生して

いると想定される。そこで、母児の問

題事例に至る要因を妊婦健診から見

出し、連続的に多職種で切れ目なく支

援する母子保健システムの開発を目

指すために以下の研究を行う。 

 
1. 大阪府における妊婦健診受診を促

す要因の検討 

(担当:佐藤拓代) 
妊娠届出や妊婦健診受診を促す要

因を明らかにすることによりサービ

スの隙間に落ちる妊婦をなくし、効果

的な妊婦支援を行うための要因を検

討する。 

 
2. 産婦人科分娩取り扱い施設におけ

る社会的経済的リスクを持った妊婦

取り扱い状況の全国調査 
(担当:荻田和秀、光田信明) 
全国の分娩施設にアンケートを送

付し、各施設での社会的経済的ハイリ

スク妊婦への対応や望まない妊娠、児

童相談所への通告など出生児への介

入や特別養子縁組の実態を調査する。 

 
3-1. 社会的ハイリスク妊産婦から出

生した児の乳幼児健診時における育

児状況調査 
(担当：光田信明、佐藤拓代、藤原武男) 
「産婦人科医療機関が把握した妊

婦情報」と「育児期に行政機関が把握

した児の情報」を比較することで、「虐

待に対するハイリスク群」を的確に抽

出するための「社会的ハイリスク妊産

婦」の定義(いかなるハイリスク要因

を以て虐待ハイリスク群とするのが

有効か)を行い、その抽出方法を検討

する根拠となるデータを得る。 

 
3-2. 大阪府立母子保健総合医療セン

ターで出生した児の育児状況アンケ

ート調査 
(担当:光田信明) 
社会的ハイリスク妊産褥婦の育児
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状況や地域・行政からの支援状況を知

るために、各家庭に対してアンケート

調査を実施する。 

 
4. A 市要保護児童対策地域協議会に

おける特定妊婦の支援について 
(担当：光田信明) 
特定妊婦の出産後の養育状況を検

討する。 

 
5. 機関連携によるハイリスク妊産婦

の把握と支援に関する研究 
(担当:山崎嘉久) 
機関連携によるハイリスク妊産婦

の把握と支援のため、妊婦健診で助産

師等が行う保健指導や相談場面を活

用して、妊娠初期からのリスク要因の

変化を把握し、適切なタイミングで保

健機関に連絡するモデルを開発する。 

 
6. 支援を必要とする妊婦への妊娠中

からの継続的支援の実施と評価 
(担当:上野昌江) 
平成 27 年度の事例分析を踏まえ、

支援が必要な妊婦に関わる専門職が

活用できるマニュアル(案)を作成する。 

 
7. 妊娠届を活用したハイリスク妊産

婦の同定に関する研究 
(担当:藤原武男) 
愛知県において妊娠時に把握して

いるリスク項目について、妊娠届と 1
歳半児健診、3 歳児健診のデータをリ

ンケージし、妊娠届の情報と虐待傾向

(「育てにくさ」を含む)との関連を明

らかにし、妊娠時から虐待ハイリスク

群をより効率的に選定できる要因を

明らかにする。 

 
8. 本邦の母子保健事業の現状調査 
(担当:佐藤拓代、光田信明) 
平成 28 年には児童福祉法・母子保

健法が改正され、妊娠期からの切れ目

ない妊産婦支援による児童虐待予防

が求められている。一連の事業主体は

市区町村と考えられる。そこで、平成

29 年度事業が開始される直前にアン

ケート調査を行い、本邦の母子保健事

業の現状を調査する。 

 
9. 妊娠期アセスメントシートを用い

た要保護・要支援のリスク因子 
(担当:光田信明) 
大阪府作製「アセスメントシート

(妊娠期)」の要因が、要保護・要支援

の関連因子であるかを明らかにする。 

 
10. 妊娠中から支援を行うべき妊婦

の抽出項目の選定 
(担当:光田信明) 
虐待症例および対照群の周産期情

報を比較することで、妊娠期からの支

援を行う対象の選定に必要な項目や

それぞれの項目についての重要度を

明らかにする。 

 
 
Ⅱ．医学的ハイリスク妊娠抽出に関す

る研究 

  
医学的ハイリスクと社会的ハイリ

スク妊娠の関連性と母児予後を検証
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するために、以下の研究を行う。 

 
1. 施設規模別にみたハイリスク妊娠

チェックリストと産科合併症の関連

性に関する検討 
(担当:松田義雄) 

出生後に支援が必要な家庭(要支

援事例)を、妊娠中から的確に把握す

るために、「社会的リスク評価」のみ

ならず、 エビデンスに基づいた「社

会的」リスクを含まない「医学的リ

スク評価」を加味する有用性を明ら

かにする。 

 
2. 医学的ハイリスク妊産婦のチェッ

クリスト作成 
(担当:板倉敦夫) 
医学的ハイリスク妊産婦のチェッ

クリスト作成において、欠如していた

悪性腫瘍治療後妊娠の治療による妊

娠への影響を明らかにして、チェック

リスト完成を行う。 

 
3. 医学的ハイリスク妊娠の産後フォ

ロー期間に関する単一施設における

後方視的検討 
(担当:小川正樹、松田義雄) 
医学的ハイリスク妊娠の出産後に、

次回妊娠へのリスク管理が行われて

いるかについては不明のことが多い。

次回妊娠へのリスクを評価する目的

で、単一施設で出産したハイリスク妊

婦の産後の管理状況を明らかにする。 

 
4. 社会的リスクにおける母体および

児の周産期における医学的リスク評価 

(担当:松田義雄、小川正樹、板倉敦夫、

光田信明) 
社会的ハイリスク妊婦のなかには、

妊婦健診未受診等に伴って医学的リ

スクの評価や対応が不十分となるた

め、結果的に医学的にもハイリスクと

なりうる症例が存在し、増悪している

可能性がある。そこで、社会的リスク

の有無による、周産期における母児の

医学的リスクへの影響度を検討する。 

 
 
Ⅲ．妊産褥婦メンタルヘルスに関する

研究 

 
 妊産褥婦メンタルヘルスは社会的

ハイリスク妊娠でもあり医学的ハイ

リスク妊娠でもある事が示唆されて

いる。こうした“こころの負担”が最重

症化した場合、妊産褥婦の自殺・児童

虐待死が危惧される。本研究は妊娠中

からの母体への支援の在り方を検討

するために、以下の研究を行う。 

 
1. メンタルヘルスに問題のある妊産

婦への保健指導の開発及び全国展開

(担当:木下勝之) 
昨年度に行った全国調査データベ

ースをもとに、メンタルヘルスに問題

のある妊産婦への保健指導の開発及

び全国展開などの検討を行う。 

 
2. メンタルヘルス不調の妊産婦に

対する保健指導プログラムの開発と

効果検証についての研究 
(担当:立花良之) 
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母子保健領域において、メンタルヘ

ルス不調の母親の早期発見とその後

の多機関連携を含めたサポートの推

進役となる母子保健メンタルケア・サ

ポーターを養成するため、研修プログ

ラムを作成し、その効果検証を行う。 

 
3. 大阪府小児救急電話相談(#8000)に
寄せられる新生児の相談と育児不安

の検討 
(担当：光田信明) 

#8000 は 15 歳未満の小児において

夜間の病気やケガで困った時に保護

者が利用する電話相談事業である。 
大阪府#8000のデータの中から0歳

児、特に新生児の相談に焦点を当て、

産科退院後の在宅新生児において、育

児不安の時期や状況を明らかにする。 

 
4. ｢大阪府妊産婦こころの相談セン

ター｣運用からみた妊産婦メンタルヘ

ルス対策 
(担当：光田信明) 
｢大阪府妊産婦こころの相談センタ

ー｣開設後の運用実績から妊産婦に対

するメンタルヘルス対策を検討する。 

 
B. 研究方法 
Ⅰ．地域連携における子育て困難事例

の把握と対応に関する研究 

 
1. 大阪府における妊婦健診受診を促

す要因の検討 
大阪府市町村の妊娠届出時期と妊

婦健診受診回数等の母子保健活動と、

妊娠届出受理や妊婦健診受診券交

付等に関する質問紙調査から検討

を行った。 

 
2. 産婦人科分娩取り扱い施設におけ

る社会的経済的リスクを持った妊婦

取り扱い状況の全国調査 
日本産婦人科学会と共同で平成28年

1 月現在分娩を取り扱っている 2429
施設を対象にアンケートを送付した。 

 
3-1. 社会的ハイリスク妊産婦から出

生した児の乳幼児健診時における育

児状況調査 
本研究は、大阪府立母子保健総合医

療センターの倫理委員会にて承認を

受け実施した(承認番号 866-2)。 
①研究対象者 
第①段階：社会的ハイリスク妊産婦の

抽出：大阪産婦人科医会が設置してい

る《安心母と子の委員会》に参加する

産科医療機関で当研究期間中に妊娠

分娩管理を行う全妊産褥婦(約 10,000
人/年)。 
第②段階：第①段階で妊娠分娩管理期

間中に「社会的ハイリスクを有する」

と認識され、住所地の保健センター・

児童相談所などの行政関係者に情報

提供を行う者、および第①段階で大阪

府立母子保健総合医療センターにお

いて妊娠分娩管理期間中に「ローリス

ク妊産婦 (＝リスクアセスメントで

「リスク項目ゼロ」)」と認識された

者を抽出した。除外基準は特に設けず、

情報提供に同意しなかった対象者の

み除外とした。評価内容は、育児期間

における子ども虐待の有無であり、そ
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の指標として、市町村で行われる乳幼

児健診(3~4 か月・乳児後期・1 歳 6 か

月)時における情報を解析した。 

 
3-2. 大阪府立母子保健総合医療セン

ターで出生した児の育児状況アンケ

ート調査 
本研究は、大阪府立母子保健総合医

療センターの倫理委員会にて承認を

受け実施した(承認番号 863)。 
 平成 25 年 6 月～平成 26 年 4 月に

当センターで出生した児について、そ

の母のうち社会的リスク評価が行わ

れた 862 人(うち社会的ハイリスクと

認識された者は 114 人 13.2%)を対

象とした。アンケート実施が不可能と

考えられた者(詳細は下記※)を除いた

763 人にアンケート用紙を郵送し、郵

送による返答を得た(連結可能匿名

化)。社会的ハイリスク群とローリス

ク群に分類し、育児状況やサポートに

関する項目について各群間で検討を

行った。 
※アンケート実施不可能者：死産・児

や母の死亡・児が保護者と同居してい

ないことが確認されている者(児の長

期入院など)・その他 

 
4. A 市要保護児童対策地域協議会に

おける特定妊婦の支援について 
特定妊婦は医療機関と保健機関双

方から『気がかりのある妊婦』として

あげられた妊婦を周産期ネットワー

ク部会で協議の上、決定した。要保護･

支援児童の母親が妊娠した場合には

特定妊婦とした。特定妊婦への支援は

妊娠中から出産後まで関係機関が必

要な支援を行った。特定妊婦からの出

生児は、出生直後には要支援児童とし

て登録し、支援を行った。1 年後には

要対協実務者会議の進行管理会議で

評価をおこなった。評価結果は要保護

児童、要支援児童、終結、転出に区分

した。 

 
5. 機関連携によるハイリスク妊産婦

の把握と支援に関する研究 
平成 28 年 7 月～平成 29 年 1 月に

研究協力医療機関において、妊娠届出

書を取り扱った妊婦のうち、研究同意

が得られたケースを対象とし、平成 27
年度に本研究分担班で開発したモデ

ル問診票(「お母さんの健康と生活に

関する問診票」)の記載情報(妊娠前期)
を把握する。また、他地域の事業や研

究成果などを参考として研究協力者

間で検討し、保健指導マニュアルを作

成した。本研究は、あいち小児保健医

療総合センターの倫理委員会で承認

を受け実施した(承認番号 201622)。 

 
6. 支援を必要とする妊婦への妊娠中

からの継続的支援の実施と評価 
事例検討ならびに保健機関、医療機

関の専門職への面接調査から支援が

必要な妊婦への妊娠期からの効果的

な支援について考察した。本研究は、

兵庫医療大学倫理審査委員会の承認

を受け実施した(承認番号16030)。 

 
7. 妊娠届を活用したハイリスク妊産

婦の同定に関する研究 
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愛知県名古屋市において平成 28 年

7月～10月の3歳児健診を受診したす

べての母親を対象とし、データリンケ

ージの同意を確認した。平成 28 年 12
月まで同意書の回答が得られた参加

者について名古屋市から縦断データ

の提供をうけた (n=2558, 同意率

39.5%)。1 歳半児健診、3 歳児健診で

子どもを育てにくいと回答した場合

を虐待傾向とみなし、妊娠届の情報と

の関連を解析した。本研究は、国立成

育医療研究センター倫理委員会で承

認を受け実施した(受付番号 716)。 

 
8. 本邦の母子保健事業の現状調査 

対象は、全国の市町村母子保健担当

者で、対象市区町村は、1741 ヶ所で

ある。評価項目としては、①市町村基

本情報、②妊娠届受付、③支援を要す

る妊産婦への対応、④支援を要する妊

産婦に関する医療機関との連携、⑤特

定妊婦や要対協について、⑥産後母子

事業等である。 

 
9. 妊娠期アセスメントシートを用い

た要保護・要支援のリスク因子 
要保護・要支援が必要な母親(要支

援群)および要保護・要支援が必要で

ない母親(対照群)を抽出し、アセスメ

ントシートにある 6 つの妊婦背景(虐
待・DV 歴、年齢・健診受診歴・母児

疾患歴、支援者状況、メンタルヘルス

(MH)の状態、経済状況、家庭環境) 31
項目および要対協への通知基準であ

る項目について単変量・多変量解析に

よりオッズ比を算出した。要保護・要

支援の必要性は、面談・電話対談・市

からの情報提供により判断した。本研

究は、大阪府立母子保健総合医療セン

ター倫理委員会の承認を受け実施し

た(承認番号 977)。 

 
10. 妊娠中から支援を行うべき妊婦

の抽出項目の選定 
本研究は、大阪府立母子保健総合医

療センターの倫理委員会にて承認を

受け実施した(承認番号 887)。 
この研究は、後方視的な症例対照

研究である。研究対象は以下の 2 群

とした。 
◆入所群：平成 25 年 4 月から平成 28
年 3月の 3年間に大阪府内の子ども家

庭センター2 ヶ所に一時保護となった

0~5 歳例(虐待保護およびその他の養

護含む)のうち、施設入所になった症

例で、母子健康手帳の複写があるもの。 
◆対照群：A 市にて 3 歳半児健診の際

に、同研究について対照群となること

に同意された症例。A 市の「要対協」

に要保護、要支援児童として登録され

ている症例については除外した。 

 
 
Ⅱ．医学的ハイリスク妊娠抽出に関す

る研究 

  
1. 施設規模別にみたハイリスク妊娠

チェックリストと産科合併症の関連

性に関する検討 
昨年度作製した｢ハイリスク妊娠

(HRP)チェックリスト｣の妥当性を検

証するためにモデル地域を設定し、総
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合周産期母子医療センターと地域周

産期母子医療センターを三次施設、そ

れら以外の総合病院を二次施設、そし

て一般産科診療所や助産施設を一次

施設と定義して、施設規模別にハイリ

スク妊娠の実態調査を行った。滋賀医

科大学倫理委員会の承認を受け実施

した(承認番号 2838)。 

 
2. 医学的ハイリスク妊産婦のチェッ

クリスト作成 
 リスク因子の追加を目的に、これま

で詳細な検討ができなかった子宮頸

部手術後妊娠の予後を、以下の二つの

方法で検討した。 
① 日 産 婦 周 産 期 デ ー タ ベ ー ス

(JSOG-DB)を用いて、子宮頸部手術

（円錐切除術および LEEP）後妊娠例

と非施行妊娠例の周産期予後を検討

した。②多施設共同研究によって、子

宮頸部手術後妊娠の術式および妊娠

中管理と、周産期予後を検討した。①、

②ともに各施設及び日本産科婦人科

学会の倫理委員会の承認を得て、施行

した。 

 
3. 医学的ハイリスク妊娠の産後フォ

ロー期間に関する単一施設における

後方視的検討 
東京女子医科大学病院で平成 25 年

に分娩の管理をした妊婦で、産後の管

理がなされたか否かを、フォローアッ

プ期間について診療録を用いて後方

視的に検討した。フォローアップ期間

は、産後 3 か月、6 か月、12 か月時点

での管理状況の有無により判断した。

本研究は、東京女子医科大学病院倫理

委員会で承認を受け実施した(承認番

号 2299)。 

 
4．社会的リスクにおける母体および

児の周産期における医学的リスク

評価 
縦断的観察研究である。対象は、大

阪府立母子保健総合医療センター(当
センター)で平成 28 年 1 月 1 日～平成

28 年 12 月 31 日に初診した妊婦であ

り、1600 人程度である。当センター

で管理するも、他院での分娩となった

症例は除外した。当センターにおいて、

初診および妊娠中期、後期の保健指導

の際に看護師、助産師による問診にて、

大阪府作製のアセスメントシートに

基づいた社会的リスクの評価を行う。

本研究は、実施機関である大阪府立母

子保健総合医療センターの倫理委員

会で承認を受けて行う調査である。

(承認番号 972) 

 
 

Ⅲ．妊産褥婦メンタルヘルスに関する

研究 

  
1. メンタルヘルスに問題のある妊産

婦への保健指導の開発及び全国展開 
昨年度に行った全国調査データベ

ースは、産婦人科医会の施設情報調査

2015 で集計された全国の分娩取扱施

設 2453 施設(病院 1044 施設、診療所

1409 施設)を対象に、平成 27 年 11 月

1 日から 11 月 30 日までの 1 ヶ月間に

分娩管理した妊婦について、前方視的
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アンケート調査を実施し作成された。

調査内容には個人情報は含まれず、個

人を特定することはできない疫学調

査で、日本産婦人科医会倫理委員会の

審査、承認を得て行われた。このデー

タベースをもとに、自治体ごと、施設

特性ごとにメンタルヘルス介入が必

要な妊産婦の分布を検討した。 

 
2. メンタルヘルス不調の妊産婦に対

する保健指導プログラムの開発と効

果検証についての研究 
研修会プログラムを作成し、保健

師・助産師・看護師をはじめとした母

子保健関係者向けに研修会を実施し、

その前後で、母子保健のメンタルケア

に対する意識、均てん化への効果を検

証した。なお本研究は、研修会の事前

に国立成育医療研究センター倫理審

査委員会で承認を受け実施した(承認

番号 1401)。研修会前に、事前にアン

ケートを配布した。また、研修会当日

に、研修前後でアンケートを実施し、

研修による母子保健のメンタルケア

に対する意識・行動変容の効果につい

て調べることにした。 

 
3. 大阪府小児救急電話相談(#8000)に
寄せられる新生児の相談と育児不安

の検討 
各相談時や直後に相談員が記入す

る受付票から集計作業を行った。相談

内容の分類において、受け答えに際し

保護者の症状へのこだわりが強い場

合や症状に比して不安感の非常に強

い場合、明らかに保護者自身の精神的

不安があると感じられる場合などで

は「親の心の相談」と分類した。この

調査研究に当たっては、大阪府立母子

総合医療センターの倫理委員会の承

認を得た。(承認番号 H27-877) 

 
4. ｢大阪府妊産婦こころの相談セン

ター｣運用からみた妊産婦メンタルヘ

ルス対策 
｢大阪府妊産婦こころの相談センタ

ー｣開設後の運用実績から相談事例報

告を用いて分析した。 

 
C. 研究結果 
Ⅰ．地域連携における子育て困難事例

の把握と対応に関する研究 

 
1. 大阪府における妊婦健診受診を促

す要因の検討 
大阪府市町村の 11 週以内の妊娠届

出率と妊婦健診の受診回数には、弱い

正の相関が見られた。質問紙調査では、

妊娠届出場所が保健センター等の母

子保健担当部署では、保健師の全数面

接が 92.9%で行われていた。妊娠届出

時に妊娠確定に関する要件がないの

が 46.5%、住民票がなくても受理する

場合がある 53.3%、妊婦健診受診券も

VD 等の事情に配慮して住民票がなく

ても発行する 47.6%、受診券発行前野

受診にも使用できる場合がある 9.3%
などで、妊婦健診受診を促す取り組み

がなされていた。 

 
2. 産婦人科分娩取り扱い施設におけ

る社会的経済的リスクを持った妊婦
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取り扱い状況の全国調査 
アンケートの回答は 1538 施設より

回答を得た。回答率は 63%であった。

診療所や一般病院などの一次施設か

らの回答が 85%あり、周産期センター

からは 9%であったが、幅広い施設よ

り回答があった。このうち、97%の回

答者が妊娠中の社会的経済的リスク

は児童虐待につながるとの認識を示

したが、約半数は医療ケースワーカー

（MSW）不在などの理由から介入で

きていないと回答している。また、多

くの症例は周産期センターで扱われ

ていることが読み取れ、周産期センタ

ーは医学的ハイリスク以外の社会的

ハイリスク妊婦を扱う最前線とも考

えられた。 

 
3-1. 社会的ハイリスク妊産婦から出

生した児の乳幼児健診時における育

児状況調査 
現段階で協力産科医療機関は3施設。

ハイリスク群(n=10)、ローリスク群

(n=25)について地域保健センターに

3-4 か月児健診時の情報提供を依頼した。

ハイリスク群(10 例)からの要保護児童

対策地域協議会対象児童は 3 であった。

ローリスク群(n=25)からは無かった。 

 
3-2. 大阪府立母子保健総合医療セン

ターで出生した児の育児状況アンケ

ート調査 
郵送数 763 件 、うち返信あり 356

件( 46.7%)であった。返信のあった

356 件(ローリスク者 323 人、ハイリ

スク者 33 人)のうち、転居があったも

のの割合は両群に有意差(p<0.0001)
が見られた。育児相談相手の箇所数は

ハイリスク群で有意に少なく、相談相

手として実父母やパートナーを挙げ

る者の割合がハイリスク群で有意に

少なかった。一方、祖父母を相談相手

として挙げる割合はローリスク群で

有意に少なかった。 

 
4．A 市要保護児童対策地域協議会に

おける特定妊婦の支援について 
4 年 間 で 特 定 妊 婦 は 2.8% 

(163/5893)であり、要保護･支援児童

の母親は 38.7% (63/163)であった。 
出生児の平成 28 年 3 月末時点にお

ける転帰を示す。要保護児童: 29.2% 
(21/72)､要支援児童: 18.1% (13/72)、
終結 : 29.2% (21/72)、転出 : 23.6% 
(17/72)であった。特定妊婦とその他の

妊婦（同時期における特定妊婦以外の

妊婦）に分けて転帰をみた。転帰は要

保護･支援児童とその他(終結、転出)
とした。特定妊婦からの要保護･支援

児童は 47.2% (34/72)であり、その他

の妊婦からの 2.2% (64/2852)に比し

て有意に高頻度であった。要保護･要

支援児童 98 人のうち特定妊婦からの

発生は 34 人(34.7%)であった。 

 
5. 機関連携によるハイリスク妊産婦

の把握と支援に関する研究 
研究同意が得られたのは4医療機関

で 241 名であった。このうち妊娠前期

において 232 人(98.3%)が、妊娠を「嬉

しい」と回答し、夫(パートナー)も 225
人(93.4%)が「喜んでいる」と回答し
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ていた。現在の妊婦の状態について、

67 人(27.9%)の妊婦が「眠れない」「イ

ライラする」「涙ぐみやすい」「何もや

る気がしない」などの精神的な不調を

自覚し、半数以上が何らかの身体的な

不調を持っていた。相談相手として、

夫(パートナー)は 230 人(95.4%)､実母

は 213 人(88.4%)の回答であった。本

研究は前向き調査であるため、これ

から、支援対象者を保健機関に連絡

するなどの支援が始まる。今後、研

究協力自治体への連絡状況や自治体

の支援状況、そして出産後の状況を

把握するなどモデル問診票の有効性

を検証する予定である。また、研究

協力者間で検討し、モデル問診票を

一般化するための保健指導マニュア

ルを作成した。 

 
6. 支援を必要とする妊婦への妊娠中

からの継続的支援の実施と評価 
妊娠中から事例を把握し、保健機関

と医療機関が連携してかかわること

により医療機関での出産に結びつけ

ることができていた。このことは虐待

死亡事例の0日死亡を予防することが

できたと考えられる。しかし、3 事例

とも出産後の継続した支援の難しさ

が示された。「妊娠中、出産後の保健

相談において活用できる支援技術」と

してマニュアルを作成した。 

 
7. 妊娠届を活用したハイリスク妊産

婦の同定に関する研究 
妊娠届で「予想外だったので戸惑っ

た」「困った」「何とも思わない」「そ

の他」と回答した場合に、1 歳半児健診、

3 歳児健診で虐待傾向のリスクが高い

ことがわかり、妊娠届で望まない妊娠

であった場合、生後 3 歳までの虐待リ

スク群であることが明らかになった。 

 
8. 本邦の母子保健事業の現状調査 
今年度は、計画立案およびアンケー

ト調査発送・回収まで行った。 

 
9. 妊娠期アセスメントシートを用い

た要保護・要支援のリスク因子 
要支援群に 74 人、対照群に 578 人

が抽出された。要保護・要支援の必要

性が有意に高い要因は31項目中25項

目に認められた。また、通知基準であ

る 16 歳未満の妊娠、虐待・DV 歴・

未受診、MH 問題・経済的困窮の粗オ

ッズ比 (95%信頼区間 )はそれぞれ

24(2.5-238) ､ 95(44-203) ､ 54(26-115)
で、調整オッズ比(95%信頼区間)はそ

れぞれ 0.49(0.03-15) ､ 66(30-165) ､
27(9.2-86)であった。妊娠期アセスメ

ントシートにある要因は、概ね要保

護・要支援に関連していた。虐待・DV
歴・未受診または MH 問題・経済的困

窮は要保護・要支援の関連因子だが、

16 歳未満の妊娠単独は関連因子でな

かった。 

 
10. 妊娠中から支援を行うべき妊婦

の抽出項目の選定 
入所群は 97 件であり、虐待による

ものが 70 件、養育困難が 27 件であっ

た。対象群は、345 例であった。入所

群と対照群で有意差を認めた項目は、
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母体年齢が若いこと、父年齢が若いこ

と、父親の年齢が母親の年齢より 10
歳以上年上、未入籍、初診週数が遅い、

妊娠中に高血圧を認めること、妊娠中

の尿蛋白陽性を認めること、経済的な

問題があること、早産、出生体重

2500g 未満、帝王切開、多胎、児の先

天疾患の合併、母の精神疾患合併であ

った。 

 
 

Ⅱ．医学的ハイリスク妊娠抽出に関す

る研究 

 
1. 施設規模別にみたハイリスク妊娠 
チェックリストと産科合併症の関連

性に関する検討 
一次施設 13 施設 1,054 症例、二次

施設 4 施設 264 症例、三次施設 3 施設

298症例における産科合併症とその中

でリスク因子がある症例は、それぞれ

21.6% / 50.9% ､  30.7% / 60.5% ､

42.3% / 69.8%となった。産科合併症

でリスク因子を有する症例の頻度は、

施設規模で違いが見られたが、一次施

設で認められた産科合併症の半数は

リスク因子を有していた。 

 
2. 医学的ハイリスク妊産婦のチェッ

クリスト作成 
子宮頸部手術後妊娠の早産率

26.2%(390/1,488)は、未施行妊娠の

10.7% (37,782/351,848)に比して、有

意に高値を示した。Risk ratio (RR)は
2.44 と高い早産への寄与因子である

ことが示された。一方、子宮頸部手術

後妊娠の術式別の早産率については、

有意差を認めなかった。また 20 週頃

の頸管長は、早産の有無で有意差はみ

られなかった。さらに、予防的頸管縫

縮術や腟分泌物培養の結果でも、早産

の有無で差を認めなかった。 

 
3. 医学的ハイリスク妊娠の産後フォ

ロー期間に関する単一施設における

後方視的検討 
合併症を有する妊婦が、のべ 237 名

含まれており、1 型糖尿病：36 名、2
型糖尿病：17 名、甲状腺疾患：43 名、

精神神経疾患：30 名、腎泌尿器科疾

患：29 名、子宮頸部異形成を含む婦

人科系疾患：26 名、血液疾患：11 名、

消化器系疾患：9 名、肝炎キャリアな

どの肝疾患：7 名であった。糖尿病、

血液疾患、肝疾患、甲状腺、消化器疾

患などでは非常に高率に長期間にわ

たりフォローアップされているが、自

己免疫疾患、婦人科系疾患、腎泌尿器

系疾患、精神疾患、および産科合併症

では、フォロー率が低いことが明らか

になった。 

 
4. 社会的リスクにおける母体および

児の周産期における医学的リスク評価 
社会的リスクの評価については、

情報の欠損について再確認中であ

る。対象者すべての分娩が完了する

のが、平成 29 年 12 月末であり、結

果については次回の報告書に記載

予定である。 
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Ⅲ．妊産褥婦メンタルヘルスに関する

研究 

 
1. メンタルヘルスに問題のある妊産

婦への保健指導の開発及び全国展開 
自治体ごとのメンタルヘルス介入

が必要と考えられた妊産婦の割合は、

0.6%から 8.6%に分布し、地域ごとで

は、関東、九州、北海道・東北で他の

地域より増加する傾向であった。 
メンタルヘルス介入が必要と考え

られた妊産婦の割合は、精神科受診歴

のない妊産婦がより多く抽出された

自治体で高率で、産婦人科医師の意識

やスクリーニング方法の相違がこれ

らに影響している可能性があった。 
要介入と判断された妊産婦の割合

は、診療所(2.4%)に比較し、病院(5.4%)
では2倍以上で、特に大学病院(10.2%)
と国立系病院(7.6%)に集中していた。 
要介入と判断された妊産婦への対

応は、大部分の施設で助産師(87.4%)
や産婦人科医師(53.0%)が行い、臨床

心理士(14.3%)が行っていたのはわず

かで、その割合も自治体間、施設間で

異なっていた。 
精神科への紹介率は 22.2%に止ま

り、総合周産期母子医療センター等高

次施設で 57.6%と高く、産科診療所で

は 14.5%と低く、自治体間でも異なっ

ていた。 

 
2. メンタルヘルス不調の妊産婦に対

する保健指導プログラムの開発と効

果検証についての研究 
今後、自施設内や他機関関係者とメ

ンタルケアについての研修会や勉強

会を開催したいと考えている参加者

は大多数であり、メンタルケアのスキ

ルアップへのニーズの高さが明らか

になった。また、多くの参加者が研修

会への満足度の結果から、本研究で実

施したメンタルケアの指導者研修の

ような研修プログラムの提供が母子

保健関係者のメンタルケアについて

のニーズに合致していることが示唆

された。 

 
3. 大阪府小児救急電話相談(#8000)に
寄せられる新生児の相談と育児不安

の検討 
大阪府#8000における年間4万件以

上の相談のうち 4分の 1以上が 0歳児

で、新生児の相談は平成 17 年より毎

年 500~600 件認められた。 
平成 26 年度新生児相談件数 618 件

では、生後 2 週目の相談が 252 件(新
生児の 40.8%)と最も多かった。 
新生児期の発熱・嘔吐の相談の多く

は健常児の体温の高さや溢乳などの生

理的現象に関する相談で、他も「鼻汁・

鼻閉」「皮膚症状」などの軽微な症状や

育児相談に類する相談が多かった。 
症状へのこだわりや親の精神的不

安の強い相談を「親の心の相談」に分

類すると、平成 26 年度は新生児で 9
件(1.5%)の相談があった。 

 
4. ｢大阪府妊産婦こころの相談セン

ター｣運用からみた妊産婦メンタルヘ

ルス対策 
総相談件数は 182 件で、全体の 44
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件(24.2%)は 2 回目以降の継続相談案

件であった。相談者は、妊産褥婦本人

が 120 件(65.9%)、妊産褥婦の家族が

30 件(16.5%)、知人が 5 件(2.7%)、妊

産褥婦に関わる医療･行政機関が 27
件(14.8%)であった。105 人(57.7%)が
匿名であった。相談センターの存在を

知った経路を尋ねているが(4-11 月集

計)、産科医療機関から(22.2%)、テレ

ビ新聞など (15.2%) 、市町村から

(11.4%) ､ ネ ッ ト (10.1%) ､ そ の 他

(13.9%)、不明(27.2%)であった。妊娠

中が 37 件(20.3%)、分娩後が 133 件

(73.1%)、その他や不明が 12 件(6.6%)
であった。精神症状についての相談が

最も多く、精神科受診相談・薬・希死

念慮・精神科救急についての相談も見

られる。一方家族関係や育児について

の悩みといった「社会背景」、メンタ

ルとは異なる「身体症状」の訴えなど

相談内容は多岐に渡る。1 回あたりの

電話相談時間は 30 分未満(59%)、
30~60 分(30%)、60 分以上(8%)、その

他(3%)である。相談への対応方法は多

くが電話相談で完結しているが、他機

関を紹介・連絡する場合もある。紹介

先としては市町村保健センター(47%)、
精神科医療機関(17%)、保健所など

(10%)、市町村児童相談所(9%)、精神

科以外の医療機関(6%)、その他(11%)
であった。 

 
D．考察 
Ⅰ．地域連携における子育て困難事例

の把握と対応に関する研究 
子育て困難事例に至る要因を妊婦健

診から見出し、連続的に多職種で支援

する母子保健システムの開発を目指

すために以下の研究を行った。 

 
1. 大阪府における妊婦健診受診を促

す要因の検討 
大阪府市町村の妊婦健診公費負担

額・妊娠 11 週以内の妊娠届出率は、

現時点では全国平均を上回っている。 
 妊婦への経済的支援は大きく改善

していたが、妊娠 11 週以内妊娠届出

率は医療圏ごとに高低の傾向があり、

市町村に妊娠届出受理の要件と妊婦

健診受診券交付の要件について調査

を行ったところ、妊娠届出時に妊娠確

定に関する要件がないのが 46.5%、住

民票がなくても受理する場合がある

53.3%、妊婦健診受診券も VD 等の事

情に配慮して住民票がなくても発行

する 47.6%、受診券発行前の受診にも

使用できる場合がある 9.3%などで、

妊婦健診受診を促す取り組みがなさ

れていた。 
妊娠 11 週以内の妊娠届率と妊婦健

診受診回数には弱い正の相関がある

ことから、妊娠届出や妊婦健診受診券

交付のハードルを低くするとともに、

DV 等の状況に配慮した取り組みが必

要と考えられた。 

 
2. 産婦人科分娩取り扱い施設におけ

る社会的経済的リスクを持った妊婦

取り扱い状況の全国調査 
アンケート結果から分娩を扱って

いる施設の産婦人科医は、社会的経済

的リスクが児童虐待につながると一
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般的に認識しているが、MSW が不在

である施設が多く、それらの症例は周

産期センターに集中している可能性

があることがわかった。また、児童相

談所（児相）への引き取りが特別養子

縁組よりも多く、アンケート期間にお

いては養子縁組の 12.5%は本人が探

した私的団体が仲介していた。 

 
3-1. 社会的ハイリスク妊産婦から出

生した児の乳幼児健診時における育

児状況調査 
ハイリスク症例数が n=10 と未だ少

なく、結論を出すに至らないが、既に

出生届未提出・乳幼児健診未受診・要

対協対象者が 4 例存在した。 

 
3-2. 大阪府立母子保健総合医療セン

ターで出生した児の育児状況アンケ

ート調査 
ハイリスク・ローリスクともに約 2

割が分娩後 1.5 年以内に転居していた。 
1.5 歳までの児の入院率・予防接種

率・乳幼児健診受検率は両群で有意差

が見られなかった。ハイリスク群はロ

ーリスク群と比較して育児相談の相

手先が少ない傾向にあった。さらに、

ハイリスク群はローリスク群と比較

して「パートナー」「実父母」を相談

相手とすることが有意に少なく、本来

育児相談相手となるべき人々に頼れ

ず孤立しがちな状況を示していると

考えられる。一方、ハイリスク群では

「祖父母」を育児相談相手とすること

が有意に多く、有意ではないが保健

師・近所の人・病院関係者などそれほ

ど近しくない人に育児相談しなけれ

ばならない状況が示された。 

 
4. A 市要保護児童対策地域協議会に

おける特定妊婦の支援について 
特定妊婦は児童福祉法第 6条 3の第

5 項(平成 21 年 4 月 1 日)において『出

産後の養育について出産前において

支援を行うことが特に必要と認めら

れる妊婦』とされている。今回、【児

童福祉法等の一部を改正する法律の

公布について(平成 28 年 6 月 3 日) 】
の[児童虐待の発生予防の項目]内にお

いて、以下のように記載されている。

「児童福祉法第 6条の 3第 5項に規定

する要支援児童等(支援を要する妊婦、

児童及びその保護者)と思われる者を

把握した病院、診療所、児童福祉施設、

学校その他児童又は妊産婦の医療、福

祉又は教育に関する機関及び医師、看

護師、児童福祉施設の職員、学校の教

職員その他児童又は妊産婦の医療、福

祉又は教育に関連する職務に従事す

る者は、その旨を市町村に情報提供す

るよう努めることとする(児童福祉法

第 21 条の 10 の 5 第 1 項)」。すなわ

ち、特定妊婦への支援は子育て支援を

通して、児童虐待の発生予防を期待す

る面がある。特定妊婦の同定と支援策

策定が望まれる所以である。健やか親

子 21(第 2 次)においても基盤課題 A:
切れ目ない妊産婦･乳幼児への保健対

策、重点課題 2:妊娠期からの児童虐待

防止対策が提唱されている。しかしな

がら、特定妊婦を追跡した場合にどの

程度児童虐待が発生するのか、特定妊
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婦支援が児童虐待発生防止に繋がる

かは不明である。今回の研究によって

特定妊婦から出生した児童の転帰が

判明した。特定妊婦からの要保護･支

援児童は約半数(47.2%)に発生してい

た。これは関係機関が母児への支援を

行っていた中での結果である。特定妊

婦以外の妊婦からは  2.2%(64/2852)
の発生率であり、この発症率の差から

みても妊婦を取り巻く社会的要因分

析から妊婦を社会的ハイリスク妊婦

であるのかどうかをアセスメントす

ることの重要性が認識される。さらに、

その他の妊婦には特定妊婦ではない

が、社会的ハイリスク妊娠である妊婦

が相当数含まれている。特定妊婦で

はない社会的ハイリスク妊婦からの

出生児の転帰調査も必要である。

平成 27 年度当研究班の調査より大阪

府の特定妊婦数は、平成 26 年：1.0% 
(352/36,244) 、 平 成 27 年 ： 1.2% 
(470/38204)と報告されたが、本研究

においては、この結果に比して約 2 倍

の認定数となった。これは、特定妊婦

の定義、アセスメント項目、関係機関

の情報収集力等の差が考えられる。従

って、関係機関で統一された評価方法

が待たれるところである。 
終結はわずか、29.2%(21/72)に過ぎ

ない。これも分娩後の母児に関係機関

が支援を行った結果ということも併

せて考えなければならない。母児への

支援がなければ、終結はさらに少なか

ったことが予想される。 
 転出については詳細が不明な部分

が多いのであるが、23.6% (17/72)とい

う結果であった。この意味するところ

は今後も内容を明らかにする必要性

があると考える。 
 要保護･支援児童からみると、特定

妊婦からの出生は 34.7% (34/98)であ

った。すなわち、特定妊婦への母児支

援が完璧に児童虐待を防止したとし

ても、児童虐待全体への防止効果は

1/3 程度と推定される。しかし、特定

妊婦ではない社会的ハイリスク妊娠

の関与を考慮すれば、この児童虐待防

止寄与率はさらに高くなることが推

定される。 

 
5. 機関連携によるハイリスク妊産婦

の把握と支援に関する研究 
1) モデル問診票の記入状況 
 今回、問診票の利用に同意が得られ

た妊婦 (妊娠前期 )のうち、232 人

(98.3%)が妊娠を「嬉しい」と回答し、

夫(パートナー)も 225 人(93.4%)が「喜

んでいる」と回答していた。妊娠届出

書に関するパイロット調査 2)では、

「妊娠が分かった時、うれしくない

(予想外だったので戸惑った、困った、

何とも思わない、その他)」との回答

が 7.1%であったとのデータがあるこ

とから、同意が得られた妊婦のグルー

プの特性について、妊娠届出書のデー

タを解析するなど分析が必要と考え

られた。 
一方、妊娠について「とまどってい

る」「困っている」と回答した妊婦 4
人について、相談者や支援者の状況に

ついて確認した結果、これらの妊婦全

員が、夫(パートナー)や実母に「何で
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も打ち明けることができる」と回答し

ていた。また、妊娠を「とまどってい

る」3 人の妊婦は、夫(パートナー)が
困ったときに助けてくれる支援者で

あると回答していた。 
現在の妊婦の状態について、うつ状

態に関連する精神的状況を尋ねたと

ころ、67 人(27.9%)の妊婦が「眠れな

い」「イライラする」「涙ぐみやすい」

「何もやる気がしない」などの精神的

な不調を自覚しており、身体的な不調

については、半数以上が何らかの不調

を持っていた。これらの訴えと、支援

の必要性の関連は今後検討すること

になるが、少なくとも妊婦健診の相談

内容として重要な項目と言える。 
本研究は前向き調査であるため、こ

れから、支援対象者を保健機関に連絡

するなどの支援が始まる。今後、研究

協力自治体への連絡状況や自治体の

支援状況、そして出産後の状況を把握

するなどモデル問診票の有効性を検

証する予定である。 

 
2) 保健指導マニュアル作成 
モデル問診票は、その開発経緯から

も、特定の地域の医療機関と保健機関

での活用を意図したものである。研究

協力者間では、問診の意義や問診を用

いた面談の場面、支援対象者の状況が

共有できているものの、他地域の医療

機関で利用するためには、問診項目の

活用方法を明らかにする必要がある。

このため、モデル問診項目の意義や活

用方法をマニュアルとしてまとめる

必要があった。 

モデル問診項目は、スクリーニング

項目として開発していないため、助産

師等の担当者間のアセスメントを一

定に揃えるためには、何らかの基準を

用いる必要がある。研究班の全体会議

での助言を得て、すでに大阪府内の医

療機関と行政機関との連携に導入さ

れているアセスメント項目を用いる

こととした。 
アセスメント項目は、支援の必要な

妊婦を把握するための要因を、生活歴

(A)、妊娠に関する要因(B)、心身の健

康等要因(C) 、社会的・経済的要因(D)、
家庭的・環境的要因(E)、その他(F)に
分け、それぞれについて具体的なアセ

スメント項目が示され、家族や地域の

支援者、関係機関との関係に関する状

況も評価するものである。マニュアル

では、問診項目それぞれが、どのアセ

スメント項目を把握するために活用

できるのかを示した。その検討過程に

おいて、カルテの基本情報とモデル問

診項目を組み合わせることで、すべて

のアセスメント項目の状況把握が可

能であることが明らかとなった。今後

の問診票の試行過程において、その有

効性を明らかにする予定である。 

 
6. 支援を必要とする妊婦への妊娠中

からの継続的支援の実施と評価 
事例検討した事例から、妊娠中か

ら事例を把握し、保健機関と医療機

関が連携してかかわることにより医

療機関での出産に結びつけることが

できていた。このことは虐待死亡事

例の 0 日死亡を予防することができ
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たと考えられる。しかし、3 事例と

も出産後の継続した支援の難しさが

示された。保健機関、医療機関及び

関係機関とつながりにくい親の背景

の厳しさを理解した支援が必要であ

ると考える。 
 また、B 市、C 市の保健師への面接

調査から、以下の共通点が示された。 
・ 妊娠届出面接を全数に行い、支援

が必要と判断した妊婦には、担当

保健師が妊娠中からかかわる。 
・ 保健師のかかわりだけでなく、医

療機関と連携しながらかかわって

いく。 
・ 地域のなかで妊娠中からの支援を

サポートするネットワーク(B 市:
周産期ネットワーク、C 市:母子保

健推進連絡会)をつくる。 
また、医療機関スタッフへの面接から

は、初診時から関係性の構築を大事に

した丁寧で具体的な支援が行われて

いた。そのなかでも特に重要なことは、

「妊婦のことを、子どもを産み、母親

になっていく人としてでなく、一人の

女性として、大事な人である」、「あな

た自身が幸せになることを支える」と

いうことが伝わるように支援してい

た。そして医療機関のスタッフとのか

かわりが妊婦にとって「心地よい」と

感じられるようにしていた。 
 支援が難しい妊婦や親への関わり

においては、関係の取りにくさ、訪問

拒否、自己中心的要求、指導の入りに

くさなどに振り回されてしまいがち

である。そのなかで家族の状況の複雑

さ、人間関係の距離の取りにくさ、産

まれてくる子どもへの思いの希薄さ、

自分のからだをいたわらない行動、産

むことへの迷い、出産準備が進まない

ことなど感じる。その背景に被虐待歴

など子ども時代に愛された経験がな

い、共感して対応してもらった経験の

乏しさがあることを察知することが

必要である。それを察知することによ

り、医療機関のスタッフが行っている

ような支援につながる方略が導き出

されてくると考える。 
支援がつながりにくい人への関わり

において以下のようなことが重要で

あると考える。 
・ 妊婦、母親、家族のこれまでの(生

育歴)の厳しさ、たいへんさ、しん

どさを理解する 
・ 妊婦、親が困っていることの相談

にのる 
・ ひとつひとつの心配ごと、不安に

丁寧に対応する 
・ できていること、できたことをき

ちんと言葉にして伝える、それを

ほめる 
・ 一人の女性として大事な人である

ことを伝える 
・ 妊婦が心地よいと感じられる関係

をつくる 
・ 妊婦のできるところをみつけ、そ

れを連携の糸口にする 
・ 親が具体的にできることを、社会

資源を総動員して行う 
 単にかかわりが難しい人、関係が取

りにくい人、自己中的な人としてみる

のではなく、その内側にある、妊婦の

子ども時代の辛い体験を予測しなが
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ら、彼らが大事な人であることを伝え、

彼らが心地よく思える関係をつくっ

ていくことから支援がはじまってい

くと考える。 
このような支援について、「妊娠中、

出産後の保健相談において活用でき

る支援技術」としてマニュアルを作成

した。 
〈マニュアルの内容〉 
① つながりにくさの背景 
② 妊娠中からの保健指導のポイン

ト(面接調査の結果から導きだされた

内容から)妊娠中からかかわり、つな

がり続けること 
・ 妊婦、親を支援する関係機関とつ

ながっておく 
・ 妊婦、親が役に立つと感じる存在

になる 
・ 妊婦、親が負担にならない出産準

備を一緒に進める 
・ 妊婦、親のできる力を見つける 

 
7. 妊娠届を活用したハイリスク妊産

婦の同定に関する研究 
この研究においてデータリンケー

ジにおいて同意を求めた場合、約 40%
の同意率であること、同意者の偏りは

あまりないことがわかった。そして、

同意を得ることのコスト(同意書の同

封、返信用切手等)は膨大であった。

この知見は非常に重要である。なぜな

ら、母子保健情報のビッグデータ化に

おいて同意を得るべきかについて貴

重な示唆を与えるからだ。本研究のよ

うに妊娠届や産科受診データから虐

待リスクを予測するような研究が今

後必要であると考えるが、その場合に

データリンケージにおいても同意が

必要か、については倫理指針の改定も

参考にしながらさらに議論を深めて

いく必要があるだろう。 
 そしてデータリンケージできた場

合、妊娠届において望まない妊娠であ

った場合に 1 歳半、3 歳まで子育て困

難感としての虐待傾向が続いていた。

つまり、望まない妊娠に対して、母子

関係を改善するような介入がほとん

ど効果を示していないと予想される。

今後はどのような介入を行ったかを

明らかにし、介入効果を検証する必要

があるだろう。母子関係という虐待を

強く予測する情報が妊娠届で把握で

きるので、今後はこの情報を母子を

「支える」「寄り添う」という視点で

介入につなげ、子育て困難感の減少、

そして虐待の減少につなげていく必

要がある。 

 
8. 本邦の母子保健事業の現状調査 
平成 21 年の児童福祉法改正により、

出産後の養育について出産前におい

て支援を行うことが必要と認められ

る妊婦については「特定妊婦」として

要保護児童対策地域協議会(以下、要

対協)の支援対象となった。しかし、

同法改正以降も従来の母子保健業務

を中心とした保健師による妊婦への

支援が行われる中で、支援を要する妊

産婦の効率的な抽出方法・産後ケア、

医療機関との連携のあり方が課題と

なっている。平成 28 年には児童福祉

法・母子保健法の改正があり母子健康
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包括支援センターの設置・運用が開始

される。その課題解決に向けて、各市

区町村の母子保健担当部署が工夫を

凝らしながら、独自のノウハウで対応

しているものと思われる。そこで、全

国各市区町村の母子保健担当部署の

母子保健事業の現状について調査す

ることとした。 
本アンケート調査で妊娠期から子

育て支援までの現状が明らかになる

と考えられる。結果によって問題点、

課題等が明らかになれば、医療・保

健・福祉の連携を実効あるものにし

ていく方策がみえてくることも期待

できる。 

 
9. 妊娠期アセスメントシートを用い

た要保護・要支援のリスク因子 
本研究により、われわれと大阪府で

作成した「アセスメントシート(妊娠

期)」の項目は、大部分が要保護・要

支援の関連因子であることが分かっ

た。また、要保護児童対策地域協議会

への通知基準は、おおよそ適切である

ことが明らかになった。 
妊娠期から、要支援・要保護児童児

の母親を抽出する試みは、以前よりな

されてきた。オレゴン州の家庭訪問支

援プログラムにおける産院でのスク

リーニングやアメリカの Wessel によ

り提唱されたプレネイタルビジット、

愛知県の妊娠届書からのスクリーニ

ング、大分県のペリネイタルビジッ

ト・ヘルシースタート専門部会による

支援対象者選定時のポイント、そして、

われわれと大阪府と共同で開発した

「アセスメントシート(妊娠期)」があ

る。これらのスクリーニングツールの

うち、海外で開発されたものについて

は、有用性について検証され、一定の

有効性が証明されている。しかし、日

本ではこれらの取り組みはごく最近

のことであり、検証されていないか、

もしくは、ごく少数の人数によるアン

ケート調査でしか検証されていない。

つまり、本邦のスクリーニングツール

の項目については、海外で有用とされ

ている項目を取り込みつつ経験則に

もとづいて作成されており、科学的な

根拠はない。われわれが大阪府と共同

で作成した「アセスメントシート(妊
娠期)」も、長年、この分野で活動し

てきた医師、助産師、保健師の経験則

にもとづいて項目が作成されており、

科学的な検証がなされていない。その

ため、本研究において統計学的に各項

目を検証したことは、今後の「アセス

メントシート(妊娠期)」を用いて要支

援・要保護児の母親を妊娠期にスクリ

ーニングするにあたり、有意義な検討

と思われる。 
検討の中で、「アセスメントシート

(妊娠期)」の項目には、一部は有意で

なく不必要な項目も含まれることが

示唆された。要支援群と対照群で差を

認めなかった項目のうち、「４０歳以

上の妊娠」、「多胎や胎児に疾患や障が

いがある」、「訴えが多く、不安が高い」、

「身体障がい・慢性疾患がある」につ

いては、要支援群に限らず対照群にも

該当するものが多かったが、項目内容

から推測するに、それも当然と思われ
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る。これらの要因については項目から

削除することを検討したほうがいい

かもしれない。また、「過去に心中未

遂(自殺未遂)がある」、「家の中が不衛

生」については、重要な項目とは思わ

れるが、そもそも両群とも該当する数

が少なかった。これらの項目は、訴え

を引き出すのが難しいためと思われ

る。したがって、単に問診するだけで

なく、聞き出す能力も必要であること

が推測された。この「アセスメントシ

ート(妊娠期)」は誰でも、要支援・要

保護児童児の母親を抽出できるもの

を目指して作成されたものであるが、

これらの項目については上手に聞き

出す必要があり、問診能力の教育が必

要で、スクリーニングツールとして限

界と思われた。 
支援を要する妊婦の抽出基準は、ス

クリーニングツールの要となる。例え

ば、愛知県の妊娠届書からのスクリー

ニングでは、各項目に重み付けを行い

点数化し、何点以上ならハイリスクと

して扱っている。「アセスメントシー

ト(妊娠期)」では、要保護児童対策地

域協議会への通知基準として、表 2 を

使用して支援を要する妊婦を抽出し

ている。概ね妥当であったが、「住所

不定・居住地がない」は、対照群に該

当者がいないため統計的には検討で

きなかった。その他の基準は有用であ

った。一方で、「16 歳未満の妊娠」に

ついては、単独でも該当すれば通知す

ることになっているが、多変量解析の

結果、有意な基準にはならなかった。

これは、「16 歳未満の妊娠」は支援を

要する母親に間違いはないが、もし、

家族の十分な支援体制が整っていれ

ば、必ずしも公的支援が必要ではない

ためと考えられた。 

 
10. 妊娠中から支援を行うべき妊婦

の抽出項目の選定 
施設入所群と対照群を比較するこ

とで、今まで虐待と関連の深いといわ

れていた若年妊娠、経済的な問題、母

の精神疾患、初診週数が遅い等の因子

の多くが、やはり虐待、養育困難と深

い関連があることが示された。本研究

で検討した因子は、父母の背景、妊娠

経過、児の問題の 3 つに大別される。

父母の背景として、若年もしくは年の

差婚、未入籍、経済的な問題、母の精

神疾患等があり、妊娠経過については、

高血圧、尿蛋白、早産、児の問題とし

て、低出生体重児、早産児、多胎、先

天疾患等が挙げられる。そもそもの背

景に加え、妊娠中の問題および出産後

児の育てにくさにつながるような児

の先天疾患、早産、低出生体重等が合

わさると、将来的に虐待や養育困難と

なる例を多く認めることが判明した。

入所理由が虐待か養育困難か、虐待の

種類が身体的虐待かネグレクトかに

おいて、関連する周産期因子には違い

を認めた。特に養育困難やネグレクト

では父母の年齢差、母の精神疾患が強

い 関 連 が あ っ た 。 こ の 研 究 の

limitation は、入所群が母子健康手帳

の複写のあるものに限定されている

点であり、母子健康手帳の提出がない

ものの中には、飛びこみ分娩で入所時
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に母子健康手帳の発行がないものや、

母子健康手帳の提出拒否、母子健康手

帳紛失等様々な原因があるが、複写の

ないものについては、その原因も不明

であることである。対照群については、

アンケート形式で任意の参加として

おり、選択バイアスがあることである。

また、strength としては、虐待や養育

困難での入所例についての情報を使

用した検討であり、今まで報告がない

こと、また、対照群を設定しているこ

とである。 

 
 

Ⅱ．医学的ハイリスク妊娠抽出に関す

る研究 

 
 本研究は医学的ハイリスクと社会

的ハイリスク妊娠の関連性と母児予

後を検証することを目指している。 

 
1.施設規模別にみたハイリスク妊娠

チェックリストと産科合併症の関連

性に関する検討 
「HRP チェックリストの適切な活

用が産科合併症の早期発見に繋がる」

との仮説を検証するためには、現在進

行している症例に対しての前方視的

な観察による証明がより確実と思わ

れるがその前段階の検証方法として、 
この研究を行った｡ 
まず、HRP チェックリストの作成

にあたっては、JSOG-DB を利用した

が、このデータベースは、 わが国最

大の周産期データベースである。残念

ながら、全分娩登録ではなく、病院を

中心としたデータベースであること

は前述した通りである。 
今回、一般産科診療所や助産施設を

中心とした一次施設の症例にどの程

度当てはまるのか検証したところ、産

科合併症に関与するリスク因子の抽

出率(感度)が 50%以上あったことは、

施設規模にかかわらず、 本チェック

リストを使用できる可能性を示唆し

ている。 
今回の検討では、 一次施設におい

て、 陽性的中率は有意ではなかった

が、今後症例数の増加やリスク因子別

の検討や重みづけを加えることで、 
一次施設で本チェックリストを使用

できる可能性がある。 
 今回は一次解析の結果を示すにと

どまったが、最終年度は、妊娠高血

圧症候群や切迫早産などの主な産科

合併症別に、リスク因子が認められ

る頻度の比較を施設規模別に追加検

討を行うことで「この HRP チェック

リストが施設規模によらず全施設で

使用可能である」ことを検討する予

定である。 
 同時に「社会的」リスクと「医学的」

リスクの相互関連性も検討する予定

で当該施設での倫理委員会で承認さ

れたところである。 

 
2．医学的ハイリスク妊産婦のチェッ

クリスト作成 
子宮頸部悪性腫瘍に対する子宮頸

部手術は、頸管組織の残存を意識した

治療を行ってはいると思われるもの

の RR≧2 の早産ハイリスク妊娠であ
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った。母体年齢等子宮頸部手術施行群、

非施行群で有意差があり、背景が同一

でなくさらなる検討を要すると考え

られた。また、手術方法別のリスクに

は差がなく、頸管長や腟分泌物培養の

結果、あるいは予防的頸管縫縮術でも

早産率に差がみられなかった。さらな

るリスク分類はできず、また早産予防

の有用な管理法は見いだせていない。 
子宮頸癌および子宮頸部病変は、多く

が性交渉によって感染する HPV に由

来している。近年の子宮頸癌および頸

部病変の若年化は、若年者における性

活動の活発化や初交年齢の若年化な

どが推測されている。社会的ハイリス

クを有する女性では、その傾向が顕著

であることはよく知られている。その

ため子宮頸部手術後妊娠が多いこと

も、社会的ハイリスク妊娠での高い早

産率の一因になっているとも考えら

れる。これらの妊娠管理を考える上で

は、特に重要である。 

 
3．医学的ハイリスク妊娠の産後フォ

ロー期間に関する単一施設における

後方視的検討 
ハイリスク妊娠とされる合併症妊

娠患者の産後における基礎疾患の管

理においては、糖尿病、血液疾患、肝

疾患、甲状腺、消化器疾患などでは非

常に高率に長期間にわたりフォロー

アップされているが、自己免疫疾患、

婦人科系疾患、腎泌尿器系疾患におい

てはフォローアップ率が低いことが

示された。また精神疾患では、ほとん

どフォローされていないことが明ら

かとされた。これは、当該病院の病院

機能に依存しているものとも考えら

れる。当院では、腎泌尿器科疾患は、

移植などの目的がなければ積極的に

自院での長期管理はなされていない

ことに起因するものといえる。また、

精神疾患などは、妊娠期間においての

み必要とされることも多く、さらには

個人の心療内科クリニックでの管理

がなされている場合もあり、総合病院

での管理がなされていないのかもし

れない。一方産科合併症においてはそ

のほとんどすべてにおいて、3 か月ま

での管理がなされていないことが明

らかとなった。今回の検討ではなされ

なかったが、既往妊娠で早産した妊婦

が次回妊娠で反復する切迫早産を認

める症例もあり、対策が求められるも

のと推定される。 

 
4. 社会的リスクにおける母体および

児の周産期における医学的リスク評

価 
次年度に解析予定のデータに基づ

いて、考察をしていく予定である。 

 
 
Ⅲ．妊産褥婦メンタルヘルスに関する

研究 

 
 妊産褥婦メンタルヘルスは社会的

ハイリスク妊娠でもあり医学的ハイ

リスク妊娠でもある事が示唆されて

いる。こうした“こころの負担”が最重

症化した場合、妊産褥婦の自殺・児童

虐待死が危惧される。本研究は妊娠中
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からの母体への支援の在り方を検討

するものである。 

 
1. メンタルヘルスに問題のある妊産

婦への保健指導の開発及び全国展開 
メンタルヘルスに問題があり介入

が必要と考えられた妊産婦は、全分娩

の 4%で、全国で年間約４万人と推計

される。社会的背景としては 18%が未

婚者で、貧困など生活面の問題を 15%
程度が抱えている。また、半数の妊産

婦は精神疾患とその既往があり、精神

科医師などとの接点があるが、他の半

数は専門医のアドバイスを受けるこ

となく、経過していた可能性がある。

これらの精神疾患とその既往がなか

った妊産婦は、比較的低年齢で、周囲

から孤立する傾向が強く、育児障害や

子ども虐待に関し、よりハイリスクと

推察されている。 
 メンタルヘルス介入が必要と考え

られた妊産婦の割合を、自治体ごとに

比較すると、0.6%から 8.6%と 10 倍以

上の差があった。地域ごとでは、北海

道・東北、関東、九州で比較的高率で、

東海北陸、近畿で低い傾向にあった。

これらの地域差の原因を検討するた

め、社会的背景として指摘されている

経済状況や婚姻状況と比較したが、自

治体ごとの平均的指標と対象妊産婦

の割合には有意な関連は認めなかっ

た(県民一人当たりの所得：r = 0.126、
女性の生涯未婚率：r = 0.181、合計特

殊出生率：r = 0.193)7-9)。一方、対象

妊産婦の割合は、精神科受診歴のない

妊産婦がより多く抽出された自治体

で高率になる傾向があった(r = 0.42, 
p < 0.05)。このことは、各自治体にお

ける産婦人科医師の意識やスクリー

ニング方法に相違がある可能性を示唆

している。より良い介入を行うために

は、精神科受診歴のない妊産婦を含め、

対象者を均一に抽出することは重要で、

妊娠中に一定のスクリーニング法を導

入することが必要と推察された。 
 施設の種類により、メンタルヘルス

介入が必要と考えられた妊産婦の分

布は異なる。介入が必要と考えられた

妊産婦の割合は、診療所の 2.4%に比

較し、病院で 5.4%と 2 倍以上におよ

んでいた。通常、産科診療所には精神

科診療機能はなく、対象者がある程度

高次施設へトリアージされていた結

果と推察される。病院の運営母体では、

大学病院(10.2%)と国立系病院(7.6%)
でメンタルヘルス介入が必要な妊産

婦の頻度が高く、機能的な分類では周

産期母子医療センターの指定を受け

ている施設(総合 6.5%、地域 6.6%)で
高率であった。また、精神科受診歴の

ない妊産婦の割合と施設種類に大き

な相違はなく、産婦人科医師の意識や

スクリーニング方法に大きな施設間

格差はないものと推察された。 
 メンタルヘルスに問題を抱える妊

産婦への対応には、専門的な知識と技

術が必要になる。しかし、実際には助

産師(87%)や産婦人科医師(53%)が対

応することが多く、メンタルヘルスケ

アの専門職である臨床心理士が対応

していた施設(14%)はわずかであった。

実際、18 自治体では、臨床心理士が

－29－



対応したとする施設からの報告はな

く、その配置や対応システムを検討す

る必要があると推察された。また、臨

床心理士が対応した施設の割合は、運

営母体ごとの集計では都道府県立病

院(57%)、機能的な分類では総合周産

期母子医療センター(42%)で比較的高

いものの、患者が集中する大学病院

(27%)や国立系病院(17%)では平均的

な数値に止まっていた。本調査では、

実際の臨床心理士の配置を明らかに

することはできないが、患者が集中す

る施設では更なる臨床心理士配置の

充実や施設内の連携システムの効率

的な運用を検討する必要があるもの

と推察された。 
 また、産後精神科医師に紹介したと

する施設が 20%程度に止まっている

ことも、今後の課題である。この紹介

率は施設機能に依存し、都道府県立病

院や総合周産期母子医療センターな

ど高次施設で高い。高次施設には精神

科が併設されている施設も多く、院内

紹介を含め紹介率が高くなるものと

推察される。一方で、産科診療所では

紹介率が低く、精神科施設との連携に

問題がある可能性が示唆される。実際、

妊産婦のメンタルヘルスケアを専門

に扱う精神科医師や臨床心理士の所

在や数は明確にされておらず、産科診

療所から精神科へ、いかに速やかに連

携するかは、重要な課題と考えられた。 
 以上の成績は、メンタルヘルスに問

題のある妊産婦の全てが、十分な支援

を受け出産を終え退院しているわけ

ではないことを示唆している。早急な

改善には、妊産婦のメンタルヘルスケ

アを専門とする精神科医師の確保や

地域ネットワークシステムの機能的

な運用が求められる。また同時に、多

くの現場で実際に対応している産婦

人科医師や助産師などへの教育も重

要である。産婦人科医師や助産師など

を対象とした教育プログラムを作成

し、メンタルヘルスに問題のある妊産

婦のスクリーニング法や保健指導法

を確立し、全国展開して行くことは、

より即効的な対応策になるものと推

察された。 

 
2. メンタルヘルス不調の妊産婦に対

する保健指導プログラムの開発と効

果検証についての研究 
研修会後に実施したアンケートで

は、今後自施設内や他機関関係者とメ

ンタルケアについての研修会や勉強

会を開催したいと考えている参加者

は大多数であり、メンタルケアのスキ

ルアップへのニーズの高さが明らか

になった。また、研修会の満足度につ

いての結果から、本研究で実施したメ

ンタルケアの指導者研修のような研

修プログラムの提供が母子保健関係

者のメンタルケアのスキルアップの

ニーズに合致していることが示唆さ

れた。研修会から 3 か月後に実施予定

のアンケートで、今後本研究のプログ

ラムを検証予定である。 
 以下に、アンケートの結果から明ら

かになった参加者のメンタルケアの

実情を考察する。 
 参加者のほとんどが、一定数以上の
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心の問題で「気になる」妊産褥婦に対

応していることが明らかになった。ま

た、直近の 3 か月間で特定妊婦に対応

していると回答した参加者の割合は

約 4 分の 3 であり、残りの約 4 分の 1
の参加者の中には特定妊婦の定義を

把握していない者もいたと考えられ

る。母子保健関係者の間で特定妊婦に

ついてのさらなる啓発が望まれる。 
 また、メンタルヘルス不調の母親に

自施設内である程度対応していると

答えた参加者は半数弱であり、メンタ

ルケアに対する母子保健関係者の対

応ができているところとできていな

いところに二分される現状が明らか

になった。今後、メンタルケアをあま

り実施しているといえない約半分の

施設も、おのずとメンタルケアに取り

組めるような保健システムを作って

いくことが望まれる。 
 メンタルヘルス不調の母親やその

子どもの支援についての会合が全く

ない、と 3 分の 1 弱の参加者が回答し

ていた。メンタルヘルス不調の母親に

はどの母子保健関係者も対応する機

会があると考えられ、対応を協議する

定期的な場を今後より多くの施設が

持つことを推進する施策が望まれる。 
 また、大多数の母子保健関係者が他

機関関係者との会合に参加する機会

が非常に少ないか全くないと答えて

いた。地域の多職種連携には、関係者

の顔の見える関係づくりの場となる

と考えられ、今回の研修会でもそのよ

うな会合について講義の中で紹介し

た。今後、地域での関係者間の会合が

持たれるような施策が望まれる。 
 次年度以後も、母子保健メンタルケ

ア指導者研修を厚生労働省子どもの

心の診療拠点病院事業の中で行って

いく予定であり、今年度のアンケート

結果や実施状況を踏まえ、次年度以後

さらなる均てん化につなげていく。 

 
3. 大阪府小児救急電話相談(#8000)に
寄せられる新生児の相談と育児不安

の検討 
産後うつにつながる母体側の要因

は出産時に医療機関が把握可能であ

るが、在宅における新生児のケアは産

科退院後であり、どの週数に新生児に

対しどのような不安があるのか明確

ではなかった。今回の結果により、新

生児期に子どものケアに悩む相談の

ピークは生後2週目であることが明ら

かになった。また、新生児に関する育

児不安の要因として「泣きやまない」

「なぜ泣いているのかわからない」

「病気への心配」などが挙げられてき

たが、今回子どもの状態が病気の症状

かどうか把握できない保護者が少な

からずあることと、さらに日常の育児

や比較的軽微な症状に対する心配が

親の心の問題につながっていること

が示された。 

 ♯8000 事業は、核家族化・少子化の

中乳幼児の子育て経験が乏しいまま

成長し、夜間に子どもの病気やケガで

対処に困惑し不安を感じる保護者が

増加したことに対して、開始された。

相談件数の推移では年度によりやや

違いはあるが、全体として増加傾向で、
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日々多くの利用がある。中でも 0 歳児

の相談は開始当初より年齢別で最も

多く、他府県でも同様の傾向である。

0 歳児の保護者は子育て自体が不慣れ

で病気の経験も乏しく、夜間の救急受

診も経験がないため、家庭から心配に

なった時すぐに直接専門職と話がで

きる電話相談のニーズは高い。0 歳児

および新生児の相談件数の年次推移

では、全体の相談件数と同様に増加し、

全体に占める比率には特に大きな変

動はなく、今まで特に注目して分析を

行うことはなかった。しかし今回新生

児に注目し週数別相談件数を集計す

ると、生後 2 週目が最も多く 3 週目と

共に 4 週目より有意に多かった。0 歳

児全体では月齢が上がると件数は増

加していた。 
相談の主訴を検討すると、新生児に

おいても発熱・嘔吐などの症状が多い

が、週数別件数では 2 週目にピークが

あり、4 週目は少なかった。0 歳児全

体では発熱・嘔吐・下痢は月齢と共に

件数が増加し、呼吸器症状や皮膚症状

も 3 ヵ月以後の件数が多いように、疾

患の増加と相談件数は一致した傾向

を示していた。新生児期は週数で疾患

の罹患率が大きく変わらないことと 4
週目には 1 ヵ月健診があることから、

相談は病気の相談より保護者側の不

安を反映している可能性が考えられ

た。相談員からは、新生児期は一見病

気の症状のようでありながら、よく話

を聞くと、体温の高さへの戸惑いや溢

乳などの相談が多いことが指摘され

ている。#8000 では新生児の受診の目

安として、哺乳力・機嫌・泣き声の強

さなどから緊急性を判断し、新生児で

病気が疑われる場合は受診を勧める

ことが多い。今回の結果すぐ受診を勧

める例は、発熱で 4 分の 1、嘔吐は 1
割に過ぎないことから、大半は相談員

が受診の必要のある病気の症状と評

価していないことが示された。その他

の主訴として多い「泣きやまない」「育

児相談」も第 2 週にピークがあり、産

科を退院後家庭で不慣れな育児に戸

惑い、病気への過剰な心配や夜間に不

安に駆られて、♯8000 を相談相手とし

て選択したと推察された。 
相談内容を新生児と新生児以外の 0

歳児で比較すると、新生児では「家で

のケアの方法など」の比率が高く、受

診や薬についての相談が少なかった

ことより、やはり家庭で自分がどうす

ればいいか対応を知りたいという要

望が多いことが示された。また「親の

心の相談」は 9 例と少ないが、新生児

以外の0歳児より有意に多いことが懸

念された。相談の会話を通して、症状

にこだわりが強い事例・不安感の強い

口調・お風呂や授乳や接し方など次々

に育児の相談が湧き出る事例・父親が

母親の精神面を心配した事例などを

「親の心の相談」としたが、病的と考

えにくい状態を発熱・嘔吐・けいれん

といった病気の症状と受け止めて過

剰に不安を抱き、日中の相談機関がわ

からない例が多かった。産後うつのよ

うな深刻な状態に至るには、家族背景

などの要因も複合していると考えら

れるが、今回の結果からは、在宅で不
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慣れな新生児の育児に戸惑うことが

親の精神的問題につながる可能性が

感じられた。 
#8000 は子どもの病気やケガに対

し電話直後の受診の判断やケアを求

められる相談が中心で、大阪府は全体

の件数が多く1件当たり数分で対応す

る場合が最も多い。育児不安に対して

十分な聴き取りは困難で、心理や子育

て環境にまで深く配慮することは難

しい。現在育児に関する電話相談は平

日日中に行われているものが多いが、

夜間の恒常的な電話相談が開設され

ることが望まれる。家族以外に相談相

手がない夜間に保護者を支えると共

に、どのような不安が生じるのかなど

の分析が行われれば、変化の激しい社

会においてその時々の時代に即した

育児支援の対応策に反映されること

が期待される。 
また、新生児への支援策として電話

訪問は家庭訪問より有効性が低いと

報告されている。今回の結果から健常

な新生児でも生後 2週目から 3週目に

相談のニーズがあることが示された。

保護者が新生児に不慣れな産科退院

前後の時期に、健常新生児の見方や受

け止め方を理解し、「泣く」「溢乳」な

どの生理的範囲のトラブルを落ち着

いて受け入れられるような支援が行

われれば、育児不安の軽減に有用と考

えられた。周産期の親子を支援するた

めには、人的資源を有効に活用するこ

とが求められる。新生児から乳児、幼

児へと引き継ぐため、産科と小児科の

情報交換や協力体制、医療機関から地

域への受け皿への連携を含めたきめ

細かな支援体制の構築が、核家族化・

少子化時代の子育てに必要不可欠と

考えられた。 

 
4. ｢大阪府妊産婦こころの相談セン

ター｣運用からみた妊産婦メンタルヘ

ルス対策 
従来、本邦の妊産婦死亡統計には自

殺は含まれていなかった。現在、妊産

婦死亡はおよそ 100 万分娩からわず

か 40 名程度まで減少している。しか

し、近年正式な統計が取られていない

ものの妊産婦の自殺が散見されるよ

うになってきた。平成 28 年 4 月には

竹田らによって、東京都の妊産婦自殺

が 10 年間(およそ 100 万分娩)に 63 名

であったと報告された。さらに、子ど

も虐待による死亡事例等の検証結果

等について(第 12 次報告)から読み取

っても、出産後 1 年以内に毎年数名の

心中が発生している。このことから考

えても妊産婦の自殺は従来の年間妊

産婦死亡に匹敵する可能性が出てき

た。大阪府においても、未受診や飛び

込みによる出産等実態調査報告書さ

らに児童虐待、特定妊婦等の検証の延

長線上で妊産婦のメンタルヘルス、自

殺が大いなる懸念として関係者の間

で共有された。そこで、大阪府の自殺

対策担当部局の事業として『大阪府妊

産婦こころの相談センター』を設置し

た。その事業目的は以下である。 
産前・産後は精神的に不安定な時期で

あり、産後うつについては 10~20%が

罹患するといわれている。精神的不安
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定は母児の愛着生成にも影響し、育児

困難、児童虐待に繋がりかねないこと

から、妊産婦のこころの安定を得て、

妊娠期から乳幼児育児期までの切れ

目ない支援を目指すものである。また

妊産婦の自殺は、家族を含む周囲への

影響が著しく大きいため、産前・産後

を通して、精神的なサポート体制を構

築することで、自殺を防止する必要が

ある。このため、本事業では、大阪府

立母子保健総合医療センターに大阪

府妊産婦こころの相談センターを設

置し、専任職員を配置することで、府

内の精神的に不安定な妊産婦に対し

て、ワンストップ窓口として専門的な

支援を行う体制を整備する。 

 
相談業務 
・ 妊産婦、家族および関係機関から

の電話相談に応じ、必要な際は、

来所による相談支援や診療を行う

とともに、継続支援が必要な妊産

婦を、適切な機関(精神科医療機関、

市町村、子ども家庭センター、保

健所等)につなぐ。 
・ 精神疾患専門領域の相談に対応す

るために、1 週間に 1 日精神科医

による診療・コンサルタント体制

を整備する。 
特に、精神科医師の団体である大阪精

神科病院協会、大阪精神科診療所協会

が参画していただけたことは大きな

意味がある。同時に、大阪府こころの

健康総合センターの参画も大きな支

えとなっている。 
 現在、大阪府の各市町村で妊娠届時

に母子健康手帳交付の際、カードを配

布し、周知を図っている。 
 当初の目的である「必要に応じて関

係機関に繋ぐ」ことが難しい例も少な

くない。これは匿名の多さに依るもの

であるが、匿名だからこそ相談できる

気楽さもあるようである。相談員は匿

名のままで構わない内容であればそ

のまま相談を受け、必要に応じて名前

や住所地を聞き取るようにしている。 
 電話回線が限られているため1件に

多くの時間は割きにくい。1 件の相談

あたり概ね 30 分間を基本としている

が、ようやく相談相手を見つけた安堵

感からか話が切れない場合も多く、妊

産婦の孤立が垣間見える。また流死産

後の女性に関する相談もあった。妊娠

とメンタルヘルスを考える際に外せ

ない対象者であり、どのように対応し

ていくかは今後の課題である。 
 主な対象としては、精神的に不安定

な妊産褥婦と考えている。中には精神

医療の導入が必要な方もおり、そうい

った方は精神科医療機関へつなげてい

るが、当センターの事業は精神的に不

安定な妊産婦を主体に育児支援に繋げ

ることが大きな使命であると考えてい

る。育児支援を通して、妊産婦の自殺

や児童虐待の抑制に繋がればとの思い

で日々運用しているが、まだまだ、課

題山積で試行錯誤の日々である。 

 
 
総括 
本邦の周産期医学は従来、以下のよ

うな課題に対応してきた。 
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・医学的問題 
・搬送体制の整備問題 
・人的供給体制の問題 

1000g の超低出生体重児が生存出

来るか？さらに、出生直後からの外科

的・内科的疾患への対応をどうする

か？近年では胎児鏡下胎盤吻合血管

レーザー凝固術(FLP)等の胎児医療も

可能になってきた。こうした、医療の

進歩に伴い、適切な母体搬送、新生児

搬送が全国的に整備されてきた訳で

ある。そうした中で周産期医療を担う

人材不足は現時点においても大きな

課題である。 
このような経緯とは別個に、近年は

“妊娠期からの切れ目ない育児支援”に
よって児童虐待予防・防止が指摘され

るようになってきた。つまり、 
・社会的ハイリスク妊娠 
・子育て支援 
が今後の周産期医療の大きな課題と

なっていくものと思われる。 
我々の調査からも既に、全国の相当

数の産婦人科医療機関で社会的ハイ

リスク妊娠・特定妊婦を経験している。

さらには、その延長線上で児童虐待も

経験している。社会的ハイリスク妊娠

は児童虐待という帰結からの課題と

して上がってきたのであるが、このよ

うに、社会的ハイリスク妊娠における

妊産婦のメンタルヘルスも大きく問

題視されてきた。妊産婦メンタルヘル

ス問題もその延長線上には“自殺”も課

題としてあげられるようになってき

た。すなわち“児童虐待”と“妊産婦の自

殺”という母児の最悪の結末に“社会的

ハイリスク妊婦”あるいは“特定妊婦”
が関与していると考えられるのであ

る。しかしながら、妊娠中の要因と児

童虐待において、科学的検証のある要

因は証明されていない。あるいは妊娠

中の要因と妊産婦の自殺についての

科学的検証は行われていない。もし、

予防・早期発見が成立するとしたら、

因果関係のある要因が判明していな

いと効果的な対応は出来ない。従来の

児童虐待検証から一定数の事例にお

いては妊娠中の要因が出産後の児童

虐待に関与していることが推定され

てきた。そのような思いから健やか親

子 21(第 2 次)においても“妊娠中から

の児童虐待防止対策”、“切れ目ない妊

産婦・乳幼児への保健対策”が提唱さ

れていると考える。その意図するとこ

ろは理解しやすいが、実証的に因果関

係を検証された結果ではなかった。本

研究班の大きな目的は、“妊娠届”、“妊
婦健康診査”という本邦で広く行き届

いた母子保健システムを活用するこ

とで、“全ての児童が健全に育成され

る”母子保健対策を検討することであ

ると考える。平成 28 年の児童福祉法

等改正において、『全ての児童が健全

に育成されるよう、児童虐待について

発生予防から自立支援まで一連の対

策の更なる強化等を図るため、児童福

祉法の理念を明確化するとともに、母

子健康包括支援センターの全国展開、

市町村及び児童相談所の体制の強化、

里親委託の推進等の所要の措置を講

ずる』と提唱されている。以下に、今

回の研究で明らかになった項目につ
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き、要約する。 

 
(1)妊娠中の要因と養育困難 
①A 市要保護児童対策地域協議会に

おける特定妊婦の支援について 
特定妊婦を追跡した結果、47.2% 

(34/72)が要保護・支援児童として 1 年

以上経過していた。終結は 29.2% 
(21/72)にすぎなかった。同時期のその

他の妊婦(2852 人)からの要保護･要支

援児童は 64 人(2.2%)であった。従っ

て、特定妊婦からは児童虐待に繋がる

事例が約半数に昇ることが示された。

多くの事例は、特定妊婦として妊娠中

から支援を受けていたのであり、特定

妊婦としての支援がなければ、さらに

高頻度で児童虐待に繋がった可能性

がある。要保護･要支援児童(98 人)の
うち特定妊婦からの発生は 34 人

(34.7%)であったということは、妊娠

中からの要因によって児童虐待に至

る可能性は児童虐待全体のおよそ 1/3
程度と考えられる。 
 このような実証的成果が得られた

意味は大きいと考えている。しかし、

本研究においては介入後の結果であ

るし、特定妊婦ではない社会的ハイリ

スク妊娠の転帰は検討されていない

等の研究の限界はある。 

 
②妊娠中から支援を行うべき妊婦の

抽出項目の選定 
大阪府内の子ども家庭センターに

一時保護(0 歳～5 歳例)された事例の

うち虐待によるもの 70 件、養育困難

によるもの 27 件の妊娠中の要因を検

証した研究である。0 歳が最も多く、

かつ年齢が低いほど養育困難での入

所の割合が多かった。虐待の種類は

ネグレクトが最も多く、性的虐待は

認めなかった。主な虐待者は、母親

が最も多かった。施設入所群と対照

群を比較検討した結果、母体年齢が

若いこと、父年齢が若いこと、父親

の年齢が母親の年齢より 10 歳以上、

未入籍、初診週数が遅い、妊娠中に

高血圧を認めること、妊娠中の尿蛋

白陽性を認めること、経済的な問題

があること、早産、出生体重 2500g
未満、帝王切開、多胎、児の先天疾

患の合併、母の精神疾患合併が挙げ

られた。中でも母の精神疾患合併は

検討区分により異なるが、Odds 比は

48 倍～136 倍と高かった。 
本研究からは妊娠中の要因が重層

的に児童虐待に至る可能性を示して

いる。こうした、定量的検証からは今

後の支援の有り様を策定していく上

で大きな証左が得られたと考える。 
 

③妊娠期アセスメントシートを用い

た要保護・要支援のリスク因子 
アセスメントシートにある6つの妊

婦背景(虐待・DV 歴、年齢・健診受診

歴・母児疾患歴、支援者状況、メンタ

ルヘルス(MH)の状態、経済状況、家

庭環境) 31項目および要保護児童対策

地域協議会への通知基準である項目

について検証した。要保護・要支援の

必要性が有意に高い要因は 31 項目中

25 項目に認められた。要保護児童対

策地域協議会への通知基準である 16
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歳未満の妊娠、虐待・DV 歴・未受診、

メンタルヘルス問題・経済的困窮の調

整オッズ比(95%信頼区間)はそれぞれ

0.49(0.03-15)､66(30-165)､27(9.2-86)
であった。 
本研究からは大阪府版「アセスメン

トシート(妊娠期)」の要因が、要保護・

要支援の関連因子であるかを明らか

にできた。 
 

④社会的ハイリスク妊産婦から出生

した児の乳幼児健診時における育児

状況調査 
ハイリスク症例数がn=10と未だ少な

く、結論を出すに至らない、既に出生届

未提出・乳幼児健診未受診・要保護児童

対策協議会対象者が 4 例存在した。 
この結果は少数ではあるものの、特

定妊婦からの児童虐待発生の頻度と

近い結果が得られている。 
この研究からの課題は[個人情報保

護]問題である。本研究は倫理審査を

受けた後に、対象妊産婦から自筆承諾

書をいただいた上での追跡調査であ

る。それにも関わらず、自治体からの

資料提供は芳しくない。本研究班の目

指す実証的検証結果を得るためには

大きな課題である。今後も研究成果を

得られるように働きかけを継続して

いく予定である。 
 

⑤妊娠届を活用したハイリスク妊産

婦の同定に関する研究および保健指

導の効果検証 
妊娠届で「予想外だったので戸惑っ

た」「困った」「何とも思わない」「そ

の他」と回答した場合に、1 歳半児、

3 歳児を育てにくいと回答する率が高

いことがわかった。 
 この研究には妊娠届の情報のみで

あっても3歳時点の子育て困難に関連

していることが示された。 
 

⑥大阪府における妊婦健診受診を促

す要因の検討 
質問紙調査では、妊娠届出場所が保

健センター等の母子保健担当部署で

は、保健師の全数面接が 92.9%で行わ

れていた。この面接時には後述するア

セスメントシートを用いることが望

ましい。 
妊娠届出時に妊娠確定に関する要件

がないのが 46.5%、住民票がなくても

受理する場合がある 53.3%、妊婦健診

受診券も VD 等の事情に配慮して住民

票がなくても発行する 47.6%、受診券

発行前の受診にも使用できる場合があ

る 9.3%などで、妊婦健診受診を促す取

り組みがなされていた。このような対

応は現実的であり、母子保健施策とし

ては必要性の高い対応と考える。現在

の妊婦健診は、妊娠届の受理がないこ

とには開始されないのである。 

 
(2)社会的ハイリスク妊娠 
前述の研究成果から考えなければ

ならないことは、“社会的ハイリスク

妊娠”を整理することである。 
まず、以下のような検討が必要である。 

・定義 
・頻度 
・アセスメント方法 
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①定義 
近年“社会的ハイリスク妊娠”という

言葉は多用されるようになってきた。

しかし、コンセンサスのある定義は存

在しない。同様に、法律用語としては

存在しているが事実上、特定妊婦も然

りである。児童虐待においては法律上

の定義もあり、分類も可能である。す

でに、20 年程度の歴史的蓄積から一

定のコンセンサスも得られている。定

義とはならないが、以下に社会的ハイ

リスク妊娠の特徴を挙げる。 
・妊産婦、児童の健やかな生活が困難

に晒される環境要因が存在する 
・社会的経済的問題がある 
・身体的疾病ではない 
・メンタルヘルス問題がある 
・妊産婦の成育状況も影響する 

 
②頻度 
 平成 27 年度報告書に報告してある

が、およそ 10%弱であった。これは定

義もなく、医療機関が社会的ハイリス

ク妊娠と判断するかどうかのみでア

ンケートしたものである。周産期母子

医療センターでの対応が増加してい

た。荻田らの日本産婦人科学会との共

同調査においても同様の傾向が確認

されている。木下らの調査においても、

要介入と判断された妊産婦の割合は、

診療所(2.4%)に比較し、病院(5.4%)で
は 2 倍以上で、特に大学病院(10.2%)
と国立系病院(7.6%)に集中していた。

A 市の特定妊婦は 4 年間で 2.8% 
(163/5893)であった。現時点まで、行

政単位での特定妊婦数データは乏し

く確定はできない。自然発生的結果で

はあるが、“社会的ハイリスク妊娠”な
いし“特定妊婦”も医学的高次医療機関

に集積化しつつあることが推定され

る。必然的に周産期母子医療センター

の課題のひとつになっていくことが

推察される。今後もさらなる事例集積

から定義・頻度が明らかになっていく

ことが期待される。 

 
③アセスメント方法 
 アセスメントを行うためにはアセ

スメントを行うツールが必要である。

さらに、どの時期に、どの職種が行う

かである。妊娠届の際にはアセスメン

トを行わなくてはならないが、全ての

市区町村の窓口で保健師による面談

が行われているわけではない。医療機

関では医師、看護職、時には MSW が

アセスメントを行う。以下に本研究班

の成果を踏まえ概説する。 

 
③-1 妊娠期アセスメントシートを用

いた要保護・要支援のリスク因子 
大阪府のアセスメントシートの検

証を実証的に行っており、本アセスメ

ントシートの有効性を示すことがで

きた。ただ、妊娠初期の 1 回のみで全

てのアセスメントは出来ない。さらに、

妊娠中の母児は妊娠経過ならびに環

境も変化してゆく。そのためには、妊

娠中から出産後までのアセスメント

も必要になってくる。 

 
③-2 機関連携によるハイリスク妊産

婦の把握と支援に関する研究 
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平成 27 年度に本研究分担班で開発

したモデル問診票(「お母さんの健康

と生活に関する問診票」)の記載情報

(妊娠前期)を把握した上で、「お母さん

の健康と生活に関する問診票」活用支

援マニュアルを作成した。この際、妊

娠期からの支援対象者のスクリーニ

ングの標準化のために、大阪府の「ア

セスメントシート(妊娠期)」の項目を

用いて、把握すべき状況をモデル問診

票の各項目それぞれについて具体的

に示した。 
 本研究によって、妊娠中のアセスメ

ントを加え支援対象の絞り込みと支

援内容を提案している。このような試

みが検証されていけばより実効性の

高い支援に繋げることができる。支援

における行政の主体は保健・福祉が想

定されている。医療機関との連携のた

めにはアセスメントシートは共通言

語としての位置づけもある。今後も全

国的コンセンサスを得たアセスメン

トシート作製が望まれる。 

 
③-3 支援を必要とする妊婦への妊娠

中からの継続的支援の実施と評価 
 妊娠中、出産後の保健相談において

活用できる支援技術(案)が提案されて

いる。これは妊娠中からの切れ目のな

い妊産婦支援である。これらの支援を

実効性のあるものにするためには、

“社会的ハイリスク妊娠”抽出のシステ

ム構築が望まれる。 

 
(3)妊産婦メンタルヘルス 
①メンタルヘルスに問題のある妊産

婦への保健指導の開発及び全国展開 
平成 27 年度の調査において、メン

タルヘルスに問題があり介入が必要

な妊産婦の頻度は 4%で、全国で年間

約 4 万人と推計され、未婚者が 18%
で、貧困など生活面の問題を 15%程度

が抱えていることが明らかになった。

精神科への紹介率は 22.2%に止まり、

総合周産期母子医療センター(57.6%)
等高次施設で高く、産科診療所

(14.5%)では低く、自治体間でも異なっ

ていた。産婦人科医師や助産師等を対

象とした教育プログラムを作成し、メ

ンタルヘルスに問題のある妊産婦のス

クリーニング法や保健指導法を確立し、

全国展開して行くことが望まれる。 
 

②メンタルヘルス不調の妊産婦に対

する保健指導プログラムの開発と効

果検証についての研究 
メンタルケアについての研修会や

勉強会を開催したいと考えている参

加者が大多数であり、メンタルケアの

スキルアップへのニーズの高さが明

らかになった。 
 

③大阪府小児救急電話相談(#8000)に
寄せられる新生児の相談と育児不安

の検討 
平成 26 年度新生児相談件数 618 件

では、生後 2 週目の相談が 252 件(新
生児の 40.8%)と最も多かった。新生

児期では健常小児の状態把握に困惑

し病気を心配する親が少なからず存

在することが明らかになり、育児不安

につながる可能性も示唆された。 
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 #8000 は本来、新生児の相談窓口で

あるが、親のこころの相談も混在して

いた。さらに産後 2 週間がピークであ

った。これは産後の子育て困難と“親
のこころの負担”に関連性があること

を示している。 
 

④｢大阪府妊産婦こころの相談センタ

ー｣運用からみた妊産婦メンタルヘル

ス対策 
 妊産婦メンタルヘルス問題の充分は

分析がない状況であったが、必要性を

鑑みて事業が始まった。前述の#8000
の研究もこうした事業の必要性を示し

ていると考えられる。この種の事業は

都道府県では初めてであるが、現場か

らは有益性を感じる結果が出ている。

この事業のみでこの問題が解決しるわ

けではないが、現時点では数少ない有

効性のある事業と考えられる。 
 そもそも、妊産婦メンタルヘルスも

判断基準も含めてコンセンサスのあ

るものは少ない。少なくとも、精神科

疾患合併妊娠とイコールの課題では

ない。妊娠の継続、出産、育児が関与

して妊産婦自身の日常生活、あるいは

育児に無視出来ない影響を及ぼす問

題であろうと考える。妊娠・出産に限

らず、進学、就職、結婚、引っ越し等

の環境変化は一定のストレスになり

得る。個人差は大きいのであるが、“こ
ころの問題”にはなり得る。もちろん、

個人本来の性格・人格によっても対人

関係は変わってくる。しかし、妊娠・

出産・育児は本人の意思とは関係なく

時間軸は進行していく。そのような環

境の変化に対応しきれないと“子育て

困難”、“うつ状態”状態が出現した場合

に“児童虐待(死)”、“自殺”となってしま

う可能性がある。今後も、事例集積・

検証を行って望ましい管理指針策定

が望まれる。 

 
(4)医学的ハイリスクと社会的ハイリ

スクの関連性 
①ハイリスク妊娠チェックリスト(産
科合併症と関連するリスク因子リス

ト)の有用性に関する検証 
JSOG-DB に基づく｢医学的な｣ハイ

リスク妊娠チェックリストでも一次

施設において十分リスク症例を抽出

できる可能性が示された。 

 
②医学的ハイリスク妊産婦のチェッ

クリスト作成 
子宮頸部手術後妊娠の早産率 26.2%
（390/1,488）は、未施行妊娠の 10.7% 
(37,782/351,848)に比して、有意に高

値を示した。 
本研究は医学的ハイリスク妊娠の

うち最大の問題である早産を検討し

たものである。子宮頸がんの若年化は、

若年者における性活動の活発化や初

交年齢の若年化などが推測されてお

り、子宮頸部手術後妊娠に社会的ハイ

リスクが多いと考えられる。医学的ハ

イリスク要因と社会的ハイリスク要

因が合併した場合に、早産に至るとい

う事が推察され、リスク因子として

「子宮頚部手術後妊娠」の追加の妥当

性が示された。 

 

－40－



③医学的ハイリスク妊娠の産後フォ

ロー期間に関する単一施設における

後方視的検討 
糖尿病、血液疾患、肝疾患、甲状腺、

消化器疾患などでは非常に高率に長

期間にわたりフォローアップされて

いるが、自己免疫疾患、婦人科系疾患、

腎泌尿器系疾患、精神疾患、および産

科合併症では、フォロー率が低いこと

が明らかとされた。出産後の母親の追

跡は従来から特定の疾患に対しては

提唱されている。妊娠は一種の負荷テ

ストと考えられ、妊娠糖尿病、妊娠高

血圧症候群等の発症はスクリーニン

グもされるほどである。出産後も、糖

尿病、高血圧、腎機能異常等が出現し

てこないか追跡が勧められている。医

学的疾病の多くは顕性の疾病には至

っていない状況が多い。従って、治療

対象に至っていない場合が多いので、

追跡のみの場合には脱落してしまう

事が多くなる。本研究からも精神疾患

追跡は事実上困難であることが示さ

れた。そうなるとメンタルヘルス問題

はどの職種が如何に追跡、支援するの

かは早急な対応が望まれる。 
 

④社会的リスクにおける母体および

児の周産期における医学的リスク評価 
 平成 29 年度に社会的リスクと医学

的リスクの関係について解析する予定

である。社会的リスクと医学的リスク

がオーバーラップした場合に母児の予

後が増悪するのかどうかを検証するこ

とによって、今後の母子保健管理にフ

ィードバックが期待されている。 
 

(5)産後ケア 
①本邦の母子保健事業の現状調査 
平成29年 4月から｢子育て世代包括

支援センター｣が全国で開始される。

平成 32 年までに設置予定である。そ

の直前の市区町村 1741 ヶ所にアンケ

ートを行った。平成 29 年に分析予定

である。これによって、母児保健事業

の現状の一端が判明すると思われる。 

 
E. 結論 
Ⅰ．地域連携における子育て困難事例

の把握と対応に関する研究 
子育て困難事例に至る要因を妊婦健

診から見出し、連続的に多職種で支援

する母子保健システムの開発を目指

すために以下の研究を行った。 

 
1. 大阪府における妊婦健診受診を促

す要因の検討 
11 週以内の妊娠届と妊婦健診受診

回数には弱い正の相関があることか

ら、妊娠届出や妊婦健診受診券交付の

ハードルを低くするとともに、DV 等

の状況に配慮した取り組みが必要と

考えられた。 

 
2.産婦人科分娩取り扱い施設におけ

る社会的経済的リスクを持った妊婦

取り扱い状況の全国調査 
アンケート結果からは分娩を扱っ

ている施設の産婦人科医は、社会的経

済的リスクが児童虐待につながると

一般的に認識しているが、MSW の不

在である施設が多く、それらの症例は

周産期センターに集中している可能
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性があることがわかった。また、児相

への引き取りが特別養子縁組よりも

多く、アンケート期間においては養子

縁組の 12.5%は本人が探した私的団

体が仲介していた。 

 
3-1. 社会的ハイリスク妊産婦から出

生した児の乳幼児健診時における育

児状況調査 
ハイリスク症例数が n=10 と未だ少

なく、結論を出すに至らないが、既に

出生届未提出・乳幼児健診未受診・要

保護児童対策協議会対象者が4例存在

した。 

 
3-2. 大阪府立母子保健総合医療セン

ターで出生した児の育児状況アンケ

ート調査 
ハイリスク・ローリスクともに約 2

割が分娩後 1.5 年以内に転居していた。 
1.5 歳までの児の入院率・予防接種

率・乳幼児健診受検率は両群で有意差

が見られなかった。ハイリスク群はロ

ーリスク群と比較して育児相談の相

手先が少ない傾向にあった。「パート

ナー」「実父母」を相談相手に挙げる

者が多く見られたのは、育児相談につ

いての過去の調査内容にも合致する。

そしてハイリスク群はローリスク群

と比較して「パートナー」「実父母」

を相談相手とすることが有意に少な

く、本来育児相談相手となるべき人々

に頼れず孤立しがちな状況を示して

いると考えられる。一方ハイリスク群

では「祖父母」を育児相談相手とする

ことが有意に多く、有意ではないが保

健師・近所の人・病院関係者などそれ

ほど近しくない人に育児相談しなけ

ればならない状況が示された。 

 
4. A 市要保護児童対策地域協議会に

おける特定妊婦の支援について 
特定妊婦からは高い頻度で児童虐

待が発生する。早急な妊娠中の社会的

ハイリスク妊婦の評価、支援策の策定

が強く望まれる。  

 
5. 機関連携によるハイリスク妊産婦

の把握と支援に関する研究 
モデル問診票の試行にあたり、大き

な課題は認められていない。次年度は、

前向き調査により対象者への支援状

況や出産後の状況を分析し、有効性を

検証する予定である。さらに、保健指

導マニュアルを活用し、機関連携によ

るハイリスク妊産婦の把握と支援モ

デルの他地域への展開を目指したい。 

 
6. 支援を必要とする妊婦への妊娠中

からの継続的支援の実施と評価 
事例検討した事例から、妊娠中から

事例を把握し、保健機関と医療機関が

連携してかかわることにより医療機

関での出産に結びつけることができ

ていた。しかし、出産後の継続した支

援の難しさがあった。保健師への面接

調査から、妊娠届出時に全数面接を行

い、支援が必要な妊婦に担当保健師が

妊娠中からかかわることが必要であ

る。また地域のネットワーク構築が重

要であることが示された。医療機関ス

タッフへの面接からは初診時から関
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係構築を目指し、妊婦が一人の女性と

して大事な人であることが伝わるよ

うにかかわっていることが示された。 

 
7. 妊娠届を活用したハイリスク妊産

婦の同定に関する研究 
妊娠届で望まない妊娠であった場

合、生後 3 歳までの虐待リスク群であ

ることが明らかになった。 

 
8. 本邦の母子保健事業の現状調査 
次年度はアンケート集計ならびに

分析を予定している。これによって、

平成 29 年度の全国の市区町村におけ

る母子保健事業の現状・課題が明らか

になる予定である。 

 
9. 妊娠期アセスメントシートを用い

た要保護・要支援のリスク因子 
各項目は、大部分が要保護・要支援

の関連因子であることが分かったが、

一部不要と考えられる項目があった。 
要保護児童対策地域協議会への通知

基準は、おおよそ適切であるが、「16
歳未満の妊娠」については、仮に該当

しても、家族の支援が得られる場合に

は、必ずしも公的に見守る必要がない。 

 
10. 妊娠中から支援を行うべき妊婦

の抽出項目の選定 
施設入所群と対照群を比較するこ

とで、虐待と関連の深い因子が明らか

となった。この検討は、虐待や養育困

難で施設入所にまで至ったいわゆる

超ハイリスクを対象としている。虐待

予防の観点からは、虐待に至る前の介

入が望まれるため、妊娠中から支援を

必要とする母児の抽出に必要な因子

は、今回の検討で把握された因子を最

低限とし、さらに広げる必要があると

考えられる。 

 
 
Ⅱ．医学的ハイリスク妊娠抽出に関す

る研究 

 
 本研究は医学的ハイリスクと社会的

ハイリスク妊娠の関連性と母児予後を

検証するために以下の研究を行った。 

 
1.施設規模別にみたハイリスク妊娠

チェックリストと産科合併症の関連

性に関する検討 
二次施設や三次施設からのデータ

を中心に作成したJSOG-DBに基づく

｢医学的な｣ハイリスク妊娠チェック

リストでも一次施設において十分リ

スク症例を抽出できる可能性が示さ

れた。 

 
2．医学的ハイリスク妊産婦のチェッ

クリスト作成 
子宮頸部手術後妊娠の高い早産率

から、リスク因子として「子宮頚部手

術後妊娠」の追加の妥当性が示された。 

 
3. 医学的ハイリスク妊娠の産後フォ

ロー期間に関する単一施設における

後方視的検討 
ハイリスク妊娠とされる合併症妊

娠患者の産後における基礎疾患の管

理においては、糖尿病、血液疾患、肝
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疾患、甲状腺、消化器疾患などでは非

常に高率に長期間にわたりフォロー

アップされているが、自己免疫疾患、

婦人科系疾患、腎泌尿器系疾患、精神

疾患では、フォロー率が低いことが明

らかにされた。 

 
4. 社会的リスクにおける母体および

児の周産期における医学的リスク評

価 
社会的リスクがあれば医学的リス

クが上昇することが示されれば、医療

機関で医学的な情報のみでなく、社会

的な情報も聴取することで、妊娠中産

後の母児の周産期のリスクについて

評価を行うことができる。かつ社会的

リスクの程度に応じて、保健・福祉機

関と連携し妊娠中から母児を支援す

ることができると考えられる。 

 
 
Ⅲ．妊産褥婦メンタルヘルスに関する

研究 

 
 妊産褥婦メンタルヘルスは社会的

ハイリスク妊娠でもあり医学的ハイ

リスク妊娠でもある事が示唆されて

いる。こうした“こころの負担”が最重

症化した場合、妊産褥婦の自殺・児童

虐待死が危惧される。本研究は妊娠中

からの母体への支援の在り方を検討

するため以下の研究を行った。 

 
1. メンタルヘルスに問題のある妊産

婦への保健指導の開発及び全国展開 
メンタルヘルスに問題があり介入

が必要と考えられる妊産婦の割合は

4%で、全国で年間約 4 万人と推計さ

れる。この割合は、自治体間で異なり、

精神科受診歴のない妊産婦がより多

く抽出された自治体で高率で、産婦人

科医師の意識やスクリーニング方法

の相違がこれらに影響している可能

性があった。また、施設ごとの検討で

も、対象者は診療所に比較し、病院で

は 2 倍以上で、特に大学病院と国立系

病院に集中していた。 
 対象者への対応の大部分は助産師

や産婦人科医師が行い、臨床心理士が

行っていた施設はわずかで、その割合

も自治体間、施設間で異なっていた。

また、精神科への紹介率は 20%程度に

止まり、高次施設で高く、産科診療所

では低く、自治体間でも大きく異なっ

ていた。 
 以上より、妊産婦のメンタルヘルス

ケアを専門とする精神科医師等の確

保と地域ネットワークシステムの機

能的な運用が求められる。また同時に、

多くの現場で実際に対応している産

婦人科医師や助産師等を対象とした

教育プログラムを作成し、メンタルヘ

ルスに問題のある妊産婦のスクリー

ニング法や保健指導法を確立し、全国

展開して行くことは、より即効的な対

応策になるものと推察された。 

 
2. メンタルヘルス不調の妊産婦に対

する保健指導プログラムの開発と効

果検証についての研究 
自施設内や他機関関係者とメンタ

ルケアについて研修会や勉強会を開
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催したいと考えている母子保健関係

者は多く、そのようなニーズに対して、

本研修会のような研修プログラムパ

ッケージの提供は有意義であること

が示唆された。 

 
3. 大阪府小児救急電話相談(#8000)に
寄せられる新生児の相談と育児不安

の検討 
新生児期では健常小児の状態把握

に困惑し病気を心配する親が少なか

らず存在することが明らかになり、育

児不安につながる可能性も示唆され

た。1 ヵ月健診までの時期に、夜間も

含めた相談体制をさらに充実させる

ことが必要と考えられた。 

 
4. ｢大阪府妊産婦こころの相談セン

ター｣運用からみた妊産婦メンタルヘ

ルス対策 
妊産婦のメンタルヘルス対策のひ

とつとして『大阪府妊産婦こころの相

談センター』が稼働している。今後の

検証作業は必要であるが、妊産婦のこ

ころの安定に有益な事業と考える。 

 
 
総括 

“児童虐待”、“妊産婦メンタルヘルス

問題”の多くは根底に“子育て困難”が
大きく関与していると考えられる。最

終的には里親制度、施設入所等の母児

分離、親権停止もやむを得ないかもし

れないが、多くの母児は生活を共にし

ていく。この過程に如何なる支援が求

められているのか？可能であるの

か？効果があるのか？が今強く求め

られている。本研究班の今年度の成果

から、特定妊婦というような養育困難

が出産前から予想される場合にはお

よそ半数が出産後1年以上経過しても

養育困難が継続していることが確認

された。すなわち、 
・妊娠届、妊婦健康診査を用いたアセ

スメントを行う 
・出産後の養育支援に繋ぐ 
・児童虐待予防、妊産婦メンタルヘル

スの安定に寄与する 
という実効性のあるシステム構築の

可能性がより高くなってきたと考え

る。次年度もさらなる成果を得るべく

研究を継続させていく。 

 
F．健康危険情報 
なし 

 
G. 研究発表 
1．論文発表 
1) 福井聖子、三瓶舞紀子、金川武司、 
川口晴菜、和田聡子、光田信明、 「大

阪府小児救急電話相談(#8000)に寄せ

られる新生児の相談と育児不安の検

討」、母性衛生、58: 2017 (in press) 
2) 中井章人、光田信明、木下勝之．「メ

ンタルヘルスに問題がある妊産婦の

頻度と社会的背景に関する研究」、日

本周産期・新生児医学会雑誌、53:2017 

(in press) 
 
2．学会発表 
1) 第 8 回日本こども虐待医学会学術

集会：性虐待の被害経験がある妊婦へ
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の支援 福岡 2016 年 7 月 22 日   
2) 第 57 回日本母性衛生学会：要支援

妊婦を支える  
東京 2016 年 10 月 14-15 日 
3) 第 57 回日本母性衛生学会：母子健

康手帳の有効活用を目指して～リー

フレットを用いた広報の実際～  

東京 2016 年 10 月 14-15 日 
4) 第 57 回日本母性衛生学会：当院に

おける若年妊婦の妊娠分娩経過と社会

的背景 東京 2016 年 10 月 14-15 日 
5) 第 57 回日本母性衛生学会：思いが

けない妊娠の相談窓口「にんしん SOS」

に寄せられる「着床出血」相談 東京 
2016 年 10 月 14-15 日 
6) 第13回日本周産期メンタルヘルス

研究会：大阪府内精神科医療機関を対

象とした「妊産婦メンタルヘルスに関

する現状調査」東京  
2016 年 11 月 19-20 日 
7) 第13回日本周産期メンタルヘルス

研究会：産科医療で行う妊産婦のメン

タルヘルスの重要性と課題～妊産婦

こころの相談センターをはじめて～ 
東京 2016 年 11 月 19-20 日 
8) 第22回日本こども虐待防止学会学

術集会：望まない妊娠への支援―母親

にならないということ―大阪  
2016 年 11 月 27 日 
9) 日本子ども虐待防止学会第22回学

術集会おおさか大会：和泉市要保護児

童対策地域協議会における特定妊婦

への支援について・第１報 大阪 

2016 年 11 月 25-26 日 
10) 日本子ども虐待防止学会第 22 回

学術集会おおさか大会：和泉市要保護

児童対策地域協議会における特定妊

婦への支援について・第２報 大阪 

2016 年 11 月 25-26 日 
11) 日本子ども虐待防止学会第 22 回

学術集会おおさか大会：大阪府未受診

妊娠調査から見えてきた児童虐待  
大阪 2016 年 11 月 25-26 日 
12) 日本子ども虐待防止学会第 22 回

学術集会おおさか大会：望まない妊娠

への支援－母親にならないというこ

と－ 大阪 2016 年 11 月 25-26 日 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況(予定

を含む。) 

 
１．特許取得：なし 
２．実用新案登録：なし 
３．その他：なし 

 
I．問題点と利点 
・従来経験則から推定されていたいく

つかが実証的に示せた。 
・妊娠中の要因から養育困難を見出す

可能が高まった。 
・後方視的データは多いが、事例数が

多くない。 
・個人情報保護の観点から事例データ

収集に困難がある。 

 
J．今後の展開 
妊娠期から子育てへ切れ目のない母

子保健システムの開発を行う。 
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平成 28 年度厚生労働省科学研究費補助金 
（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

「妊婦健康診査および妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と効果的な保

健指導のあり方に関する研究（H27-健やか-一般-001）」 
研究代表者： 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪府立母子保健総合医療センター 

統括診療局長 兼 産科主任部長 光田信明 

大阪府における妊婦健診受診を促す要因の検討 
分担研究者 地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪府立母子保健総合医療センター

母子保健情報センター長 佐藤 拓代 

 

A. 研究目的 
 安心、安全な出産を行うには、でき

るだけ早期に妊娠届出を市町村に行

い、妊婦健診を適切に受けることが重

要である。妊娠届出により母子健康手

帳と 14 回分の妊婦健診受診票が交付

されることから、妊娠届出が遅いこと

は 14 回に満たない妊婦健診しか受診

できないことになる。また、妊娠届出

を受理する市町村の要件が超音波検

査で子宮に胎嚢が確認されてからな

ど厳しい要件の場合は妊婦健診受診

券が交付されず、まして正常妊娠で健

康保険が使えず、費用が高いため以後

の妊婦健診を受診しないことも引き

起こしかねない。 
平成 27 年度の本研究から、大阪府

市町村における全妊娠届出に対する

妊娠 11 週以内の妊娠届出の割合はば

らつきが有り、医療圏によって傾向が

研究要旨 
【目的】妊娠届出や妊婦健診受診を促す要因を明らかにすることによりサービスの隙

間に落ちる妊婦をなくし、効果的な妊婦支援を行うことを目的とする。 

【方法】大阪府市町村の妊娠届出時期と妊婦健診受診回数等の母子保健活動と、妊娠

届出受理や妊婦健診受診券交付等に関する質問紙調査から検討を行った。 

【結果】大阪府市町村の妊娠 11 週以内の妊娠届出率と妊婦健診の受診回数には、弱

い正の相関が見られた。質問紙調査では、妊娠届出場所が保健センター等の母子保健

担当部署では、保健師の全数面接が 92.9％で行われていた。妊娠届出時に妊娠確定に

関する要件がないのが 46.5％、住民票がなくても受理する場合がある 53.3％、妊婦健

診受診券も VD 等の事情に配慮して住民票がなくても発行する 47.6％、受診券発行前

の受診にも使用できる場合がある 9.3％などで、妊婦健診受診を促す取り組みがなさ

れていた。 

【結語】11 週以内の妊娠届率と妊婦健診受診回数には弱い正の相関があることから、

妊娠届出や妊婦健診受診券交付のハードルを低くするとともに、DV 等の状況に配慮

した取り組みが必要と考えられた。 
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あることが示唆された。そこで、大阪

府市町村における妊娠届出受理と妊

婦健診受診券交付等の状況から、妊婦

健診受診を促す要因を検討すること

を目的とする。 

 
B. 研究方法 
大阪府内 43 市町村から当センター

母子保健情報センターに提供いただ

いている母子保健活動報告を分析す

るとともに、政令指定都市を含めた大

阪府内 43 市町村を対象として、平成

27 年 12 月に郵送による妊娠届出等に

関する質問紙調査を行い分析した。 

 
C. 研究結果 
１．大阪府における妊娠届出状況及び

妊婦健診受診回数等 
 厚生労働省資料 1）より全国と大阪府

の妊婦健診公費負担額の推移を示す

（図 1）。大阪府は、平成 22 年度は全

国最下位であったが、年々増加し平成

27 年度は全国平均を上回った。 
 妊娠届出が妊娠 11 週以内になされ

た割合についても同様に推移を見る

と、全国の増加率より増加率が高く、

平成 22 年度・23 年度はほぼ全国と同

じであったが、平成 26 年度は 1.8％高

くなっていた 2）（図 2）。 
 妊婦健診受診回数は、全国より多い

状況が続いているものの、平成 24 年

度から平成 26 年度は 0.2 回減少した

（図 3）。 
 大阪府は妊婦健診公費負担額の増

加が著しく、妊娠届出が 11 週以内の

割合も増加していた。11 週以内妊娠届

出率と妊婦健診受診回数は、図４にし

めすように関係が見られなかった。し

かし、受診回数によって 2 群にわかれ

たことから、それぞれについて検討を

行ったところ、図５に示すとおり受診

回数 10 回以上では r＝0.413（r2＝

0.1706）と弱い正の相関が、図６に示

すとおり受診回数 8 回未満では r＝
0.3644（r2＝0.1328）とやや正の相関

がみられた。11 週以内の届出を促すこ

とは、受診回数の増加を促すことが示

唆された。 

 
＜図 1＞妊婦健診公費負担額の推移 

 
＜図 2＞妊娠 11 週以内の妊娠届出率

の推移 
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＜図 3＞妊婦健診受診回数の推移 

 
＜図 4＞大阪府の 11 週以内妊娠届出

率と妊婦健診受診回数 

 

＜図 5＞図 4 における妊婦健診受診回

数 10 回以上 

 

 
 
 
 

＜図 6＞図 4 における妊婦健診受診回

数 8 回未満 

 

 
２．妊娠届出等に関する調査 
 43 カ所の全市町村から回答があっ

た。妊娠届出受理場所は保健センター

等の母子保健担当部署 97.7％、市区町

村役所 25.6％、市区町村サービスコー

ナー等のその他が 23.3％であった（複

数回答）。保健師等の全数面接は

32.6％で行われていたが、母子保健担

当部署では 92.9％で行われていたが、

市区町村では 18.2％にすぎなかった。 
 妊娠届出に必要な条件は、図 7 に示

すように医療機関で妊娠が確定

48.8％であったが、特に要件はないと

する市町村が 46.5％であった。妊娠届

出時に住民票の確認を 2.3％は行って

いなかったが、住民票がある必要があ

るが 44.2％であった（図 8）。しかし、

「居住実態があればよい」、DV 等で住

民票を移せない等の事情に配慮した

「原則住民票がある必要がある」が併

せて 53.5％であり、大阪府市町村では

母子保健サービスの隙間から漏れ落

ちるに妊婦を救う取り組みが半数以

上で行われていた。 
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 妊婦健診受診券は 10 万円以上の価

値があり、発行要件をたずねた。住民

票がある場合のみが 52.4％であった

が、47.6％で DV 等では住民票がなく

ても発行する場合があるとしていた。 
 妊娠かどうか確認するための医療

機関受診では健康保険が使えず全額

自費となることから、経済的問題を抱

えている妊婦がここで受診がとぎれ、

妊娠届出を行わず以後の健診も行わ

ない場合がある。そこで、妊婦健診受

診券発行前の受診に対して、さかのぼ

って受診券が使用できるかたずねた

ところ、9.3％で使用できる場合があ

るとしていた。ただし、全ての医療機

関ではなく、その医療機関に妊婦が問

い合わせることで可能になる場合が

あるとしていた。貧困妊婦が妊娠届出

や妊婦健診受診券発行につながるよ

う、市町村と医療機関の連携を検討す

る必要がある。 
妊娠届出が行いやすいと考えられ

る届出要件がない市町村と、医療機関

で妊娠確定の要件がある市町村の妊

婦健診受診回数の比較を行ったが、有

意差はみられなかった（図 9）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜図 7＞大阪府市町村の妊娠届出受理

要件 

 

＜図 8＞大阪府市町村の妊娠届出時の

住民票 

 

＜図 9＞大阪府市町村の妊娠届出受理

要件と妊婦健診受診回数 

 

 

0

48.8

0

46.5

4.7

0

10

20

30

40

50

60

%

2.3

44.2

14

39.5

0

10

20

30

40

50

%

0

10

20

30

40

50

60

70

8回未満 10回以上

%

医療機関で妊娠確定 要件は無い

－50－



D. 考察 
 大阪府市町村の妊婦健診公費負担

額は、平成 22 年度は全国平均の１／

２程度と低かったが 6 年間で倍増し、

平成 27 年度は全国平均を上回ってい

た。妊娠 11 週以内の妊娠届出率は、

平成 22 年度は全国平均より低かった

が平成 24 年度以降は全国平均を上回

っていた。 
 妊婦への経済的支援は大きく改善

していたが、妊娠 11 週以内妊娠届出

率は医療圏ごとに高低の傾向があり、

市町村に妊娠届出受理の要件と妊婦

健診受診券交付の要件について調査を

行った。妊娠届出時に妊娠確定に関す

る要件がないのが 46.5％、住民票がな

くても受理する場合がある 53.3％、妊

婦健診受診券も VD 等の事情に配慮し

て住民票がなくても発行する 47.6％、

受診券発行前の受診にも使用できる場

合がある 9.3％などで、妊婦健診受診を

促す取り組みがなされていた。 

妊娠 11 週以内の妊娠届率と妊婦健

診受診回数には弱い正の相関がある

ことから、妊娠届出や妊婦健診受診券

交付のハードルを低くするとともに、

DV 等の状況に配慮した取り組みが必

要と考えられた。 

 
E. 結論 
 妊娠届出を行わない、または妊婦健

診未受診者から母と子の健康や福祉

の重大な問題が見られているが、大阪

府の市町村では約半数が妊娠届出に

要件がなく、妊婦健診受診券でも住民

票がない等の事情に配慮して発行が

行われており、切れ目のない妊娠・出

産・子育て支援を行うためには、市町

村の工夫した取り組みが重要と考え

られた。 

  
F．健康危険情報 
 なし 

 
G. 研究発表 
1．論文発表 
1)佐藤拓代。女性の貧困と若年出産の

現状。公衆衛生、2016；Vol.80（7） 

P486-490 
2) 佐藤拓代。妊娠・出産期における

子どもの貧困の発見と支援。都市問題、

2016；Vol.107（6）P23-27 
3) 佐藤拓代。母子保健法 50 年の過

去・現在・未来～切れ目のない妊娠・

出産・子育て支援へ～、大阪府立母子

保健総合医療センター雑誌、2015；
Vol.31（2） P7-15 
4) 佐藤拓代。相談窓口の役割～「に

んしん SOS」の活動を通して考える。

母子保健、2016；Vol.685 P8 

5) 佐藤拓代。思いがけない妊娠・出

産と子ども虐待予防。近畿周産期精神

保健研究会会誌、2017；Vol.1 P22-28 

 
2．学会発表 
1) 佐藤拓代。社会的ハイリスク病児

への養育支援。第 119 回日本小児科学

会学術集会、シンポジウム 
2)佐藤拓代。子どもの貧困～妊娠期か

らの気づきと支援～。第 75 回日本公

衆衛生学会総会、教育講演 
3) 中野玲羅、佐藤拓代。大阪府にお
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ける妊娠届出や妊婦健診受診と乳幼

児健診受診の分析。第 75 回日本公衆

衛生学会総会、一般演題 
4) 市川香織、佐藤拓代、草野恵美子、

小倉加恵子、佐々木渓円、新美志帆、

山崎嘉久。市町村におけるハイリスク

妊婦の把握と継続支援に関する課題。

第 75 回日本公衆衛生学会総会、一般

演題。 
5) 佐藤拓代、光田信明。思いがけな

い妊娠の相談窓口「にんしん SOS」に

寄せられる「着床出血」相談。第 57
回日本母性衛生学会、一般演題 
6) 佐藤拓代。思いがけない妊娠の相

談窓口「にんしん SOS」と切れ目ない

支援。第 52 回日本周産期・新生児医

学会学術集会、シンポジウム 
7)佐藤拓代。オランダの予期せぬ妊娠

への支援。日本子ども虐待防止学会第

22 回学術集会おおさか大会、シンポ

ジウム 
8) 政田陽子、植田早余子、加藤直子、

中西眞弓、森澤薫美、吉田智子、渡邊

寿美子、仁木敦子、佐藤拓代。思いが

けない妊娠の相談窓口「にんしん SOS」
相談から見てきたこと第４報―機関

連携を考えるー。日本子ども虐待防止

学会第 22 回学術集会おおさか大会、

一般演題 
9)佐藤拓代。子どもの貧困～周産期か

らの気づきと支援～。第 212 回大阪小

児科学会、教育講演 
10)佐藤拓代。妊娠・出産・子育ての切

れ目ない子育て支援の推進。第 37 回奈

良県公衆衛生学会、特別プログラム 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況（予

定を含む。） 

 
１．特許取得：なし 
２．実用新案登録：なし 
３．その他：なし 

 
I．問題点と利点 
 妊娠届出と妊婦健診受診券交付の

市町村における対応の違いと、妊婦健

診受診状況に課題がある可能性があ

る。大阪府市町村の母子保健活動を把

握していることから、これらを総合的

に検討することができる。 
 

J．今後の展開 
 妊娠届出と妊婦健診受診状況、さら

に保健機関でハイリスク妊婦と把握

された妊婦のこれらの状況を把握し、

効果的な保健と医療が連携した妊婦

支援について検討を進める。 

 

参考文献 

1) 厚生労働省雇用均等・児童家庭局

母子保健課．妊婦健康診査の公費負

担の状況にかかる 調査結果につい

て 
2 厚生労働省地域保健・健康増進報告
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平成 28 年度厚生労働省科学研究費補助金 
（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

「妊婦健康診査および妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と効果的な 

保健指導のあり方に関する研究（H27-健やか-一般-001）」 
研究代表者： 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪府立母子保健総合医療センター 
統括診療局長 兼 産科主任部長 光田信明 

 

産婦人科分娩取り扱い施設における社会的経済的リスクを持った 

妊婦取り扱い状況の全国調査 
 主任研究者 光田 信明 大阪府立母子保健総合医療センター産科 主任部長 
 分担研究者 荻田 和秀  りんくう総合医療センター 

周産期センター産科医療センター長兼産婦人科部長 

      

研究要旨 
産婦人科分娩取り扱い施設における社会的経済的リスクを持った妊婦取り扱い状況

の全国調査 
【はじめに】 
児童虐待防止の観点からもハイリスク妊婦の抽出は医療機関にとっては重要な事項

であることは多研究にて論じられているところである。特に産婦人科医療機関でハイ

リスク妊婦を早期に覚知し、地域に繋げることが虐待防止に果たす役割は大きい。し

かるに、各医療機関での認識が違ったり覚知しても地域に繋げることのできない施設

があるという報告もある。 
そこで当研究班は日本産科婦人科学会と協力して日本のすべての分娩施設にアンケ

ートを送付し、各施設での社会的経済的ハイリスク妊婦への対応や望まない妊娠、児

童相談所への通告など出生児への介入や特別養子縁組の実態を調査することとした。

【方法】 
本アンケートは日本産婦科学会拡大医療改革委員会の協力で 2016 年 1 月現在分娩を

取り扱っていると回答した 2429 施設を対象にアンケートを送付した。 
【結果】 
アンケートの回答は 1538 施設より回答を得た。回答率は 63%であった。診療所や一

般病院などの一次施設からの回答が 85%あり、周産期センターは 9%、と幅広い施設

より回答があった。  
このうち、97%の回答者が妊娠中の社会的経済的リスクは児童虐待につながるとの認

識を示したが、約半数はMSW不在などの理由から介入できていないと回答している。

また、多くの症例は周産期センターで扱われていることが読み取れ、周産期センター

は医学的ハイリスク以外のハイリスク妊婦を扱う最前線とも考えられた。      
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A. 研究目的 
児童虐待防止の観点からもハイリス

ク妊婦の抽出は医療機関にとっては

重要な事項であることは多研究にて

論じられているところである。特に産

婦人科医療機関でハイリスク妊婦を

早期に覚知し、地域に繋げることが虐

待防止に果たす役割は大きい。しかる

に、各医療機関での認識が違ったり覚

知しても地域に繋げることのできな

い施設があるという報告もある。 
そこで当研究班は日本産科婦人科学

会と協力して日本のすべての分娩施

設にアンケートを送付し、各施設での

社会的経済的ハイリスク妊婦への対

応や望まない妊娠、児童相談所への通

告など出生児への介入や特別養子縁

組の実態を調査することとした。 
 
B. 研究方法 
本アンケートは日本産科婦人科学会

拡大医療改革委員会の協力で 2016 年

1 月現在分娩を取り扱っていると回答

した 2429 施設を対象にアンケートを

送付し、1538 施設より回答を得た｡回

答率は 63%であった。診療所や一般病

院などの一次施設からの回答が 85%
あり、周産期センターは 9%と幅広い

施設より回答があった。 
 
C. 研究結果 
本アンケートは当学会拡大医療改革

委員会の協力で 2016 年 1 月現在分娩

を取り扱っていると回答した 2429 施

設を対象に昨秋委員の皆様にご相談

した内容でアンケートを送付し、1538
施設より回答を得た｡回答率は 63%だ

った｡ 
回答施設の属性は図 1 に示す｡ 

 

図 1 回答施設の属性 

 
また、回答施設の分娩数は以下にお示

ししたとおりで、診療所や一般病院な

どの一次施設からの回答が 85%あり､

周産期センターは 9%､年間 550 件以

上の分娩数を扱っている施設は 26%
だった｡ 
回答施設は日本の周産期事情をある

程度反映しているのではないかと考

えている。 

 

 
図 2 回答施設の規模 

 
母体の社会的経済的リスクは児童虐

待のハイリスクと考えるかという問

いには図 3 の通りほぼ 93%の先生方

が考えていると回答している。 

 

診療所

57.2%

大学病

院

4.6%

一般病

院

27.4%

周産期

セン

ター

9.0%

その他

0.6%

無回答

1.2%
n=1538

1～249

件

27.0%

250～

349件

17.6%

350～

549件

27.8%

550件

以上

26.0%

無回答

1.7%

n=1451
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図 3 母体の社会的経済的リスクは児

童虐待のハイリスクと考えるか 
 
実際､未受診妊婦は約半数の施設で経

験している(図 4)が､ 
 

 

図 4 未受診妊婦を取り扱っているか 

 
MSW がいる施設は 33.9%に過ぎない

(図 5) 

 

図 5 院内に MSW はいるか 

 
回答のあった施設のうち 37.2%がそ

の後の児童虐待を覚知していると回

答している。 

 

図 6 自分の扱った症例が児童虐待に

あったことがあるか 

 
また､回答のあった施設の行政や地域

の福祉窓口との関わりを調べるため

に特定妊婦などを通告する場所を知

っているか(図 7)､福祉から患者を紹

介されたことがあるか(図 8)及び昨年

度の児童福祉法の改正について知っ

ているかの問いの答えを図9に示して 
いる｡ 

 

 
図 7 通告する場所を知っているか 

 

 
図 8 福祉からの紹介経験 

考え

てお

り…

考えて

いるが

対応…

考えて

いない

5.1%

無回答

1.4%

n=1538

いない

48.7%
いる

49.9%

無回答

1.4%

n=1538

いない

65.7%

いる

33.9%

無回答

0.4%

n=1538

いない

59.0%

いる

37.2%

無回

答

3.8%

n=1538

知ら

ない

29.1%

知って

いる

69.4%

無回答

1.5%

n=1538

ない

67.9%

ある

31.1%

無回答

1.0%

n=1538
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図 9 児童福祉法改正を知っているか 

 
これを分析してみると、行政との連携

の最前線はやはり周産期センターが

最も多く、一次施設は周産期センター

を通して行政と関わっていると考え

られる。 
また､育児支援の難しい児の分娩後の

行き先に関して以下の問いを設けた｡ 
児童相談所などへの乳児の引き取り

に至った症例を経験している施設は

約 20%あり(図 10)､特別養子縁組に至

った症例を経験した施設は 14.8%と

なっている(図 11)｡ 

 

 
図 10 児童相談所への引き取りを経験 

 

 
図 11 特別養子縁組を経験 

 
図 12 どこの施設へ収容したか 

 
その内訳を問うた設問では児相など

の公的施設>本人の探した私的団体>
施設の探した私的団体 という結果と

なった(図 12)｡ 

 
E. 結論 
アンケート結果からは分娩を扱って

いる施設の産婦人科医は社会的経済

的リスクは児童虐待につながるとの

認識が一般的であるが、MSW 不在な

どの施設が多く、それらの症例は周産

期センターに集中している可能性が

あることがわかった。また、児相への

引き取りが特別養子縁組よりも多く、

アンケート期間においては養子縁組

の 12.5%は本人が探した私的団体が

仲介していた。 

 
F．健康危険情報 
なし 

 
G. 研究発表 
1．論文発表 
なし 

 

知って

いる

36.9%

知らな

い

61.0%

無回答

2.1%
n=1538

ない

78.7%

ある

19.8%

無回答

1.4%

n=1451

いな

かった

82.2%

いた

14.8%

無回答

3.0%

n=1451

19.6

2.3

12.5

1.7

69.5

0% 20% 40% 60% 80%

児童相談所などの公的団体

施設で探したNPOなどの私的

団体

本人が探したNPOなどの私的

団体

その他

無回答

n=479
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2．学会発表 
1)第 69 回日本産科婦人科学会学術集

会にて発表予定 
H. 知的財産権の出願・登録状況（予

定を含む。） 

 
１．特許取得：なし 
２．実用新案登録：なし 
３．その他：なし 
 

J．今後の展開 
今回の結果をもとに、各地域での情報

提供のあり方やスキームなどの工夫

について調査・提言し、フィードバッ

クする形で各地域に落とし込み、より

綿密な連携のためのシステム作りに

役立てたい。
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平成 28 年度厚生労働省科学研究費補助金 

（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

「妊婦健康診査および妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と 

効果的な保健指導のあり方に関する研究（H27-健やか-一般-001）」 

研究代表者： 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪府立母子保健総合医療センター 

統括診療局長 兼 産科主任部長 光田信明 

社会的ハイリスク妊産婦から出生した児の乳幼児健診時における育児状況調査 

研究責任者  光田 信明 大阪府立母子保健総合医療センター 産科 主任部長 

研究分担者 佐藤  拓代 大阪府立母子保健総合医療センター 

母子保健情報センター   センター長 

            藤原  武男 東京医科歯科大学大学院 

医歯学総合研究科国際健康推進医学分野   教 授 

研究協力者  岡本 陽子 大阪府立母子保健総合医療センター 産科  副部長

川口  晴菜 大阪府立母子保健総合医療センター 産科  診療主任 

和田 聡子 大阪府立母子保健総合医療センター 看護部  看護師長 

中野 玲羅 大阪府泉佐野保健所            技 師 

 

研究要旨 
 【目的】「産婦人科医療機関が把握した妊婦情報」と「育児期に行政機関が把握した児の情報」を比

較することで、「虐待に対するハイリスク群」を的確に抽出するための「社会的ハイリスク妊産婦」の

定義（いかなるハイリスク要因を以て虐待ハイリスク群とするのが有効か）を行い、その抽出方法を検

討する根拠となるデータを得ること。 

【方法】大阪府下の協力産婦人科医療機関において「社会的ハイリスク妊婦」と認識された妊産褥婦を

抽出し、抽出された「社会的ハイリスク妊婦」に関して居住地の保健センターに「乳幼児健診時の児の

情報」を依頼する。また同一症例登録期間にリスクアセスメントでローリスクとされた妊婦を正常コン

トロールとし、同様に児の情報提供を依頼する。提供された児の情報と妊娠分娩期の母の情報をリンク

して、どのリスク項目や医学的情報が虐待行動や育児行動の違いと関連があるかについての解析を行

い、「社会的ハイリスク妊婦」の抽出についての有用性を検討する。 

【結果】今年度は、研究協力の同意を得られた対象者の 3～4 か月健診時の情報収集を開始した。 

【結語】次年度は 3-4 か月乳幼児健診時の対象者数の確保と、乳児後期以降の健診時の情報の収集を行

う。一方、本人の同意を得ているにも関わらず「個人情報保護」の名目で一部もしくは全部の情報提供

が得られない地方自治体があり、行政との連携の困難さが浮き彫りになった。 

 

また今年度は育児状況や行政からのサポートに関する家庭へのアンケート調査も実施した。この結果

も併せて掲載する。 
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A. 研究目的 
この調査・研究では、「産婦人科医療

機関が把握した妊婦情報」と「育児期

に行政機関が把握した児の情報」を比

較することで、「虐待に対するハイリ

スク群」を的確に抽出するための「社

会的ハイリスク妊産婦」の定義（いか

なるハイリスク要因を以て虐待ハイ

リスク群とするのが有効か）を行い、

その抽出方法を検討する根拠となる

データを得ることを目的とする。 

 
B. 研究方法 (表 1) 
①研究対象者 
第①段階：社会的ハイリスク妊産婦の

抽出：大阪産婦人科医会が設置してい

る《安心母と子の委員会》に参加する

9 産科医療機関＊で当研究期間中に妊

娠分娩管理を行う全妊産褥婦（約

10,000 人/年）。 
第②段階：第①段階で妊娠分娩管理期

間中に「社会的ハイリスクを有する」

と認識され、住所地の保健センター・

児童相談所などの行政関係者に情報

提供を行う者、および第①段階で大阪

府立母子センターで妊娠分娩管理期

間中に「ローリスク妊産婦（＝リスク

アセスメントで「リスク項目ゼロ」）」

と認識された者を抽出する。 

＊9 産科医療機関：大阪府立母子保健総合医療センタ

ー・愛仁会千船病院・りんくう総合医療センター・済生

会吹田病院・愛仁会高槻病院・大阪市立住吉市民病院・

定生会谷口病院・阪南中央病院・愛染橋病院 

 除外基準は特に設けない。情報提供

に同意しなかった対象者のみ除外と

する。 
評価内容は、育児期間における子ど

も虐待の有無であり、その指標として、

市町村で行われる乳幼児健診（3～4
か月・乳児後期・1 歳６か月）時にお

ける以下の情報（表 2）を解析する。 

 
（倫理面への配慮） 

大阪府立母子保健総合医療センター

の倫理審査委員会で承認を受けた。 

（承認番号866-2） 

 
C. 研究結果 
 現段階で協力産科医療機関は3施設。

ハイリスク群(n=10)、ローリスク群

(n=25)について地域保健センターに

3-4 か月健診時の情報提供を依頼した。

保健センターから得られた 3-4か月健

診時の情報は下表参照。 

 
D.考察 および E. 結論 
 ハイリスク症例数が n=10 と未だ少

なく、結論を出すに至らないが、既に

出生届未提出・乳幼児健診未受診・要

保護児童対策協議会対象者が4例存在

した。 

  
F．健康危険情報 とくになし 

3-4 か月健診 出 生 届 
未提出 

児 の
死亡 

乳幼児健診
未受診 

要対協
対象者 

行政育児支援に
問題あり 

市外に
転居 

ハイリスク群 
(n=10) 

1 0 1 3 3 1

ローリスク群 
(n=25) 

0 0 1 0 0 1

社会的ハイリスク妊産婦から出生し

た児の乳幼児健診時における育児状

況調査 
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G. 研究発表   
1．論文発表 なし 
2．学会発表 なし 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況（予

定を含む。） 
1．特許取得：なし 
2．実用新案登録：なし 
3．その他：なし 

 
I．問題点と利点 
協力可能な産科医療機関が少なく、

症例数が不足している。更にハイリス

ク群ほど情報提供の同意が得られに

くく、症例数の確保に時間がかかるこ

とが予想される。 
 一方、本人の同意を得ているにも関

わらず「個人情報保護」の名目で一部

もしくは全部の情報提供が得られな

い地方自治体があり、行政との連携の

困難さが浮き彫りになった。 

 
J．今後の展開 
 さらに症例数を確保し、社会的ハイ

リスク者と関連するリスク項目を検

討する。 

 
参考文献 なし 

 
大阪府立母子保健総合医療センター

で出生した児の育児状況アンケート

調査 

 
A. 研究目的 
 当センターでは妊婦健診受診者全

員に対して社会的ハイリスク項目を

検討しており、その中から「社会的ハ

イリスクである」と認識された妊産婦

に対しては積極的に地域や行政に連

絡を取って育児のサポートを依頼し

ている。 
 これらの社会的ハイリスク妊産褥

婦の育児状況や地域・行政からの支援

状況を知るために、各家庭に対してア

ンケート調査を実施した。 

 
B. 研究方法 
 2013.6-2014.4 に当センターで出生

した児について、その母のうち社会的

リスク評価が行われた 862 人（うち社

会的ハイリスクと認識された者は 114
人 13.2%）を対象とした。アンケー

ト実施が不可能と考えられた者（詳細

は下記※）を除いた 763 人にアンケー

ト用紙を郵送し、郵送による返答を得

た（連結可能匿名化）。 
 社会的ハイリスク群とローリスク

群に分類し、育児状況やサポートに関

する項目について各群間で検討を行

った。 
※アンケート実施不可能者：死産・児

や母の死亡・児が保護者と同居してい

ないことが確認されている者（児の長

期入院など）・その他 

 
（倫理面への配慮） 
大阪府立母子保健総合医療センター

の倫理審査委員会で承認を受けた。 
（承認番号 863） 

 
C. 研究結果 
郵送数 763 件 、うち返信あり 356 件, 
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46.7%であった。返信のあった 356 件

(ローリスク者 323 人、ハイリスク者

33 人)のうち、転居があったものの割

合は両群に有意差が見られたが

（p<0.0001）、児の入院歴やかかりつ

けの小児科がいるかどうかについて

は有意差が見られなかった(表 3)。乳

幼児健診の受診率は、3-4 か月・乳児

後期・1 歳 6 か月いずれも両群間で有

意差を認めなかった（表 4）。 
予防接種の接種率を尋ねたところ、 

定期接種(ﾋﾌﾞ・小児用肺炎球菌・3 ま

たは 4 種混合・BCG・MR)・任意接種

(ﾛﾀ・流行性耳下腺炎・B 型肝炎・水痘)
ともに、両群間の有意差は見られなか

った。 
育児相談の相手について尋ねたと

ころ(表 5)、担当保健師を持つ割合は

ハイリスク群に高かったが有意差は

見られなかった。育児相談相手の箇所

数はハイリスク群で有意に少なく、相

談相手として実父母やパートナーを

挙げる者の割合がハイリスク群で有

意に少なかった(表 6)。一方祖父母を

相談相手として挙げる割合はローリ

スク群で有意に少なかった。 

 
D.考察 および E. 結論 
ハイリスク・ローリスクともに約 2

割が分娩後 1.5 年以内に転居していた。 
1.5 歳までの児の入院率・予防接種

率・乳幼児健診受検率は両群で有意差

が見られなかった 
ハイリスク群はローリスク群と比

較して育児相談の相手先が少ない傾

向にあった。「パートナー」「実父母」

を相談相手に挙げる者が多く見られ

たのは、育児相談についての過去の調

査内容にも合致する。そしてハイリス

ク群はローリスク群と比較して「パー

トナー」「実父母」を相談相手とする

ことが有意に少なく、本来育児相談相

手となるべき人々に頼れず孤立しが

ちな状況を示していると考えられる。

一方ハイリスク群では「祖父母」を育

児相談相手とすることが有意に多く、

有意ではないが保健師・近所の人・病

院関係者などそれほど近しくない人

に育児相談しなければならない状況

が示された。 

 
F．健康危険情報 特になし 

 
G. 研究発表 

1．論文発表 なし 
2．学会発表 なし 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況（予

定を含む。） 
1．特許取得：なし 
2．実用新案登録：なし 
3．その他：なし 

 
I．問題点と利点 
 家庭からの自己申告による返答の

ため、育児状況についての情報に客観

的な裏付けはない。乳幼児健診受診率

や予防接種率に有意差が見られなか

ったのはこのためと思われる。相談相

手についての回答は元来主観的な項

目であるため、実情をよく示している

と考えられる。 
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J．今後の展開 
 今回の結果を基に、妊娠中からハイ

リスク妊産婦の育児サポート状況に

留意し行政へ繋いでいく。 

 
参考文献 
厚生労働省 ２１世紀出生児縦断

調査 など 
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（表１） 

 

(表 2)

乳幼児健診 3-4か月 10か月 1歳半

児の生死

要保護児童対策地域協

議会対象者
有　　　無 有　　　無 有　　　無

乳幼児健診受診 有　　　無 有　　　無 有　　　無

出生届提出の有無

受け入れ良好 受け入れ良好 受け入れ良好

支援困難 支援困難 支援困難

支援拒否 支援拒否 支援拒否

多機関で関わり 多機関で関わり 多機関で関わり

その他 その他 その他

市町村外への転居 有　　　無 有　　　無 有　　　無

生　　　死（死亡時年齢　○歳○月　　　）

有　　　無

保健センターの支援状

況
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(表 3) 

 ローリスク (%) ハイリスク (%) Total  p 値 (ｶｲ 2 乗) 

転居あり 68 (21.1) 8 (24.2) 76 <0.0001

入院あり 107 (33.1) 14 (42.4) 121 0.2811

かかりつけ小児科あり 288 (89.2) 29 (87.9) 317 0.8597

(表 4） 

乳幼児健診の受診 ローリスク (%) ハイリスク (%) Total  p 値 (ｶｲ 2 乗) 

3～4 か月 295 (91.3) 28 (84.9) 323 0.3017

乳児後期 236 (73.1) 23 (69.7) 259 0.6128

1 歳６か月 303 (93.8) 30 (90.9) 333 0.7306

(表 5) 

 ローリスク (%) ハイリスク (%) Total  p 値 (ｶｲ 2 乗)

担当保健師がいる 170 (52.6) 24 (72.7) 194 0.1776

育児相談相手がいる 318 (98.5) 29 (87.9) 347 0.0001

育児相談相手の箇所数 2.48±0.06 1.82±0.19  *0.0012

                ＊t 検定 

(表 6) 

育児相談相手 ローリスク (%) ハイリスク (%) Total  p 値 (ｶｲ 2 乗)

実父母 243 (75.2) 14 (42.4) 257 <0.0001

夫・パートナー 189 (58.5) 13 (39.4) 202 0.0347

友人 166 (51.4) 13 (39.4) 179 0.1891

同胞 65 (20.1) 4 (12.1) 69 0.268

義父母 44 (13.6) 1 ( 3.0) 45 0.0811

祖父母 21 ( 6.5) 6 (18.2) 27 0.0158

保育園・幼稚園など 21 ( 6.5) 1 ( 3.0) 22 0.4302

その他の親戚 16 ( 5.0) 2 ( 6.1) 18 0.7822

地域行政（含む保健師） 12 ( 3.7) 2 ( 6.1) 14 0.5091

近所の人 8 ( 2.5) 2 ( 6.1) 10 0.2353

職場の人 10 ( 3.1) 0 (   0) 10 0.3052

病院関係者 4 ( 1.2) 1 ( 3.0) 5 0.4047
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平成 28 年度厚生労働省科学研究費補助金 
（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

「妊婦健康診査および妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と     

効果的な保健指導のあり方に関する研究（H27-健やか-一般-001）」 
研究代表者： 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪府立母子保健総合医療センター 
統括診療局長 兼 産科主任部長 光田信明 

A 市要保護児童対策地域協議会における特定妊婦の支援について 
研究責任者 光田 信明 大阪府立母子保健総合医療センター  産科 主任部長 
研究協力者 鍛冶 みか 和泉市生きがい健康部健康づくり推進室健康増進担当 統括主査 

伊勢 新吾 和泉市教育委員会こども部  こども未来室 保 健 師

        和田 聡子 大阪府立母子保健総合医療センター看護部 看護師長 

        

研究要旨 
【目的】 

特定妊婦の出産後の養育状況を検討することを目的とした。 

【方法】 

特定妊婦は医療機関と保健機関双方から『気がかりのある妊婦』としてあげられた妊

婦を周産期ネットワーク部会で協議の上決定した。要保護･支援児童の母親が妊娠し

た場合には特定妊婦とした。特定妊婦への支援は妊娠中から出産後まで関係機関が必

要な支援を行った。特定妊婦からの出生児は、出生直後には要支援児童として登録し、

支援を行った。1 年後には要保護児童対策地域協議会実務者会議の進行管理会議で評

価をおこなった。評価結果は要保護児童、要支援児童、終結、転出に区分した。 

【結果】 

4 年間で特定妊婦は 163/5893(2.8%)であり、要保護･支援児童の母親は 63/163(38.7%)で

あった。出生児の平成 28 年 3 月末時点における転帰を示す。要保護児童:21/72(29.2%)、

要支援児童:13/72(18.1%)、終結:21/72(29.2%)、転出:17/72(23.6%)であった。 

特定妊婦とその他の妊婦に分けて転帰をみた。その他の妊婦は同時期における特定妊

婦以外の妊婦とした。転帰は要保護･支援児童とその他(終結、転出)とした。特定妊婦

からの要保護･支援児童は 34/72(47.2%)であり、その他の妊婦からの 64/2852(2.2%)に

比して有意に高頻度であった。要保護･要支援児童(98 人)のうち特定妊婦からの発生は

34 人(34.7%)であった。 

【結論】 

特定妊婦からは高い頻度で児童虐待が発生する。早急な妊娠中の社会的ハイリスク妊

婦の評価、支援策の策定が強く望まれる。 
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A. 研究目的 
特定妊婦の、出産後の養育状況を検

討することを目的とした。 

 
B. 研究方法 

A市においては平成25年に要保護児

童対策地域協議会（以下、要対協）の

部会として「周産期ネットワーク部会

（以下、部会）」を設置した。これは、

産科医療機関・母子保健・児童福祉に

よる「特定妊婦」支援ためのネットワ

ークづくりのために設けられた部会で

ある。 

特定妊婦は医療機関と保健機関双方

から『気がかりのある妊婦』としてあ

げられた妊婦を部会で協議の上、決定

した。要保護･支援児童の母親が妊娠し

た場合には特定妊婦とした。 

特定妊婦への支援は妊娠中から出産

後まで関係機関が必要な支援を行った。 

特定妊婦からの出生児は、出生直後

には要支援児童として登録し、支援を

行った。1 年後には要対協実務者会議

の進行管理会議で評価をおこなった。

評価結果は要保護児童、要支援児童、

終結、転出に区分した。 

 
C. 研究結果 
 表 1 に各年度の特定妊婦数を示す。4
年間では 163/5893(2.8%)であり、要保

護･支援児童の母親は63/163(38.7%)で
あった。 
 表 2 に出生児の平成 28 年 3 月末時

点における転帰を示す。要保護児

童 :21/72(29.2%) 、 要 支 援 児

童:13/72(18.1%)、終結:21/72(29.2%)、

転出:17/72(23.6%)であった。 
 表 3 は特定妊婦とその他の妊婦に分

けて転帰をみたものである。その他の

妊婦は表 2 の同時期における特定妊婦

以外の妊婦とした。転帰は要保護･支援

児童とその他(終結、転出)とした。特

定妊婦からの要保護･支援児童は

34/72(47.2%)であり、その他の妊婦か

らの 64/2852(2.2%)に比して有意に高

頻度であった。要保護･要支援児童のう

ち特定妊婦からの発生は 34/98(34.7%)
であった。 

 
D. 考察 
特定妊婦は児童福祉法第 6 条 3 の第

5 項(平成 21 年 4 月 1 日)において『出

産後の養育について出産前において支

援を行うことが特に必要と認められる

妊婦』とされている。今回、【児童福祉

法等の一部を改正する法律の公布につ

いて(平成 28 年 6 月 3 日) 】の[児童虐

待の発生予防の項目]内において、以下

のように記載されている。児童福祉法

第 6 条の 3 第 5 項に規定する要支援児

童等（支援を要する妊婦、児童及びそ

の保護者）と思われる者を把握した病

院、診療所、児童福祉施設、学校その

他児童又は妊産婦の医療、福祉又は教

育に関する機関及び医師、看護師、児

童福祉施設の職員、学校の教職員その

他児童又は妊産婦の医療、福祉又は教

育に関連する職務に従事する者は、そ

の旨を市町村に情報提供するよう努め

ることとする(児童福祉法第 21 条の

10 の 5 第 1 項)。すなわち、特定妊婦

への支援は子育て支援を通して、児童
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虐待の発生予防を期待する面がある。

特定妊婦の同定と支援策策定が望まれ

る所以である。健やか親子 21(第 2 次)
においても基盤課題A:切れ目ない妊産

婦･乳幼児への保健対策、重点課題 2:
妊娠期からの児童虐待防止対策が提唱

されている。しかしながら、特定妊婦

を追跡した場合にどの程度児童虐待が

発生するのか、特定妊婦支援が児童虐

待発生防止に繋がるかは不明である。

今回の研究によって特定妊婦から出生

した児童の転帰が判明した。特定妊婦

からの要保護･支援児童は約半数

(47.2%)に発生していた。これは関係機

関が母児への支援を行っていた中での

結果である。特定妊婦以外の妊婦から

は 2.2%(64/2852)の発生率であり、こ

の発症率の差からみても妊婦を取り巻

く社会的要因分析から妊婦を社会的ハ

イリスク妊婦であるのかどうかをアセ

スメントすることの重要性が認識され

る。さらに、その他妊婦には特定妊婦

ではないが、社会的ハイリスク妊娠で

ある妊婦が相当数含まれている。特定

妊婦ではない社会的ハイリスク妊婦か

らの出生児の転帰調査も必要である。

平成 27 年度当研究班によって大阪府

の特定妊婦数は平成 26 年：352/36,244 
(1.0%)、平成 27 年：470/38204 (1.2%)
であった。本研究においては、この結

果に比して約 2 倍の認定数となった。

これは、特定妊婦の定義、アセスメン

ト項目、関係機関の情報収集力等の差

が考えられる。従って、関係機関で統

一された評価方法が待たれるところで

ある。 

終結はわずか、29.2%(21/72)に過ぎ

ない。これも分娩後の母児に関係機関

が支援を行った結果ということも併せ

て考えなければならない。母児への支

援がなければ、終結はさらに少なかっ

たことが予想される。 
 転出については詳細が不明な部分が

多いのであるが、17/72(23.6%)という

結果であった。この意味するところは

今後も内容を明らかにする必要性があ

ると考える。 
 要保護･支援児童からみると、特定妊

婦からの出生は 34/98(34.7%)であった。

すなわち、特定妊婦への母児支援が完

璧に児童虐待を防止したとしても、児

童虐待全体への防止効果は 1/3 程度と

推定される。しかし、特定妊婦ではな

い社会的ハイリスク妊娠の関与を考慮

すれば、この児童虐待防止寄与率はさ

らに高くなることが推定される。 

 
E. 結論 
 特定妊婦からは高い頻度で児童虐待

が発生する。早急な妊娠中の社会的ハ

イリスク妊婦の評価、支援策の策定が

強く望まれる。 

 
F．健康危険情報 
研究内容に介入調査は含まれておら

ず、関係しない。 

 
G. 研究発表 
1．論文発表 
なし 
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2．学会発表 
1) 鍛冶みか、その他：和泉市要保護児

童対策地域協議会における特定妊婦の

支援について 第１報 2016.11.25 
第 22 回日本子ども虐待防止学会 大

阪 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況（予定

を含む。） 

 
１．特許取得：なし 
２．実用新案登録：なし 
３．その他：なし 

 
I．問題点と利点 
特定妊婦の指定は客観性に乏しい。

後方視的であるので支援がない場合に

は児童虐待が増加するとは思われるが、

限界がある。自治体単位の実証的研究

は貴重である。 
 

J．今後の展開 
 大阪府の市町村で同様の調査を平成

29 年度に追加する。 
 

参考文献 

 

1) 社会的ハイリスク妊娠の推定値 

平成 27 年度厚生労働省科学研究費補

助金（成育疾患克服等次世代育成基盤

研究事業）「妊婦健康診査および妊娠届

を活用したハイリスク妊産婦の把握と

効果的な保健指導のあり方に関する研

究（H27-健やか-一般-001）」 

分担研究報告書 光田信明 
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  妊娠届出数 
特定妊婦数 

総数 要保護･支援児童の母 

平成 24 年度 1623 
27 17 

(1.7%) (63.0%) 

平成 25 年度 1471 
33 13 

(2.2%) (39.4%) 

平成 26 年度 1434 
39 14 

(2.7%) (35.9%) 

平成 27 年度 1365 
64 19 

(4.9%) (29.7%) 

表 1：年度別の特定妊婦数 

 

 

  特定妊婦数 

平成 28 年 3 月末の評価 

要保護児童 要支援児童
終

結 

転

出

平成 25 年度 33 8 5 10 10

平成 26 年度 39 13 8 11 7 

計 72 21 13 21 17

表 2：出生児の転帰 

 

 

 

  特定妊婦 その他 合計

要保護･支援児童 34 64 98

その他 38 2788 2826

合計 72 2852 2924

表 3：特定妊婦・その他の妊婦の転帰 
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平成 28 年度厚生労働省科学研究費補助金 
（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

「妊婦健康診査および妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と効果的な 
保健指導のあり方に関する研究（H27-健やか-一般-001）」 

研究代表者： 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪府立母子保健総合医療センター 
統括診療局長 兼 産科主任部長 光田信明 

機関連携によるハイリスク妊産婦の把握と支援に関する研究 
分担研究者 山崎 嘉久 あいち小児保健医療総合センター 副センター長

研究協力者 塩之谷 真弓 愛知県新城保健所 健康支援課長 
丸野 広子 八千代病院 副看護部長 
新實 房子 山田産婦人科 看護師長 
本村 直子 渡辺マタニティクリニック 看護師長 
山元 歩  厚生連渥美病院 ３階西病棟課長 
天野 房子 西尾市健康課 主査 
廣田 直子 田原市健康課 課長補佐兼係長 
鈴木 里依 田原市健康課 主査 
田中 敦子 安城市子育て健康部健康推進課母子保健係 主査 
高橋 陽子 豊川市保健センター母子保健係 主任 
緒方 京  愛知県立大学看護学部 講師 
神谷 摂子 愛知県立大学看護学部 講師 
佐々木渓円 あいち小児保健医療総合センター 医師 
山本由美子  同       保健センター 主任主査 
山下 智子  同       保健センター 技師 

 

研究要旨 
【目的】機関連携によるハイリスク妊産婦の把握と支援のため、妊婦健診で助産師等

が行う保健指導や相談場面を活用して、妊娠初期からのリスク要因の変化を把握し、

適切なタイミングで保健機関に連絡するモデルを開発する。 
【対象・方法】平成 28 年 7 月～平成 29 年 1 月に研究協力医療機関において、妊娠届

出書を取り扱った妊婦のうち、研究同意が得られたケースを対象とし、平成 27 年度

に本研究分担班で開発したモデル問診票（「お母さんの健康と生活に関する問診票」）

の記載情報（妊娠前期）を把握する。また、他地域の事業や研究成果などを参考とし

て研究協力者間で検討し、保健指導マニュアルを作成する。 
【結果】研究同意が得られたのは 4 医療機関で 241 名であった。このうち妊娠前期に

おいて 232 人（98.3%）が、妊娠を「嬉しい」と回答し、夫（パートナー）も 225 人
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（93.4%）が「喜んでいる」と回答していた。現在の妊婦の状態について、67 人（27.9%）

の妊婦が「眠れない」「イライラする」「涙ぐみやすい」「何もやる気がしない」などの

精神的な不調を自覚し、半数以上が何らかの身体的な不調を持っていた。相談相手と

して、夫（パートナー）は 230 人（95.4%）、実母は 213 人（88.4%）の回答であった。

本研究は前向き調査であるため、これから、支援対象者を保健機関に連絡するなどの

支援が始まる。今後、研究協力自治体への連絡状況や自治体の支援状況、そして出産

後の状況を把握するなどモデル問診票の有効性を検証する予定である。 
また、研究協力者間で検討し、モデル問診票を一般化するための保健指導マニュア

ルを作成した。妊娠期からの支援対象者のスクリーニングの標準化のために、大阪府

が開発したガイドラインに示されている「アセスメントシート（妊娠期）」の項目を用

いて、把握すべき状況をモデル問診票の各項目それぞれについて具体的に示した。 
【結語】モデル問診票の試行にあたり、大きな課題は認められていない。次年度は、

前向き調査により対象者への支援状況や出産後の状況を分析し、有効性を検証する予

定である。さらに、保健指導マニュアルを活用し、機関連携によるハイリスク妊産婦

の把握と支援モデルの他地域への展開を目指したい。 

 
愛知県内の市町村では、平成 24 年

度から共通の妊娠届出書の様式を用

いて特定妊婦や要支援家庭の早期の

把握と支援に取り組んでいる。しかし

市町村と医療機関が連携した支援は、

出生後に開始されることが多く妊娠

中にはあまり実施されていない。 
平成 27 年度の分担研究では、類似

の先行研究による文献的検討ととも

に、研究協力者によるワーキング会議、

機関連携によるハイリスク妊婦への

支援モデルとして、妊娠届出書でスク

リーニングされたリスク要因を医療

機関でも共有し、妊婦健診で助産師等

が行う保健指導や相談場面を活用し

て、リスク要因の変化を把握し、適切

なタイミングで保健機関に連絡する

モデルを考案し、妊婦健診で用いる標

準的な問診項目について検討した。そ

の結果、妊娠前期 10 問、中期 9 問、

後期 10 問からなる問診票（「お母さん

の健康と生活に関する問診票」）を開

発し、研究協力者の医療機関において

モデル問診票の妥当性について検討

した。 

 
A. 研究目的 
 本研究の目的は、機関連携によるハ

イリスク妊産婦の把握と支援のため、

妊婦健診で助産師等が行う保健指導

や相談場面を活用して、妊娠初期から

のリスク要因の変化を把握し、適切な

タイミングで保健機関に連絡するモ

デルを開発することである。本年度は、

平成 27 年度に開発したモデル問診票

の有効性を検証するため、研究協力機

関において本人同意に基づいて試行

し、前期の問診票の記載状況を把握す

ることとした。 
 また、モデル問診票の一般化を視野
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に、すべての医療機関スタッフが問診

項目の意義を理解し、医療機関の妊婦

健診の際に問診票に基づいた保健指

導ならびに保健機関への連絡を円滑

に実施するためのマニュアルを作成

する。 

 
B. 研究方法 
 モデル問診票の有効性を検証する

基礎データとして、妊娠前期のモデル

問診票に記載した内容を研究協力医

療機関から集積し、状況を分析する。

また、他地域での事業や研究成果など

を参考として、研究協力者間のグルー

プ討論により、問診票を活用するため

のマニュアルを作成する。 

 

（倫理面への配慮） 

 あいち小児保健医療総合センター

の倫理委員会で承認を受けた（承認番

号 201622）。 

 
C. 研究結果 
１）モデル問診票の記入状況 
平成 29 年 1 月までに、調査協力医

療機関に通院する 241 人の妊婦が、妊

娠前期問診票に回答した。また、38
人の妊婦が妊娠中期問診票に回答し

たが、このうち 32 人は妊娠前期問診

票にも回答していた。さらに、9 人の

妊婦が妊娠後期問診票に回答したが、

このうち6人は妊娠前期からすべての

問診票に回答した。各調査協力医療機

関では、引き続き、妊娠前期に新たに

受診する妊婦に回答を依頼している

ため、今年度は妊娠前期問診票で得ら

れた情報について、調査対象者の背景

を分析した。 
 回答者のうち、調査協力自治体（安

城市、豊川市、西尾市、田原市）に居

住する妊婦は 149 人（61.8%）であっ

た。愛知県外に居住する妊婦は、1 人

のみであった。 
 質問カテゴリー＜妊婦の妊娠のう

けとめ＞として「妊娠について、今は

どんなお気持ちですか」との質問に対

して、232 人（98.3%）が「嬉しい」

と回答し、＜パートナーの妊娠のうけ

とめ＞として「あなたから見て、夫（パ

ートナー）は妊娠について、どのよう

な気持だと思いますか」との質問に対

して、225 人（93.4%）が「喜んでい

る」と回答した（表 1、表 2）。214 人

（88.8％）の妊婦は、妊娠を「嬉しい」

と受け止めて夫（パートナー）も「喜

んでいる」としていた。3 人（1.3%）

の妊婦が「とまどっている」と回答し

たが、このうち2人は夫（パートナー）

が「喜んでいる」と回答し、残りの 1
人は夫（パートナー）の気持ちが「わ

からない」と回答した。さらに、1 人

（0.4%）の妊婦は妊娠について「困っ

ている」と回答し、夫（パートナー）

の気持ちは「わからない」としていた。

また、「なんとも思わない」と回答し

た妊婦はいなかったが、5 人の妊婦は

いずれの選択肢も選択しなかった。一

方で、夫（パートナー）が「とまどっ

ている」と回答した妊婦 5 人（2.1%）

の全員が、自身の妊娠に対するうけと

めは「嬉しい」としていた。また、夫

（パートナー）の妊娠に対する気持ち
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が「わからない」と回答した妊婦 11
人（4.6%）のうち 3 人は、他の質問に

対して「夫（パートナー）がいない」

と回答していた。 

 
表 1. 妊婦の妊娠のうけとめ 

表 2. パートナーの妊娠のうけとめ 

 

 
 ＜妊婦の相談者・家族関係＞として、

夫（パートナー）、実母、その他の相

談相手の有無について質問した。その

結果、相談相手として夫は 230 人

（95.4%）、実母は 213 人（88.4%）で

あった。7 人（2.9%）の妊婦は、夫（パ

ートナー）が「何でも打ち明けること

ができる」相手ではないと考えており、

4 人（1.7%）の妊婦は夫（パートナー）

がいないと回答した。また、16 人

（6.6%）の妊婦は実母が「何でも打ち

明けることができる」相手ではないと

考えていた。一方で、225 人（93.4%）

の妊婦は「夫（パートナー）や実母以

外にも相談できる人がいる」と考えて

おり、その約半数は友人などを相談者

として挙げていた（表 3）。 
夫（パートナー）と実母以外に相談

できる人はいないとした 16 人（6.6%）

のうち 1 人の妊婦は、その他の相談相

手もいないとしていた。また、3 人の

妊婦は夫（パートナー）と実母のいず

れも「何でも打ち明けることができる

相談相手」と考えてなく、このうち 2
人は友人を相談相手としていた。さら

に、＜妊婦の支援者＞として、「困っ

たときに助けてくれる人」を質問した

が、助けてくれる人がいないとする妊

婦は認められなかった。 

 
表 3. 妊婦の相談者・家族関係 

①夫（パートナー）には何でも打ち明けることがで
きますか。 

 
②（あなたの）お母さんには何でも打ち明けること
ができますか。 

 
③夫（パートナー）やお母さんの他にも相談できる
人がいますか。 

 

はいの続柄（自由記載） 

 

その他：祖母 2 件、親戚 1 件、医師 1 件、発達教室
の先生 1 件、その他 1 件 

 
妊婦の支援者は、夫（パートナー）

が、232人（96.3%）、実母214人（88.8%）

と多く、その他さまざまな支援者の回

答が認められた（表 4）。全回答者が何

らかの選択肢を選んでいた。 

件数 対有効 対全数

嬉しい 232 98.3% 96.3%
とまどっている 3 1.3% 1.2%
困っている 1 0.4% 0.4%
なんとも思わない 0 0.0% 0.0%
無効 5 2.1%

件数 対全数

喜んでいる 225 93.4%
とまどっている 5 2.1%
困っている 0 0.0%
なんとも思わない 0 0.0%
わからない 11 4.6%

件数 対全数

はい 230 95.4%
いいえ 7 2.9%
夫（パートナー）はいない 4 1.7%

件数 対全数

はい 213 88.4%
いいえ 16 6.6%
実母はいない 12 5.0%

件数 対全数

はい 225 93.4%
いいえ 16 6.6%

件数 対「はい」 対全数

実父 19 8.4% 7.9%
きょうだい 62 27.6% 25.7%
義父母 38 16.9% 15.8%
義きょうだい 12 5.3% 5.0%
友人・同僚・先輩 122 54.2% 50.6%
その他 6 2.7% 2.5%
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表 4. 妊婦の支援者 

 

※全回答者が、いずれかの選択肢を選んでいた。 

 
その他の内容 

 
その他：祖父母 3 件、叔父母 2 件、長女 1 件、保健
師 1 件 

 
夫（パートナー）を選択しなかった 9 人の回答 

 
実母を選択せず「実母はいない」としなかった 15 人
の回答 

 

 
現在の妊婦の状態について、うつ状

態に関連する精神的状況を尋ねたと

ころ、67 人（27.9%）の妊婦が「眠れ

ない」「イライラする」「涙ぐみやすい」

「何もやる気がしない」などの精神的

な不調を自覚していた（表 5）。 

 
 
 
 

 
表 5. 最近、「眠れない」「イライラする」「涙ぐみや
すい」「何もやる気がしない」などの症状が続いてい
ますか 
 

 
 今回開発した問診票は、妊娠に伴う

生理的な変化も確認しながら、支援に

つなげることを考えて作成した。＜現

在の妊婦の状態＞として身体的な不

調を質問したが、半数以上の妊婦が

「嘔気（吐き気、151 人（62.7%））」

や「倦怠感（だるい、128 人（53.1%））」

を自覚していた。一方で、15 人（6.2%）

の妊婦は身体的な不調を感じていな

かった（表 6）。 

 
表 6. 身体的な不調はありますか（複数選択可）。 

 

 
その他の内容 

 

1 件：股関節痛、恥骨痛、貧血、鼻汁、咳嗽、胃痛、
乗り物酔い 

 
 妊娠の家庭環境の変化は、他児との

関係性や育児困難感を高める要因と

件数 対全数

夫（パートナー） 232 96.3%
実母 214 88.8%
実父 145 60.2%
義母 132 54.8%
義父 83 34.4%
その他 45 18.7%

件数 対全数

きょうだい 28 11.6%
義きょうだい 7 2.9%
友人・同僚・先輩 11 4.6%
その他 7 2.9%

件数 対該当者

実母 9 100.0%
実父 3 33.3%
義母 0 0.0%
義父 0 0.0%
友人・同僚・先輩 2 22.2%
きょうだい 1 11.1%
保健師 1 11.1%

件数 対該当者

夫（パートナー） 15 100.0%
実父 2 13.3%
義母 6 40.0%
義父 1 6.7%
友人・同僚・先輩 1 6.7%
長女 1 6.7%

件数 対有効 対全数

はい 67 27.9% 27.8%
いいえ 173 72.1% 71.8%
無回答 1 0.4%

件数 対全数

吐き気 151 62.7%
だるい 128 53.1%
のどが渇く 58 24.1%
頭痛 48 19.9%
熱っぽい 40 16.6%
腹痛 39 16.2%
その他 34 14.1%

件数 対全数

眠気 11 4.6%
腰痛 7 2.9%
便秘 6 2.5%
腹部張り 3 1.2%
唾液分泌亢進 3 1.2%
頻尿 2 0.8%
食欲低下 2 0.8%
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なる可能性も考えられる。そこで、本

問診票は、同胞児に対する悩み事を問

診で確認することで、包括的な家族支

援につなげることも念頭において作

成した。妊娠前期では＜上の子の世話

＞として「上の子どもについて困って

いること」を質問したが、上の子がい

る妊婦 129 人のうち 39 人（30.2%）

が悩み事を回答しており、その半数以

上が児の発達過程に関する内容であ

った（表 7）。 

 
表 7. 上の子どもについて困っていることはあり
ますか。 

 
はいの内容（自由記載） 

 
本研究では社会的指標として、経済

状況と学歴についても質問をした。6
人（2.5%）の妊婦は「毎日の生活に困

る」経済状況であると回答しており、

このうち 1 人は「困ったときに助けて

くれる人」は実母のみであった（表 4）。
また、これら 6 人の妊婦は妊娠に対し

て「嬉しい」と感じていたが、1 人は

夫（パートナー）の妊娠に対する気持

ちは「わからない」と回答していた。 

 
 

表 8. 経済状況 

 

表 9．妊婦の学歴 

 

 
 また、妊婦は嬉しさだけでなく、生

理的な変化や将来への不安や緊張感

をもって受診することも想定される。

そこで、円滑な保健医療者と妊婦との

人間関係を構築する一助とするため

に、本問診票では妊娠＜妊婦の自己評 
価＞として9項目の性格に関する自己

評価の回答を求めた。その結果、「マ

イペース（127 人（52.7%））」と回答

した妊婦が最も多く、「社交的（39 人

（16.2%））」と回答した者が最も少な

かった。その他の各項目には、20%〜

30%の妊婦が該当すると回答してい

た（表 10）。 

 
表 10. 次のなかで、あなたの性格にどちらかという
とあてはまるものはありますか（複数選択可）。 

 

 

件数 対有効 対全数

はい 39 30.2% 16.2%
いいえ 90 69.8% 37.3%
上の子はない 110 45.6%
無回答 2 0.8%

件数 対有効 対全数

児の発達過程 22 56.4% 9.1%
（異常疑い） 2 5.1% 0.8%
食生活、口腔 4 10.3% 1.7%
生活習慣 3 7.7% 1.2%
親子の関係性 5 12.8% 2.1%
親の疲労感 4 10.3% 1.7%

件数 対全数

毎日の生活に困る 6 2.5%
今は良いが将来的には心配 115 47.7%
困っていない 120 49.8%

件数 対全数

中学 16 6.6%
高校 53 22.0%
専門学校 50 20.7%
短期大学 49 20.3%
大学 69 28.6%
大学院 3 1.2%
その他（高等専門学校） 1 0.4%

件数 対全数

まじめ 74 30.7%
楽天的 57 23.7%
せっかち 60 24.9%
のんびりや 50 20.7%
マイペース 127 52.7%
人みしり 82 34.0%
社交的 39 16.2%
こわがり 47 19.5%
短気 55 22.8%
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２）保健指導マニュアル作成 
 研究協力者とともに計3回のワーキ

ング会議で検討した。 
 問診項目のそれぞれについて、以下

の項目を記述した。①質問と選択肢の

意義・説明（質問を作成した経緯や質

問の意義など、質問の概略）、②リス

クありに該当する妊婦・家族に想定さ

れる状況、つまり望ましくない選択肢

を回答する妊婦・家族にはどのような

状況があるのか、それぞれについて具

体的に記述した。また、望ましい回答

であっても、他の質問や健診時の様子

からリスクを考えるべき場合にはそ

の状況を記述した。③リスクありに該

当する場合の二次質問例（リスクが感

じられた時に、支援につなげるために

必要な状況を詳しく聞き出すための

二次質問の例示）、④医療機関での保

健指導や相談のポイント（支援が必要

な状況に対して医療機関で可能な支

援の方法などを具体的に記述）、およ

び、⑤保健機関などに連絡すべき状況

（リスクありの選択肢を選んだ際に、

より早く保健機関に連絡し、保健機関

からの支援につなげる状況を想定し、

さらにどのような状況があれば、連絡

すべきであるかの例示）である（図）。 
 また、妊娠期からの支援対象者のス

クリーニングの標準化のために、大阪

府が開発したガイドライン 1)に示され

ている「アセスメントシート（妊娠期）」

の項目を用いて、把握すべき状況をモ

デル問診票の各項目それぞれについ

て具体的に示した。 

 

図 開発した保健指導 

マニュアル 

 
D．考察 
１）モデル問診票の記入状況 
 今回、問診票の利用に同意が得られ

た妊婦（妊娠前期）のうち、232 人

（98.3%）が妊娠を「嬉しい」と回答

し、夫（パートナー）も 225人（93.4%）

が「喜んでいる」と回答していた。妊

娠届出書に関するパイロット調査 2)で

は、「妊娠が分かった時、うれしくな

い（予想外だったので戸惑った、困っ

た、何とも思わない、その他）」との

回答が 7.1%であったとのデータがあ

ることから、同意が得られた妊婦のグ

ループの特性について、妊娠届出書の

データを解析するなど分析が必要と

考えられた。 
一方、妊娠について「とまどってい

る」「困っている」と回答した妊婦 4
人について、相談者や支援者の状況に

ついて確認した結果、これらの妊婦全

員が、夫（パートナー）や実母に「何
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でも打ち明けることができる」と回答

していた。また、妊娠を「とまどって

いる」3 人の妊婦は、夫（パートナー）

が困ったときに助けてくれる支援者

であると回答していた。 
現在の妊婦の状態について、うつ状

態に関連する精神的状況を尋ねたと

ころ、67 人（27.9%）の妊婦が「眠れ

ない」「イライラする」「涙ぐみやすい」

「何もやる気がしない」などの精神的

な不調を自覚しており、身体的な不調

については、半数以上が何らかの不調

を持っていた。これらの訴えと、支援

の必要性の関連は今後検討すること

になるが、少なくとも妊婦健診の相談

内容として重要な項目と言える。 
本研究は前向き調査であるため、こ

れから、支援対象者を保健機関に連絡

するなどの支援が始まる。今後、研究

協力自治体への連絡状況や自治体の

支援状況、そして出産後の状況を把握

するなどモデル問診票の有効性を検

証する予定である。 

 
２）保健指導マニュアル作成 
モデル問診票は、その開発経緯から

も、特定の地域の医療機関と保健機関

での活用を意図したものである。研究

協力者間では、問診の意義や問診を用

いた面談の場面、支援対象者の状況が

共有できてはいるものの、他地域の医

療機関で利用するためには、問診項目

の活用方法を明らかにする必要があ

る。このため、モデル問診項目の意義

や活用方法をマニュアルとしてまと

める必要があった。 

モデル問診項目は、スクリーニング

項目として開発していないため、助産

師等の担当者間のアセスメントを一

定に揃えるためには、何らかの基準を

用いる必要がある。研究班の全体会議

での助言を得て、すでに大阪府内の医

療機関と行政機関との連携に導入さ

れているアセスメント項目 1)を用いる

こととした。 
アセスメント項目は、支援の必要な

妊婦を把握するための要因を、生活歴

（A)、妊娠に関する要因（B)、心身の

健康等要因（C) 、社会的・経済的要

因（D)、家庭的・環境的要因（E)、そ

の他（F)に分け、それぞれについて具

体的なアセスメント項目が示され、家

族や地域の支援者、関係機関との関係

に関する状況も評価するものである。

マニュアルでは、問診項目それぞれが、

どのアセスメント項目を把握するた

めに活用できるのかを示した。その検

討過程において、カルテの基本情報と

モデル問診項目を組み合わせること

で、すべてのアセスメント項目の状況

把握が可能であることが明らかとな

った。今後の問診票の試行過程におい

て、その有効性を明らかにする予定で

ある。 

 
E. 結論 
妊娠届出書でスクリーニングされ

たリスク要因を医療機関でも共有し、

妊婦健診で助産師等が行う保健指導

や相談場面を活用して、リスク要因の

変化を把握し、適切なタイミングで保

健機関に連絡するモデルの試行にあ
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たり、大きな課題は認められなかった。 

  
J．今後の展開 
本年度は、研究協力医療機関での前

期のモデル問診票の状況把握までが

実施できた。本研究は前向き調査であ

るため、これから、支援対象者を保健

機関に連絡するなどの支援が始まる。

今後、研究協力自治体への連絡状況や

自治体の支援状況、そして出産後の状

況を把握するなどモデル問診票の有

効性を検証する予定である。 
また、問診票を活用するための保健

指導マニュアルを利用した他地域で

の展開を目指している。 
 

参考文献 

 

1) 妊娠期からの子育て支援のための

医療機関と保健・福祉機関の連携につ

いて（大阪府 平成 28 年 3 月） 

2) 愛知県健康福祉部児童家庭課報告

（平成 25 年 8 月）

－78－



平成 28 年度厚生労働省科学研究費補助金 
（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

「妊婦健康診査および妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と 
効果的な保健指導のあり方に関する研究（H27-健やか-一般-001）」 

 
研究代表者： 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪府立母子保健総合医療センター 
統括診療局長 兼 産科主任部長 光田信明 

 
支援を必要とする妊婦への妊娠中からの継続的支援の実施と評価 

 
分担研究者 上野 昌江  大阪府立大学大学院看護学研究科 
研究協力者 中原 洋子  大阪市立大学大学院看護学研究科 
       足立 安正  兵庫医療大学 
       伊勢 新吾  和泉市教育委員会こども部こども未来室 保健師 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
A. 研究目的 

 

 平成 27 年度の事例分析を踏まえ、

妊娠中に把握した支援を必要として

いる妊婦と家族への支援を行った保

健機関（子育て支援部門、母子保健部

門）の保健師および医療機関の医師、

助産師、看護師に面接調査を行い、具

体的な支援内容を明らかにする。 
その結果に基づき、支援が必要な妊

婦への妊娠期からの効果的な支援に

ついて考察する。 
それらを踏まえ、支援が必要な妊婦

にかかわる専門職が活用できるマニ

ュアル(案)を作成する。 
 
B. 研究方法 

 
１．事例検討 
昨年度に継続し、A 市において、家

庭児童相談室および保健センターの

保健師が、支援の必要な妊婦に対して 
妊娠期から継続的に支援を行って事

例ついて検討し、①および②の観点か 
ら考察する。また、それらの事例と虐

待死亡事例とを比較し、死亡が予防で

研究要旨 

○検討した事例から、妊娠中から把握し、保健機関と医療機関が連携して

かかわることにより医療機関での出産に結びつけることができていた。

しかし、出産後の継続支援の難しさがあった。 

○保健師への面接調査から、妊娠届出時に全数面接を行い、支援が必要な

妊婦に担当保健師が妊娠中からかかわることが必要である。また地域の

ネットワーク構築が重要であることが示された。 

○医療機関スタッフへの面接からは初診時から関係構築を目指し、妊婦が

一人の女性として大事な人であることが伝わるようにかかわっているこ

とが示された。 
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きた要因について検討する。 
２．保健機関、医療機関の専門職への

面接調査 
研究協力者：保健機関保健師、医療機

関医師、助産師、看護師 
面接方法及び内容：インタビューガイ

ドに基づき1時間～1時間半程度の半

構成的面接を実施する。 
インタビュー内容： 
①支援が必要であると判断した妊

婦・家族の状況とそれに対するアセス

メント 
②妊婦とパートナーとの関係や家族

関係を把握する方法 
③支援を必要とする妊婦に対する具

体的な支援内容 
④関係機関との連携方法 
データ分析方法：面接内容を録音し逐

語録とし妊婦に対する具体的な支援

内容、関係機関との連携方法について

表現されている箇所を抽出し、内容ご

とに記述する。 
倫理的配慮： 
兵庫医療大学倫理審査委員会の承認

を得て行った(承認番号16030）。 

C. 研究結果 
 

Ⅰ．事例検討 
 検討した事例の概要は表１のとお

りである。 
妊娠中から医療機関または保健機関

でかかわりのある事例は妊婦に精神

疾患または精神疾患の既往がある、パ

ートナーからの DV があるなど、1 機

関だけの対応では支援が困難な事例

であり、機関が連携しながらかかわっ

ていた。 
 また出生した子どもは、2 事例が一

時保護または乳児院措置となってい

た。 
 
 
Ⅱ．保健機関、医療機関の専門職への

面接調査 
１．保健機関保健師への面接 
〈研究協力者〉 
・B 市保健センター保健師 
・C 市保健センター保健師 
〈面接結果〉 
１）B 市における妊娠・出産・子育て

シームレスケア 
（１）保健師による妊娠届出時面接全

数実施 
従来、市役所と保健センターで母子

健康手帳を発行してきたが、平成 28
年 4 月より、保健師が常駐する保健セ

ンターのみで対応することで、全妊婦

と面接を行い、支援が必要な妊婦をア

セスメントして支援を開始する。 
（２）妊娠届出書およびアンケートに

よるリスクアセスメント 
 妊娠届出書は、若年、妊娠届出週数、

高齢、職業の有無、中絶回数等の把握、

アンケートからは、未婚、相談者の有

無、困っていることや悩み、精神疾患

表１　検討した事例の概要

事例の概要
医療機関・保健機関の

支援

1

妊婦および妊娠の経過：若年
妊婦、妊娠18週で妊娠届出、
パートナーからのDVあり

・妊娠中から医療機関と連携
し、妊娠23週以降定期受診
し、医療機関で出産
・出産後夫婦関係悪化、パー
トナーへの子どもへの対応の
危険を察知し、児を一時保護
する

2

妊婦および妊娠の経過：妊娠
9週で妊娠届出、精神疾患、
被虐待歴が疑われる、育児
支援者がいない

・妊娠中から保健師が家庭訪
問を継続し、生活への支援を
行う
・医療機関で出産
・出産後も家庭訪問など支援
継続するも母の精神疾患悪化
し緊急入院、児は乳児院入所

3

妊婦および妊娠の経過：妊娠
28週で妊娠届出、精神疾患
あり医療機関通院中
第1子は施設入所中、第2子
は生後6か月時SIDSで死亡、
今回は第3子妊娠。妊娠回数
不明

・妊娠中保健師の関わりはあ
るが、母の生活の詳細は不明
・医療機関で出生
・退院後1か月まで保健師の
関わりあるが、それ以降連絡
が取れず
・他市に転出になりA市での支
援は終了する
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の既往など、基準に基づいてポイント

化しリスクアセスメントする。 
 
（３）妊婦の管理 
全妊婦をシステム入力し管理する。

うちリスクアセスメントによるハイ

リスク妊婦は、台帳でも管理し、課内

でカンファレンス・処遇検討会議を実

施し、地区担当保健師による継続支援

を行う。 
 妊娠届出書やアンケートの項目に

該当はしないが、面接した保健師が、

妊婦に「何となく気になる」と感じた

ことから支援が必要と判断した場合、

地区担当保健師にその理由をどのよ

うに伝えるかが課題である。リスク項

目は、低リスクであっても、保健師の

経験や直観を重要視してハイリスク

妊婦とする。 
 現行のリスクアセスメント方法で

は、ハイリスク妊婦が全体の 4 割とな

り、地区担当保健師の要支援ケースが

多く負担が大きいため、今後、基準の

見直しも必要と考えている。 
 
（４）支援レター送付（全妊婦対象） 
 妊娠初期・中期・後期にそれぞれ 1
回、妊婦の体調を気遣うとともに、児

への愛着形成を促す内容の支援レタ

ーを送付する。また、妊婦や家族から

相談があれば記入し、担当保健師宛て

に返送してもらう相談カードを同封

している。ハイリスク妊婦には、地区

担当保健師がメッセージを入れた支

援レターを送付する。 
相談カードの返送は全体の約 5％で

あり、ハイリスク妊婦でない妊婦から

の相談が多い傾向がある。支援が必要

と判断したハイリスク妊婦からの相

談は少なく、自ら支援を求めることは

ほとんどないと感じている。 
 

（５）周産期虐待予防ネットワーク 
医療機関からハイリスク妊婦の情

報提供等による連携システムがあり、

2 か月毎に病院連絡会議を実施してい

る。保健センターの妊娠届出時面接の

全数実施により、支援が必要な妊婦を

早期に把握できるようになったため、

保健センターから医療機関に情報を

提供する事例が増加している。 
 

（６）B 市産後ケア事業 
 産後1か月まで母子を対象としてい

る。市民病院で実施しているが、実績

は少なく、アウトリーチ（家庭訪問で

の支援）のニーズが高いと感じる。自

己負担額は、1 泊 5600 円。 
 
（７）子どもの発達支援 
 ハイリスク妊婦から生まれた子ど

もが発達に課題を抱えることも多く、

子育て期には発達支援を実施してい

る。保健センターは、発達支援員（臨

床心理士）4 人が常勤配置されていて、

発達支援教室や発達に課題を抱えた

子どもの保護者を対象にした家族交

流会や、地域の幼稚園や保育所での巡

回、出張相談を行っている。 
 
２）C 市における産後ケア事業の取り

組み 
（１）妊娠の取り組みの再検討 
①これまでの取り組み 
市民の利便性を考えて、市内 8 か所

において妊娠の届出ができるように

していた。また、保健師の駐在してい

ない機関でも届出が可能であったた

め、事務的に届出を受理し、母子健康

手帳を交付していた。届出時の記録
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(アンケート結果)は保健センターに集

約されるようにしていたので、支援が

必要な妊婦に関する情報は収集でき

ていたが、支援が必要な事例に保健セ

ンターがタイムリー支援することが

難しい状況であった。 
②妊娠期からの取り組みの充実 
妊娠期から虐待を予防したいとい

う保健師の思い、市長からの産後ケア

センターの設置についてトップダウ

ンで保健センターへの指示、また市内

の出産取り扱い医療機関から「子ども

を育てられない」などの養育上の問題

の見極めを、生まれてから急いでしな

いといけない状況になる事例につい

て「もっと早くできなかったのか」な

ど医療機関からの要望があった。これ

らのことから妊娠期からの取り組み

を強化した。 
 

（２）妊娠期からの支援の取り組みの

強化 
①妊娠届出における全数面接 
市内8か所で受理していた妊娠の届

出を、保健センターと保健所の 2 か所

に限定し、妊婦全員と面接する体制

(保健師 or 母子保健コーディネータ

ー)を整えた。全数面接するにあたっ

ては、面接やアンケートに関するマニ

ュアルを作成した。 
②支援の必要性の判断 
全数面接時に、特定妊婦のリスクア

セスメントを実施する。年齢や妊娠週

数、既往歴などのスクリーニング基準

から、全数ではないが枚方市独自のア

セスメント項目でも確認を行い、支援

の必要な妊婦の把握に努めている。該

当する妊婦には、できるだけその場で

地区担当保健師と面談できるように

した。 

③妊娠期からの支援 
支援が必要だと判断された妊婦に

ついては、保健師全員がその情報を共

有している。また、それら妊婦全員に

対する支援計画を立案し、地区担当保

健師が妊娠期から支援を行っている。 
 

（３）産後ケア事業の開始 
平成 26 年 12 月から市内の産科医療

機関(5 か所)と助産所(1 か所)において、

空きベッドを活用したショートステ

イ・デイサービスを実施する。※平成

28 年度に助産所が 1 か所増えて、実施

機関は計 7 か所となっている。事業内

容としては、①ショートステイ、②デ

イサービスがあり、利用料はそれぞれ

①5,600 円、②2,800 円となっている。 
 
（４）関係機関との連携 
平成 27 年度から産前産後サポート

部会として実施した。当初は産後ケア

事業の機関毎の報告や交流であった

が、平成 28 年度は妊娠中からの支援

についても意見が出されるなど、医療

機関と行政とのつながりが強くなる

とともに、関係機関間のネットワーク

づくりにもなっている。このように、

ネットワーク(母子保健推進連絡会)が
できたことによって、産後ケア事業で

は精神疾患のある妊婦は対象にならな

いものの、うつ傾向くらいであれば受

け入れてくれる医療機関も出てきた。 
 

２．医療機関の医師、助産師、看護師

への面接 
（１）初診時の問診票の活用 
妊婦の病歴、妊娠歴、生活歴につい

て把握する。質問項目は、あくまでも

情報把握のきっかけとし、記入された

ことを元に話をすすめる。 
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・過去の妊娠、出産歴について、「ど

んなお産だったか」、「その時の気持ち

はどうだったか」、「パートナーはどう

だったか」ということが聞けることを

イメージして質問項目を作成した。 
・感染症既往歴について、本人の母子

手帳から情報が取れることから、「あ

なた自身の母子手帳があることを知

っているのか」、「（あなたの）母子手

帳を見たことがあるか」、「あなたのお

母さんにあなたが生まれた時の話を

聞いたことがあるか」と話を展開させ

ることで、親に妊娠した事実を伝えて

いない場合や実母との関係が疎遠で

あること等が把握できる。 
・その他の病歴について、精神疾患は、

パニック障害やうつなど病名も例示

することで、記入しやすいようにして

いる。病名を例示することで、現在、

受診はしていないが、過去に治療歴が

あることなど、本人から病気のことを

話すきっかけになっている。 
 
（２）妊婦の状況をより深く把握する 

少しの支えであっても支援を必要

とする人を把握するのが産科外来で

あると考えている。 
・パートナーとの関係が不安定な時や

シングルで出産を考えている妊婦に

対して、「あなたは彼のことが好きな

のか（好きだったのか）」と具体的に

聞くこともある。 
⇒産科外来という場は、体を開く場で

ある。体を開く＝心を開く場であり、

妊婦は話をしたい、聞いてもらいたい

と思っていることが多い。 
・子どもの母親になる人として接する

のでなく、一人の女性として対等に聞

くことで話してくれることが多い。 
⇒医療者として、妊婦のことを、子ど

もを産み母親になっていく人として

ではなく、ひとりの女性として私のこ

とを大切にしてくれているというメ

ッセージが伝わることで心を開いて

くれる。面接では、妊婦のことを「知

ろう」ということでなく、女性として、

「良い妊娠生活を送る」、「良いお産が

できる」ことを第一にしている。妊娠

したのだから「母親になる」という概

念にとらわれず、「あなた自身が幸せ

になることを支える場」が産科である

というスタンスで関わっている。 
・外来では、妊婦に複数のスタッフが

接してアセスメントし、一人で判断し

ないようにしている。予診、診察介助、

廊下での待合い等、一人の妊婦を複数

のスタッフが接して観察したことを

統合させる。 
⇒「何となく気になった…」だけで終

わらせず、何がどう気になったのか、

具体的に出し合い共有してアセスメ

ントする。面接の際、妊婦の態度から、

質問できないことがあった場合、なぜ

聞けなかったのか、理由を明確にして

し、次回受診時に質問できるかどうか

まで計画を立てる。質問できなかった

理由としては、「質問しようとした時、

それ以上は聞いてくれるなというオ

ーラが出ていた」、「『まあまあそんな

感じです』と濁された」、「常に斜めに

構えていて、こちらを疑うような目で

見ていた」、「早く終わらないかなとい

うような態度があった」等がある。 
 
（３）妊婦への具体的な支援 
妊婦が、妊娠中から出産後も必要な

支援を受け入れることができるよう、

妊娠中からスタッフとの関係性を構

築し、地域の保健・福祉スタッフにつ

なぐ。 
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①厳しい生育歴のある妊婦が、子ども

時代にしてもらえなかったことをこ

れから経験していかなくてはならな

い困難に立ち向かうためには、サポー

トが必要である。地域の保健師のサポ

ートがあることで、力の抜ける部分が

出てくるということを伝える。 
②妊婦が看護職との関係が心地良い

と感じられるようにする。この心地良

さを感じてもらえることで他機関の

スタッフへバトンタッチできる。 
③外来で担当スタッフと妊婦との関

係性が上手く取れない場合、スタッフ

を交代させることで良好になる時が

ある。人が変わることで、妊婦が心地

良く過ごすことにつながる。関わるス

タッフによって妊婦の話す内容が違

っていても、それは嘘ととらえない。

それぞれに語ったことがその時の真

実であり、本人が心地よく感じてもら

えればそれでいい。 
④医療機関は、妊婦の意思で受診して

くる場であり、妊婦健診では、継続し

て会うことができるという強みがあ

る。 
 
（４）妊婦とパートナーとの関係や家

族関係を把握する 
家族から状況を把握したい時や伝え

たことがある時には、妊婦を通じて家

族も一緒に受診してもらい面接する。 
 
（５）関係機関との連携 

保健センター等の保健師からの情

報提供は、妊婦の乱れた生活ぶりが指

摘されるケースが多いが、医療機関か

らは、妊婦ができていることを見つけ

て報告するようにしている。子ども時

代の生育歴から、厳しい生活をしてこ

なければならなかったことを想像す

ると、生き残ったサバイバーだと思え

る。今、一生懸命、生活していること

を伝えている。 
⇒保健センターと妊婦との心地よい

関係性の構築につながる 
 
D. 考察 

 
 事例検討した事例から、妊娠中から

事例を把握し、保健機関と医療機関が

連携してかかわることにより医療機

関での出産に結びつけることができ

ていた。このことは虐待死亡事例の 0
日死亡を予防することができたと考

えられる。しかし、3 事例とも出産後

の継続した支援の難しさが示された。

保健機関、医療機関及び関係機関とつ

ながりにくい親の背景の厳しさを理

解した支援が必要であると考える。 
 また、B 市、C 市の保健師への面接

調査から、以下の共通点が示された。 
・妊娠届出面接を全数に行い、支援が

必要と判断した妊婦には、担当保健師

が妊娠中からかかわる。 
・保健師のかかわりだけでなく、医療

機関と連携しながらかかわっていく。 
・地域のなかで妊娠中からの支援をサ

ポートするネットワーク（B 市：周産

期ネットワーク、C 市：母子保健推進

連絡会）をつくる。 
 また、医療機関スタッフへの面接か

らは、初診時から関係性の構築を大事

にした丁寧で具体的な支援が行われ

ていた。そのなかでも特に重要なこと

は、「妊婦のことを、子どもを産み、

母親になっていく人としてでなく、一

人の女性として、大事な人である」、

「あなた自身が幸せになることを支

える」ということが伝わるように支援

していた。そして医療機関のスタッフ
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とのかかわりが妊婦にとって「心地よ

い」と感じられるようにしていた。 
 支援が難しい妊婦や親への関わり

においては、関係の取りにくさ、訪問

拒否、自己中心的要求、指導の入りに

くさなどに振り回されてしまいがち

である。そのなかで家族の状況の複雑

さ、人間関係の距離の取りにくさ、産

まれてくる子どもへの思いの希薄さ、

自分のからだをいたわらない行動、産

むことへの迷い、出産準備が進まない

ことなど感じる。その背景に被虐待歴

など子ども時代に愛された経験がな

い、共感して対応してもらった経験の

乏しさがあることを察知することが

必要である。それを察知することによ

り、医療機関のスタッフが行っている

ような支援につながる方略が導き出

されてくると考える。 
支援がつながりにくい人への関わ

りにおいて次のことが重要であると

考える。 
・妊婦、母親、家族のこれまでの（生

育歴）の厳しさ、たいへんさ、しん

どさを理解する 
・妊婦、親が困っていることの相談に

のる 
・ひとつひとつの心配ごと、不安に丁

寧に対応する 
・できていること、できたことをきち

んと言葉にして伝える、それをほめ

る 
・一人の女性として大事な人であるこ

とを伝える 
・妊婦が心地よいと感じられる関係を

つくる 
・妊婦のできるところをみつけ、それ

を連携の糸口にする 
・親が具体的にできることを、社会資

源を総動員して行う 

 これらのことは図１に示した。単に

かかわりが難しい人、関係が取りにく

い人、自己中的な人としてみるのでは

なく、その内側にある、妊婦の子ども

時代の辛い体験を予測しながら、彼ら

が大事な人であることを伝え、彼らが

心地よく思える関係をつくっていく

ことから支援がはじまっていくと考

える。 
 

 
 図１ 子ども時代の厳しい背景を推測する 

 
このような支援について、「妊娠中、

出産後の保健相談において活用でき

る支援技術」としてマニュアルを作成

した。 
 
〈マニュアルの内容〉 
① つながりにくさの背景 
② 妊娠中からの保健指導のポイン

ト（面接調査の結果から導きだされた

内容から） 
・妊娠中からかかわり、つながり続け

ること 
・妊婦、親を支援する関係機関とつな

がっておく 
・妊婦、親が役に立つと感じる存在に

なる 
・妊婦、親が負担にならない出産準備

を一緒に進める 
・妊婦、親のできる力を見つける 
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E. 結論 
  
 事例検討した事例から、妊娠中から

事例を把握し、保健機関と医療機関が

連携してかかわることにより医療機

関での出産に結びつけることができ

ていた。しかし、出産後の継続した支

援の難しさがあった。 
 保健師への面接調査から、妊娠届出

時に全数面接を行い、支援が必要な妊

婦に担当保健師が妊娠中からかかわ

ることが必要である。また地域のネッ

トワーク構築が重要であることが示

された。 
 医療機関スタッフへの面接からは

初診時から関係構築を目指し、妊婦が

一人の女性として大事な人であるこ

とが伝わるようにかかわっているこ

とが示された。 
 
F. 健康危険情報 
 
 研究内容に介入調査は含まれてい

ないため、関係しない。 
 
G. 研究発表 
 
・足立安正、上野昌江、中原洋子、

伊勢新吾：0 歳児の死亡事例検討報告書

の分析 

妊娠期からの予防的支援に向けて.日
本子ども虐待防止学会第 22 回学術集

会おおさか大会 
 
H. 知的財産権の出願・登録状況 (予
定を含む) 
 
１．特許取得：なし 
２．実用新案登録：なし 
３．その他：なし 
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妊娠中、出産後の保健相談において活用できる支援技術(案) 
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 はじめに 

子どもの生命が奪われるなど重大な子ども虐待事件も後を絶たず、「子ども虐待による

死亡事例等の検証結果等について」の第 11 次報告書によると、2013 年の虐待による死亡

の 0 歳児の割合は概ね 4 割を占め、0 歳児の死亡事例のうち 0 日・0 か月児事例が占める

割合も約 4 割となっています。虐待死亡事例おける加害者は実母が最も多く 9 割を占め、

妊娠から出産に至るまでの切れ目ない相談・支援が行われる体制の整備が求められていま

す。保健機関や医療機関では、妊婦健診や妊娠届出時の機会に支援が必要な妊婦を見極め、

産婦人科医、看護職、助産師などによる支援が実施されています。しかしながら、「支援を

必要とする親」への関わりに苦慮している現状があります。それは、生育歴や生活背景に

問題を抱えている親の場合、信頼関係を築くことが難しいことから、関係が取りにくい、

支援が受け入れられない、自己中心的な要求、指導が入りにくいなどが挙げられます。そ

こで、このような親への支援に関する研究を行い、導きだされた結果から本マニュアルを

作成しました。本マニュアルは、妊娠中に把握した妊婦への支援を行った保健機関の看護

職にインタビューした内容から、支援が必要な妊婦への妊娠期からの効果的な支援につい

てまとめています。日々、親に寄り添うために迷い、葛藤を抱えながら活動する保健機関

の支援技術が伝えられることを願って作成しました。妊婦健診や妊娠届出時面接の際など

に、支援が必要な母親をアセスメントする視点や、親との信頼関係を構築し、つながりを

重要視した支援につなげるために参考にしていただければ幸いです。  
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1 つながりにくさの背景 

 

看護職は、妊娠届出時やその後の妊娠中に関わった母親の様子や行動、把握した生育歴

などから、母親の生活全般をとらえ、支援が必要な母親をアセスメントしている。看護職

が、支援が必要であると考えた理由としては以下に示した。これらの内容から母親が「生

きづらさを抱えていることの察知」し、妊娠生活や育児する上での困難さを予測して支援

していくことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）家族状況の複雑さ 

 母親の支えになる家族がいるかどうかを把握し、妊娠中から出産後、子育てする上で母

親が孤独にならないかをとらえる。家族がいても、母親との関係が複雑で関係性にしんど

さを抱えていることもあり、母親と関わりながら、家族状況をみていく。 

① パートナーがキーパーソンになりにくい 

パートナーと母親との関係性が安定しない、パートナーが母親のことを理解して関わる

ことができない等、母親にとってパートナーがキーパーソンになりにくい。  

② 経済的な不安定さがある 

 母親や夫の職が安定していないことや、シングルの時、生活の見通しが立ちにくく、妊

娠や出産への不安を抱えやすい。 

③ 実家からの支援の得にくさ 

実家との関係がよくなく、母親は悩みを抱えていたり、実家の両親といることがしんど

いと感じている。妊娠中も両親との関係で気持ちが不安定になり、両親から離れて暮らそ

うとするなど、実家からの支援を得ることを考えていない。 

 

（1）家族状況が複雑 

（2）人間関係における距離の取りにくさ 

（3）生まれてくる子どもへの思いの希薄さ 

（4）自分のからだをいたわらない行動 

（5) 産むことへの迷い 

（6）出産準備が進まない 
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(2）人間関係における距離の取りにくさ 

 初対面の時から自分のことをさらけ出す、反対にいつまでも気持ちを表そうとしないな

ど相手との距離の取りにくさがある。 

①  初対面から気持ちをさらけ出す 

 妊娠届出時面接など、始めての出会いの場で突然、自身の虐待を受けて育った生育歴を

語ったり、最初から自分の思ったことをストレートに表現し、人との距離感が取りにくい。 

② 知らない人が関わることへの強い抵抗感 

 始めて関わる人に拒否反応を示し、新たな人とのつながりを求めようとしない。看護職

以外の支援者につなごうとしても断られることが多く、人間関係がひろがりにくい。  

③ 困っていることをなかなか話さない 

 自分から、気持ちを表さず、相手に気持ちを伝えない。困ったことがあっても、話そう

としないので、看護職は母親の困りごとに近づきにくい。 

 

（3）生まれてくる子どもへの思いの希薄さ 

 愛されて育っていない生育歴があることや、妊娠中の胎児を否定するような行動が見ら

れ、胎児への思いの希薄さがうかがえる。 

①  愛情を受けて育っていない 

妊娠届出時のアンケートに答えた内容や、母親自身の子ども時代からの生育歴の語り

から確認する。 

② 生まれてくる子どものことを意識しない自分中心の行動 

胎児のことを考えず、母親自身の感情に振り回されて取ってしまう行動をとる。 

 

（4）自分のからだをいたわらない行動 

母親の服装や行動に、からだの健康を保ちながら生活することに危うさがある。 

①  アンバランスな服装をしている 

妊娠していても肌の露出の多い服装や、季節に合わない服装をする。 

 

② 妊娠を気遣う行動がみられない 

 妊娠しても今までどおりの生活スタイルを続けていることや、からだのことを気遣う様

子がない。 
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(5) 産むことへの迷い 

①  妊娠届出の遅れがある 

②  アンケートに言語化しない思いを表出する 

妊娠届出面接の時のアンケートの書きぶり（はい・いいえの中間に○をつけるなど）に

出産することへの迷いが見られる。  

③  妊娠したことへのネガティブな思いがある 

 

（6）出産準備が進まない 

 初産婦にとって妊娠は未知の体験でため、出産やその後の生活のイメージが持てないこ

とや準備しなくてもなるようになると思っていることから出産準備が進まない。そのため、

出産に向けて妊婦と一緒に準備していく必要がある。 

①  出産後の育児がイメージできていない 

出産やその後の生活や育児のイメージができないため、出産準備する必要性を感じに

くく、準備が進まない。 

② ぎりぎりまで出産準備をしない  

 出産直前まで産後の生活の準備に取りかかろうとせず、時には生まれてから育児用品を

準備する場合もある。 
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2 妊娠中からの保健指導のポイント 

背景につながりにくさのある親への支援は、時間をかけた関係づくりが基盤となる。妊

娠中から出産後もつながり続けることができるように信頼関係を構築し、出産に向けて心

身の準備を整え、出産後は母親が孤立することなく、育児できるよう支援する。 

 

（1） 妊娠中からつながり続ける 

（2） 母親の出向く機関とつながる 

（3） 母親が役に立つと感じる存在になる 

（4） 母親の負担にならない出産・育児準備を一緒にすすめる 

（5） 母親が自分で決めるのをぎりぎりまで待つ 

（6） 母親の育児力を見つけ出す 

（7） 母親のできているところに着目し伝える 

 

（1）妊娠中からつながり続ける 

妊娠届出時等に出会った母親が、妊娠中や出産後に困難を抱えると予測した時、継続し

た支援を行うため、母親との信頼関係を構築してつながりが途切れないように関わる。母

親は「人間関係における距離の取りにくさ」があり、関わりが困難になりやすいため、看

護職は妊娠届出時等最初の出会いの場面から母親とつながり続けるための支援を行う。 

① 担当看護職に顔つなぎする 

 支援が必要な母親は、初めて出会う人に対して人見知りしやすいことや、関わる人が変

わることへ拒否することがあるため、可能な限り最初から担当看護職が面接して看護職の

ことを知ってもらい、その後もつながりやすくしておく。 

② 看護職が妊娠中から支援することを伝える 

母親に看護職の役割と妊娠中から継続した支援をする目的を伝えて納得が得られるよ

うにする。また、母親が警戒心を持たないよう、訪問は全員に行うもので特別に支援され

るわけではないと伝える。 

③ 母親に必ず会えるタイミングを逃さない 

 電話をしても断られることが予測される時は直接訪問し、また母親の生活ペースに合わ

せて訪問するなど必ず会えるタイミングを見計らって関わるようにする。 

（2）母親の出向く機関とつながる 

 看護職から母親に電話や家庭訪問をしてもつながれない時、母親が利用する機関を通じ
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て母親につながるようにする。また母親が新しい機関と関わる際には、看護職が仲介して

つながりを持たせる。 

① 医療機関と連携しアプローチする 

 母親と関わりが持てない時、妊娠届出書に記載されている医療機関に連絡して、妊婦の

状況を把握する。また、妊婦健診時に医師や助産師等から看護職を紹介してもらうことで、

その後の連絡がつながりやすくなる。  

② 庁内他部署に根回しして連絡を待つ 

 母親が市役所の生活保護などの窓口に来た時には看護職につないでもらうよう担当の窓

口の職員に頼んでおく。 

③  母親が戸惑わないよう関係機関を調整する 

 母親の能力では困難な様々な手続きや医療機関の受診予約等、関係機関と調整したり、

受診時、医療スタッフに子どもの症状の説明ができない時には、母親に代わって行う等、

母親が戸惑うことのないよう支援する。  

④  関係機関の情報を統合してニーズをつかむ 

 母親のことを理解して関わるために、関係機関が持つ情報を統合させてニーズを把握す

る。 特定妊婦として支援することで、関係機関間の連携がスムーズになり、情報共有しや

すくなる。 

⑤ 出産・育児に向けて関係機関が連携して関わる 

 母親に関わる機関が互いに母親の情報を共有して理解を深め、出産後の母親と子どもの

安定した生活が送れるようそれぞれの役割を明確にして関わる。 

⑤  看護職以外の人と関われるようにしていく 

 母親と子どもが新しい環境に慣れるまで付添ったり、初めて関わるスタッフへ母親に配

慮することを伝えたりするなど、新しい出会いへの橋渡しをする。 

   

（3）母親が役に立つと感じる存在になる 

 母親が看護職とつながり続けたいと感じてもらうために、常に母親を主体にし、母親の

困りごとには、すぐ応じることにとって看護職は役に立つと感じてもらえるように関わる。

この支援は、一見、保健指導とはかけ離れた支援のように見えるかもしれないが、生きづ

らさを抱えた妊婦への支援において看護職をこのように認識してもらえるようになること

が支援の継続の第一歩となる。 
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①  はなしを一生懸命聞き続ける 

 母親は、人間関係の距離がとりにくく、自分の本心を言い表しにくいため、看護職はこ

の人になら話してもいいと思ってもらえるように、ゆっくり時間をかけて一生懸命に話を

聞くようにする。時に、看護職は数時間から半日かけて母親との面接を行なう場合もある。 

②  母親の気になる行動を受けとめる 

母親の全てを受けとめる姿勢を示し、母親にとって全てを受け止めてくれる人になるこ

とでつながりを深めていく。 

③ 母親の大変な思いに共感する 

 看護職は母親の大変な状況に気づき、それを伝えて労い、母親のことを理解していると

伝える。 

④  SOS を発信してもらえる関係を作る 

 看護職は、母親に対して、役に立ちたいという思いを伝え、母親が困って連絡してきた

時には、すぐに訪問し、看護職が母親にとって役に立つと思えるような体験を一緒に積み

重ねていく。困りごとがあれば看護職に連絡する手段を覚えてもらい、つながり続ける関

係を作る。妊娠中からこの関係を作ることで、産後も母親は看護職に SOS を発信してくる

ようになる。 

⑥ 母親の心身の健康を気遣う 

母親が出産した後も子どもを中心に関わるのでなく、母親のことを常に気遣い、母親を

支援するために関わっていることを伝える。  

⑥ 母親の言動から信頼関係の程度を把握する 

 看護職は妊娠中から、母親と関わりを続けるなかで、母親の看護職への態度や言動の変

化をとらえ看護職への信頼の程度をみる。 

⑦ これまでのエピソードから行動を予測して対応する  

 妊娠中から関わりを継続するなかで、母親の考えや行動パターンが読めるようになって

くる。母親が取る行動を予測し、関係機関と連携しながら、危機的状況を避けるように対

応しておくことや、母親が言葉で言い表さなくても、しんどい状況にないか気持ちをくみ

とる。 

（4）母親の負担にならない出産・育児準備を一緒にすすめる 

 看護職は、母親が出産や育児の準備が負担に感じないよう配慮しながら一緒に準備をし

ている。 
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① 出産に気持ちが向くよう寄り添って話を聞く 

 母親の気持ちが出産に向くよう、妊婦に寄り添って話を聞く。 

② 妊婦健診の結果を一緒に聞く 

 母親に妊婦健診を受けるように促し、健診結果を理解できているかを妊婦と一緒に確認

する。 

③ 家族の育児協力体制を整える 

母親が誰からどの程度の支援が得られるか具体的なプランを立てることができている

のかを確認し、支援者がいない時は養育支援事業を紹介するなどして出産までに育児の協

力体制を整える。また、母親の実母など協力者が不安を抱えている時、訴えに耳を傾け受

け止める。 

④ 出産・育児の準備状況を直接確認して一緒に考える 

家庭訪問時に、母親の生活の基盤が整っているのか、実際に育児用品が揃っているのか

を確認し、出産後すぐに育児できるように準備する。また、母親自身でできない時は、育

児協力者である実母や関係機関の職員と連携しながら行う。 

 

（5）母親が自分で決めるのをぎりぎりまで待つ 

 母親が将来、主体的に子育てしていく力をつけるため、妊娠中から母親の主体性を尊重

して関わる。母親の主体性を尊重することで、母親の思いを重視し、つながりを大事にす

る。待ちながら主体性を引き出す支援は産後の育児の自信につながると考える。 

①  リスクより妊婦のニーズを優先する 

 精神疾患のある母親の受診が途絶えている時など、母親に受診する気持ちがなく、強く

受診を勧めることで追い込んでしまうと感じた時には、生命に関わらなければ母親の気持

ちを優先する。また、看護職が何度連絡してもつながりがもてない母親の関わりにおいて、

今は看護職を必要としていないと捉え、出産まで関わりを待つことがある。しかし、全く

関わらないのではなく、母親とつながっている機関と連携をはかり、母親の状況を把握し

生命の安全を確認する。 

②母親のペースを守り自分で決めるまで待つ 

 母親がどのサービスを利用するかなど、母親自身が選び、行動するまで待っている。看

護職や他の支援者が焦って、勝手に行動して母親とのつながりが途切れないようにする。 

③ 母親と胎児の健康に影響のあるぎりぎりのラインを察知してすぐに訪問する 
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 待ち続けても、母親が動きだそうとしない時、母親の健康に影響のある状況が迫ってい

る時には訪問し対応する。 

 

（6）母親の育児力を見つけ出す 

 母親の持てる能力が発揮できるような支援を行うためには、関わりのなかで気づいたり、

感じたことから、子どもが育つ環境を整える能力や子どもを具体的に理解して関わる能力

（育児力）を見つけ出していく。 

①  妊娠届出時のアンケートの書きぶりから知的レベルをよみとる 

 妊娠届出時のアンケートをみて、簡単な文字が書けていないことや、未記入の部分もわ

からなくて書けないというメッセージとして理解力の低さを読み取る。 

② コミュニケーション能力があることを見つける 

 母親の見た目の印象等から、コミュニケーションの取りにくさがあると捉えて関わりを

もつが、実際に関わり続けるなかで、相手のことを気遣うことができるなど新たな能力に

気づくことで、その能力に働きかける。 

③ 几帳面でやるべきことはやり遂げると感じる 

妊娠中から長期間関わることで、看護職の話をよく覚えていると感じたり、金銭管理

がしっかりできることに気づいている。 

④ 育児手技を実際にみて確認する  

 母親が子どもの頃から、きょうだいの世話をして育児の経験があるかを確認したり、家

庭訪問を行い母親の育児手技を実際にみて確認をする。 

⑤ 子どもへの愛着を読み取る 

 母親の子どもに対する思いを聞いたり、子どもの発達から母親の子どもへの接し方を推

測したりすることで子どもへの愛着をみる。 

 

（7）母親のできているところに着目し伝える 

 子どもの発育や発達が順調であるかを常に見守りながら、母親が自信をもって育児を続

けることができるように、母親の能力に合わせて指導する。Browne（2006）らが、「親の

育児能力を引き出すスキルとして彼らの能力を認め、それを彼らに伝えることである」と

述べており、母親のできているところに着目し伝えることは育児能力を高めることにつな

がる。 
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①  母親と一緒に子どもの発育・発達を見守り続ける 

 家庭訪問時、子どもの身長・体重などを確認することや、乳幼児健診の受診状況、結果

の把握、予防接種の接種状況などを確認することから、母親と一緒に子どもの発育・発達

を保障する。 

② 母親のできていることをほめて自信を持たせる 

 母親の生育歴から、子どもの頃からほめられた経験がなく自己肯定感が低いことを理解

して、母親のできていることをほめ自信がもてるようにする。 

③ 母親の能力に合わせて育児の手順を伝える 

 母親の能力に合わせて、具体的にわかりやすい言葉を使って、手とり足取り、繰り返し

育児の手順を伝える。共感性の乏しい母親には、子どもの気持ちを代弁したり、子どもと

の遊び方など関わり方を具体的に伝える。 

④ 母親と子どもに合わせて関わりのペースを変化させる 

母親と子どもの生活が安定し、子どもの成長が確認できていること、虐待の傾向が見ら

れていないことが確認できれば、これまでの支援のペースから間隔をあけつつ、母親がつ

ながりのある機関との連携をはかり、母親の状況を知る機会がもてるようであれば、母親

から連絡があるまで待つようにする。 
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妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の同定に関する研究 
および保健指導の効果検証 

 
研究協力者 東京医科歯科大学 国際健康推進医学分野 伊角彩 

東京医科歯科大学 国際健康推進医学分野 土井理美 

国立成育医療研究センター研究所 社会医学研究部 三瓶舞紀子 

 

A. 研究目的 
 

これまでの研究で、3-4 か月健診を

利用して揺さぶりといった虐待の実

態を調査し、横断調査により妊娠時の

状況を把握することで、妊娠届で把握

できる項目から虐待ハイリスク群を

把握するアルゴリズムを創出した。そ

の成果は現在、愛知県で妊娠届からハ

イリスク群を抽出するさいに活用さ

れている。しかし、「思いだしバイア

ス」（過去のことを正確に思い出せな

い）があるため、妊娠届のデータを前

向きに追跡する必要があること、そし

研究要旨 
目的：愛知県において妊娠時に把握しているリスク項目について、妊娠届と 1 歳半健

診、3 歳健診のデータをリンケージし、妊娠届の情報と虐待傾向（育てにくさ含む）

との関連を明らかにし、妊娠時から虐待ハイリスク群をより効率的に選定できる要因

を明らかにすることである。 
方法：愛知県名古屋市において 2016 年 7 月―10 月の 3 歳健診を受診したすべての母

親を対象とし、データリンケージの同意を確認した。2016 年 12 月まで同意書の回答

が得られた参加者について名古屋市から縦断データの提供をうけた(n=2558, 同意率

39.5％)。1 歳半健診、3 歳健診で子どもを育てにくいと回答した場合を虐待傾向とみ

なし、妊娠届の情報との関連を解析した。 
結果：妊娠届で「予想外だったので戸惑った」「困った」「何とも思わない」「その他」

と回答した場合に、1 歳半、3 歳児における虐待傾向のリスクが高いことがわかった。

結論：妊娠届で望まない妊娠であった場合、生後 3 歳までの虐待リスク群であること

が明らかになった。 
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て 1 歳半、3 歳児といった年齢におけ

る虐待においても妊娠届の情報が虐

待ハイリスク群の同定に有効か、につ

いてはほとんど研究がない。妊娠時の

状況が長期的な虐待リスクの影響が

あるかどうかの検討という意味でも

本研究は重要である。 
  本研究の目的は、愛知県において妊

娠時に把握しているリスク項目につ

いて、妊娠届と 1 歳半健診、3 歳健診

のデータをリンケージし、妊娠届の情

報と虐待傾向（育てにくさ含む）との

関連を明らかにし、妊娠時から虐待ハ

イリスク群をより効率的に選定でき

る要因を明らかにすることである。 

 

B. 研究方法 
愛知県名古屋市において 2016 年 7

月より 10 月までの 3 歳児健診を受け

た子どものすべての母親を対象とし

た（N≈6480）。3 歳健診の案内に同意

書を同封し、同意する場合は名古屋市

宛ての返信用封筒に同意書を封入し

返送するよう依頼した（資料１参照）。 
同意が得られた参加者について、妊

娠届、1 歳半健診、3 歳健診のデータ

をリンクさせ、個人情報を削除した上

でデータを東京医科歯科大学にパス

ワードを付したエクセルデータとし

て CD で郵送した。 
 この研究は、国立成育医療研究セン

ター倫理委員会で承認を得た（受付番

号 716）。 
本研究では、妊娠届情報として妊娠

が分かった時の気持ちに着目した。 
また、アウトカムとなる虐待傾向は、

1 歳半および 3 歳児における「子育て

困難感」とした。子育て困難感につい

て「あり」「何とも言えない」と答え

た群を虐待傾向群と定義した。 

 
子育て困難感があった場合を虐待

傾向群とし、妊娠届情報における妊娠

が分かったときの気持ちとの関連を

ロジスティック回帰分析で検討した。 

 
C. 研究結果 
約 6480 名の対象者のうち、2558 名

から同意を得た（同意率 39.5％）。 

妊娠届における妊娠した時の気持

ちはうれしかったが 77.4％、予想外だ

ったが嬉しかったが 16.9％、予想外だ

ったので戸惑ったが 4.3％であった。

この割合は、昨年度の分担研究におけ

る妊娠届提出者全体の傾向と比較す

ると、やや嬉しかったと答えた母親が

多いものの大きく変わらず、妊娠届提

出時の気持ちによってデータリンケ

ージへの同意についてバイアスはほ

とんどないと考えられた。 

 

表 1．妊娠が分かったときの気持ち 

 同意者 全体 

嬉しかった 77.4% 74.5% 

予想外だったが

嬉しかった 

16.9% 19.6% 

予想外だったの

で戸惑った 

4.3% 4.6% 

困った 0.5% 0.5% 

何とも思わない 0.2% 0.2% 

その他 0.8% 0.6% 
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この分布から、「予想外だったので戸

惑った」「困った」「何とも思わない」

「その他」と答えた群を「望まない妊

娠群」と定義した。 

 さらに、1 歳半健診、3 歳健診にお

ける子育て困難感については、以下の

分布となっていた。 

 
表２．子育て困難感の分布 

 あり 何 と も

言 え な

い 

なし 

1 歳半 15.7% 22.4% 61.8% 

3 歳 18.8% 24.6% 56.6% 

 
つまり、虐待傾向群は1歳半で38.2%、

3 歳で 43.4%いると考えられた。 

 
1 歳半における子育て困難感と望まな

い妊娠であったかどうかとの関連を

みると、望まない妊娠であった場合、

妊娠がわかって嬉しかったと答えた

場合に比べて虐待傾向が 1.64 倍

（p=0.01）であった。 

 
同様に、3 歳における子育て困難感と

望まない妊娠であったかどうかとの

関連をみると、望まない妊娠であった

場合、妊娠がわかって嬉しかったと答

えた場合に比べて虐待傾向が 1.53 倍

（p=0.026）であった。 

 
D. 考察 
 まず、この研究においてデータリン

ケージにおいて同意を求めた場合、約

40%の同意率であること、同意者の偏

りはあまりないことがわかった。そし

て、同意を得ることのコスト（同意書

の同封、返信用切手等）は膨大であっ

た。この知見は非常に重要である。な

ぜなら、母子保健情報のビッグデータ

化において同意を得るべきかについ

て貴重な示唆を与えるからだ。本研究

のように妊娠届や産科受診データか

ら虐待リスクを予測するような研究

が今後必要であると考えるが、その場

合にデータリンケージにおいても同

意が必要か、については倫理指針の改

定も参考にしながらさらに議論を深

めていく必要があるだろう。 
 そしてデータリンケージできた場

合、妊娠届において望まない妊娠であ

った場合に 1 歳半、3 歳まで子育て困

難感としての虐待傾向が続いていた。

つまり、望まない妊娠に対して、母子

関係を改善するような介入がほとん

ど効果を示していないと予想される。

今後はどのような介入を行ったかを

明らかにし、介入効果を検証する必要

があるだろう。母子関係という虐待を

強く予測する情報が妊娠届で把握で

きるので、今後はこの情報を母子を

「支える」「寄り添う」という視点で

介入につなげ、子育て困難感の減少、

そして虐待の減少につなげていく必

要がある。 

 
E. 結論 
 妊娠届で望まない妊娠であった場

合、生後 3 歳までの虐待リスク群であ

ることが明らかになった。 
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研究要旨 
【目的】 

平成 28 年には児童福祉法・母子保健法が改正され、妊娠期からの切れ目ない妊産

婦支援による児童虐待予防が求められている。一連の事業主体は市区町村と考えられ

る。そこで、平成 29 年度事業が開始される直前にアンケート調査を行い、本邦の母

子保健事業の現状を調査することを目的とした。 

【方法】 

対象は、全国の市町村母子保健担当者で、対象市区町村は、1741 ヶ所である。評価

項目としては、①市町村基本情報、②妊娠届受付、③支援を要する妊産婦への対応、

④支援を要する妊産婦に関する医療機関との連携、⑤特定妊婦や要保護児童対策地域

協議会について、⑥産後母子事業等である。 

【結果】 

今年度は、計画立案およびアンケート調査発送・回収まで行う。 

【結論】 

次年度はアンケート集計ならびに分析を予定している。これによって、平成 29 年

度の全国の市区町村における母子保健事業の現状・課題が明らかになる予定である。
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A. 研究目的 
平成 28 年には児童福祉法・母子保

健法が改正され、妊娠期からの切れ目

ない妊産婦支援による児童虐待予防

が求められている。一連の事業主体は

市区町村と考えられる。そこで、平成

29 年度事業が開始される直前にアン

ケート調査を行い、本邦の母子保健事

業の現状を調査することを目的とした。 

 
B. 研究方法 
対象は、全国の市区町村母子保健担

当者で、対象者数は、1700 名と見積も

られる。評価項目としては、アンケー

トを用いて以下の項目を検討する。 

① 市町村基本情報 

② 貴管轄内の周産期関連施設  

③ 妊娠届受付 

④ 支援を要する妊産婦への対応 

⑤ 支援を要する妊産婦に関する医療

機関との連携 

⑥ 特定妊婦や要対協について 

⑦ 産後母子事業 

アンケート内容は文末に添付とする。 

そして、それぞれの項目についてク

ロス集計により本邦の母子保健事業

の現状を検討する。 

なお、対象者への説明・同意方法は、

書面にて行い、回答していただいた事

で同意を得たものとする。 

 
C. 研究結果 
今年度は、計画立案およびアンケー

ト調査発送・回収まで行う。現在回収

中である 

 

D．考察 
平成 21 年の児童福祉法改正により、

出産後の養育について出産前におい

て支援を行うことが必要と認められ

る妊婦については「特定妊婦」として

要保護児童対策地域協議会（以下、要

対協）の支援対象となった。しかし、

同法改正以降も従来の母子保健業務

を中心とした保健師による妊婦への

支援が行われる中で、支援を要する妊

産婦の効率的な抽出方法・産後ケア、

医療機関との連携のあり方が課題と

なっている。平成 28 年には児童福祉

法・母子保健法の改正があり母子健康

包括支援センターの設置・運用が開始

される。その課題解決に向けて、各市

区町村の母子保健担当部署が工夫を

凝らしながら、独自のノウハウで対応

しているものと思われる。そこで、全

国各市区町村の母子保健担当部署の

母子保健事業の現状について調査す

ることとした。 
本アンケート調査で妊娠期から子育

て支援までの現状が明らかになると考

えられる。結果によって問題点、課題

等が明らかになれば、医療・保健・福

祉の連携を実効あるものにしていく方

策がみえてくることも期待できる。 

 
E. 結論 
次年度はアンケート集計ならびに

分析を予定している。これによって、

平成 29 年度の全国の市区町村におけ

る母子保健事業の現状・課題が明らか

になる予定である。 
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F．健康危険情報 
研究内容に介入調査は含まれてお

らず、関係しない。 

 
G. 研究発表 
なし 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況（予

定を含む。） 

 
１．特許取得：なし 
２．実用新案登録：なし 
３．その他：なし 
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■アンケート 
 
※以下の設問は回答困難な場合は空欄のままにしておいてください。 

件数などは平成 27 年度(2015 年 4 ⽉〜2016 年 3 ⽉)の数で回答してください。 
概数でも構いません。 

 
回答部署  

都道府県名：                  

市区町村名：                  

担当課名：                   

 
【1】貴管轄内の平成 27 年(2015 年)度の⼈⼝と年間出⽣数をお教えください。 
 

⼈ ⼝：        ⼈ (2015 年 3 ⽉ 31 ⽇) 

出⽣数：        ⼈ (2015 年 4 ⽉〜2016 年 3 ⽉) 
 
【2】貴管轄内の周産期関連施設についてお教えください。 
 

□分娩取扱い医療機関：        ヶ所 そのうち助産施設：  ヶ所 
□妊婦健診のみ取扱い医療機関：    ヶ所 
□助産所：     ヶ所  そのうち助産施設：  ヶ所 

 
【3】妊娠届受付についてお尋ねします。 

【3】-①妊娠届受付 (⺟⼦健康⼿帳交付)を⾏っている部署と交付実数についてお教えください。 
 

□保健センター：            件 
□市区町村役場及び出張所：              件 
□その他 (           ) ：        件 

 
 【3】-②妊娠届受付時の対応⽅法についてお教えください。(複数回答可) 
 

□保健センター 
□⺟⼦健康⼿帳交付のみ 
□アンケート等でアセスメントする 
□⾯談でアセスメントする 

□市区町村役場及び出張所 
□⺟⼦健康⼿帳交付のみ 
□アンケート等でアセスメントする 
□⾯談でアセスメントする 

□その他 (             )  
□⺟⼦健康⼿帳交付のみ 
□アンケート等でアセスメントする 
□⾯談でアセスメントする 
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 【3】-③⾯談を実施している場合のみお答えください。 

担当職種をお教えください。(複数回答可) 
 

□保健師  □助産師  □看護師 
□その他 (           ) 

 
【4】⽀援を要する妊産婦への対応についてお尋ねします。 

【4】-①貴市区町村内の保健師数についてお教えください。 
 

総数：  ⼈   そのうち⺟⼦保健担当：  ⼈ 
 

【4】-②保健師の充⾜感はいかがでしょうか？ 
 
  □⾜りている  □なんとか⾜りている  □もう少し欲しい 

 □まったく⾜りていない 

 【4】-③⽀援を要する妊婦のアセスメント基準を決めていますか？ 
決めている場合はその基準について教えてください。（提出可能であれば返信封
筒に⼊れてください) 

 
□決めていない 
□決めている 

□スコア化している 
□スコア化せず担当者会議で検討 
□その他 

 
 【4】-④⽀援を要する妊婦の情報収集で困ったことはありますか？ 
 

□ない  □ある  
 

【4】-⑤情報収集における問題点をお教えください。(複数回答可) 
 

□個⼈情報保護 
□関与機関の⾮協⼒ 
□妊産婦の⾮協⼒ 
□関係者(家族、友⼈等)の⾮協⼒ 
□その他
（                      ) 

 
 【4】-⑥妊娠中の保健師の⽀援を拒否された場合の対応についてお教えください。 
 

□追加⾏動は取れない 
□追加⾏動をしている 

□要保護児童対策地域協議会(要対協)にあげる 
□児童福祉主担課に⽀援依頼する 
□その他 (             ) 
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【5】⽀援を要する妊産婦に関する医療機関との連携についてお尋ねします。 
【5】-①⽇頃から貴部署と恒常的に綿密に連携出来ていると思える診療科はあります
か？(複数回答可) 

 
□ない (少数事例ならば、なしとしてください) 
□ある 

□産婦⼈科  □⼩児科  □精神科  □その他
（          ） 

 
【5】-②⽀援を要する妊産婦について、保健機関から医療機関へ何件の問い合わせをしまし
たか？  

また、医療機関からの情報取得が困難な事例はありましたか？（例：個⼈情報保護等で情報
提供を拒まれる） 

 
問い合わせ事例数：     件  

困難事例：      件  
 
 【5】-③医療機関から⽀援を要する妊産婦について、問い合わせが来ることがありますか？ 

ある場合は、その⽅法もお教えください。 
 

□ない 
□ある 

□⾏政上の情報提供⽤紙使⽤（特定妊婦としての通告を含む） 
□それ以外 (複数回答可) 

最初の連絡⼿段 □電話  □⽂書  □メール □その他
（       ） 
妊婦さんの同意あり：  件  妊婦さんの同意なし：  件 

  
【6】特定妊婦や要対協についてお尋ねします。 

【6】-①⽀援を要する妊婦を要対協にあげる基準はありますか？ 
 

□ない 
□ある 

□資料提供出来ない 
□資料提供可能である (返信封筒に⼊れてください) 

 
 【6】-②特定妊婦を要対協の対象としていますか？ 
 

□要対協の対象としたことはない 
□全例要対協の対象として管理している 
□対象とすることがある 

 
【6】-③平成 27 年度に新たに要対協に登録した特定妊婦の総数を教えてください。 

 
新規登録者数：   ⼈ 
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 【6】-④⽀援中の妊婦が特定妊婦となった場合、⺟⼦保健部署の役割は何でしょうか？
（複数回答可） 
 

□主担当機関  □⾒守り機関  □アセスメント機関 
□その他 (                ) 

 
【6】-⑤要対協の実務者会議(毎回)に正式な委員として医師は参加していますか？ 

 
□参加していない 
□参加している (複数回答可) 

□⼩児科医師 □産婦⼈科医師 □精神科医師 
□その他（          ） 

 
【7】産後⺟⼦事業(出産後 1 年以内)についてお尋ねします。 

【7】-①産後ケア事業(訪問･デイケア･宿泊)についてお教えください。 
 

□産後ケア事業を⾏っていないし、予定もない 
□産後ケア事業を検討中である(時期未定) 
□産後ケア事業を準備している(平成 29 年度中) 
□産後ケア事業を⾏っている 

 
【7】-②産後ケア事業を検討･準備･⾏っている場合にご回答お願いします。(複数回答可) 

 
□訪問 (アウトリーチ)型  □デイケア型  □宿泊型 

 
 【7】-③産後 2 週間健診補助についてお教えください。 
 

□⾏っていない、予定もない 
□検討中である (時期未定) 
□準備している (平成 29 年度中) 
□⾏っている 

 
【7】-④産後 1 ヶ⽉健診補助についてお教えください。 

 
□⾏っていない、予定もない 
□検討中である (時期未定) 
□準備している (平成 29 年度中) 
□⾏っている 

 
 【7】-⑤産後 2 週間健診補助を⾏う場合についてお教えください。 
 

□健診の依頼内容は決まっていない 
□健診の依頼内容は決まっている 

□資料提供出来ない 
□資料提供可能である(返信封筒に⼊れてください) 
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【7】-⑥産後(1 年以内)に利⽤できる⺟⼦⽀援事業で市区町村独⾃で実施中のものある
いは準備中の ものはありますか？ 

 
□特にはない 
□⾏っている 

⇒以下に具体的に記載をお願いします。もし、可能ならば資料提供お願い致します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【8】社会的ハイリスク妊娠(特定妊婦)に対する独⾃の⽀援はありますか？ 
 

□特にはない 
□⾏っている 

⇒以下に具体的に記載をお願いします。もし、可能ならば資料提供お願い致します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ご回答有り難うございました。 
 
 

厚⽣労働科学研究費補助⾦ 
成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業 

「妊婦健康診査および妊娠届を活⽤したハイリスク妊産婦の把握 
と効果的な保健指導のあり⽅に関する研究」 

 
主任研究者 光⽥信明 
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平成 28 年度厚生労働省科学研究費補助金 
（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

「妊婦健康診査および妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と 
効果的な保健指導のあり方に関する研究（H27-健やか-一般-001）」 

 
研究代表者： 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪府立母子保健総合医療センター 
統括診療局長 兼 産科主任部長 光田信明 

 
妊娠期アセスメントシートを用いた要保護・要支援のリスク因子 

 
分担研究者 光田  信明 大阪府立母子保健総合医療センター 産科 主任部長 
研究協力者 金川 武司 大阪府立母子保健総合医療センター 産科 副部長 

岡本 陽子 大阪府立母子保健総合医療センター 産科 副部長 

川口 晴菜 大阪府立母子保健総合医療センター 産科 診療主任 

和田 聡子 大阪府立母子保健総合医療センター 看護部  看護師長 

研究要旨 

「要保護・要支援の母親」を誰でも効果的に抽出できる様に、大阪府作製「アセスメ

ントシート（妊娠期）」の要因が、要保護・要支援の関連因子であるかを明らかにす

ることを目的とした。2013-2015 年に当院で分娩管理し、育児状況が分かっている母

親を対象に、ケースコントロール研究を行った。まず、要保護・要支援が必要な母親

（要支援群）および要保護・要支援が必要でない母親（対照群）を抽出し、アセスメ

ントシートにある 6 つの妊婦背景（虐待・DV 歴、年齢・健診受診歴・母児疾患歴、

支援者状況、メンタルヘルス（MH）の状態、経済状況、家庭環境） 31 項目および

要保護児童対策地域協議会への通知基準である項目について単変量・多変量解析によ

りオッズ比を算出した。要保護・要支援の必要性は、面談・電話対談・市からの情報

提供により判断した。本研究は、当院倫理委員会の承認を得て行った。結果は、要支

援群に 74 人、対照群に 578 人が抽出された。要保護・要支援の必要性が有意に高い

要因は 31 項目中 25 項目に認められた。また、通知基準である 16 歳未満の妊娠、虐

待・DV 歴・未受診、MH 問題・経済的困窮の粗オッズ比(95%信頼区間)はそれぞれ

24(2.5-238)､95(44-203)､54(26-115)で、調整オッズ比(95%信頼区間)はそれぞれ

0.49(0.03-15)､66(30-165)､27(9.2-86)であった。妊娠期アセスメントシートにある要

因は、概ね要保護・要支援に関連していた。虐待・DV 歴・未受診または MH 問題・

経済的困窮は要保護・要支援の関連因子だが、16 歳未満の妊娠単独は関連因子でなか

った。 

－113－



A. 研究目的 
周産期医療・小児医学の発達や医療

システムの構築により、本邦の周産期死

亡率・乳幼児死亡率は世界に誇れるレ

ベルまで低下してきた。その一方で、児

童虐待による新生児死亡・乳幼児死亡

がクローズアップされるようになってきた。

この児童虐待を防ぐために、「要保護児

童対策地域協議会」が設置され、被虐

待のおそれがある児童を「要保護児童」

「要支援児童」として、医療機関と行政が

協力して虐待予防に尽力するようになっ

た。更に、「妊娠期からの切れ目ない子

育て支援」が重要であることが認識され、

「虐待ハイリスク」である妊婦（特定妊婦）

を効果的に見出し、児童虐待を生み出

さない様に妊婦を支援するようになって

きた。しかし、この「虐待ハイリスク妊婦」

の抽出は、経験豊富な医師、看護師・助

産師、保健師に頼っているのが現状で

ある。そこで、「虐待ハイリスク妊婦」を誰

でも効果的に抽出できるように、われわ

れと大阪府と共同で「アセスメントシート

（妊娠期）」（表１）を考案した。しかし、こ

のアセスメントシートで確認すべき各項

目の妥当性は未だ検証されていない。

そこで、「アセスメントシート（妊娠期）」の

各項目が要保護・要支援の関連因子で

あるか、また、大阪府が定める要保護児

童対策地域協議会への通知基準が、要

保護・要支援の関連因子であるか、明ら

かにすることを本研究の目的とした。 

 
B. 研究方法 

2013 年～2015 年に当センターで周

産期管理・分娩を行い、育児状況が分

かっている母親を対象に、ケースコントロ

ール研究を行った。主要評価項目は、

要保護・要支援児の母親。評価する要

因として、アセスメントシートにある 6 つの

妊婦背景（虐待・DV 歴、年齢・健診受診

歴・母児疾患歴、支援者状況、メンタル

ヘルス（MH）の状態、経済状況、家庭

環境）31 項目および要保護児童対策地

域協議会への通知基準（表２）である項

目とした。 
まず、対象となった母親について、「ア

セスメントシート（妊娠期）」にある 31 項

目について、診療録より該当の有無を判

断した。そして、要保護・要支援が必要

な母親（要支援群）および要保護・要支

援が必要でない母親（対照群）に分けて、

「アセスメントシート（妊娠期）」にある 31
項目の各項目について、各群の該当人

数・比率を比較した。続いて、要保護児

童対策地域協議会への通知基準である

4 つ基準（表 2）を単変量・多変量解析に

よりオッズ比を算出し、比較した。なお、

要保護・要支援が必要な母親（要支援

群）とは、当センターで管理し、妊娠中に

社会的ハイリスクと認知された妊婦のうち、

特定妊婦であった母親および分娩後に

電話対談、面談、市からの情報提供を

元に要保護・要支援児童の母親と判明

したものとした。また、要保護・要支援が

必要でない母親（対照群）とは、当センタ

ーで管理した和泉市在住の妊産婦で、

分娩後に電話対談、面談、市からの情

報提供を元に要保護・要支援が必要の

ない母親とした。なお、対照群において、

母体情報が十分に得られなかった母体

搬送例や転居例、死産・中絶例は除外
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した。本研究は、当院倫理委員会および

総長の承認を得て行った（承認番号

977）。 
統計解析は、各群の母親の背景につ

い て 、 連 続 変 数 の 比 較 は

Mann-Whitney U 検定を、比率の比較

は Fisher 正確確率検定を用いた。評価

要因 31 項目の比較について、Fisher
正確確率検定を用いた。また、要保護児

童対策地域協議会への通知基準である

項目であるの３つ基準について、単変量

解析は Fisher 正確確率検定を、多変量

解析はロジスティック多変量解析を用い

た。そして、P 値 < 0.05 を有意とした。 

 
C. 研究結果 
1. 対象 (図１) 
要支援群については、当院で社会的ハ

イリスクと妊娠した妊婦 192 人のうち、実

際に特定妊婦として対応したのは、67
人いた。出産後、さらに市からの情報に

より要保護・要支援児童の母親は 7 人で

あり、要支援群として 74 人の母親が同

定された。また、対照群については、当

院で分娩した妊産婦のうち、和泉市在住

の母親が 612 人いた。うち、市からの情

報により要保護・要支援児童の母親であ

る14人は除外した。また、妊娠中の母体

情報が不十分な 20 人を除外し、対照群

としては 578 人の母親が同定された。 
 要支援群および対照群の背景を表３

示す。要支援群は対照群に比して、年

齢が有意に低く、中絶経験数が有意に

多かった。また、要支援群は対照群に比

して、特定妊婦の数も有意に多かった。 

 

2.  6 つの妊婦背景・31 要因 
6 つの妊婦背景（虐待・DV 歴、年齢・健

診受診歴・母児疾患歴、支援者状況、メ

ンタルヘルス（MH）の状態、経済状況、

家庭環境）31 項目について、要支援群

と対照群の比較を表４に示す。該当数が、

要支援群に有意に多かったのは、24 項

目あった。逆に、該当数が、対象群に有

意に多かったのは、「訴えが多く、不安

が高い」の 1 項目あった。 

 
3. 要保護児童対策地域協議会への通

知基準 
要保護児童対策地域協議会への通知

基準である 4 つ基準（表２）について、要

支援群と対照群の比較を表 5、表 6 に示

す。「住所不定・居住地がない」について

は、該当する母親が対照群にいなかっ

たため、統計学的に比較することができ

なかったが、それ以外の 3項目はいずれ

も、該当数が、要支援群に有意に多かっ

た。しかし、ロジスティック解析による調整

を行うと、「16 歳未満の妊娠」単独では、

有意な項目にならなかった。 

 
D. 考察 

本研究により、われわれと大阪府で作

成した「アセスメントシート（妊娠期）」の

項目は、大部分が要保護・要支援の関

連因子であることが分かった。また、要保

護児童対策地域協議会への通知基準

は、おおよそ適切であることが明らかに

なった。 
妊娠期から、要支援・要保護児童児の

母親を抽出する試みは、以前よりなされ

てきた。オレゴン州の家庭訪問支援プロ
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グラムにおける産院でのスクリーニング 1)

やアメリカの Wessel により提唱されたプ

レネイタルビジット 2)、愛知県の妊娠届書

からのスクリーニング 3)、大分県のペリネ

イタルビジット・ヘルシースタート専門部

会による支援対象者選定時のポイント 4)、

そして、われわれと大阪府と共同で開発

した「アセスメントシート（妊娠期）」がある。

これらのスクリーニングツールのうち、海

外で開発されたものについては、有用性

について検証され、一定の有効性が証

明されている。しかし、日本ではこれらの

取り組みはごく最近のことであり、検証さ

れていないか、もしくは、ごく少数の人数

によるアンケート調査でしか検証されて

いない。つまり、本邦のスクリーニングツ

ールの項目については、海外で有用とさ

れている項目を取り込みつつ経験則に

もとづいて作成されており、科学的な根

拠はない。われわれが大阪府と共同で

作成した「アセスメントシート（妊娠期）」も、

長年、この分野で活動してきた医師、助

産師、保健師の経験則にもとづいて項

目が作成されており、科学的な検証がな

されていない。そのため、本研究におい

て統計学的に各項目を検証したことは、

今後の「アセスメントシート（妊娠期）」を

用いて要支援・要保護児の母親を妊娠

期にスクリーニングするにあたり、有意義

な検討と思われる。 
検討の中で、「アセスメントシート（妊娠

期）」の項目には、一部は有意でなく不

必要な項目も含まれることが示唆された。

要支援群と対照群で差を認めなかった

項目のうち、「４０歳以上の妊娠」、「多胎

や胎児に疾患や障がいがある」、「訴え

が多く、不安が高い」、「身体障がい・慢

性疾患がある」については、要支援群に

限らず対照群にも該当するものが多かっ

たが、項目内容から推測するに、それも

当然と思われる。これらの要因について

は項目から削除することを検討したほう

がいいかもしれない。また、「過去に心中

未遂（自殺未遂）がある」、「家の中が不

衛生」については、重要な項目とは思わ

れるが、そもそも両群とも該当する数が

少なかった。これらの項目は、訴えを引

き出すのが難しいためと思われる。よっ

て、単に問診するだけでなく、聞き出す

能力も必要であることが推測された。この

「アセスメントシート（妊娠期）」は誰でも、

要支援・要保護児童児の母親を抽出で

きるものを目指して作成されたものである

が、これらの項目については上手に聞き

出す必要があり、問診能力の教育が必

要で、スクリーニングツールとして限界と

思われた。 
支援を要する妊婦の抽出基準は、スク

リーニングツールの要となる。例えば、愛

知県の妊娠届書からのスクリーニングで

は、各項目に重み付けを行い点数化し、

何点以上ならハイリスクとして扱っている。

「アセスメントシート（妊娠期）」では、要

保護児童対策地域協議会への通知基

準として、表２を使用して支援を要する

妊婦を抽出している。概ね妥当であった

が、「住所不定・居住地がない」は、対照

群に該当者がいないため統計的には検

討できなかった。その他の基準は有用で

あった。一方で、「１６歳未満の妊娠」に

ついては、単独でも該当すれば通知す

ることになっているが、多変量解析の結
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果、有意な基準にはならなかった。これ

は、「１６歳未満の妊娠」は支援を要する

母親に間違いはないが、もし、家族の十

分な支援体制が整っていれば、必ずしも

公的支援が必要ではないためと考えら

れた。 

 
E. 結論 
今回、われわれと大阪府で作成した「ア

セスメントシート（妊娠期）」の各項目につ

いて有用性を検討した。それにより、 
1. 各項目は、大部分が要保護・要支援

の関連因子であることが分かったが、

一部不要と考えられる項目があっ

た。 
2. 要保護児童対策地域協議会への通

知基準は、おおよそ適切であるが、

「１６歳未満の妊娠」については、仮

に該当しても、家族の支援が得られ

る場合には、必ずしも公的に見守る

必要がない。 
以上のことが明らかになった。 

 
F. 健康危険情報 
研究内容に介入調査は含まれておらず、

関係しない。 

 
G. 研究発表 
1. 論文発表 
1) 福井聖子、三瓶舞紀子、金川武司、 

川口晴菜、和田聡子、光田信明、 
「大阪府小児救急電話相談(#8000)
に寄せられる新生児の相談と育児不

安の検討」、母性衛生、58: 2017 (in 
press) 

 

2. 学会発表 
1) 平田瑛子、和田聡子、金川武司、 

光田信明、「当院における若年妊婦

の妊娠分娩経過と社会的背景」、 
第 57 回日本母性衛生学会学術集

会、東京、2016 年 10 月 14-15 日 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況（予定

を含む。） 
１. 特許取得：なし 
２. 実用新案登録：なし 
３. その他：なし 

 
I. 問題点と利点 
 問題点として、本研究はケースコントロ

ール研究自身の限界が挙げられる。す

なわち、ケースである要支援・要保護時

の母親の数が、記憶バイアスにより十分

に抽出されていない可能性がある。一方

で、コントロールは、市との強力な連携・

情報交換により、確実に要保護・要支援

でない母親を対象としており、信頼性の

ある検討を行うことができた。このことは

利点と考えられる。 

 
J. 今後の展開 

本研究によって、「アセスメントシート

（妊娠期）」の各項目について、要保護・

要支援の母親に関連する因子かどうか

検討した。しかし、ケースコントロール研

究のため、スクリーニングツールとしての

有用性までは検討されていない。そこで

「アセスメントシート（妊娠期）」が要保護・

要支援の母親をスクリーニングすること

ができるかどうか、後方視的コホート研究
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を予定している。そして、他の研究協力

者により、「アセスメントシート（妊娠期）」  
が要保護・要支援の母親をスクリーニン

グ可能性について前方視的研究を計

画・実行中である。 
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妊婦氏名　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　記入日（　　　　　　　　　　　　　　　）　記入者（　　　　　　　　　　　　　　）

＊各要因について、『妊婦』のそれぞれ該当する欄にレ点でチェックする。

あり 不明 なし

①保護者自身に被虐待歴がある

②保護者自身にDV歴（加害・被害含む）がある

③過去に心中未遂がある（自殺未遂）がある

④胎児のきょうだいに不審死がある 

⑤胎児のきょうだいへの虐待歴がある

①20週以降の届出

②妊婦健診未受診、中断がある

③望まない妊娠

④今までに妊娠・中絶を繰り返す

⑤飛び込み出産歴がある

⑥若年（20歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む）･･･⑦除く

⑦１６歳未満の妊娠

⑧40歳以上の妊娠

⑨胎児対して無関心・拒否的な言動

⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある

⑪妊娠中の不規則な生活・不摂生等

①精神疾患等（過去出産時の産後のうつ、依存症を含む）

②パーソナリティ障がい（疑いを含む）

③知的障がい（疑いを含む）

④訴えが多く、不安が高い

⑤身体障がい・慢性疾患がある

①生活保護受給

②不安定就労・失業中

③上記以外の経済的困窮や社会的問題がある

①住所不定・居住地がない

②ひとり親・未婚・ステップファミリー

③家の中が不衛生

④出産・育児に集中できない家庭環境

①上記に該当しない気になる言動や背景、環境がある

支援者

　□

関係機
関等

　□

＊妊婦の「あり」と「不明」の該当項目により、要保護児童対策地域協議会事務局に報告する

社
会
的
・
経

済
的
要
因

（
Ｄ

）

❸要因Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆの中で薄い網掛け　　　　　　　　　　　　に２つ以上該当し、かつ「支援者の状況」に１つでも該当する妊婦

❹上記にかかわらずアセスメントに必要な情報が十分に把握できなかった妊婦

❷要因ＡかＢの中で薄い網掛け項目 　　　　　　　    　　  を１つ含み、かつ主体で古計2つ以上該当する妊婦

➊濃い網掛け項目 　    　　　　　　　　　に１つでも該当する妊婦

・死別、高齢、遠方等、原家族に頼ることができない
・夫婦不和、親族と対立している
・パートナーまたは実母等親族一人のみが支援者
・地域や社会の支援を受けていない

・保健師等の関係機関の関わりを拒否する
・情報提供の同意が得られない

支援者等の状況

   アセスメントシート（妊娠期）

家
庭
・
環
境
要

因

（
Ｅ

）

生
活
歴

（
Ａ

）

　妊　　　　　　　　　　　娠　　　　　　　　　　歴

妊婦

そ
の
他

（
Ｆ

）

要
　
因 項　　　　目

心
身
の
健
康
等
要
因

（
Ｃ

）

妊
娠
に
関
す
る
要
因

（
B

)

 表１ アセスメントシート（妊娠期） 
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表 2 要保護児童対策地域協議会事務局 通知基準 
① １６歳未満の妊娠 
② 住所不定・居住地がない 
③ 下記の示す生活歴（A）や妊娠に関する要因（B）のうち１項目該当し、かつ全体で

合計 2 つ以上該当する妊婦 
 保護者自身に被虐待歴がある 
 保護者自身に DV 歴（加害・被害含む）がある 
 胎児のきょうだいに不審死がある 
 胎児のきょうだいへの虐待歴がある 
 妊婦健診未受診、中断がある 
 20 週以降の届出 
 望まない妊娠 
 若年（20 歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む） 
 胎児対して無関心・拒否的な言動 

④ 下記の示す心身の健康等要因（C）や社会的・経済的要因（D）や家庭・環境要因

（E）のうちに２つ以上該当し、かつ「支援者の状況」に１つでも該当する妊婦 
 精神疾患等（過去出産時の産後のうつ、依存症を含む） 
 パーソナリティ障がい（疑いを含む） 
 知的障がい（疑いを含む） 
 生活保護受給・不安定就労・失業中以外に経済的困窮や社会的問題がある 
 ひとり親・未婚・ステップファミリー 
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表 3 母親の背景 

 要支援群（n=74） 対照群（n=578） 
P 値 

 中央値 or 数 （範囲 or %） 中央値 or 数 （範囲 or %） 

母体年齢（歳） 27 14-47 33 15-45 ＜0.0001

経産婦（人） 48 65% 323 56% 0.170 

中絶経験（人） 25 34% 72 12% ＜0.0001

多胎（人） 3 4% 36 6% 0.607 

分娩週数（週） 39.1 33.7-41.5 39.2 24.7-41.8 0.877 

帝王切開（人） 16 22% 159 28% 0.128 

出生体重（g） 2,920 1,622-3,894 2,975 652-4,016 0.378 

男児（人） 43 61% 292 51% 0.131 

SGA（人） 10 14% 57 10% 0.313 

Ap5 分値＜4 点（人） 0 0% 2 0% 1.000 

特定妊婦（人） 67 91% 8 0% ＜0.0001

Ap: Apgar スコア 
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表 4 評価要因 31 項目について要支援群および対照群の比較 

  要支援群（n=74） 対照群（n=578） 
P 値 該当人数

（人） 
比率 

該当人数

（人） 
比率 

A ①保護者自身に被虐待歴がある（疑いを含む） 16 21.6% 1 0.2% <.0001

②保護者自身に DV 歴（加害・被害含む)がある 22 29.7% 11 1.9% <.0001

③過去に心中未遂（自殺未遂）がある 1 1.4% 2 0.3% 0.304 

④胎児のきょうだいに不審死がある 2 2.7% 0 0.0% 0.013 

⑤胎児のきょうだいへの虐待歴がある 15 20.3% 0 0.0% <.0001

B ①２０週以降の届出 20 27.0% 8 1.4% <.0001

②妊婦健診未受診、中断がある 28 37.8% 1 0.2% <.0001

③望まない妊娠 18 24.3% 8 1.4% <.0001

④今までに妊娠・中絶をくりかえす 10 13.5% 4 0.7% <.0001

⑤飛び込み出産歴がある 3 4.1% 0 0.0% 0.001 

⑥若年（20 歳未満）妊娠 35 47.3% 20 3.5% <.0001

⑦１６歳未満の妊娠 3 4.1% 1 0.2% 0.0052

⑧４０歳以上の妊娠 5 6.8% 41 7.1% 1.0000

⑨胎児に対して無関心・拒否的な言動 6 8.1% 1 0.2% <.0001

⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある 16 21.6% 88 15.2% 0.1764

⑪妊娠中の不規則な生活・不摂生等 14 18.9% 0 0.0% <.0001

C ①精神疾患等（過去出産時の産後うつ、依存症含） 32 43.2% 35 6.1% <.0001

②パーソナリティ障がい（疑いを含む） 11 14.9% 23 4.0% 0.001 

③知的障がい（疑いを含む） 9 12.2% 1 0.2% <.0001

④訴えが多く、不安が高い 20 27.0% 227 39.3% 0.0423

⑤身体障がい・慢性疾患がある 20 27.0% 102 17.6% 0.0579

D ①生活保護受給 47 63.5% 19 3.3% <.0001

②不安定就労・失業中 50 67.6% 23 4.0% <.0001

③上記以外の社会的問題がある 13 17.6% 7 1.2% <.0001

E ①住所不定・居住地がない 2 2.7% 0 0.0% 0.0127

②ひとり親・未婚・ステップファミリー  58 78.4% 21 3.6% <.0001

③家の中が不衛生 1 1.4% 0 0.0% 0.1135

④出産・育児に集中できない家庭環境 19 25.7% 34 5.9% <.0001

F ①上記に該当しない気になる言動、背景、環境要因 27 36.5% 20 3.5% <.0001
支

援

状

況 

①育児支援者がいない 38 51.4% 23 4.0% <.0001

②関係機関の支援に拒否的 6 8.1% 2 0.3% <.0001
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表 5 通知基準について要支援群および対照群の比較 

 要支援群（n=74） 対照群（n=578） 
P 値 該当人数

（人） 
比率 

該当人数

（人） 
比率 

16 歳未満単独 3 4.1% 1 0.2% 0.005 

住所不定・居住地がない 2 2.7% 0 0.0% 0.0127 

A or B 1 点以上（虐待・DV 歴・未受診） 6 87.8% 41 7.1% <0.001 

C or D or E 2 点以上（精神疾患および経済的困窮） 38 51.4% 11 1.9% <0.001 

 
表 6 通知基準について要支援群および対照群の単変量・多変量解析 

cOR (95%信頼区間) aOR (95%信頼区間)

16 歳未満単独 24 （3-238） 0.49 （0.03-15.23） 

住所不定・居住地がない - - - - 

A or B 1 点以上（虐待・DV 歴・未受診） 95 （44-203） 66 （30-165） 

C or D or E 2 点以上（精神疾患および経済的困窮） 54 （26-115） 27 （9-86） 

cOR：crude Odds ratio、aOR：adjusted Odds ratio 
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図 1 要支援群と対照群 フローチャート 
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平成 28 年度厚生労働省科学研究費補助金 
（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

「妊婦健康診査および妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と          

効果的な保健指導のあり方に関する研究（H27-健やか-一般-001）」 
研究代表者： 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪府立母子保健総合医療センター 
統括診療局長 兼 産科主任部長 光田信明 

妊娠中から支援を行うべき妊婦の抽出項目の選定 
分担研究者 光田  信明 大阪府立母子保健総合医療センター 産科 主任部長 
研究協力者 川口 晴菜 大阪府立母子保健総合医療センター 産科  診療主任  
            岡本 陽子 大阪府立母子保健総合医療センター 産科  副部長 
      和田 聡子 大阪府立母子保健総合医療センター 看護部  看護師長

研究要旨 
背景：望まない妊娠、若年、未入籍、精神疾患、初診が遅い、未受診、ステップファ

ミリー、児の疾患、支援者不足、被虐歴、DV、前児への虐待、違法薬物の使用、タ

バコ、アルコールの妊娠中使用等、子供虐待に繋がる可能性のある因子はいくつも挙

げられるが、どの因子がどの程度寄与しているのか正確に示している研究はない。す

でに妊娠期に、医療機関、行政機関社会的なリスクについての情報が把握されている

が、それらの情報になかで、「虐待に至る可能性のあるハイリスク群」を的確に抽出

する手法を開発することが必要である。 
目的：本研究では、虐待症例および対照群の周産期情報を比較することで、妊娠期か

らの支援を行う対象の選定に必要な項目やそれぞれの項目についての重要度を明ら

かにすることを目的とする。 
方法：研究対象は以下の 2 群とする。 

◆入所群：平成 25 年 4 月から平成 28 年 3 月の 3 年間に大阪府下の子ども家庭センタ

ーに一時保護となった 0 歳~5 歳例(虐待保護およびその他の養護含む)のうち、施設入

所になった症例で、母子健康手帳の複写があるもの。 

◆対照群：大阪府和泉市にて 3 歳半健診の際に、同研究について対照群となることに

同意された症例。和泉市の要保護児童対策協議会に要保護、要支援児童として登録さ

れている症例については除外した。 

結果：入所群は 97 件であり、虐待によるものが 70 件、養育困難が 27 件であった。

対象群は、345 例であった。入所群と対照群で有意差を認めた項目は、母体年齢が若い

こと、父年齢が若いこと、父親の年齢が母親の年齢より 10 歳以上、未入籍、初診週数

が遅い、妊娠中に高血圧を認めること、妊娠中の尿蛋白陽性を認めること、経済的な問

題があること、早産、出生体重 2500g 未満、帝王切開、多胎、児の先天疾患の合併、

母の精神疾患合併であった。本研究で抽出された因子の組み合わせと因子ごとのスコア

化によって妊娠期における将来の虐待予想モデルの作成を行うことができる。 
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A. 研究目的 
毎年、厚生労働省から『子ども虐待に

よる死亡事例等の検証結果等について』

が報告されているが、1)心中以外の虐待

死において 0 歳が 45%を占め、うち 46%

は 0 か月児であった。0 か月の虐待死が

多いことから、出産後から支援を開始す

るのでは不十分であり、妊娠期から支援

を必要とする養育者を早期把握し、切れ

目ない支援を行うことが必要であることは

明白である。 
虐待症例の背景の検討および未受

診妊婦の背景の検討より、虐待症例と

未受診妊婦のリスク要因はオーバー

ラップしていることが確認されてお

り、妊娠中からの介入によって児童虐

待の防止につながる可能性が示唆さ

れている。大阪産婦人科医会では、平

成 21 年より大阪府内の全産科医療機

関を対象として妊娠 22 週以降分娩と

なった未受診妊婦の個票調査を行っ

ている 2)。平成 28 年度の調査による

と、大阪府内の全分娩数 71,000 件中

260 件（3.7%）が未受診妊婦であった。

それらの背景因子として、若年妊娠、

高齢妊娠、未婚、無職もしくは非正規

雇用、生活保護受給、精神疾患合併、

母子健康手帳の未発行、多産などが挙

げられた。また、望まない妊娠、若年、

未入籍、精神疾患、初診が遅い、未受

診、ステップファミリー、児の疾患、

支援者不足、被虐歴、DV、前児への

虐待、違法薬物の使用、タバコ、アル

コールの妊娠中使用等、子供虐待に繋

がる可能性のある因子はいくつも挙

げられるが、どの因子がどの程度寄与

しているのか正確に示している研究

はない。すでに妊娠期に、医療機関、

行政機関社会的なリスクについての

情報が把握されているが、それらの情

報のなかで、「虐待に至る可能性のあ

るハイリスク群」を的確に抽出する手

法を開発することが必要である。本研

究では、虐待症例および対照群の周産

期情報を比較することで、妊娠期から

の支援を行う対象の選定に必要な項

目やそれぞれの項目についての重要

度を明らかにすることを目的とする。 

 
B. 研究方法 
本研究は、大阪府立母子保健総合医

療センターの倫理委員会にて承認を

受け実施した。この研究は、後方視的

な症例対照研究である。研究対象は以

下の 2 群とする。 

◆入所群：平成 25 年 4 月から平成 28

年 3 月の 3 年間に大阪府下の子ども家

庭センター2 か所に一時保護となった

0 歳～5 歳例(虐待保護およびその他の

養護含む)のうち、施設入所になった

症例で、母子健康手帳の複写がある

もの。 

◆対照群：大阪府和泉市にて 3 歳半健

診の際に、同研究について対照群とな

ることに同意された症例。和泉市の要

対協に要保護、要支援児童として登録

されている症例については除外した。 

情報収集の方法は、入所群において

は、子ども家庭センターで施設入所の

際に提出されて複製されている母子

健康手帳および子ども家庭センター

の虐待に関する資料より、対象の母親

－126－



 

 

の妊娠期・分娩・産後の情報、児の産

後の情報収集を行った。(別添 1)情報

入力は、協力の得られた大阪府下の子

供家庭センター2 か所それぞれに勤務

する保健師に、調査用紙への入力を委

託し、個人情報の保護に努めた。対照

群については、大阪府和泉市の 3 歳半

健診の案内の中に、郵送で本研究への

協力の依頼および調査用紙(別添 2)を

同封し、同意を得たもののみについて

3 歳半児健診の際に、和泉市保健セン

ター職員が調査用紙回収する方法で

取得した。また、対照群の中には、和

泉市の要対協で要保護もしくは要支

援症例として取り扱っている症例も

含まれるため、その対象については、

和泉市保健センター職員が選別して、

今回の検討からは除外した。 

両群の比較には、名義変数はχ2 乗検

定を用い、連続変数は Wilcoxon 検定

を用いた。施設入所に関連する周産期

情報および母体背景の因子の検討に

は、多重ロジスティック回帰分析を用

いた。また、調査時の児の年齢で補正

した。統計処理に関しては、本研究の

分担研究者である、東京医科歯科大学

大学院医歯学総合研究科、国際健康推

進医学分野（公衆衛生学担当）教授藤

原武男先生の協力の元 Stata/MP 14.0

を使用して検討した。P＜0.05 を有意

水準とした。 

 

C. 研究結果 
入所群は 97 件であり、虐待によるも

のが70件、養育困難が27件であった。

対象群は、370 例であり、うち和泉市

で要保護、要支援となっている 6 例、

無記名の 1 例、データ欠損多数の

18 例を除外し、検討には 345 例を使

用した。入所年齢毎の入所理由を図 1
に示す。0 歳が最も多く、かつ年齢が

低いほど養育困難での入所の割合が

多かった。 

 

 

図 1 入所年齢毎の入所理由 

 
また、図２－１、２に虐待例における

虐待の種類と主な虐待者を示す。虐待

の種類はネグレクトが最も多く、性的

虐待は認めなかった。主な虐待者は、

母親が最も多かった。 

 

 
図２－１ 虐待の種類 
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図２－２ 主な虐待者 

 
続いて表 1 に、入所群と対照群の単変

量解析の結果を示す。入所群と対照群

で有意差を認めた項目は、母体年齢が

若いこと、父年齢が若いこと、父親の

年齢が母親の年齢より 10 歳以上、未

入籍、初診週数が遅い、妊娠中に高血

圧を認めること、妊娠中の尿蛋白陽性

を認めること、経済的な問題があるこ

と、早産、出生体重 2500g 未満、帝王

切開、多胎、児の先天疾患の合併、母

の精神疾患合併が挙げられた。母親の

年齢に関して、高齢であることもリス

クとして指摘されているが、本研究で

は母体 40 歳以上であることは施設入

所と関連する項目ではなかった。

(P=0.33)また、40 歳以上初産に限定し

た場合には、入所群で 1 例、対照群で

6 例と共に少なく有意差を認めなかっ

た。(P＝0.48)  

 
 
 
 
 
 

表 1：（入所群と対照群の比較） 

 

単変量解析で有意差のあった項目に

ついて、多変量ロジスティック回帰分

析を施行した。 (表 2) 
 
表 2：施設入所と対照群の比較 

 
aOR:adjusted Odds Ratio,CI; Confidence interval 
 

関連が明らかに強い因子として、①母

若年と未入籍、②高血圧と尿蛋白陽性、

③早産、低出生体重児と帝王切開が挙

げられたため、母若年、高血圧、早産

のみを因子として使用した。母の精神

疾患合併が Odds 比 48 倍と高かった。

母, 56

父, 16

その他, 
3

不明, 4
入所群(N = 97) 対照群(N = 345) P

母年齢(歳) 26(14－40) 31(17－43) < 0.001

父年齢(歳) 29(14－72) 33(19－54) < 0.001

母＜24歳 44(45% ) 18(5% ) < 0.001

父＜24歳 25/75(33% ) 10/338(3% ) < 0.001

母≧40歳 1(1％) 12(3% ) 0.208

父≧40歳 12/75(16% ) 40/338(12% ) 0.325

父ー母≧10歳 15/75(20% ) 18/338(5% ) < 0.001

未入籍 47/96(48% ) 10(3% ) < 0.001

初産 31(32% ) 83(24% ) 0.116

初診13週以降 53/91(58% ) 36/324(11% ) < 0.001

高血圧 13/90(14% ) 5/341(1% ) < 0.001

尿蛋白陽性 56/90(62% ) 119/341(35% ) < 0.001

経済的問題 40/95(42% ) 28(8% ) < 0.001

分娩週数(週) 38(28-41) 39(33-42) < 0.001

早産 23/96(24% ) 11(3% ) < 0.001

出生体重(g) 2790(828－4180) 3034(1222－4182) < 0.001

出生体重2500g未満 31(32% ) 28/343(8% ) < 0.001

帝王切開 42(43% ) 56/343(16% ) < 0.001

輸血 1/79(1% ) 4(1% ) 0.941

多胎児 10(10% ) 10(3% ) 0.002

先天性疾患 12/96(13% ) 10(3% ) < 0.001

母精神疾患 46(47% ) 13(4% ) < 0.001

aO R P

高血圧 3.2 0.5 20 0.204

経済的問題 9.2 3 28.3 < 0.0001

初診13週以降 13.2 4.5 38.6 < 0.0001

父24歳未満 13.5 2.9 63.4 0.001

母24歳未満 7.3 2 26.9 0.003

父ー母＞10歳 8.8 1.8 43.4 0.008

母精神疾患 48.2 13.4 173.3 < 0.0001

児の先天疾患 2.3 0.5 11 0.3

早産 19.3 3.6 102.2 0.001

95%  C I P
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父母が若いこと、父が母より 10 歳以

上年上、初診週数が遅い、経済的な問

題、早産が施設入所に関連する因子で

あった。 
次に、施設入所と兄弟数について、

検討した。調査対象の児を含めて子供

が２人目までは、施設入所と対照群で

有意差を認めなかったが（P＝0.1２）、

子どもが３人以上になると、施設入所

が有意に多くなり(P<0.0001）、３人目

以降で虐待や養育困難が増えること

が示された。 
続いて、入所理由が、虐待か養育困難

かで周産期因子に差があるのか検討

した。(表 3，4) 

 
表 3：虐待群と対照群の比較 

 
aOR:adjusted Odds Ratio,CI; Confidence interval 

 
表４：養育困難と対照群の比較 

 
aOR:adjusted Odds Ratio,CI; Confidence interval 

初診週数が遅いこと、父が若年、父が

母より 10 歳以上年上、母の精神疾患

の 3 項目は、虐待でも養育困難でも関

連する因子であり、特に養育困難にお

いて、母の精神疾患はOdd比 107倍、

父と母の年齢差が Odds 比 46 倍と高

値であった。虐待においては、母が若

年であり、経済的な問題があること、

早産が関連する因子であった。養育困

難では、母の年齢や経済的な問題は関

連がなく、児の先天疾患が関連する因

子であった。 
さらに、虐待の種類で、関連する周

産期因子に差があるか検討した。  
(表 5、6) 

 
表 5：ネグレクトと対照群の比較 

 
aOR:adjusted Odds Ratio,CI; Confidence interval 

 
表 6：身体的虐待と対照群の比較 

 
aOR:adjusted Odds Ratio,CI; Confidence interval 

aO R P

高血圧 4 0.5 32.4 0.188

経済的問題 10.8 3.3 35.2 < 0.0001

初診13週以降 13.9 4.3 44.7 < 0.0001

父24歳未満 9.3 1.7 51.9 0.011

母24歳未満 10.9 2.7 44.3 0.001

父―母＞10歳 7 1.2 40.7 0.029

母精神疾患 34.1 8.6 135.8 < 0.0001

児の先天疾患 2.4 0.4 13.9 0.335

早産 24.5 4.1 146.4 < 0.0001

95%  C I

aO R P

高血圧 5.8 0.3 118.5 0.255

経済的問題 5.7 0.5 60.3 0.148

初診13週以降 19.5 2.5 154 0.005

父24歳未満 18.8 1.1 333.6 0.046

母24歳未満 3.2 0.3 38.1 0.359

父―母＞10歳 46 2.2 946 0.013

母精神疾患 107.1 9.2 1250 < 0.0001

児の先天疾患 24.1 1.5 392.8 0.025

早産 14.5 0.6 349.8 0.1

95%  C I

aO R P

高血圧 6.3 0.4 92 0.182

経済的問題 33 5.7 190.3 < 0.0001

初診13週以降 16.7 3.2 87.8 0.001

父24歳未満 13.9 1.4 142.4 0.027

母24歳未満 23.4 3.6 151 0.001

父―母＞10歳 14.8 1.5 148.2 0.022

母精神疾患 136 15.3 1212.5 < 0.0001

児の先天疾患 4.3 0.5 38 0.192

早産 62.9 4.9 816 0.002

95%  C I

aO R P

高血圧 5.4 0.5 55.8 0.158

経済的問題 14.5 3.1 68.4 0.001

初診13週以降 8.4 1.9 36.7 0.005

父24歳未満 7 1 48 0.047

母24歳未満 20.5 3.7 112.7 0.001

父―母＞10歳 0.6 0.02 15.3 0.77

母精神疾患 34 6.1 188.9 < 0.0001

児の先天疾患 1.7 0.2 15.2 0.638

早産 26 2.9 233.4 0.004

95%  C I

P

P P
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身体的虐待、ネグレクトともに、経済

的な問題、初診週数が遅い、父母が若

年、母親の精神疾患、早産が関連する

因子であった。特にネグレクトにおい

て母の精神疾患は Odds 比 136 倍、早

産 62 倍、経済的問題 32 倍と高値であ

った。またネグレクトでのみ、父親が

母親より 10 歳以上年上であるいわゆ

る年の差婚が有意に多かった。 

 
D.考察 
施設入所群と対照群を比較するこ

とで、今まで虐待と関連の深いといわ

れていた若年妊娠、経済的な問題、母

の精神疾患、初診週数が遅い等の因子

の多くが、やはり虐待、養育困難と深

い関連があることが示された。本研究

で検討した因子は、父母の背景、妊娠

経過、児の問題の 3 つに大別される。

父母の背景として、若年もしくは年の

差婚、未入籍、経済的な問題、母の精

神疾患等があり、妊娠経過については、

高血圧、尿蛋白、早産、児の問題とし

て、低出生体重児、早産児、多胎、先

天疾患等が挙げられる。そもそもの背

景に加え、妊娠中の問題および出産後

児の育てにくさにつながるような児

の先天疾患、早産、低出生体重等が合

わさると、将来的に虐待や養育困難と

なる例を多く認めることが判明した。

入所理由が虐待か養育困難か、虐待の

種類が身体的虐待かネグレクトかに

おいて、関連する周産期因子には違い

を認めた。特に養育困難やネグレクト

では父母の年齢差、母の精神疾患が強

い 関 連 が あ っ た 。 こ の 研 究 の

limitation は、入所群が母子健康手帳

の複写のあるものに限定されている

点であり、母子健康手帳の提出がない

ものの中には、飛びこみ分娩で入所時

に母子健康手帳の発行がないものや、

母子健康手帳の提出拒否、母子健康手

帳紛失等様々な原因があるが、複写の

ないものについては、その原因も不明

であることである。対照群については、

アンケート形式で任意の参加として

おり、選択バイアスがあることである。

また、strength としては、虐待や養育

困難での入所例についての情報を使

用した検討であり、今まで報告がない

こと、また、対照群を設定しているこ

とである。 

 
E.結論 
施設入所群と対照群を比較するこ

とで、虐待と関連の深い因子が明らか

となった。この検討は、虐待や養育困

難で施設入所にまで至ったいわゆる

超ハイリスクを対象としている。虐待

予防の観点からは、虐待に至る前の介

入が望まれるため、妊娠中から支援を

必要とする母児の抽出に必要な因子

は、今回の検討で把握された因子を最

低限とし、さらに広げる必要があると

考えられる。 

 
F．健康危険情報 
なし 

 
G. 研究発表 
1．論文発表 
なし 
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2．学会発表 
なし 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況（予

定を含む。） 
なし 
１．特許取得：なし 
２．実用新案登録：なし 
３．その他：なし 

 
I．問題点と利点 
問題点は、対照群の調査時年齢は 3 歳

であるが、施設入所症例の調査時年齢

は 0 歳~5 歳とばらつきがあることで

ある。したがって、多重ロジスティッ

ク回帰分析の際に、調査時年齢によっ

て補正している。また、施設入所群は

母子健康手帳の複写があるもののみ

に限って検討しており、母子健康手帳

の複写のないものの理由は今回の調

査から不明であった。母子健康手帳の

取得ないまま飛び込み出産や、母子健

康手帳紛失等が含まれることが予想

され、なおリスクの高い対象が捉えら

れていない可能性がある。今回の検討

は、虐待、養育困難で施設入所となっ

た超ハイリスク症例であり、育児が気

になる程度の母児の抽出には不十分

である可能性がある。 
利点は、今まで列挙されてきた様々な

虐待に関連する因子について、その関

連が明らかとなり、且つどの因子がよ

り強い関連を持つかが判明した。 

 
J．今後の展開 
今回抽出された因子の組み合わせと

因子の重みづけによって、妊娠期にお

ける将来の虐待予想モデルの作成を

行うことができる。このモデルを利用

することで、より効率的に妊娠期から

産後通じて支援を行う対象を抽出で

きると考えらえる。 
 

参考文献 

1) 子ども虐待による死亡事例等の検証結

果等について(第 1~12 次報告)  社会保障

審議会児童部会児童虐待等要保護事例の

検証に関する専門委員会 

2) 未受診や飛び込みによる出産等実態調

査報告書 大阪産婦人科医会 2016 年 3 月
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■調査項目 

対象番号 

母子手帳交付の有無 

母子手帳交付の県 

母児手帳交付の市町村 

父の有無(婚姻関係の有無) 

母分娩時の年齢(不明ならば母の生年月日) 

父の分娩時の年齢(不明ならば生年月日) 

居住地の有無 

妊婦健診施行施設の数(妊娠中の経過に、施行施設名 or 担当者記入がある。その数。) 

妊婦健診の初診週数 

妊婦健診の受診回数 

血圧収縮期 140 以上もしくは拡張期 90 以上の有無 

尿たんぱく+以上の有無 

妊娠期間(分娩週数) 

娩出日時(平成年月日) 

分娩経過(特記事項あれば) 

分娩方法 

分娩時出血(量の記載があれば量。なければ少・中・多)  

輸血の有無 

児の性別 

児の数 

出生体重 

身長 

新生児仮死の有無 

出産場所名称 

退院時の児の体重 

栄養法 

出生時またはその後の異常の有無 

退院場所 

1 ヶ月健診受診の有無 

1 ヶ月健診の児体重 

1 ヶ月健診の児の身長 

栄養方法 
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3～４ヶ月健診受診の有無 

6～７か月健診受診の有無 

１歳６か月健診受診の有無 

１歳６か月健診体重 

１歳６か月健診の身長 

３歳半健診受診の有無 

3 歳半健診の体重 

3 歳半健診の身長 

入所理由 

虐待の種類 

主な虐待者 

入所時の年齢 

入所時の住居地(市町村) 

入所時の親の婚姻関係の有無 

対象の兄弟数(本児含まない) 

兄弟の入所の有無 

母の被虐歴 

母の精神疾患の有無 

生保の有無 

助産制度利用 
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保護者の皆様へ 

 
 

 

 

このアンケートは、厚労省の研究で、和泉市保健センターの協力のもとに行

うものです。和泉市で 3 歳半健診を受けるすべてお子様の保護者の方にお願い

しています。 

研究班では、支援の必要な妊婦さんを早期に見つけ、妊娠中からサポートを

することで、その後の育児においてより良い支援ができると考えています。 

 

この研究の目的は、妊娠中からサポートを必要とする方を見つけるための項

目を決めることです。 

この度和泉市で 3 歳半健診を受けられる皆様の情報と、既に虐待等によって

施設に入所しているお子さんの情報を比較します。300 人程度のご協力をお願

いする予定です。この研究への参加はあくまで任意のものであり、同意して頂

ける方にのみにお願いしています。もし同意されなかった場合にも、健診にお

いて不利になることはありません。 

 

ご回答いただきましたアンケートを、大阪府立母子保健総合医療センターで

個人情報を除き匿名化して集計させていただきますので個人が特定されること

はありません。このアンケートは、本研究目的以外には使用いたしません。 

なお、一旦同意をしても撤回したい場合には、下記の連絡先までご連絡くださ

い。また、研究結果の報告後の撤回には応じられないことがありますが、ご了

承ください。 

 

平成 27 年度 

厚生労働科学研究費補助金(成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業) 

『妊婦健康診査および妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と効果的な保健

指導のあり方に関する研究』光田班  

大阪府立母子保健総合医療センター産科 川口 晴菜 

          光田 信明 

連 絡 先 ： 大 阪 府 立 母 子 保 健 総 合 医 療 セ ン タ ー

0725-56-1220    
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＊アンケートに同意していただける場合にご記入ください。 

住所：                                    

児氏名：                      

保護者氏名：                (児との関係：          )  

 

 

 

                                          

以下のアンケートは、母子健康手帳の内容に基づいたものです。 
母子健康手帳を見ながらお答えください。 

1)母子手帳交付の市町村は？  ①和泉市      ②和泉市以外   

2)出産時にご結婚されていましたか？  ①はい       ②いいえ 

3)妊娠後の仕事について変更はあります

か？ 

①変更なし ②やめた( 妊娠中 ・ 産後 ) 

③転職( 妊娠中 ・ 産後 ) ④もともとしていない 

⑤新しくはじめた( 妊娠中 ・ 産後 ) 

3)出産時の年齢は？ 母；      歳、  父；      歳 

4)妊婦健診を受けた病院の数は？         個 

5)妊娠中に住んでいる場所が変更しまし

たか？ 

①はい( 転居 ・ 里帰り分娩 ・ その他   ) 

②いいえ 

6)妊婦健診の初診週数は？  妊娠     週    日 

7)妊婦健診の受診回数は？           回 

8)妊娠中の母子手帳の記載で、血圧が

140/90 以上はありますか？  

①はい       ②いいえ 

9)妊娠中の母子手帳の記載で、尿たんぱく

が(＋)以上はありますか？ 

①はい       ②いいえ 

10)妊娠中に経済的な援助の制度を利用し

ましたか？ 

①いいえ  

②はい( 助産制度 ・ 生活保護  

・その他(             )) 

11)分娩週数は？  妊娠      週      日 

12)分娩方法は？  ①経腟分娩     ②帝王切開 

13)分娩時に輸血をしましたか？ ①はい       ②いいえ 

14)分娩した施設名は？                          

15)妊娠中の体重増加量は？  
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ご協力ありがとうございました。  

16)出生した児の数は？ ①単胎       ②多胎( 2 ・ 3 ・ 4 以上 )

17)児の出生体重は？             g 

18)児と同時に退院しましたか？ ①はい        ②いいえ           

19)児に先天的な問題はありますか？ ①はい(              ) ②いいえ 

20)産後、気分が沈んだり涙もろくなった

り何もやる気になれないことは？ 

①はい(産後 1 か月以内のみ ・ 1 か月以降も続いた )

②いいえ 

21)1 ヶ月健診での児の体重、栄養方法              g   

( 母乳 ・ ミルク ・ 混合 ) 

22)3～4 ヶ月健診に行きましたか？ ①はい       ②いいえ 

23)9～10 ヶ月健診に行きましたか？ ①はい       ②いいえ 

24)1 歳半健診に行きましたか？ ①はい       ②いいえ 

25)1 歳半健診の時の児の体重・身長は？           g/          ㎝   

26)本児以外に兄弟姉妹はいますか？ ①はい(        人) ②いいえ 

27)アンケートにお答えくださった保護者

の方で、今までかかったことのある病気

や治療中の病気はありますか。 

①はい【①高血圧 ②心疾患 ③糖尿病 ④腎疾患  

⑤こころの病気(うつ病・パニック障害など) 

⑥その他(            )】 

②いいえ 
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平成 28 年度厚生労働省科学研究費補助金 
（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

「妊婦健康診査および妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と           

効果的な保健指導のあり方に関する研究（H27-健やか-一般-001）」 

研究代表者： 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪府立母子保健総合医療センター 

統括診療局長 兼 産科主任部長 光田信明 

ハイリスク妊娠チェックリスト（産科合併症と関連するリスク因子リスト）の 

有用性に関する検証 

研究分担者 松田 義雄 独立行政法人地域医療機能推進機構 三島総合病院 院長 

研究協力者  小野 哲男 滋賀医科大学産科学婦人科学講座   助教 

      村上 節  滋賀医科大学産科学婦人科学講座   教授 

研究要旨 

目的：｢妊婦健康診査および妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と効果的な保健指導の

あり方に関する研究｣の一環として、出生後に支援が必要な家庭(要支援事例)を妊娠中から的確

に把握するために｢社会的リスク評価｣のみならず、エビデンスに基づいた｢社会的｣リスクを含

まない｢医学的リスク評価｣を加味する有用性を明らかにすることを目的とした。 

方法：2001~2013 年の日本産科婦人科学会周産期委員会データベース(JSOG-DB)約 90 万例の

検討を基に主要産科合併症 11 疾患(妊娠高血圧症候群、前期破水、切迫早産、頸管無力症、絨

毛膜羊膜炎、前置胎盤、常位胎盤早期剥離(早剥)、DIC、癒着胎盤、子癇、肺水腫)と関連があ

るリスク因子は、母体年齢(20 歳未満、35-39 歳以上)、喫煙、不妊治療(排卵誘発剤、人工授精、

体外受精)、肝･腎疾患、血液疾患、心疾患、甲状腺疾患、子宮･付属器疾患、自己免疫疾患、

本態性高血圧症、糖尿病であることが明らかになった。これらの因子に加え、重要な因子と考

えられるリスク因子(血栓症既往､悪性腫瘍､抗リン脂質抗体症候群)を加えた｢ハイリスク妊娠

チェックリスト｣を作成した。今年度はこのリストの妥当性を検証するためにモデル地域を設

定し、総合周産期母子医療センターと地域周産期母子医療センターを三次施設、それら以外の

総合病院を二次施設、そして一般産科診療所や助産施設を一次施設と定義して、施設規模別に

ハイリスク妊娠の実態調査を行った。 

結果：一次施設 13 施設 1,054 症例、二次施設 4 施設 264 症例、三次施設 3 施設 298 症例にお

ける産科合併症とその中でリスク因子がある症例は、それぞれ 21.6% / 50.9%､ 30.7% / 

60.5%、42.3% / 69.8%となった。産科合併症でリスク因子を有する症例の頻度は、施設規模で

違いが見られたが、一次施設で認められた産科合併症の半数はリスク因子を有していた。 

考察：二次施設や三次施設からのデータを中心に作成した JSOG-DB に基づく｢医学的な｣ハイ

リスク妊娠チェックリストでも一次施設において十分リスク症例を抽出できる可能性が示さ

れた。最終年度は、妊娠高血圧症候群や切迫早産などの主な産科合併症別にリスク因子が認め

られる頻度の比較を施設規模別に追加検討を行うことで本チェックリストの有用性を確認す

る一方、 ｢社会的｣リスクと｢医学的｣リスクの関連性も検討する予定である。 
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A． 研究目的 

出生後に支援が必要な家庭（要支援

事例）を妊娠中から的確に把握するた

めには、未婚や未受診といったいわゆ

る「社会的リスク」を中心にしてスク

リーニングするほうが理にかなって

いるが「医学的リスク」の評価も無視

するわけにはいかない。  
 日本産科婦人科学会周産期委員会

作成による周産期データベース

(JSOG-DB)は、 平成 13 年より開始

されたわが国で最大の周産期データ

ベースである。 残念ながら、 全分娩

登録ではなく、基幹病院を中心とした

データベースとはいうものの、これま

でに国内外の多くの論文に掲載され

ているためエビデンスレベルの高い

データベースといえる。1-8） 
昨年われわれは、本研究の遂行にあ

たり、 JSOG-DB を用いて、ハイリ

スク妊娠チェックリスト作成を前提

とした基礎研究を行った。（9）その結

果明らかにされた諸因子に、未検討で

はあるが産科合併症に繋がり、重要と

思われるいくつかの因子（血栓症既往、

悪性腫瘍、抗リン脂質抗体症候群）を

加えた「ハイリスク妊娠(HRP)チェッ

クリスト」を作成した。（表 1） 
このチェックリストを参考に妊婦

健診を行えば、産科合併症の早期発

見・早期治療が可能になる。 それば

かりでなく、「社会的リスク」を有す

る妊婦がこのチェックリストで「医

学的リスク」も拾い上げることがで

きれば、更に個別化ができて、より

効果的な妊娠指導に繋がることが予

想される。  
今年度は本チェックリストの妥当

性を検証するために、モデル地域にお

いて「施設規模別にみたハイリスク妊

娠チェックリストと産科合併症の関

連性に関する検討」を行った。 

 
B. 研究方法 
平成 28 年 6 月 1 日から 8 月 31 日

の期間中に滋賀県内の産科医療施設

で分娩となった患者を対象とした。 
各施設に調査個表を配布し、症例ごと

に産科合併症の有無（妊娠高血圧症候

群、前期破水、切迫早産、頸管無力症

など）、リスク因子の有無（母体年齢、

喫煙、不妊治療、高血圧など）を記載

した。 その上で施設規模別にその関

連性を後方視的に検討した。総合周産

期母子医療センターと地域周産期母

子医療センターを三次施設、それら以

外の総合病院を二次施設、そして一般

産科診療所や助産施設を一次施設と

定義した。統計学的検討には x2 検定

を用いた。 

 
（倫理面への配慮） 
滋賀医科大学倫理委員会の承認を得

た研究である（承認番号 2838）。 

 
C. 研究結果  
一次施設 13 施設 1054 症例､ 二次

施設 4 施設 264 症例､ 三次施設 3 施

設 298 症例で検討した(表 2)｡産科合

併症をもつ症例の割合は､ 一次施設

では 21.6%､二次施設では 30.7%､三

次施設では 42.3%であった(表 3)｡リ
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スク因子をもつ症例の割合はそれぞ

れ 47.6%､ 51.1%､ 67.1%となった

(表 4)｡ 
産科合併症を有する症例のうちリス

ク因子を有した症例の割合(感度)は､ 
一次施設では 50.9%､ 二次施設では

60.5%､三次施設では 69.8%であった

(図 1)｡一方､リスク因子を有する症例

のうち産科合併症を認めた症例の割

合 (陽性的中率 )は､  一次施設では

23.1%､ 二次施設では 36.3%､ 三次

施設では 44.0%であった(表 5)｡ 
 リスク因子をもった全 837 症例のう

ち産科合併症があったのは 253 症例

(陽性的中率:30.2%)であり、リスク因

子をもっていない全 779 症例のうち

産科合併症があった 182 症例(23.4%)
と比べて有意に高かった(p<0.01)(図
2)。一次施設に限定すると､ リスク因

子を有していた 502 症例のうち産科

合併症がみられたのは 116 症例

(23.1%)であり､ リスク因子を有して

いない 552 症例のうち産科合併症が

みられた 112 症例(20.3%)と比べて有

意差は認めなかった(p=0.294)(図 3)。 

 
D. 考察 
「HRP チェックリストの適切な活用

が産科合併症の早期発見に繋がる」と

の仮説を検証するためには、現在進行

している症例に対しての前方視的な

観察による証明がより確実と思われ

るがその前段階の検証方法として、 
この研究を行った｡ 
まず、HRP チェックリストの作成に

あたっては、JSOG-DB を利用したが、

このデータベースは、 わが国最大の

周産期データベースである。残念なが

ら、全分娩登録ではなく、病院を中心

としたデータベースであることは前

述した通りである。 
今回、一般産科診療所や助産施設を中

心とした一次施設の症例にどの程度

当てはまるのか検証したところ、産科

合併症に関与するリスク因子の抽出

率（感度）が 50%以上あったことは、

施設規模にかかわらず、 本チェック

リストを使用できる可能性を示唆し

ている。 
今回の検討では、 一次施設において、 
陽性的中率は有意ではなかったが、今

後症例数の増加やリスク因子別の検

討や重みづけを加えることで、 一次

施設で本チェックリストを使用でき

る可能性がある。 
 今回は一次解析の結果を示すにと

どまったが、最終年度は、妊娠高血

圧症候群や切迫早産などの主な産科

合併症別に、リスク因子が認められ

る頻度の比較を施設規模別に追加検

討を行うことで「この HRP チェック

リストが施設規模によらず全施設で

使用可能である」ことを検討する予

定である。 
 同時に「社会的」リスクと「医学的」

リスクの相互関連性も検討する予定

で当該施設での倫理委員会で承認さ

れたところである。 

 
E. 結論  
概要に記述した。 
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平成 28 年度厚生労働省科学研究費補助金 
（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

「妊婦健康診査および妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と効果的な 

保健指導のあり方に関する研究（H27-健やか-一般-001）」 
研究代表者： 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪府立母子保健総合医療センター 

統括診療局長 兼 産科 主任部長 光田信明 

 
医学的ハイリスク妊産婦のチェックリスト作成 

分担研究者 板倉 敦夫 学校法人順天堂 順天堂大学 産婦人科学講座 教授  

  

A. 研究目的 
晩婚・晩産化、若年層における子宮頸

がん患者の増加に伴い、子宮頸部手術 

 

後妊娠例の増加が予想される。頸部手

術後妊娠は早産ハイリスクであるこ

研究要旨 
【目的】 医学的ハイリスク妊産婦のチェックリスト作成において、欠如していた悪

性腫瘍治療後妊娠の治療による妊娠への影響を明らかにして、チェックリスト完成を

行う。 
【方法】 ①日産婦周産期データベースを用いて、子宮頸部手術（円錐切除術および

LEEP）後妊娠例と非施行妊娠例の周産期予後を検討した。②多施設共同研究によっ

て、子宮頸部手術後妊娠の術式および妊娠中管理と、周産期予後を検討した。 
【結果】 子宮頸部手術後妊娠の早産率 26.2%（390/1,488）は、未施行妊娠の 10.7% 
(37,782/351,848)に比して、有意に高値を示した。Risk ratio (RR)は 2.44 と高い早産

への寄与因子であることが示された。一方、子宮頸部手術後妊娠の術式別の早産率に

ついては、有意差を認めなかった。また 20 週ごろの頸管長は、早産の有無で有意差

はみられなかった。さらに、予防的頸管縫縮術や腟分泌物培養の結果でも、早産の有

無で差を認めなかった。 
【結論】近年の子宮頸部悪性腫瘍に対する子宮頸部手術は、頸管組織の残存を意識し

てはいるものの RR≧2 の早産ハイリスク妊娠である。しかし、さらなるリスク分類

はできず、また早産予防の有用な管理法は見いだせていない。子宮頸がんの若年化は、

若年者における性活動の活発化や初交年齢の若年化などが推測されており、子宮頸部

手術後妊娠に社会的ハイリスクが多いと考えられる。したがって、現状では子宮頸部

手術後妊娠は、早産ハイリスクと認識し、周産期センターあるいはこれらと連携した

施設での妊娠管理が勧められる。 
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とが知られているが、本邦におけるそ

の周産期事象に関する大規模調査研

究は少ない。 

医学的ハイリスク妊産婦のチェッ

クリストには、不可欠な因子ではある

が、日本産科婦人科学会周産期データ

ベースでは、平成 25 年から子宮頸部

手術既往も、記載することになった。

そのため、チェックリスト作成時には、

この因子を組み込むことができなか

った。さらに必要以上の頸部組織の切

除は、早産リスクであることは、広く

認知されるようになり、近年頸部病変

には、Loop Electrosurgical Excision 
Procedure (LEEP)など、最小限の切

除にとどめるよう心掛けるようにな

っており、最近の早産リスクは明らか

ではない。そこで、日本産科婦人科学

会周産期データベースならびに、多施

設共同研究によって、早産リスクの評

価および早産の予防法についての検

討を行った。 

 
B. 研究方法 
① 平成 25 年および平成 26 年の日産

婦周産期データベース登録例を対象

とした。（除外：多胎妊娠、胎児形態

異常例、データ欠落例、年齢：17 歳未

満、50 歳以上、前置胎盤、胎盤早期剥

離）。平成 25 年：登録症例 186,234 例

中 160,689 例、平成 26 年：登録症例

220,052 例中 192,647 例を解析に供し

た。解析にあたり、頸管手術施行群お

よび非施行群で、頸管手術（leep もしく

は conization）施行例は 1488 例であった。 

母体年齢、初産、分娩週数、早産、胎

胞脱出、治療的頸管縫縮術、前期破水、

臨床的 CAM、頸管裂傷、妊娠高血圧

症候群以上の項目を比較検討した。 

②全国の周産期センターで子宮頸部

手術後妊娠の妊娠経過に関する個票

記載を依頼した。 
①、②ともに各施設及び日本産科婦人

科学会の倫理委員会の承認を得て、施

行した。 

 
C. 研究結果 
① 
表１ 周産期データベースによる頸部手術施行の有無による周産期予後 

 

頸部手術 

非施行例 

(N=351,848) 

頸部手術

施行例 

(N=1,488) 

 

P 

母体年齢 32 ± 5 34 ± 4 <0.0001

初産 
182,393 

(51.8%) 

612 

(41.2%) 
<0.0001

分娩週数 38 ± 2 37 ± 3 <0.0001

早産, -36 週 
37,782 

(10.7%) 

390 

(26.2%) 
<0.0001

胎胞脱出 
1,242 

(0.35%) 

19 

(1.28%) 
<0.0001

治療的頸管縫縮術
1.212 

(0.34%) 

31 

(2.08%) 
<0.0001

前期破水,  

14-42 週 

37.289 

(10.6%) 

326 

(21.9%) 
<0.0001

前期破水,  

14-36 週 

10,951 

(3.6%) 

218 

(17.7%) 
<0.0001

前期破水,  

14-33 週 

4,700 

(1.53%) 

145 

(11.8%) 
<0.0001

臨床的 CAM 
2,240 

(0.64%) 

29 

(1.95%) 
<0.0001

頸管裂傷 
2,948 

(0.84%) 

17 

(1.14%) 
NS 

妊娠高血圧症候群

19,115 

(5.4%) 

36  

(2.4%) <0.0001
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37 週未満の早産のリスク比は 2.44 
(26.2/10.7)であった。胎胞形成、頸管

縫縮術にも、両群間に有意差がみられ

た。しかし、母体年齢、初産率、妊娠

高血圧症候群発症頻度にも有意差が

みられた。 
② 3 つの総合周産期センター、9 つ

の地域周産期センターから回答を得

た。26715 分娩で 332 症例の子宮頸部

手術後妊娠を認めた。その中で異所性

妊娠、データの重複を除いた 330 症例

で検討を加えた。 
表２ 多施設共同研究による子宮頸部手術の切除方法 

cold メスによる円錐切除 17 例 

電気メスによる円錐切除 59 例 

レーザー円錐切除 15 例 

超音波メスによる円錐切除 24 例 

LEEP 46 例 

下平式 31 例 

蒸散法 18 例 

不明 115 例 

手術法は 7種類にも分散しており、方

法別の早産率に差を認めなかった。さ

らに 35.6％（115/330 例）において手

術法が不明であり、子宮頸部手術に関

する十分な情報が分娩施設へ伝わっ

ていない例が多いことが分かった。 

さらに、妊娠 20 週ごろの頸管長と分

娩週数には有意な相関はみられなか

った。 
好気性菌（Gardnerella vaginalis）

嫌気性菌（Bacteroides 属、Prevotela
属など）が検出されている症例と検出

されなかった症例での早産率を比較 
したが有意差はみられなかった。 

 

D. 考察 
子宮頸部悪性腫瘍に対する子宮頸部

手術は、頸管組織の残存を意識した

治療を行ってはいると思われるもの

のRR≧2の早産ハイリスク妊娠であ

った。母体年齢等子宮頸部手術施行

群、非施行群で有意差があり、背景

が同一でなくさらなる検討を要する

と考えられた。また、手術方法別の

リスクには差がなく、頸管長や腟分

泌物培養の結果、あるいは予防的頸

管縫縮術でも早産率に差がみられな

かった。さらなるリスク分類はでき

ず、また早産予防の有用な管理法は

見いだせていない。 
子宮頸癌および子宮頸部病変は、多

くが性交渉によって感染する HPV に

由来している。近年の子宮頸癌および

頸部病変の若年化は、若年者における

性活動の活発化や初交年齢の若年化

などが推測されている。社会的ハイリ

スクを有する女性では、その傾向が顕

著であることはよく知られている。そ

のため子宮頸部手術後妊娠が多いこ

とも、社会的ハイリスク妊娠での高い

早産率の一因になっているとも考え

られる。これらの妊娠管理を考える上

では、特に重要である。 

 
E. 結論 
社会的ハイリスクに多い子宮頸部

手術後妊娠は、早産ハイリスクと認識

し、早産に対応可能な周産期センター

あるいはこれらと連携した施設での

妊娠管理が勧められる。 
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F．健康危険情報 
なし 

 
G. 研究発表 
なし 

 
1．論文発表 
なし 

 
2．学会発表 
なし 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況（予

定を含む。） 
なし 
１．特許取得：なし 
２．実用新案登録：なし 
３．その他：なし 

 
I．問題点と利点 
なし 
 

J．今後の展開 
統計解析方法をさらに検討し、リスク

解析を進め、早産リスク評価を深める。

また、開腹頸管縫縮術など試験的に行

われている早産予防策も有用性につ

いて検討する。 
 

参考文献 

なし 
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平成 28 年度厚生労働省科学研究費補助金 
（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

「妊婦健康診査および妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と      

効果的な保健指導のあり方に関する研究（H27-健やか-一般-001）」 
研究代表者： 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪府立母子保健総合医療センター 

統括診療局長 兼 産科主任部長 光田信明 

 
医学的ハイリスク妊娠の産後フォロー期間に関する単一施設における後方視的検討 

分担研究者 小川 正樹 東京女子医科大学     産婦人科臨床教授 
           松田 義雄 JCHO 三島総合病院    院長      

 
 

 
 

研究要旨 
【目的】ハイリスク妊娠の出産後に、次回妊娠へのリスク管理が行われているかにつ

いては不明のことが多い。次回妊娠へのリスクを評価する目的で、当院で出産したハ

イリスク妊婦の産後の管理状況を明らかにすることを目的とした。 
【方法】東京女子医科大学病院で平成 25 年に分娩の管理をした妊婦で、産後の管理

がなされたか否かを、フォローアップ期間について診療録を用いて後方視的に検討し

た。フォローアップ期間は、産後 3 か月、6 か月、12 か月時点での管理状況の有無に

より判断した。自施設倫理委員会の承認は得ている。 

【結果】合併症を有する妊婦が、のべ 237 名含まれており、1 型糖尿病：36 名、2 型

糖尿病：17 名、甲状腺疾患：43 名、精神神経疾患：30 名、腎泌尿器科疾患：29 名、

子宮頸部異形成を含む婦人科系疾患：26 名、血液疾患：11 名、消化器系疾患：9 名、

肝炎キャリアなどの肝疾患：7 名であった。糖尿病、血液疾患、肝疾患、甲状腺、消

化器疾患などでは非常に高率に長期間にわたりフォローアップされているが、自己免

疫疾患、婦人科系疾患、腎泌尿器系疾患、精神疾患、および産科合併症では、フォロ

ー率が低いことが明らかとされた。 
【結論】ハイリスク妊娠とされる合併症妊娠患者の産後における基礎疾患の管理にお

いては、糖尿病、血液疾患、肝疾患、甲状腺、消化器疾患などでは非常に高率に長期

間にわたりフォローアップされているが、自己免疫疾患、婦人科系疾患、腎泌尿器系

疾患、精神疾患では、フォロー率が低いことが明らかとされた。 
 産科合併症においてはそのほとんどすべてにおいて、3 か月までの管理がなされて

いないことが明らかとなった。今後どのような産科合併症において産後の管理が必要

なのかを明らかにしていく必要があるものと考えられた。 
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A. 研究目的 
 地域における母体搬送システムは、

最近 20 年間で十分に機能され運用さ

れている。その結果、周産期死亡率は、

著明な改善を示している。一方、妊産

婦死亡率は、平成 19 年に 3.1 人と良

好な指標を示したものの、その後の約

10 年間においては減少することなく、

むしろ増加しているようにも見受け

られる。 
 米国においても同様の傾向が認め

られ、従来の周産期医療システムは、

母体の管理よりも、新生児の管理に重

点を置いていることが指摘されてい

る。その結果、米国における妊産婦死

亡率は、過去 12 年間で 75%も増加し

ており、早急な対策が求められている。

この点において、米国産科婦人科学会

（ACOG）は、平成 27 年に妊産婦の

リスクに応じた周産期ケアの重要性

を認識し、妊産婦のリスクに応じて、

産科医療レベルを分類し階層化する

ことで、母体ケアを充分に行うシステ

ムを作成することを推奨している[1]。
すなわち、妊婦のリスクを充分に把握

することと、産科医療施設のレベルを

階層化することにより、必要な医療資

源を効果的に配分することで、妊産婦

死亡率の改善を図ろうとするもので

ある。 
 本邦においてこれまで用いられて

きた中林の妊娠リスクスコアは、主に

妊産婦側が自主的に判断し、適切なレ

ベルの医療施設へと誘導する目的で

作成され運用されてきたものである。

しかし、今後は医療側もこの妊産婦の

リスクを充分に把握することが求め

られる。一方で、ハイリスク妊娠の出

産後に、次回妊娠へのリスク管理が行

われているかについては不明のこと

が多い。 
 本研究では、次回妊娠へのリスクを

評価する目的で、当院で出産したハイ

リスク妊婦の産後の管理状況を明ら

かにすることを目的に実施した。 

 
B. 研究方法 
 東京女子医科大学病院で平成 25 年

に分娩の管理をした妊産褥婦で、産後

の管理がどの程度なされたかを、自診

療科管理または他診療科管理に分類

し、そのフォローアップ期間について

診療録を用いて後方視的に検討した。 
 フォローアップ期間は、産後3か月、

6 か月、12 か月時点での管理状況の有

無により判断した。自施設倫理委員会

の承認は得ている（承認番号 2299）。 

 
C. 研究結果 
①患者背景 
 当該期間に当院での分娩管理をし

えた産婦は、796 名であり、単胎 760
名、双胎 35 名、品胎 1 名であった。

年齢は 34.1±4.9 歳（最小値：15 歳、

中央値：34 歳、最大値：48 歳）であ

った。受診理由は外来紹介：452 名、

母体搬送：90 例であった。妊娠成立

事由は、生殖補助医療による妊娠が

107 名で、内訳は顕微授精：33 例、体

外受精：55 例、人工授精 19 例であっ

た。産科合併症としては、胎児発育不

全：65 例、妊娠糖尿病：39 例、頸管
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長短縮症例 42 名を含めた切迫早産

123 例で、子宮頸管縫縮術症例は 5 症

例であった。前置胎盤 7 症例、常位胎

盤早期剥離 7 症例であり、妊娠高血圧

症候群は 36 症例に認められた。分娩

週数は、37.4±3.0 週（最小値：22 週、

中央値：38 週、最大値：41 週）で、

早産 158 例（19.8%）を含み、その内

訳は、22～27 週：18 例（2.3%）、28
～31 週：27 例（3.4%）、32～33 週：

24例（3.0%）、34～36週：89例（11.2%）

であった。分娩方法は、自然分娩：440
例、帝王切開：302 例、鉗子分娩：21
例、吸引分娩：32 例であった。分娩

時に輸血を実施された症例が 15 名、

死産または早期新生児死亡例が 10 名

であった。 

 
②合併症疾患内訳 
 なんらかの合併症を有する妊婦が、

のべ 237 名含まれており、内訳は、1
型糖尿病：36 名、2 型糖尿病：17 名、

バセドウ病を含む甲状腺疾患：43 名、

うつ病を含む精神神経疾患：30 名、

慢性腎臓病を含む腎泌尿器科疾患：29
名、子宮頸部異形成を含む婦人科系疾

患：26 名、特発性血小板減少性紫斑

病などの血液疾患：11 名、炎症性腸疾

患などの消化器系疾患：9 名、肝炎キ

ャリアなどの肝疾患：7 名であった。 

 
③産後フォローアップ期間 
 各合併症疾患についてのフォロー

アップ期間を産後 1 か月健診時を

100%とした場合の 3 か月後、6 か月

後、12 か月後にフォローされている

割合を表 1 に示す。またこれをプロッ

トしたものを図 1 にも示した。 
 産科関係の疾患においては、すべて

の産科合併症において、産後 1 か月後

でフォローが終了していた。しかし、

輸血後症例においてのみ3か月までフ

ォローされていた。妊娠高血圧症候群

では産後1か月までに血圧の正常化を

認めているものはその後の自診療科

管理はなされていなかった。 

 
D. 考察 
 ハイリスク妊娠とされる合併症妊

娠患者の産後における基礎疾患の管

理においては、糖尿病、血液疾患、肝

疾患、甲状腺、消化器疾患などでは非

常に高率に長期間にわたりフォロー

アップされているが、自己免疫疾患、

婦人科系疾患、腎泌尿器系疾患におい

てはフォローアップ率が低いことが

示された。また精神疾患では、ほとん

どフォローされていないことが明ら

かとされた。これは、当該病院の病院

機能に依存しているものとも考えら

れる。当院では、腎泌尿器科疾患は、

移植などの目的がなければ積極的に

自院での長期管理はなされていない

ことに起因するものといえる。また、

精神疾患などは、妊娠期間においての

み必要とされることも多く、さらには

個人の心療内科クリニックでの管理

がなされている場合もあり、総合病院

での管理がなされていないのかもし

れない。 
 一方産科合併症においてはそのほ

とんどすべてにおいて、3 か月までの
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管理がなされていないことが明らか

となった。今回の検討ではなされなか

ったが、既往妊娠で早産した妊婦が次

回妊娠で反復する切迫早産を認める

症例もあり、対策が求められるものと

推定される。 

 
E. 結論 
 ハイリスク妊娠とされる合併症妊

娠患者の産後における基礎疾患の管

理においては、糖尿病、血液疾患、肝

疾患、甲状腺、消化器疾患などでは非

常に高率に長期間にわたりフォロー

アップされているが、自己免疫疾患、

婦人科系疾患、腎泌尿器系疾患、精神

疾患では、フォロー率が低いことが明

らかとされた。 
 産科合併症においてはそのほとん

どすべてにおいて、3 か月までの管

理がなされていないことが明らかと

なった。どのような産科合併症にお

いて産後の管理が必要なのかを明ら

かにしていく必要があるものと考え

られた。 

 
F．健康危険情報 
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定を含む。） 
１．特許取得：なし 
２．実用新案登録：なし 
３．その他：なし 

 
I．問題点と利点 
 産科合併症および合併症疾患を有

する褥婦の産後フォローアップ状況

について単一施設における検討を行

い、産科合併症におけるフォロー状況

が明らかにされた。 
 

J．今後の展開 
 産科合併症を来した妊婦の次回妊

娠における妊娠経過に関して明らか

にすることが求められる。 
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図表 

 

表 1 合併症妊娠の産後フォローアップ状況 

 人数 1 か月 3 か月 6 か月 12 か月 

1 型 DM 36 100% 97% 94% 94% 

2 型 DM 17 100% 88% 88% 88% 

甲状腺疾患 43 100% 58% 58% 58% 

精神神経疾患 30 100% 33% 17% 0% 

腎泌尿器科疾患 29 100% 90% 34% 17% 

自己免疫性疾患 29 100% 86% 69% 34% 

婦人科系疾患 26 100% 92% 19% 19% 

血液疾患 11 100% 91% 91% 91% 

消化器系疾患 9 100% 89% 56% 56% 

肝疾患 7 100% 71% 71% 71% 

 

 
図 1.  合併症妊娠の産後フォローアップ状況（疾患別推移） 
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平成 28 年度厚生労働省科学研究費補助金 
（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

「妊婦健康診査および妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と 
効果的な保健指導のあり方に関する研究（H27-健やか-一般-001）」 

研究代表者： 
地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪府立母子保健総合医療センター 

産科 主任部長 光田信明 
社会的リスクにおける母体および児の周産期における医学的リスク評価 

分担研究者 光田  信明 大阪府立母子保健総合医療センター 産科 主任部長 
 研究協力者 川口 晴菜 大阪府立母子保健総合医療センター 産科  診療主任 

岡本 陽子 大阪府立母子保健総合医療センター 産科  副部長 

金川 武司 大阪府立母子保健総合医療センター 産科  副部長 

和田 聡子 大阪府立母子保健総合医療センター 看護部 看護師長 

松田 義雄 独立行政法人地域医療機能推進機構 三島総合病院  院長

研究要旨 
周産期における医学的なリスクについては、妊娠前からの母体の合併症、妊娠経過に

関する問題、分娩に関する問題、胎児に関する問題など、それぞれのリスクが評価さ

れており、リスクに伴った管理が行われている。しかし、社会的ハイリスク妊娠につ

いては、母児の予後評価は十分とは言えず、その支援体制についても施設間の差異は

大きい。社会的ハイリスクのなかには、妊婦健康診査の未受診に伴って医学的リスク

の評価や対応が不十分となるため、結果的に医学的にもハイリスクとなりうる症例が

存在し、増悪している可能性がある。さらに、育児に着目した場合、社会的ハイリス

ク家庭では児への虐待が問題となることがあり、妊娠中から社会的リスクを把握する

ことで、ハイリスク症例を妊娠中から切れ目のない支援をするような体制づくりがで

きると考えられる。この研究の目的は、社会的リスクの有無による、周産期における

母児の医学的リスクへの影響度を算出することである。対象は、平成 28 年 1 月 1 日

から 12 月 31 日の 1 年間に当センターを初診した妊婦であり、1600 人程度である。妊

娠中に、看護師、助産師による問診にて、大阪府のアセスメントシートに基づいた社

会的リスクの評価を行う。症例が分娩に至ったのちに、周産期データベースから得ら

れる医学的転帰についての情報を回収し、社会的リスクと医学的リスクの関係につい

て解析する。研究期間は、研究実施許可後～平成 30 年 3 月までとする。 

社会的リスクと医学的リスクがオーバーラップした場合に母児の予後が増悪するこ

とが示されれば、社会的リスクを評価し対策を講じることが、医学的なリスクの軽減

や早期発見につながることを示唆すると考えられる。さらに、医療機関で医学的な情

報のみでなく、社会的な情報も聴取することで、妊娠中産後の母児の周産期予後リス

ク評価を行うことができる。かつ社会的リスクの程度に応じて、保健・福祉機関と連

携し妊娠中から母児を支援することができると考えられる。 
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A. 研究目的 
周産期における医学的なリスクに

ついては、妊娠前からの母体の合併症、

妊娠経過に関する問題、分娩に関する

問題、胎児に関する問題など、それぞ

れのリスクが評価されており、リスク

に伴った管理が行われている。しかし、

社会的ハイリスク妊娠(未受診、若年

妊娠、DV、経済的な問題、精神的な

問題、支援不足など)については、母

児の予後評価は十分とは言えず、その

支援体制についても施設間の差異は

大きい。社会的リスクについては、子

ども虐待の要因として挙げられるよ

うな項目が存在する。平成 26，27 年

大阪府内の分娩取り扱い施設 146ヶ所

に対して施行したアンケート調査に

よると、回収できた 63 施設(43.2%)の

うち、社会的ハイリスク妊婦は、平成

26 年 3,146 件、平成 27 年 3,320 件であ

り、回答施設の分娩数から割り出した

比率は共に 8.7%であった。社会的ハ

イリスクのなかには、妊婦健康診査の

未受診に伴って医学的リスクの評価

や対応が不十分となるため、結果的に

医学的にもハイリスクとなりうる症

例が存在し、医学的な問題が増悪して

いる可能性がある。さらに、育児に着

目した場合、社会的ハイリスク家庭で

は児への虐待が問題となることがあ

り、妊娠中から社会的リスクを把握す

ることで、ハイリスク症例を妊娠中か

ら切れ目のない支援をするような体

制づくりができると考えられる。 

この研究の目的は、社会的リスクの

有無によって、医学的リスクが上昇す

るかを検証することであり、様々な社

会的リスクと医学的リスクの関連に

ついて検討することである。 

 

B. 研究方法 
縦断的観察研究である。対象は、当

センターで平成 28 年 1 月 1 日～12 月

31 日に初診した妊婦であり、1600 人

程度である。当センターで管理するも、

他院での分娩となったものは除外す

る。当センターにおいて、初診および

妊娠中期、後期の保健指導の際に看護

師、助産師による問診にて、大阪府の

アセスメントシート(資料 1)に基づい

た社会的リスクの評価を行う。 

同症例が分娩に至ったのちに、周産

期データベースから得られる医学的

リスクについての情報を回収し、社会

的リスクと医学的リスクの関係につ

いて解析する。なお、本研究は、実施

機関である大阪府立母子保健総合医

療センターの倫理委員会で承認をう

け行う調査である。(承認番号 972) 

社会的リスクの定義は以下の通りと

する。 

①生活歴：本人の被虐待歴、DV 歴、

子供の不審死・虐待歴、心中未遂 

②妊娠に関する要因：16 歳未満、40

歳以上、20 週以降の届出、妊婦健診未

受診・中断、望まない妊娠、胎児に対

して無関心、妊娠・中絶の反復、飛び

込み出産歴 

妊娠中の不規則な生活 

③心身の健康等要因：精神疾患、パー

ソナリティ障害、知的障害、訴え多く

不安高い、身体障害・慢性疾患 
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資料 1：大阪府アセスメントシート(妊婦版) 
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④社会的経済的要因：生活保護、不安

定就労・失業中 

⑤家庭的環境的要因：住所不定、未婚・

ステップファミリー、家の中が不衛生 

出産育児に集中できない家庭環境 

主要評価項目は、社会的リスクの有無

によって以下の医学的リスクが増加

するかである。 

①妊娠前からの母体合併症(糖尿病、

高血圧、甲状腺疾患、心疾患、腎疾患、

自己免疫疾患、子宮疾患等) 

②妊娠経過に関する要因(妊娠高血圧

症候群、妊娠糖尿病、切迫流早産、胎

児死亡、胎児発育不全、Heavy for date、

胎児異常) 

③分娩に関する要因(分娩週数、緊急

帝王切開、帝王切開、帝王切開の適応、

器械分娩、輸血、分娩場所) 

④児に関する要因(新生児死亡、出生

体重、Apgar score(5 分値)、新生児集中

治療室(NICU)入院) 

 

C. 研究結果 
社会的リスクの評価については、情報

の欠損について再確認中である。対象

者すべての分娩が完了するのが、平成

29 年 12 月末であり、結果については

次回の報告書に記載予定である。 

 
D.考察 
社会的リスクと医学的リスクがオー

バーラップについて示されれば、社会的

リスクを評価し対策を講じることが、医

学的なリスクの軽減や早期発見につな

がることを示唆すると考えられる。 

 

E. 結論 
社会的リスクがあれば医学的リス

クが上昇することが示されれば、医療

機関で医学的な情報のみでなく、社会

的な情報も聴取することで、妊娠中産

後の母児の周産期のリスクについて

評価を行うことができる。かつ社会的

リスクの程度に応じて、保健・福祉機

関と連携し妊娠中から母児を支援す

ることができると考えられる。 

 
F．健康危険情報 
なし 

 
G. 研究発表 
1．論文発表 
1)なし 
2．学会発表 
1)なし 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況（予

定を含む。） 
１．特許取得：なし 
２．実用新案登録：なし 
３．その他：なし 

 
I．問題点と利点 
問題点として、社会的なリスクや医学

的なリスクの比較的高い周産期セン

ター単施設の検討であることが挙げ

られる。医学的リスクの評価は、一定

基準に従えば、容易に選別できるが、

社会的リスクの評価は、評価者の主観

が介在する。単施設で、大阪府アセス

メントシートの項目に入力する形で

社会的リスクの抽出を行ったことで、
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客観性の高いデータとなっているこ

とが利点である。 
 

J．今後の展開 
社会的リスクのうち医学的リスクと

直結するものについては、妊娠初期に

聴取すべき問題として抽出でき、今後

の妊娠分娩管理に有用になる可能性

がある。今回のアウトカムは社会的リ

スクと医学的リスクの関連について

であるが、アウトカムに子ども虐待を

設定した場合、社会的リスクと医学的

リスクの組み合わせによって、子ども

虐待に寄与する割合が検討可能であ

ると考えられる。 
 

参考文献 

1) 未受診や飛び込みによる出産等実

態調査報告書 大阪産婦人科医会 
2016 年 3 月 
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平成 28 年度厚生労働省科学研究費補助金 
（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

「妊婦健康診査および妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と     

効果的な保健指導のあり方に関する研究（H27-健やか-一般-001）」 
研究代表者： 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪府立母子保健総合医療センター 

統括診療局長 兼 産科主任部長 光田信明 
メンタルヘルスに問題のある妊産婦への保健指導の開発及び全国展開 

      分担研究者 木下勝之 日本産婦人科医会   会長 
      研究協力者 中井章人 日本医科大学産婦人科 教授 

  

研究要旨 
○ 平成 27 年度の調査において、メンタルヘルスに問題があり介入が必要な妊産婦の

頻度は４％で、全国で年間約４万人と推計され、未婚者が 18%で、貧困など生活

面の問題を 15%程度が抱えていることが明らかになった。 

○ 自治体ごとのメンタルヘルス介入が必要と考えられた妊産婦の割合は、0.6％から

8.6％に分布し、地域ごとでは、関東、九州、北海道・東北で他の地域より増加す

る傾向であった。 

○ メンタルヘルス介入が必要と考えられた妊産婦の割合は、精神科受診歴のない妊

産婦がより多く抽出された自治体で高率で、産婦人科医師の意識やスクリーニン

グ方法の相違がこれらに影響している可能性があった。 

○ 要介入と判断された妊産婦の割合は、診療所（2.4%）に比較し、病院（（5.4%）

では２倍以上で、特に大学病院（10.2%）と国立系病院（7.6%）に集中していた。

○ 要介入と判断された妊産婦への対応は、大部分の施設で助産師（87.4％）や産婦

人科医師（53.0％）が行い、臨床心理士（14.3％）が行っていたのはわずかで、そ

の割合も自治体間、施設間で異なっていた。 

○ 精神科への紹介率は 22.2%に止まり、総合周産期母子医療センター（57.6％）等

高次施設で高く、産科診療所（14.5％）では低く、自治体間でも異なっていた。 

○ 以上より、地域の連携システムのより機能的な運用と妊産婦のメンタルヘルスケ

アを専門とする精神科医師や心理職等の早急な確保が望まれた。 

○ 多くの現場で実際に対応している産婦人科医師や助産師等を対象とした教育プロ

グラムを作成し、メンタルヘルスに問題のある妊産婦のスクリーニング法や保健

指導法を確立し、全国展開して行くことは、より即効的な対応策になるものと推

察された。 
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A. 研究目的 
 妊娠、出産は母体の身体に大きな変

化をもたらすと同時に、精神面にも影

響を与える。特に産後数週間から数ヶ

月は女性の生涯の中で、最も精神障害

の発生率が高い時期にあたる。また、

妊娠中の精神的問題は、愛着形成の欠

如を招き、出産後の育児不安やネグレ

クトをはじめ、子ども虐待に繋がるリ

スクが指摘されている 1-5)。したがっ

て、メンタルヘルスに問題のある妊婦、

褥婦に積極的な介入を行い、継続的支

援を行うことは極めて重要な課題と

言える。 
 本研究は、メンタルヘルスに問題の

ある妊産婦への保健指導の開発及び

全国展開を目的に企図された。昨年度

は、日本産婦人科医会の会員施設を対

象に、前方視的アンケート調査を行い

メンタルヘルス介入が必要な妊産婦

の割合を検討した。その結果、メンタ

ルヘルスに問題があり介入が必要な

妊産婦の割合は４％で、全国で年間約

４万人と推計され、未婚者が約 20%を

占め、貧困など生活面の問題を約 15%
程度が抱えていることが明らかにな

った 6)。 
 本年度は同様のデータベースをも

とに、地域や施設ごとの特徴を調査し、

メンタルヘルスに問題のある妊産婦

への保健指導や支援をより効率的に

全国展開するための提案を行う。 

 
B. 研究方法 
 昨年度に行った全国調査データベ

ースをもとに、自治体ごと、施設特性

ごとにメンタルヘルス介入が必要な

妊産婦の分布を検討した。 

 データベースは、産婦人科医会の施

設情報調査 2015 で集計された全国の

分娩取扱施設 2453 施設（病院 1044 施

設、診療所 1409 施設）を対象に、平

成 27 年 11 月 1 日から 11 月 30 日まで

の 1ヶ月間に分娩管理した妊婦につい

て、前方視的アンケート調査を実施し

作成された。調査内容には個人情報は

含まれず、個人を特定することはでき

ない疫学調査で、日本産婦人科医会倫

理委員会の審査、承認を得て行われた 

（日産婦医会倫理委員会第 325 号）。 

 調査項目は分娩数、メンタルヘルス

介入が必要と考えられた妊婦の数、年

齢、理由、背景などが含まれる（表１）。 

 
C. 研究結果 
１．平成 27 年度調査の概要 
 アンケート回収率は 43.7％（2453
施設中 1073 施設）で、集計された分

娩数 38,895 件のうち、メンタルヘル

ス介入が必要と考えられた妊産婦は

1551 名（４.0％）であった。また、社

会的背景には、未婚者（18.1%）、貧困

など生活面の問題（15.0%）があげら

れていた。 
 本調査は個票調査ではなく、同一施

設で複数名の対象者があった場合、精

神疾患合併やその既往歴があったも

のを明確に特定することはできない

が、同一施設の報告で、明らかに精神

疾患と診断されておらず、精神疾患の

既往がなかったにも関わらずメンタ

ルヘルス介入が必要と考えられた妊
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婦が 381 例（1.0％）含まれていた。

これらの妊産婦では抑うつ感情や精

神不安、あるいは他の身体問題による

精神不安が疑われるものの、メンタル

ヘルスケアの専門医による診断を受

けていないか、精神疾患と診断される

ことなく妊娠が経過していた。 

 
２．自治体ごとの検討 
 自治体ごとに、メンタルヘルス介入

が必要と考えられた妊産婦の分布を

表２、図１に示す。要介入の割合は、

全国平均の 4.0％に比較し、0.6％から

8.6％に分布している（表２、図１）。

地域ごとでは、関東、九州、北海道・

東北で他の地域より増加する傾向で

あった（表３、図２）。 
 また、明らかに精神疾患と診断され

ておらず、精神疾患の既往がなかった

にも関わらずメンタルヘルス介入が

必要と考えられた妊産婦数、すなわち

精神科への受診歴がなかった妊産婦

数と全分娩数に対する割合を表４に

示すが、自治体間で０％から 5.9%と

ばらつきが大きい結果となった。 
 各自治体のメンタルヘルス介入が

必要と考えられた妊産婦と、精神科受

診歴のない妊産婦の割合には正の相

関が認められた（r = 0.42, p < 0.05）
（図３）。また、社会的背景として指

摘されている経済状況や婚姻状況と

の関連を検討するため、各自治体の１

人あたりの平均所得 7)、女性の生涯未

婚率 8)、合計特殊出生率比較 9)と要介

入者の割合を比較したが、いずれも有

意な関連は認めなかった（図４−６）。 

 表５（１）（２）に、自治体ごとに

メンタルヘルス介入が必要と考えら

れた妊産婦へ対応した職種を示す。介

入が必要と考えられた妊婦が報告さ

れた施設は 1073 施設中 477 施設

（44.5%）で、実際に対応した職種は

助産師 417 施設（87.4％）、産婦人科

医師 253 施設（53.0％）、看護師 218
施設（45.7％）臨床心理士 68 施設

（14.3％）、その他が132施設（27.7％）

となっていた（表５（２））。 
 いずれの自治体でも、助産師が対応

していた施設が多く、その傾向に大き

な差はなかった。一方、メンタルヘル

スケアの専門職である臨床心理士が

対応した施設の割合は、自治体間で大

きく異なっていた。18 自治体では、

臨床心理士が対応した施設がないと

回答されていた（表５（１）（２））。 
 また、産後精神科医師に紹介したと

する施設は 106 施設で、対象者の報告

があった 477 施設中、22.2%に止まっ

ていた（表６）。紹介した施設数が少

なく、自治体ごとの頻度にも大きな乖

離があった（表６）。 

 
３．施設ごとの検討 
 病院、診療所に分類し、メンタルヘ

ルス介入が必要と考えられた妊産婦

の割合を検討すると、病院（5.4%）で

は、診療所（2.4%）の２倍以上にのぼ

っていた（表７）。 
 病院を運営母体で分類すると、大学

病院や国立系の病院で高率であった

（表８）。また、周産期機能で分類す

ると、一般病院に比較し、周産期母子
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医療センターの指定を受けている病

院で高率となっていた（表８）。 
 精神科受診歴のない妊産婦数と全

分娩数に対するその割合を施設区分

ごとに比較した（表９）。その結果、

病院と診療所では差がなく、病院間の

比較では運営母体に関わらず、周産期

母子医療センターの指定を受けてい

る施設で、わずかに増加するにとどま

っていた。 
 介入が必要な妊婦へ対応した職種

と割合を、表１０にその内訳を示す。

病院、診療所ともに助産師が最も多く

対応しており、その傾向に大きな差は

なかった。診療所に比較し病院では、

臨床心理士が対応する施設が多く、運

営母体ごとの集計では都道府県立病

院（57%）、機能的な分類では総合周

産期母子医療センター（42%）で高率

であった。 
 産後精神科医師への紹介率は施設

機能により異なり、総合周産期母子医

療センターで 19 施設（57.6％）、地域

周産期母子医療センターで 24 施設

（ 38.1％）、一般病院で 21 施設

（22.8％）、診療所で42施設（14.5％）

になっていた。 

 
D. 考察 
 メンタルヘルスに問題があり介入

が必要と考えられた妊産婦は、全分娩

の４％で、全国で年間約４万人と推計

される。社会的背景としては 18%が未

婚者で、貧困など生活面の問題を 15%
程度が抱えている 6)。また、半数の妊

産婦は精神疾患とその既往があり、精

神科医師などとの接点があるが、他の

半数は専門医のアドバイスを受ける

ことなく、経過していた可能性がある。

これらの精神疾患とその既往がなか

った妊産婦は、比較的低年齢で、周囲

から孤立する傾向が強く、育児障害や

子ども虐待に関し、よりハイリスクと

推察されている 6)。 
 メンタルヘルス介入が必要と考え

られた妊産婦の割合を、自治体ごとに

比較すると、0.6%から 8.6%と 10 倍以

上の差があった。地域ごとでは、北海

道・東北、関東、九州で比較的高率で、

東海北陸、近畿で低い傾向にあった。

これらの地域差の原因を検討するた

め、社会的背景として指摘されている

経済状況や婚姻状況と比較したが、自

治体ごとの平均的指標と対象妊産婦

の割合には有意な関連は認めなかっ

た（県民一人当たりの所得：r = 0.126、
女性の生涯未婚率：r = 0.181、合計特

殊出生率：r = 0.193）7-9)。一方、対象

妊産婦の割合は、精神科受診歴のない

妊産婦がより多く抽出された自治体

で高率になる傾向があった（図３：r = 
0.42, p < 0.05）。このことは、各自治

体における産婦人科医師の意識やス

クリーニング方法に相違がある可能

性を示唆している。より良い介入を行

うためには、精神科受診歴のない妊産

婦を含め、対象者を均一に抽出するこ

とは重要で、妊娠中に一定のスクリー

ニング法を導入することが必要と推

察された。 
 施設の種類により、メンタルヘルス

介入が必要と考えられた妊産婦の分
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布は異なる。介入が必要と考えられた

妊産婦の割合は、診療所の 2.4%に比

較し、病院で 5.4%と２倍以上におよ

んでいた。通常、産科診療所には精神

科診療機能はなく、対象者がある程度

高次施設へトリアージされていた結

果と推察される。病院の運営母体では、

大学病院（10.2%）と国立系病院（7.6%）

でメンタルヘルス介入が必要な妊産

婦の頻度が高く、機能的な分類では周

産期母子医療センターの指定を受け

ている施設（総合 6.5%、地域 6.6%）

で高率であった。また、精神科受診歴

のない妊産婦の割合と施設種類に大

きな相違はなく、産婦人科医師の意識

やスクリーニング方法に大きな施設

間格差はないものと推察された。 
 メンタルヘルスに問題を抱える妊

産婦への対応には、専門的な知識と技

術が必要になる。しかし、実際には助

産師（87％）や産婦人科医師（53％）

が対応することが多く、メンタルヘル

スケアの専門職である臨床心理士が

対応していた施設（14％）はわずかで

あった。実際、1８自治体では、臨床

心理士が対応したとする施設からの

報告はなく、その配置や対応システム

を検討する必要があると推察された。

また、臨床心理士が対応した施設の割

合は、運営母体ごとの集計では都道府

県立病院（57%）、機能的な分類では

総合周産期母子医療センター（42％）

で比較的高いものの、患者が集中する

大学病院（27%）や国立系病院（17％）

では平均的な数値であった。本調査で

は、実際の臨床心理士の配置を明らか

にすることはできないが、患者が集中

する施設では更なる臨床心理士配置

の充実や施設内の連携システムの効

率的な運用を検討する必要があるも

のと推察された。 
 また、産後精神科医師に紹介したと

する施設が 20%程度にとどまること

も、今後の課題である。この紹介率は

施設機能に依存し、都道府県立病院や

総合周産期母子医療センターなど高

次施設で高い。高次施設には精神科が

併設されている施設も多く、院内紹介

を含め紹介率が高くなるものと推察さ

れる。一方で、産科診療所では紹介率

が低く、精神科施設との連携に問題が

ある可能性が示唆される。実際、妊産

婦のメンタルヘルスケアを専門に扱う

精神科医師や臨床心理士の所在や数は

明確にされておらず、産科診療所から

精神科へ、いかに速やかに連携するか

は、重要な課題と考えられた。 
 以上の成績は、メンタルヘルスに問

題のある妊産婦の全てが、十分な支援

を受け出産を終え退院しているわけ

ではないことを示唆している。早急な

改善には、妊産婦のメンタルヘルスケ

アを専門とする精神科医師の確保や

地域ネットワークシステムの機能的

な運用が求められる。また同時に、多

くの現場で実際に対応している産婦

人科医師や助産師などへの教育も重

要である。産婦人科医師や助産師など

を対象とした教育プログラムを作成

し、メンタルヘルスに問題のある妊産

婦のスクリーニング法や保健指導法

を確立し、全国展開して行くことは、
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より即効的な対応策になるものと推

察された。 

 
E. 結論 
 メンタルヘルスに問題があり介入

が必要と考えられる妊産婦の割合は

４％で、全国で年間約４万人と推計さ

れる。この割合は、自治体間で異なり、

精神科受診歴のない妊産婦がより多

く抽出された自治体で高率で、産婦人

科医師の意識やスクリーニング方法

の相違がこれらに影響している可能

性があった。また、施設ごとの検討で

も、対象者は診療所に比較し、病院で

は２倍以上で、特に大学病院と国立系

病院に集中していた。 
 対象者への対応の大部分は助産師

や産婦人科医師が行い、臨床心理士が

行っていた施設はわずかで、その割合

も自治体間、施設間で異なっていた。

また、精神科への紹介率は 20%程度に

止まり、高次施設で高く、産科診療所

では低く、自治体間でも大きく異なっ

ていた。 
 以上より、妊産婦のメンタルヘルス

ケアを専門とする精神科医師等の確

保と地域ネットワークシステムの機

能的な運用が求められる。また同時に、

多くの現場で実際に対応している産

婦人科医師や助産師等を対象とした

教育プログラムを作成し、メンタルヘ

ルスに問題のある妊産婦のスクリー

ニング法や保健指導法を確立し、全国

展開して行くことは、より即効的な対

応策になるものと推察された。 

 

F．健康危険情報 
 研究内容に介入調査は含まれてお

らず、関係しない。 

 
G. 研究発表 
1．論文発表 
1)木下勝之．周産期に生じる精神科的

な問題．総合病院精神医学 . 27:  

194~197, 2015 
2)木下勝之．妊産婦メンタルヘルスか

ら始まる乳幼児虐待予防．日本小児科

医会会報. 50: 19~23, 2015 
3）木下勝之．乳幼児メンタルヘルス

から始まる乳幼児虐待予防 
日本医師会雑誌 144: 548~553, 2015 
4) 中井章人，光田信明，木下勝之．

メンタルヘルスに問題がある妊産婦

の頻度と社会的背景に関する研究．日

本周産期・新生児医学会雑誌 2017 in 

press 

 
2．学会発表 
1) 木下勝之．妊産婦メンタルヘルス

から始まる乳幼児虐待予防．日本医師
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4) 木下勝之．妊産婦メンタルヘルス

から始まる乳幼児虐待予防．京都産婦

人科医会学術集会．2015 年４月 
5) 木下勝之．妊産婦メンタルヘルス

から始まる乳幼児虐待予防．青森産婦
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人科医会学術集会．2015 年４月 
6) 木下勝之．妊産婦メンタルヘルス

から始まる乳幼児虐待予防．岡山医師

会研修会．2015 年５月 
7) 木下勝之．妊産婦メンタルヘルス

から始まる乳幼児虐待予防．三重県産

婦人科医会学術集会．2015 年５月 
8) 木下勝之．妊産婦メンタルヘルス

から始まる乳幼児虐待予防．日本小児

科医会学術集会．2015 年６月． 
9) 木下勝之．児童虐待は子どもの脳

の構造を壊す．Resilience を獲得する

ために．第 42 回日本産婦人科医会学

術集会 2015 年 10 月． 
10）木下勝之．周産期メンタルヘルス

と児童虐待の予防 第 11 回日本周産

期メンタルヘルス研究会 2014 年 11
月（大宮市） 
11）木下勝之．母親の愛情深い養育が

乳幼児の脳の健全な発育に不可欠で

ある―Resilience を身に着けるー 
第 12 回日本周産期メンタルヘルス学

会 2015 年 11 月（自治医大） 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況（予

定を含む。） 
１．特許取得：なし 
２．実用新案登録：なし 
３．その他：なし 

 
I．問題点と利点 
 本調査は、妊産婦へのスクリーニン

グ調査ではなく、実際に精神科への受

診奨励を行う産科医への調査である。

したがって、正確な妊婦のメンタルス

テータスを評価しているわけではな

い。しかし、将来的に産婦人科と精神

科が連携し、周産期メンタルヘルスネ

ットワークを構築する際の、およその

対象者（症例数）を推定することがで

きる。また、地域や施設の特性を明ら

かにし、スクリーニングや保健指導を

より効率的に全国展開する上で、有益

な情報をもたらす。 
 

J．今後の展開 
 今年度得られたデータをもとに、産

婦人科医師や助産師等を対象とした

教育プログラムを作成し、メンタルヘ

ルスに問題のある妊産婦のスクリー

ニング法や保健指導法を確立し、全国

展開して行く。 
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表１ アンケート調査 
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表２　自治体ごとの分娩数とメンタルヘルス介入必要妊産婦数 

回答率（％） 分娩数 要介入数 （％） 回答率（％） 分娩数 要介入数 （％） 

北海道 33.0 1111 46 4.1 滋賀 43.6 514 17 3.3 

青森 32.3 358 18 5.0 京都 27.9 462 15 3.2 

岩手 54.3 541 21 3.9 大坂 45.9 2612 89 3.4 

宮城 40.9 902 49 5.4 兵庫 52.7 1553 35 2.3 

秋田 42.3 179 1 0.6 奈良 37.9 368 12 3.3 

山形 32.1 292 8 2.7 和歌山 50.0 316 6 1.9 

福島 31.0 471 17 3.6 鳥取 35.3 172 9 5.2 

茨城 48.1 925 57 6.2 島根 42.9 182 5 2.7 

栃木 53.7 754 22 2.9 岡山 50.0 686 33 4.8 

群馬 38.5 505 11 2.2 広島 51.8 1072 27 2.5 

埼玉 37.2 2084 154 7.4 山口 50.0 535 18 3.4 

千葉 36.7 1437 36 2.5 徳島 47.1 192 4 2.1 

東京 41.5 4130 231 5.6 香川 62.5 366 8 2.2 

神奈川 44.1 2784 86 3.1 愛媛 52.8 525 28 5.3 

山梨 20.0 115 2 1.7 高知 43.8 231 5 2.2 

長野 50.0 803 43 5.4 福岡 46.9 2041 51 2.5 

静岡 29.5 774 16 2.1 佐賀 15.4 168 3 1.8 

新潟 43.5 686 25 3.6 長崎 49.0 499 21 4.2 

富山 45.5 292 14 4.8 熊本 32.0 589 49 8.3 

石川 42.9 304 12 3.9 大分 57.1 555 16 2.9 

福井 52.6 231 10 4.3 宮崎 45.9 421 36 8.6 

岐阜 49.0 853 27 3.2 鹿児島 37.2 441 6 1.4 

愛知 43.0 2275 77 3.4 沖縄 45.7 772 63 8.2 

三重 51.3 817 12 1.5 全国 43.7 38895 1551 4.0 
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図１　自治体ごとのメンタルヘルス介入必要の割合（％） 
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表３　地域ごとの分娩数とメンタルヘルス介入必要割合 

分娩数 介入数 要介入の頻度 

北海道・東北 3854 160 4.2 

関東 14311 658 4.6 

東海・北陸 5458 177 3.2 

近畿 5825 174 3.0 

中国・四国 3961 137 3.5 

九州 5486 245 4.5 

全国 38895 1551 4.0 
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図２　地域ごとのメンタルヘルス介入必要割合（％） 
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表４　自治体ごとの受診歴のない妊産婦数とその割合 

受診歴のない 頻度 受診歴のない 頻度 

妊産婦数 （％） 妊産婦数 （％） 

北海道 10 0.9 滋賀 13 2.5 

青森 5 1.4 京都 5 1.1 

岩手 13 2.4 大坂 32 1.2 

宮城 8 0.9 兵庫 17 1.1 

秋田 0 0.0 奈良 0 0.0 

山形 2 0.7 和歌山 2 0.6 

福島 4 0.8 鳥取 4 2.3 

茨城 8 0.9 島根 0 0.0 

栃木 6 0.8 岡山 3 0.4 

群馬 5 1.0 広島 9 0.8 

埼玉 28 1.3 山口 5 0.9 

千葉 2 0.1 徳島 0 0.0 

東京 28 0.7 香川 1 0.3 

神奈川 19 0.7 愛媛 8 1.5 

山梨 0 0.0 高知 5 2.2 

長野 11 1.4 福岡 11 0.5 

静岡 5 0.6 佐賀 3 1.8 

新潟 4 0.6 長崎 7 1.4 

富山 3 1.0 熊本 35 5.9 

石川 10 3.3 大分 4 0.7 

福井 2 0.9 宮崎 5 1.2 

岐阜 8 0.9 鹿児島 3 0.7 

愛知 20 0.9 沖縄 3 0.4 

三重 5 0.6 全国 381 1.0 
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図３　メンタルヘルス介入必要頻度と受診歴のない妊産婦 
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図５　メンタルヘルス介入必要頻度と各自治体の女性の生涯未婚率 
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表５　自治体ごとの対応者とその割合（１） 

施設数 要介助者 対応者（％） 

回答施設 あり施設 産科医師 助産師 看護師 臨床心理士 その他 

北海道 32 15 5 (33) 15 (100) 8 (53) 3 (20) 3 (20) 
青森 10 4 1 (25) 3 (75) 1 (25) 0 2 (50) 
岩手 19 10 5 (50) 10 (100) 1 (10) 0   2 (20) 
宮城 18 12 7 (58) 10 (83) 4 (33) 5 (42) 2 (17) 
秋田 11 1 1 (100) 1 (100) 1 (100) 0 0 

山形 9 3 1 (33) 3 (100) 1 (33) 1 (33) 1 (33) 
福島 13 7 4 (57) 6 (86) 3 (43) 0 2 (29) 
茨城 24 10 7 (70) 10 (100) 5 (50) 2 (20) 2 (20) 
栃木 22 8 4 (50) 5 (63) 5 (63) 1 (13) 0 

群馬 15 7 5 (71) 6 (86) 3 (43) 1 (14) 1 (14) 
埼玉 35 21 10 (48) 15 (71) 11 (52) 2 (10) 3 (14) 
千葉 40 16 13 (81) 14 (88) 7 (44) 3 (19) 3 (19) 
東京 80 41 27 (66) 38 (93) 22 (54) 10 (24) 16 (39) 
神奈川 55 30 17 (57) 24 (80) 12 (40) 6 (20) 12 (40) 
山梨 3 1 1 (100) 0 0 0 0 

長野 23 15 8 (53) 15 (100) 10 (67) 1 (7) 4 (27) 
静岡 23 7 6 (86) 7 (100) 4 (57) 2 (29) 3 (43) 
新潟 20 10 5 (50) 9 (90) 4 (40) 0 3 (30) 
富山 10 6 4 (67) 6 (100) 1 (17) 1 (17) 2 (33) 
石川 15 8 1 (13) 6 (75) 4 (50) 0 2 (25) 
福井 10 4 3 (75) 2 (50) 1 (25) 1 (25) 2 (50) 
岐阜 24 11 3 (27) 8 (73) 5 (45) 1 (9) 1 (9) 
愛知 61 25 12 (48) 23 (92) 15 (60) 4 (16) 8 (32) 
三重 20 6 2 (33) 4 (67) 2 (33) 2 (33) 2 (33) 

図６　メンタルヘルス介入必要頻度と各自治体の合計特殊出生率 
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表５　自治体ごとの対応者とその割合（２） 

施設数 要介助者 対応者（％） 

回答施設 あり施設 産科医師 助産師 看護師 臨床心理士 その他 

滋賀 17 8 4 (50) 8 (100) 5 (63) 0 1 (13) 
京都 17 7 3 (43) 7 (100) 2 (29) 1 (14) 1 (14) 
大坂 67 28 14 (50) 28 (100) 11 (39) 5 (18) 11 (39) 
兵庫 52 13 5 (38) 10 (77) 4 (31) 0 2 (15) 
奈良 11 3 3 (100) 3 (100) 2 (67) 0 1 (33) 
和歌山 11 2 1 (50) 2 (100) 1 (50) 0 0 

鳥取 6 5 3 (60) 5 (100) 4 (80) 1 (20) 0 

島根 9 2 1 (50) 2 (100) 0 0 1 (50) 
岡山 20 11 7 (64) 9 (82) 4 (36) 1 (9) 7 (64) 
広島 29 12 8 (67) 10 (83) 5 (42) 1 (8) 4 (33) 
山口 19 10 5 (50) 9 (90) 3 (30) 0 2 (20) 
徳島 8 2 0 0  2 (100) 1 (50) 0 1 (50) 
香川 15 5 3 (60) 5 (100) 3 (60) 1 (20) 1 (20) 
愛媛 19 11 5 (45) 9 (82) 4 (36) 2 (18) 6 (55) 
高知 7 4 2 (50) 2 (50) 3 (75) 0 1 (25) 
福岡 60 19 11 (58) 19 (100) 11 (58) 2 (11) 7 (37) 
佐賀 4 2 1 (50) 1 (50) 1 (50) 1 (50) 0 

長崎 25 9 4 (44) 7 (78) 4 (44) 0 3 (33) 
熊本 16 11 4 (36) 9 (82) 6 (55) 1 (9) 2 (18) 
大分 20 15 5 (33) 8 (53) 3 (20) 0 2 (13) 
宮崎 17 6 2 (33) 8 (133) 3 (50) 1 (17) 2 (33) 
鹿児島 16 6 4 (67) 6 (100) 4 (67) 0 1 (17) 
沖縄 16 8 6 (75) 7 (88) 4 (50) 5 (63) 0 

全国 1073 477 253 (53) 417 (87) 218 (46) 68 (14) 132 (28) 
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表６　精神科へ紹介した施設とその割合 

施設数 ％ 施設数 ％ 

北海道 0 0 滋賀 1 13 

青森 1 25 京都 1 14 

岩手 0 0 大坂 3 11 

宮城 3 25 兵庫 2 15 

秋田 1 100 奈良 0 0 

山形 0 0 和歌山 1 50 

福島 1 14 鳥取 1 20 

茨城 3 30 島根 1 50 

栃木 1 13 岡山 4 36 

群馬 0 0 広島 3 25 

埼玉 5 24 山口 1 10 

千葉 3 19 徳島 0 0 

東京 19 46 香川 1 20 

神奈川 11 37 愛媛 2 18 

山梨 1 100 高知 2 50 

長野 5 33 福岡 3 16 

静岡 2 29 佐賀 0 0 

新潟 2 20 長崎 2 22 

富山 1 17 熊本 1 9 

石川 0 0 大分 3 20 

福井 2 50 宮崎 2 33 

岐阜 2 18 鹿児島 1 17 

愛知 6 24 沖縄 2 25 

三重 0 0 全国 106 22 

表７　施設ごとの分娩数とメンタルヘルス介入必要割合 

回答施設数 回答率 分娩数 要介入数 頻度（％） 

病院 338 43.5 20385 1108 5.4 

診療所 735 43.8 18510 443 2.4 

合計 1073 43.7 38895 1551 4.0 

－177－



 

 

 

表８　病院における分娩数とメンタルヘルス介入必要割合 

回答数 回答率 分娩数 要介入数 頻度（％） 

運営母体による分類 

大学病院 38 46.5 2395 244 10.2 

国立系 16 49.0 1080 82 7.6 

都道府県立 24 46.2 1318 69 5.2 

市町村立 66 44.4 3048 156 5.1 

厚生連 15 38.7 629 18 2.9 

済生会 12 50.0 677 45 6.6 

社会保険 2 18.2 62 1 1.6 

日赤 19 43.3 1339 63 4.7 

私立 84 40.5 6843 303 4.4 

その他 62 45.2 3236 130 4.0 

施設機能による分類 

総合周産期 37 55.8 3643 236 6.5 

地域周産期 92 45.0 5998 398 6.6 

一般病院 209 41.1 10744 474 4.4 

表９　施設ごとの受信歴のない妊産婦数とその割合 

受診無し 頻度 

病院 201 1.0 

診療所 180 1.0 

運営母体による分類 

大学病院 24 1.0 

国立系 15 1.4 

都道府県立 11 0.8 

市町村立 29 1.0 

厚生連 7 1.1 

済生会 10 1.5 

社会保険 0 0.0 

日赤 12 0.9 

私立 71 1.0 

その他 22 0.7 

施設機能による分類 

総合周産期 44 1.2 

地域周産期 67 1.1 

一般 90 0.8 
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表１０　施設ごとの対応者とその割合 

要介助者が 対応者（％） 

いた施設数 医師 助産師 看護師 臨床心理士 その他 

病院 188 116 (62) 172 (91) 85 (45) 41 (22) 64 (34) 

診療所 289 137 (47) 245 (85) 133 (46) 27 (9) 68 (24) 

運営母体による分類 

大学病院 30 22 (73) 29 (97) 18 (60) 8 (27) 20 (67) 

国立系 12 8 (67) 10 (83) 7 (58) 2 (17) 5 (42) 

都道府県立 14 10 (71) 12 (86) 4 (29) 8 (57) 3 (21) 

市町村立 29 16 (55) 27 (93) 9 (31) 8 (28) 10 (34) 

厚生連 4 2 (50) 4 (100) 2 (50) 1 (25) 0 

済生会 8 5 (63) 8 (100) 5 (63) 1 (13) 2 (25) 

社会保険 1 1 (100) 1 (100) 1 (100) 0 0 

日赤 14 7 (50) 12 (86) 5 (36) 2 (14) 5 (36) 

私立 45 19 (42) 40 (89) 24 (53) 5 (11) 8 (18) 

その他 34 26 (76) 29 (85) 10 (29) 6 (18) 11 (32) 

施設機能による分類 

総合周産期 33 23 (70) 28 (85) 16 (48) 14 (42) 13 (39) 

地域周産期 63 42 (67) 56 (89) 28 (44) 17 (27) 26 (41) 

一般 92 51 (55) 88 (96) 41 (45) 10 (11) 25 (27) 
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平成28年度厚生労働省科学研究費補助（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

「妊婦健康診査および妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と 

効果的な保健指導のあり方に関する研究（H27-健やか-一般-001）」 

分担研究報告書  

研究代表者： 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪府立母子保健総合医療センター 

統括診療局長 兼 産科主任部長 光田信明 

 

メンタルヘルス不調の妊産婦に対する保健指導プログラムの開発と 

効果検証についての研究 

 

      分担研究者 立花良之 国立成育医療研究センター 

            こころの診療部乳幼児メンタルヘルス診療科  

      研究協力者 小泉典章  長野県精神保健福祉センター  

            鈴木あゆ子 須坂市健康福祉部健康づくり課 

            赤沼智香子 須坂市健康福祉部健康づくり課 

            浅野章子  須坂市健康福祉部健康づくり課 

            樽井寛美  須坂市健康福祉部 

            鹿田加奈  長野市保健所健康課 

            清水美枝子 長野市保健所健康課真島保健センター 

            町田和世  長野市保健所健康課 

                   

研究要旨 
本研究では、母子保健領域において、メンタルヘルス不調の母親の早期発見とその

後の多機関連携を含めたサポートの推進役となる母子保健メンタルケア・サポーター

を養成するため、研修プログラムを作成し、その効果検証を行うこととした。 
平成 27 年度に作成したメンタルヘルス不調の母親とその子どものフォローアップ

の体制のためのマニュアルをもとに、母子保健メンタルケア指導者研修を開催した。

約 69 名の参加者があり、アンケートの有効回答は 62 名であった。 
 アンケートの結果、今後自施設内や他機関関係者とメンタルケアについての研修会

や勉強会を開催したいと考えている参加者は大多数であり、メンタルケアのスキルア

ップへのニーズの高さが明らかになった。また、多くの参加者が研修会への満足度の

結果から、本研究で実施したメンタルケアの指導者研修のような研修プログラムの提

供が母子保健関係者のメンタルケアについてのニーズに合致していることが示唆さ

れた。研修会から 3 か月後に実施予定のアンケートで、今後本研究のプログラムを検

証していく。今年度の研修のアンケート結果や実施状況をふまえ、次年度以後も、母

子保健メンタルケア指導者研修を継続実施していく予定である。 
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A. 研究目的 
健やか親子 21（第 2 次）において

「妊娠期からの児童虐待防止対策」が

重点課題となっている。 
周産期は心理社会的な負荷やホル

モンバランスの乱れなどから、メンタ

ルヘルス不調を来しやすい時期であ

る。周産期においてメンタルヘルス不

調の母親には、産科医・助産師・保健

師などさまざまな職種がかかわるが、

対応方法がまちまちで、精神的な問題

が見過ごされることもあり、また、問

題が見つかったとしても多機関との

連携システムが未整備のため不十分

な対応に終わってしまうことが多い。 
平成 27 年度に本分担研究者は厚生

労働科学研究費補助金障碍者対策総

合研究事業（精神障害分野）「うつ病

の妊産褥婦に対する医療・保健・福祉

の連携・共同による支援体制（周産期

G-P ネット）構築の推進に関する研究」

1 で、母子保健メンタルケア・ゲート

キーパー研修を開催した。その研修で

は、母子保健関係者のメンタルケア研

修へのニーズが非常に高いことが明

らかになり、均てん化のためには効率

の良い研修形態が望ましいと考えら

れた。高齢者介護の領域においては、

認知症の人の診療に習熟し、かかりつ

け医への助言をはじめとした支援を

行い、専門医療機関や地域包括支援セ

ンターなどとの連携の推進役となる

認知症サポート医を養成する仕組み

をとっている。そのモデルを参考に、

本研究では、母子保健メンタルケアに

おいて、地域の関係職種への助言やそ

のほかの支援を行い、地域連携の推進

役となる母子保健メンタルケア・サポ

ーターを養成するモデルの効果検証

を行うこととした。平成 27 年度にメ

ンタルヘルス不調の母親とその子ど

ものサポートのためのマニュアル作

成している。今年度は、そのマニュア

ルをもとに、母子保健メンタルケア・

サポーターを養成する研修会「母子保

健メンタルケア指導者研修」を企画・

実施し、研修会前後における参加者の

意識の変化を検証することとした。 

 
B. 研究方法 
1．研修会プログラムを作成。 
2．保健師・助産師・看護師をはじめ

とした母子保健関係者向けに研修会

を実施。 
3. 研修会の前後で、母子保健のメン

タルケアに対する意識、均てん化への

効果を検証することとした。尚、本研

究は研修会の事前に、国立成育医療研

究センター倫理審査委員会で承認を

受けた。研修会前に、事前にアンケー

トを配布した。また、研修会当日に、

研修前後でアンケートを実施し、研修

による母子保健のメンタルケアに対

する意識・行動変容の効果について調

べることにした。 

 
研修プログラム 
平成 27 年度に開発した、産科分娩施

設においてメンタルヘルス不調の妊

産婦をスクリーニングで同定し、その

後、多機関と連携してフォローアップ

するマニュアル及び、保健師活動にお
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ける、メンタルヘルス不調の妊産婦の

フォローアップのマニュアルをもと

に、研修会プログラムを作成した。 
講義形式で 1) 母子保健のメンタル

ケアにおける医療・保健・福祉の連携

と社会資源、2) 妊娠期・産後・育児

期に起こりやすい母親のメンタルヘ

ルス不調の見立てと対応のポイント、

3) 自治体保健師と医療機関の連携の

紹介（小規模地域）、4）自治体保健師

と医療機関の連携の紹介（広域地域）、

5）地域での母子保健メンタルケア研

修会開催にあたってのパッケージ例、

6)「妊娠期からの切れ目ない支援」の

ための地域母子保健計画策定と

PDCA サイクルの考え方 について

解説し、さらに、グループワークで地

域母子保健におけるメンタルケアの

連携体制構築についての課題整理と

行動計画立案を行うものとした。 

 
C. 研究結果 

厚生労働省子どもの心の診療ネッ

トワーク事業の一部として、2016 年

12 月 4 日（日）に、国立成育医療研究

センター病院講堂にて、「母子保健メン

タルケア指導者研修会」を実施した。

66 名の参加（その他に、オブザーバー

として、日本看護協会より 1 名、日本

助産師会より 2 名が参加）があり、ア

ンケートの有効回答は 62 名であった。 

  
下記はそこで実施したアンケートの

結果である。 

 
 

1) 最近 3 か月間でおよそ何人のここ

ろの問題で「気になる」妊産褥婦に対

応していましたか。 
 

 
 
2) 最近 3 か月間でかかわった妊産褥

婦の総数はおよそ何人ですか。 

 
 
3) 最近 3 か月間でおよそ何人の特定

妊婦に対応をしていますか。 

 

5.08％5.08％

6.78％

16.95％ 

33.90％ 

32.20％

10.71％ 1.79％
7.14％ 

33.93％

17.86％ 

28.57％

3.45％
6.90％

20.69％

24.14％ 

36.21％

8.62％ 
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4－1）医療関係者向け質問 
この 3 か月間でおよそ何ケースを、保

健師・子ども家庭支援センター（また

は類似機関）・児童相談所と連携して

対応されましたか。 
 
保健師 

  
子ども家庭支援センター 

  
児童相談所 

 

5)自治体関係者向け質問 
この 3 か月間でおよそ何ケースを、医

療機関・子ども家庭支援センター（ま

たは類似機関）・児童相談所と連携し

て対応されましたか。 
 
医療機関 

  
子ども家庭支援センター 

  
児童相談所 

 

7.41％

22.22％ 
14.81％ 

25.93％ 29.63％ 

20.69％

3.45％

20.69％ 

27.59％
27.59％ 

4.76％

9.52％ 

19.05％ 66.67％ 

11.11％ 11.11％

3.70％ 

11.11％ 18.52％

22.22％
22.22％ 

5.00％

15.00％ 

80.00％ 

28.57％

3.57％

14.29％ 

14.29％ 

39.29％
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7) メンタルヘルス不調の母親に対す

るご自身の自施設内での対応につい

て、十分行えていると思われますか。 

 

  
8) 現在、地域でメンタルヘルス不調

の母親やその子どもの支援について、

自施設内で会合が定期的にあります

か。 

 

 
 
9) 現在、地域でメンタルヘルス不調

の母親やその子どもの支援について、

他の施設関係者との会合にどの程度

参加していますか。 

 

 
 
11) メンタルヘルス不調の母親への

対応における他機関との連携につい

て、うまくできていると思いますか。 

 

 
 
12）あなたの職種について教えてくだ

さい。 

 

 

1.79％

19.64％ 

44.64％ 

33.93％ 

31.58％

3.51％
12.28％ 

52.63％

21.05％

33.33％ 

45.61％

16.67％ 

31.48％ 

16.67％ 

35.19％ 

1.79％

1.79％
1.79％

32.14％ 

46.43％

10.71％ 
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13）今後、メンタルヘルス不調の母親

やその子どもの支援について、自施設

内で研修会・勉強会などを開催してい

きたいですか。 

 

 
 
14）今後、メンタルヘルス不調の母親

やその子どもの支援について、ほかの

機関の関係者と研修会や勉強会を行

っていきたいですか。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
15) 今回の研修会にご参加いただい

て、いかがだったでしょうか。 

 

 
 
D. 考察 
 研修会後に実施したアンケートで

は、今後自施設内や他機関関係者とメ

ンタルケアについての研修会や勉強

会を開催したいと考えている参加者

は大多数であり、メンタルケアのスキ

ルアップへのニーズの高さが明らか

になった。また、研修会の満足度につ

いての結果から、本研究で実施したメ

ンタルケアの指導者研修のような研

修プログラムの提供が母子保健関係

者のメンタルケアのスキルアップの

ニーズに合致していることが示唆さ

れた。研修会から 3 か月後に実施予定

のアンケートで、今後本研究のプログ

ラムを検証予定である。 
 以下に、アンケートの結果から明ら

かになった参加者のメンタルケアの

実情を考察する。 
 参加者のほとんどが、一定数以上の

心の問題で「気になる」妊産褥婦に対

応していることが明らかになった。ま

8.77％ 

31.58％ 59.65％ 

35.71％

1.79％

58.93％ 

3.51％ 

29.82％ 

66.67％ 
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た、直近の 3 か月間で特定妊婦に対応

していると回答した参加者の割合は

約 4 分の 3 であり、残りの約 4 分の 1
の参加者の中には特定妊婦の定義を

把握していない者もいたと考えられ

る。母子保健関係者の間で特定妊婦に

ついてのさらなる啓発が望まれる。 
 また、メンタルヘルス不調の母親に

自施設内である程度対応していると

答えた参加者は半数弱であり、メンタ

ルケアに対する母子保健関係者の対

応ができているところとできていな

いところに二分される現状が明らか

になった。今後、メンタルケアをあま

り実施しているといえない約半分の

施設も、おのずとメンタルケアに取り

組めるような保健システムを作って

いくことが望まれる。 
 メンタルヘルス不調の母親やその

子どもの支援についての会合が全く

ない、と 3 分の 1 弱の参加者が回答し

ていた。メンタルヘルス不調の母親に

はどの母子保健関係者も対応する機

会があると考えられ、対応を協議する

定期的な場を今後より多くの施設が

持つことを推進する施策が望まれる。 
 また、大多数の母子保健関係者が他

機関関係者との会合に参加する機会

が非常に少ないか全くないと答えて

いた。地域の多職種連携には、関係者

の顔の見える関係づくりの場となる

と考えられ 1,2、今回の研修会でもその

ような会合について講義の中で紹介

した。今後、地域での関係者間の会合

が持たれるような施策が望まれる。 
 次年度以後も、母子保健メンタルケ

ア指導者研修を厚生労働省子どもの

心の診療拠点病院事業の中で行って

いく予定であり、今年度のアンケート

結果や実施状況を踏まえ、次年度以後

さらなる均てん化につなげていく。 

  
E. 結論 
 自施設内や他機関関係者とメンタ

ルケアについて研修会や勉強会を開

催したいと考えている母子保健関係

者は多く、そのようなニーズに対して、

本研修会のような研修プログラムパ

ッケージの提供は有意義であること

が示唆された。プログラムの有効性に

ついては、研修 3 か月後のアンケート

を実施して検証予定である。 

 
F．健康危険情報 
 特記すべきことなし 
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鹿田加奈 「メンタルヘルス不調の母

親とその子どもの支援のための、妊娠

期からはじまる医療・保健・福祉の地

域連携モデルづくりについて」、子ど

も 虐 待 と ネ グ レ ク ト 、

362-366,Vol.18.No.3. 2016. 
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3．立花良之、妊娠中や産後女性のこ
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平成 28 年度厚生労働省科学研究費補助金 
（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

「妊婦健康診査および妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と     

効果的な保健指導のあり方に関する研究（H27-健やか-一般-001）」 
研究代表者： 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪府立母子保健総合医療センター 
統括診療局長 兼 産科主任部長 光田信明 

大阪府小児救急電話相談(#8000)に寄せられる新生児の相談と育児不安の検討 

分担研究者 光田 信明 大阪府立母子保健総合医療センター 産科 主任部長 

研究協力者 福井 聖子 大阪小児科医会               理事 
    金川 武司 大阪府立母子保健総合医療センター 産科  副部長 

A. 研究目的 
核家族化が 2世代から 3世代を経過

し少子化も進むなか、育児経験の乏し

い親ばかりではなく、祖父母世代も育

児に自信を持てない状況が進んでい

る。平成 13 年の「健やか親子 21」で

は主要課題に「育児不安の軽減」が挙

げられたが、育児不安は依然として大

きな課題で、虐待の要因 1-3) や産後う

つの要因 2)としても注目されている。

母親の育児不安は生後１カ月以内が

最も強いとされる報告 4)や育児が最も

研究要旨 
〇在宅新生児の育児不安の状況を検討する目的で、大阪府小児救急電話相

(#8000)における平成 26 年 4 月 1 日～平成 27 年 3 月 31 日の新生児の相談の

分析を行った。 
〇大阪府#8000 における年間 4 万件以上の相談のうち 4 分の 1 以上が 0 歳児

で、新生児の相談は平成 17 年より毎年 500～600 件認められた。 
〇平成 26 年度新生児相談件数 618 件では、生後 2 週目の相談が 252 件（新

生児の 40.8％）と最も多かった。 
〇新生児期の発熱・嘔吐の相談の多くは健常児の体温の高さや溢乳などの生

理的現象に関する相談で、他も「鼻汁・鼻閉」「皮膚症状」などの軽微な症状

や育児相談に類する相談が多かった。 
〇症状へのこだわりや親の精神的不安の強い相談を「親の心の相談」に分類

すると、平成 26 年度は新生児で 9 件(1.5%)の相談があった。 
〇以上より、新生児期では健常小児の状態把握に困惑し病気を心配する親が

少なからず存在することが明らかになり、育児不安につながる可能性も示唆

された。 
〇１ヵ月健診までの時期に、夜間も含めた相談体制をさらに充実させること

が必要と考えられた。 
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困難な時期は産科退院直後との指摘

はある 5)が、報告は 1 ヵ月健診時の調

査によるものが多く 3,6)、産科退院後

から1ヵ月までにおける在宅新生児の

状況を表した報告は見当たらない。 
一方、小児救急医療の分野では、夜

間の時間外受診における不要不急の

軽症例増加が問題となり、その背景と

して親の育児不安 7)や精神疾患の存在

まで指摘されている 8)。小児救急電話

相談（以下、#8000）は夜間小児患者

の適正受診と親の不安解消を目的に

開設され、大阪府では 20 時から翌朝

8 時までの 12 時間連日相談を行ない、

件数は年間 4 万件を超える。電話は家

庭で困ったときすぐに利用できる手

段であり、寄せられる声を集積すると

家庭における子どものケアに関する

悩みや困り事が分析可能となり、在宅

子育ての状況把握に役立つ 9)。 
今回われわれは、大阪府#8000 のデー

タの中から 0 歳児、特に新生児の相談

に焦点を当て、産科退院後の在宅新生

児において、育児不安の時期や状況を

明らかにする目的で検討を行った。 

 
B. 研究方法 
１．調査対象・データ収集法 

#8000 は 15 歳未満の小児において

夜間の病気やケガで困った時に保護

者が利用する電話相談である。各相談

時や直後に相談員が記入する受付票

から集計作業を行った。受付票は相談

日時；曜日；患者の年齢；性別；居住

地の市町村名；相談者の続柄；症状や

訴え；相談内容の分類；対応；相談終

了時の印象などについて各項目の選

択肢を選ぶ形式に加えて、簡単な内容

の自由記載を行なうものである。選択

肢と、自由記載の分類およびキーワー

ドを別途電子媒体に入力し、データと

して保管している。大阪府#8000 の相

談員は原則3年以上の小児科臨床の勤

務経験者を採用し、年間 2 回以上の研

修を受講している。電話相談事業は小

児科医の後送支援体制を有している

が、実際は電話相談の 95％以上は看

護師が対応している。 
２．調査方法 
１）電話相談件数の年次推移 
対象は平成 17 年度～26 年度の大阪

府♯8000 全体の相談事例と 0 歳児の

相談事例と新生児（月齢 0 ヵ月）の相

談事例とした。度数分布表を作成し年

次変化を検討した。 
２）平成 26 年度における 0 歳児と新

生児に関する電話相談 
平成 26 年 4 月 1 日～平成 27 年 3

月 31 日の期間において、新生児の週

数別相談件数を比較し相談件数の多

い週齢を検討した。また相談の症状や

訴えを主訴として、新生児期週数毎の

件数および 0歳児月齢別 3ヵ月毎の件

数についてクロス集計を行い、主訴と

週齢・月齢との関連について検討した。

主訴の選択肢における「育児相談」の

項目は、睡眠・哺乳や食事・入浴など

疾患の症状以外のケアなどの相談と

した。相談内容の分類において、受け

答えに際し保護者の症状へのこだわ

りが強い場合や症状に比して不安感

の非常に強い場合、明らかに保護者自
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身の精神的不安があると感じられる

場合などでは「親の心の相談」と分類

した。 
３．分析方法 
相談件数と主訴の解析において、統

計解析は web 上の統計ソフト 10)を使

用し、母比率の比較として Z 検定を用

いた。それぞれ、p 値が 5％以下を有

意差ありとした。 
４．倫理的配慮 
これらの解析において、対象者は電話

相談の時点で匿名であり、個人が特定

されないため、調査による不利益は生

じない。また、この調査研究に当たっ

ては、大阪府立母子総合医療センター

の倫理委員会の承認を得た（承認番号

H27-877）。 

 
C. 研究結果 
１．電話相談件数の年次推移 

#8000 の相談件数は、平成 17 年度

から変動はあるが全体として増加し

てきた。0 歳児の相談も徐々に増加し、

平成 26 年では 13,010 件に達した。0
歳児の相談事例が全体に占める割合

は、インフルエンザの流行した平成 21
年が 25.4%とやや低かったが、それ以

外は毎年ほぼ一定で、全体の 27％～

29％を占めていた（図１）。新生児の

相談件数は、0 歳児相談件数の 5％以

下で比率に大きな変動はないが、件数

は年々増加し、平成 26 年度は 618 件

に達した（図 2）。 
２．平成 26 年度の 0 歳児と新生児の

相談 
平成 26 年度において新生児の相談

件数を週数別に比較すると、生後 2 週

が 252 件（40.8%）と最も多く、3 週

でやや少なくなり、4 週では 2,3 週よ

り有意に少なかった（表１）。 
平成 26 年度の新生児における主訴

別の相談件数を週数毎に比較すると、

発熱・嘔吐・鼻汁鼻閉・泣き止まない

などが 2 週目に最も多く、4 週目は少

なかった（図３）。受付票の記載では

内容の詳細は確認できないが、相談員

は新生児で主訴が病気の症状と判断

されれば受診を勧めるのに対し、電話

の時点で受診を勧めた事例は発熱例

で 124 件中 34 件(25.8%)、嘔吐では

83件中9件（10.8%）に過ぎなかった。

同じ主訴の項目を 0歳児の月齢 3ヵ月

毎で比較すると、発熱・咳・嘔吐・下

痢・皮膚症状などは月齢と共に増加し、

0 歳児の週数別相談件数とは異なる

傾向が認められた。泣きやまない・育

児相談などは 0～2 ヵ月に多かった

（図 4）。 
 相談内容を新生児と新生児以外の 0
歳児で比較すると（表２）、新生児で

は「家でのケアの方法など」と「親の

心の相談」が新生児以外の 0 歳児より

比率が高く、「受診に関して」と「薬

について」が少なかった。新生児で「親

の心の相談」とされる 9 件の記載内容

は「授乳後のゲップを嫌がるので、ど

うすればいいか悩む」「ミルクを何度

も吐く」「父親からの相談。熱が心配。

母親は（電話に）出ない」「体温が今

は 37.5 度だが、高くなったらどうし

たらいいか」「首を支えた抱き方をし

なかった。何かあったらどうしようと
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思うと眠れない」「手足を震わせるが

けいれんか？ どうすればいい？」

「首のところに出っ張り。横ばかり向

く。飲みが悪い。引っ越したばかり」

などで、対応は「保健センターで相談」

「出産した産科を受診」「1 ヵ月健診で

相談」などであった。 

 
Ⅳ．考察 
産後うつにつながる母体側の要因

は出産時に医療機関が把握可能であ

るが、在宅における新生児のケアは産

科退院後であり、どの週数に新生児に

対しどのような不安があるのか明確

ではなかった。今回の結果により、新

生児期に子どものケアに悩む相談の

ピークは生後2週目であることが明ら

かになった。また、新生児に関する育

児不安の要因として「泣きやまない」

「なぜ泣いているのかわからない」

「病気への心配」などが挙げられてき

た 8,11,12)が、今回子どもの状態が病気

の症状かどうか把握できない保護者

が少なからずあることと、さらに日常

の育児や比較的軽微な症状に対する

心配が親の心の問題につながってい

ることが示された。 
 ♯8000 事業は、核家族化・少子化

のなか乳幼児の子育て経験が乏しい

まま成長し、夜間に子どもの病気やケ

ガで対処に困惑し不安を感じる保護

者が増加したことに対して、開始され

た。相談件数の推移では年度によりや

や違いはあるが、全体として増加傾向

で、日々多くの利用がある。中でも 0
歳児の相談は開始当初より年齢別で

最も多く 9)、他府県でも同様の傾向で

ある 13)。0 歳児の保護者は子育て自体

が不慣れで病気の経験も乏しく、夜間

の救急受診も経験がないため、家庭か

ら心配になった時すぐに直接専門職

と話ができる電話相談のニーズは高

い。0 歳児および新生児の相談件数の

年次推移では、全体の相談件数と同様

に増加し、全体に占める比率には特に

大きな変動はなく、今まで特に注目し

て分析を行うことはなかった。しかし

今回新生児に注目し週数別相談件数

を集計すると、生後 2 週目が最も多く

3 週目と共に 4 週目より有意に多かっ

た。0 歳児全体では月齢が上がると件

数は増加していた。 
相談の主訴を検討すると、新生児に

おいても発熱・嘔吐などの症状が多い

が、週数別件数では 2 週目にピークが

あり、4 週目は少なかった。0 歳児全

体では発熱・嘔吐・下痢は月齢と共に

件数が増加し、呼吸器症状や皮膚症状

も 3 ヵ月以後の件数が多いように、疾

患の増加と相談件数は一致した傾向

を示していた。新生児期は週数で疾患

の罹患率が大きく変わらないことと 4
週目には 1 ヵ月健診があることから、

相談は病気の相談より保護者側の不

安を反映している可能性が考えられ

た。相談員からは、新生児期は一見病

気の症状のようでありながら、よく話

を聞くと、体温の高さへの戸惑いや溢

乳などの相談が多いことが指摘され

ている。#8000 では新生児の受診の目

安として、哺乳力・機嫌・泣き声の強

さなどから緊急性を判断し、新生児で
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病気が疑われる場合は受診を勧める

ことが多い。今回の結果すぐ受診を勧

める例は、発熱で 4 分の 1、嘔吐は 1
割に過ぎないことから、大半は相談員

が受診の必要のある病気の症状と評

価していないことが示された。その他

の主訴として多い「泣きやまない」「育

児相談」も第 2 週にピークがあり、産

科を退院後家庭で不慣れな育児に戸

惑い、病気への過剰な心配や夜間に不

安に駆られて、♯8000 を相談相手と

して選択したと推察された。 
相談内容を新生児と新生児以外の 0

歳児で比較すると、新生児では「家で

のケアの方法など」の比率が高く、受

診や薬についての相談が少なかった

ことより、やはり家庭で自分がどうす

ればいいか対応を知りたいという要

望が多いことが示された。また「親の

心の相談」は 9 例と少ないが、新生児

以外の0歳児より有意に多いことが懸

念された。相談の会話を通して、症状

にこだわりが強い事例・不安感の強い

口調・お風呂や授乳や接し方など次々

に育児の相談が湧き出る事例・父親が

母親の精神面を心配した事例などを

「親の心の相談」としたが、病的と考

えにくい状態を発熱・嘔吐・けいれん

といった病気の症状と受け止めて過

剰に不安を抱き、日中の相談機関がわ

からない例が多かった。産後うつのよ

うな深刻な状態に至るには、家族背景

などの要因も複合していると考えら

れるが、今回の結果からは、在宅で不

慣れな新生児の育児に戸惑うことが

親の精神的問題につながる可能性が

感じられた。 
#8000 は子どもの病気やケガに対

し電話直後の受診の判断やケアを求

められる相談が中心で、大阪府は全体

の件数が多く1件当たり数分で対応す

る場合が最も多い 9)。育児不安に対し

て十分な聴き取りは困難で、心理や子

育て環境にまで深く配慮することは

難しい。現在育児に関する電話相談は

平日日中に行われているものが多い

が、夜間の恒常的な電話相談が開設さ

れることが望まれる。家族以外に相談

相手がない夜間に保護者を支えると

共に、どのような不安が生じるのかな

どの分析が行われれば、変化の激しい

社会においてその時々の時代に即し

た育児支援の対応策に反映されるこ

とが期待される。 
また、新生児への支援策として電話訪

問は家庭訪問より有効性が低いと報

告されている 14,15)。今回の結果から健

常な新生児でも生後 2週目から 3週目

に相談のニーズがあることが示され

た。保護者が新生児に不慣れな産科退

院前後の時期に、健常新生児の見方や

受け止め方を理解し、「泣く」「溢乳」

などの生理的範囲のトラブルを落ち

着いて受け入れられるような支援が

行われれば、育児不安の軽減に有用と

考えられた。周産期の親子を支援する

ためには、人的資源を有効に活用する

ことが求められる。新生児から乳児、

幼児へと引き継ぐため、産科と小児科

の情報交換や協力体制、医療機関から

地域への受け皿への連携を含めたき

め細かな支援体制の構築が、核家族

－192－



化・少子化時代の子育てに必要不可欠

と考えられた。 

 
E. 結論 
 #8000 における新生児の相談は、生

後2週目の時期に最も多かった。また、

健常新生児の状態を病気の症状と判

別できず養育に戸惑いや不安を抱く

親は多く、親の心の問題につながる例

があることが分かった。産科から小児

科につながる新生児期の支援体制に

おいて、丁寧な子どもの見方を指導す

ることが必要であると考えられた。 

 
F．健康危険情報 
研究内容に介入調査は含まれてお

らず、関係しない。 

 
G. 研究発表 
1．論文発表 
1)福井聖子, 三瓶舞紀子, 金川武司 

他．母性衛生．58. 2017 in press 

 
2．学会発表 
1)福井聖子 大阪府＃8000 に寄せら

れる新生児の相談 .大阪小児科医会 

救急・新生児研修会．2017 年 2 月 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況（予

定を含む。） 
１．特許取得：なし 
２．実用新案登録：なし 
３．その他：なし 

 
I．問題点と利点 
 本調査は小児の夜間における病気や

ケガの電話相談である小児救急電話

相談＃8000 のデータを元に解析した

もので、育児不安に対する電話相談を

標榜したものではない。育児や親の心

の相談を目的にした電話相談事業に

比べ、育児不安や心の不安の件数は少

なく、また記録にも不安感に対するチ

ェック項目はない。親の心の相談に関

しても、定義付けは不十分で件数が多

いか少ないかは評価できない。 
 しかしこのような位置づけにおい

ても、新生児の保護者から多くの電話

が寄せられ、相談内容として健常と病

的な区別ができない保護者が少なか

らず存在することを提示したことは

重要である。さらに退院後すぐの時期

に件数が多く、週齢が増すと減少する

ことより、退院直後の家庭でのケアに

戸惑い不安になる保護者が多いこと

を明確にした。 
 

J．今後の展開 
 今回得られた結果より、1 ヵ月健診

までの時期に育児不安が強いことか

ら、退院後の家庭訪問など産後すぐの

母子に負担のかからない丁寧な育児

支援策を広く展開することが必要で

ある。 
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図１．♯8000 における全体および０歳児の相談件数の推移 

 

 
 

図２．♯8000 における新生児の相談件数の推移 
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表１．平成 26 年度における新生児の週齢別件数および比率 

 
 

                         

図３．相談主訴別にみた新生児の週数毎の件数 図４．相談主訴別にみた 0 歳児の、月齢３ヵ

月毎の件数 

1週 77 12.5%
2週 252 40.8% **
3週 200 32.4% **
4週 89 14.4%

合　　計 618 100%

** p <0.01
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表２．平成 26 年度における新生児と新生児以外の 0 歳児の相談内容の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

A.新生児
B.新生児以
外の0歳児

A.新生児
B.新生児以
外の0歳児

399 9,234 64.6% 74.5% p<0.01
173 2,736 28.0% 22.1% p<0.01

5 336 0.8% 2.7% p<0.01
9 160 1.5% 1.3% n.s.

9 79 1.5% 0.6% p<0.05

14 359 2.3% 2.9% n.s.
9 46 1.5% 0.4%

618 12,950 100.0% 104.5%

618 12,392 100.0% 100.0%相談件数合計

相談内容合計

AとBの有
意差

今後の生活について

親の心の相談

医療機関の案内

その他

相談件数 相談件数

受診に関して

家でのケアの方法など

薬について 

項目
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平成 28 年度厚生労働省科学研究費補助金 
（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業） 

「妊婦健康診査および妊娠届を活用したハイリスク妊産婦の把握と効果的な    

保健指導のあり方に関する研究（H27-健やか-一般-001）」 
研究代表者： 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪府立母子保健総合医療センター 
産科 主任部長 光田信明 

 
｢大阪府妊産婦こころの相談センター｣運用からみた妊産婦メンタルヘルス対策 
研究責任者 光田 信明 大阪府立母子保健総合医療センター産科 主任部長 
研究協力者 岡本 陽子 大阪府立母子保健総合医療センター産科  副部長 

金川 武司 大阪府立母子保健総合医療センター産科  副部長 
川口 晴菜 大阪府立母子保健総合医療センター産科 診療主任 
和田 聡子 大阪府立母子保健総合医療センター看護部 看護師長 
堤  俊仁 つつみクリニック院長 大阪精神科診療所協会会長 
後藤 彩子 医療法人杏和会  阪南病院       

研究要旨 
【目的】｢大阪府妊産婦こころの相談センター｣開設後の運用実績から妊産婦に対する

メンタルヘルス対策を検討する。 

【方法】平成 28 年 2 月～11 月の相談事例報告を用いて分析した。 

【結果】総相談件数は 182 件で、全体の 44 件(24.2％)は 2 回目以降の継続相談案件で

あった。相談者は、妊産褥婦本人が 120 件(65.9%)、妊産褥婦の家族が 30 件(16.5%)、

知人が 5 件(2.7%)、妊産褥婦に関わる医療･行政機関が 27 件(14.8%)であった。105 人

(57.7%)が匿名であった。相談センターの存在を知った経路を尋ねているが(4-11 月集

計)、産科医療機関から(22.2%)、テレビ新聞など(15.2%)、市町村から(11.4%)、ネット

(10.1%)、その他(13.9%）、不明(27.2%)であった。妊娠中が 37 件(20.3%)、分娩後が 133

件(73.1%)、その他や不明が 12 件(6.6%)であった。精神症状についての相談が最も多

く、精神科受診相談・薬・希死念慮・精神科救急についての相談も見られる。一方家

族関係や育児についての悩みといった「社会背景」、メンタルとは異なる「身体症状」

の訴えなど相談内容は多岐に渡る。1回あたりの電話相談時間は30分未満(59%)、30~60

分(30%)、60 分以上(8%)、その他(3%)である。相談への対応方法は多くが電話相談で

完結しているが、他機関を紹介・連絡する場合もある。紹介先としては市町村保健セ

ンター(47%)、精神科医療機関(17%)、保健所など(10%)、市町村児童相談所(9%)、精

神科以外の医療機関（6%）、その他(11%)であった。 

【結論】妊産婦のメンタルヘルス対策のひとつとして『大阪府妊産婦こころの相談セ

ンター』が稼働している。今後の検証作業は必要であるが、妊産婦のこころの安定に

有益な事業と考える。 
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A. 研究目的 
 ｢大阪府妊産婦こころの相談センタ

ー｣(以下センターと略す)開設後の運

用実績から妊産婦に対するメンタル

ヘルス対策を検討する。 

 
B. 研究方法 
 平成 28 年 2 月～11 月の相談事例報

告を用いて分析した。 

 
C. 研究結果 
図 1 に月毎の相談件数を示す。総相

談件数は 182 件で、全体の 44 件

(24.2％)は 2 回目以降の継続相談案件

であった。図2に相談者の区分を示す。

相談者は、妊産褥婦本人が 120 件

(65.9%)、妊産褥婦の家族が 30 件

(16.5%)、知人が 5 件(2.7%)、妊産褥

婦に関わる医療･行政機関が 27 件

(14.8%)であった。図 3 に実名か匿名

かの区別を示す。105 人(57.7%)が匿

名であった。相談センターの存在を知

った経路を尋ねているが(4-11 月集計)、
産科医療機関から(22.2%)、テレビ新

聞など(15.2%)、市町村から(11.4%)、
ネット(10.1%)、その他(13.9%）、不明

(27.2%)であった。図 4 に相談者が分

娩前後であるかの区別を示す。妊娠中

が 37 件(20.3%)、分娩後が 133 件

(73.1%)、その他や不明が 12 件(6.6%)
であった。相談内容の内訳は図 5 の通

りである。精神症状についての相談が

最も多く、精神科受診相談・薬・希死

念慮・精神科救急についての相談も見

られる。一方家族関係や育児について

の悩みといった「社会背景」、メンタ

ルとは異なる「身体症状」の訴えなど

相談内容は多岐に渡る。1 回あたりの

電話相談時間は 30 分未満(59%)、
30~60 分(30%)、60 分以上(8%)、その

他(3%)である。相談への対応方法（図

6）は多くが電話相談で完結している

が、他機関を紹介・連絡する場合もあ

る。紹介先としては市町村保健センタ

ー(47%)、精神科医療機関(17%)、保健

所など(10%)、市町村児童相談所(9%)、
精神科以外の医療機関（6%）、その他

(11%)であった。 

 
D．考察 
従来、本邦の妊産婦死亡統計には自

殺は含まれていなかった。現在、妊産

婦死亡はおよそ 100 万分娩からわず

か 40 名程度まで減少している。しか

し、近年正式な統計が取られていない

ものの妊産婦の自殺が散見されるよ

うになってきた。平成 28 年 4 月には

竹田らによって、東京都の妊産婦自殺

が 10 年間(およそ 100 万分娩)に 63 名

であったと報告された。さらに、子ど

も虐待による死亡事例等の検証結果

等について(第 12 次報告)から読み取

っても、出産後 1 年以内に毎年数名の

心中が発生している。このことから考

えても妊産婦の自殺は従来の年間妊

産婦死亡に匹敵する可能性が出てき

た。大阪府においても、未受診や飛び

込みによる出産等実態調査報告書さ

らに児童虐待、特定妊婦等の検証の延

長線上で妊産婦のメンタルヘルス、自

殺が大いなる懸念として関係者の間

で共有された。そこで、大阪府の自殺
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対策担当部局の事業として『大阪府妊

産婦こころの相談センター』が企画さ

れた。その事業目的は以下である。 
産前・産後は精神的に不安定な時期

であり、産後うつについては 10～
20％が罹患するといわれている。精神

的不安定は母児の愛着生成にも影響

し、育児困難、児童虐待に繋がりかね

ないことから、妊産婦のこころの安定

を得て、妊娠期から乳幼児育児期まで

の切れ目ない支援を目指すものであ

る。また妊産婦の自殺は、家族を含む

周囲への影響が著しく大きいため、産

前・産後を通して、精神的なサポート

体制を構築することで、自殺を防止す

る必要がある。このため、本事業では、

大阪府立母子保健総合医療センター

に大阪府妊産婦こころの相談センタ

ーを設置し、専任職員を配置すること

で、府内の精神的に不安定な妊産婦に

対して、ワンストップ窓口として専門

的な支援を行う体制を整備する。 
相談業務 
・妊産婦、家族および関係機関からの

電話相談に応じ、必要な際は、来所に

よる相談支援や診療を行うとともに、

継続支援が必要な妊産婦を、適切な機

関（精神科医療機関、市町村、子ども

家庭センター、保健所等）につなぐ。 
・精神疾患専門領域の相談に対応する

ために、1 週間に 1 日精神科医による

診療・コンサルタント体制を整備する。 
以上の計画を基に、図 6 のような支援

体制を整備した。特に、精神科医師の

団体である大阪精神科病院協会、大阪

精神科診療所協会に参画していただ

けたことは大きな意味がある。同時に、

大阪府こころの健康総合センターの

参画も大きな支えとなっている。 
 現在、大阪府の各市町村で妊娠届時

に母子健康手帳交付の際、図 7 のよう

なカードを配布し、周知を図っている。 
 当初の目的である「必要に応じて関

係機関に繋ぐ」ことが難しい例も少な

くない。これは匿名の多さに依るもの

であるが、匿名だからこそ相談できる

気楽さもあるようである。相談員は匿

名のままで構わない内容であればそ

のまま相談を受け、必要に応じて名前

や住所地を聞き取るようにしている。 
 電話回線が限られているため1件に

多くの時間は割きにくい。1 件の相談

あたり概ね 30 分間を基本としている

が、ようやく相談相手を見つけた安堵

感からか話が切れない場合も多く、妊

産婦の孤立が垣間見える。また流死産

後の女性に関する相談もあった。妊娠

とメンタルヘルスを考える際に外せ

ない対象者であり、どのように対応し

ていくかは今後の課題である。 
 図8に当センターの対象者を示して

ある。主な対象としては、精神的に不

安定な妊産褥婦と考えている。中には

精神医療の導入が必要な方もおり、そ

ういった方は精神科医療機関へつな

げているが、当センターの事業は精神

的に不安定な妊産婦を主体に育児支

援に繋げることが大きな使命である

と考えている。育児支援を通して、妊

産婦の自殺や児童虐待の抑制に繋が

ればとの思いで日々運用している。 
 まだまだ、課題山積で試行錯誤の
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日々である。相談員をはじめとする関

係者と共に、よりよい成果を出せる事

業にするべく努力の毎日である。 

 
E. 結論 
 妊産婦のメンタルヘルス対策のひ

とつとして『大阪府妊産婦こころの相

談センター』が稼働している。今後の

検証作業は必要であるが、妊産婦のこ

ころの安定に有益な事業と考える。 

  
F．健康危険情報 
研究内容に介入調査は含まれてお

らず、関係しない。 

 
G. 研究発表 
なし 

 
1．論文発表 
なし 

 
2．学会発表 
1)岡本陽子、和田聡子、光田信明、他：

大阪府内精神科医療機関を対象とし

た「妊産婦メンタルヘルスに関する現

状調査」、第 13 回日本周産期メンタル

ヘルス学会学術集会、2016 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況（予

定を含む。） 
１．特許取得：なし 
２．実用新案登録：なし 
３．その他：なし 

 
I．問題点と利点 
 匿名の場合には、適切な支援に繋げ

にくい場合がある。 
今までにない妊産婦メンタルヘル

ス支援事業であり、他地域にとっても

参考になり得る事業と考える。 
 

J．今後の展開 
 より効果的な対応マニュアルの策

定が望まれる。 
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図 1：毎月の相談件数 

 

 
 

図 2：相談者の区分 
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図 3：実名か匿名かの区分 

 

 
図 4：相談者が妊婦であるかどうかの区分 
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図 5：相談内容 

 

 

 
図 6：相談への対応方法(重複あり) 
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図 6：大阪府こころの相談センターにおける連携 
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図 7：妊産婦用カード 
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図 8：大阪府こころの相談センターの担う役割               
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マニュアルの目的 

ハイリスク妊婦には、身体的リスクと心理社会的リスクへのアプローチが必要です。特に後者を

視野に入れて、愛知県では、平成 24 年度から妊娠届出書の標準書式を用いて特定妊婦や要支援家庭

の早期の把握と支援に取り組んでいます。妊娠届出書によるスクリーニング点数では、2～3 割がハ

イリスク群に、数パーセントがスーパーリスク群にあたります。市町村は、妊娠届出者の 1割を要支

援妊婦と捉えています。しかし、このうち実際に妊娠期から支援を実施できたのはその 3 分の 1 程度

で、妊娠中には支援ができなかったケースが１割ありました（平成 26 年度愛知県集計）。すなわち、

支援が必要な状況を把握しても、すべてに支援が行き届いている状況にはありません。 

ほとんどの要支援妊婦は、妊婦健診を受診しています。その状況を医療機関と保健機関がともに

把握し、必要な支援につなげることを目指して、このマニュアルを作成しました。 

 

 

 
 

図．標準的な問診票を用いた妊婦健診モデル 
 

標準的な問診票を用いた妊婦健診モデルを図に示します。まず、妊娠届出書のスクリーニング項

目に基づいて、支援の必要性に関するアセスメントを行います。本人同意を得て妊娠届出書を複写

し、カルテに保管しておきます。 
妊娠経過に伴い生活状況も刻々と変化する中で、妊婦とこれを取り巻く状況は妊娠届出時とは違

ってきます。妊婦健診に標準的な問診票を利用することで、こうした状況の変化を医療機関が把握

し、妊婦のメンタル面や生活面への支援の必要性についてアセスメントすることができます。 
妊娠中には、前期・中期・後期にそれぞれ特有な心身の変化が起こりますが、助産師や看護師な

どのスタッフは、その時々に保健指導を行うだけでなく、家庭や日常生活も含めた相談に耳を傾け

ることができます。次の妊婦健診に向けて相談を継続するとともに、必要な場合には連絡票などを

用いて市町村に連絡します。必要な支援につなげるには、妊婦自身が市町村からの家庭訪問・相談

や事業サービスを利用する気持ちになる必要があります。医療機関のスタッフは、妊婦の気持ちに

寄り添い、相談を続けることで、妊婦の気持ちをエンパワーメントすることができます。 
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妊娠期から子育て支援を始めるポイント 

○今、求められる妊娠期からの支援 

平成 27 年 10 月の子ども虐待による死亡事例などの検証結果（第 11 次報告）では、心中以外の虐待

死事例では 0 歳児が 44.4％と依然として最も高く、死亡した子どもの妊娠期の問題は、妊婦健診未受

診 27.5％、望まない妊娠 22.8％、若年（10 代）妊娠、母親の精神疾患や抑うつなどがあり、母親が家

庭環境や産前産後の心身の不調の問題を持ち、妊娠期から一人で悩みを抱えていたと考えられます。 

要支援妊婦を医療機関と保健機関が共に把握し、医療機関では受診時に、保健機関では妊娠中から

の定期的な家庭訪問などにより、協働で支援していく体制が求められています。 

○要支援妊婦を把握していくチャンスを活かす 

医療機関の受診時の様子や、今回紹介する標準的な問診票などを活用し、各医療機関において、要

支援妊婦を把握していくシステムを整備します。 

 1）初回受診時を大切にし、「妊娠届出書」を最大限活用しよう 

医療機関に受診した妊婦が、今後も継続して妊婦健診を受けるとは限りません。初診時、受付時

から院内のスタッフ全員で気になる妊婦（支援を要する妊婦）を把握する体制をつくります。相談

時間や場所、スタッフを確保したり、助産師外来を活用したりして相談体制を整えましょう。 

 

➣妊婦健診の必要性と妊婦健診費用の 14 回の補助制度を伝え、初回受診時に面接をしましょう。 

初回受診時は妊娠判定のみの場合も多く、受診費用に負担を感じる妊婦もいます。妊婦健診費用

の補助を知らず、使い方が理解できないこともあるため、ていねいな説明が必要です。 

初回受診時から経済的な問題がある場合、即、市町村保健機関と相談し、受診当日に妊娠届書を

市町村に提出して即受診券を医療機関に届け、妊婦健診 1回目の扱いとした事例もあります。 

 

 

  ➣妊娠届出書を基に医療機関で個別相談を実施し、要支援妊婦を把握しましょう。 

愛知県の妊娠届出書には重要なスクリーニング項目が盛り込まれています。医療機関において、

要支援妊婦を妊娠届出時から把握し、支援を開始していくツールとして活用しましょう。 

妊娠届出書の「問診項目欄」は医療機関の受診時に記入を依頼し、妊娠届出書の各問診項目や医

療機関独自の問診項目について、妊婦と個別に相談する時間を確保し、記載内容やリスク項目につ

いて、妊婦に寄り添いていねいに話を伺います。そして、妊婦の同意を得て妊娠届出書を複写し、

初回の貴重な情報としてカルテに保管して活用しましょう。 

〈妊娠届出書から確認しておきたいこと〉 

① 本人・パートナーの年齢や職業、婚姻状況、初回受診時の妊娠週数 ：20 週以降は要注意！ 

② 過去の出産、流早産状況 ：若年出産や飛び込み、自宅出産の既往など 

③ 今回の妊娠の受けとめ ：妊娠が分かった時の気持ちを確認 

④ 困ったときの支援者の有無、里帰りの予定から実家や妊婦の両親との関係 ：被虐待歴など 

⑤ 困ったことから、経済面、夫の支配や DV、家族関係の問題など 

⑥ 本人の心身の状況 ：体調、既往歴、精神疾患やメンタルヘルスの症状の有無 

要支援妊婦は定期的に受診しない可能性があるため、初回受診時を有効活用 

「妊娠届出書」により要支援妊婦を把握し、同意の上で複写してカルテ保管 

ポイント 

ポイント 
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2）前期・中期・後期の標準的な問診票を最大限活用しよう （次頁以降を参照） 

標準的な問診票を活用し、刻々と変化する妊婦の状況を把握し、必要な支援につなげます。 

○要支援妊婦の気持ちをエンパワーメントして保健機関の支援につなげる 

  助産師や看護師として医療機関で妊婦と信頼関係を結ぶことが、必要時、保健師からの支援を受け

入れる下地となります。妊婦と向き合い関係づくりをしていくポイントをご紹介します。 

1）妊婦に寄り添い看護職との信頼関係を結び、医療機関内で支援していく体制をつくる 

面接や相談、看護ケアの中で、妊婦が看護職に抱えている悩みをうちあける場合があります。こ

の時が、たった一度のチャンスかもしれません。「よくお話してくださいました」と、妊婦が相談で

きたその力を認め、具体的にその内容について聞いていきます。この時、「あなたをより理解し、あ

なたと一緒にどうしたらいいのかを考えていきたい」との想いをもって真摯に話を伺いましょう。 

 

 

  ➣スクリーニング項目やポイントを理解し、妊婦と向き合いましょう 

妊娠届出書や標準的な問診票、アセスメントシートの各項目や意味するものを理解しておきます。

これにより、例えばDVの相談があった場合でも、妊婦の気持ちを受けとめつつさらりと話しを進め、

深くアセスメントすることで、看護職との信頼関係を結んでいくことができます。 

2）要支援妊婦を市町村保健機関に連絡し、妊婦に支援の輪をつくる 

医療機関が把握した要支援妊婦について、院内でとりまとめて共有するシステムを作り、妊婦の

同意を得て保健機関に連絡し、妊娠中から保健機関と協働で妊婦を支援していきます。 

 

 

妊婦が未婚で支援者がいない、経済的な問題や精神疾患があるなどの心理社会的リスクのある場

合、自ら相談したり思いを伝えたりすることが苦手で、支援を受けることに抵抗を示すことがよく

あります。医療機関の中で看護職からの支援を安心して受け入れ信頼関係を結ぶことで、家庭にお

いても保健機関の保健師からの支援を受け入れることにつながります。「あなたの持っている悩みや

心配なことについて、家庭でも一緒に考えてもらえるように、保健師さんに支援をお願いしましょ

う」と同意を取り、保健機関に電話や連絡票などにより支援を依頼します。 

3）保健から医療への連絡を受け、妊婦を見守り新たな支援のチャンスをつくる 

保健機関や医療機関が把握した要支援妊婦に保健師が家庭訪問などを試みても、日中の不在や支

援への拒否があって関わることができないことがあります。この場合は妊婦の状況を医療機関と保

健機関の双方で情報交換し、医療機関で相談や見守りなどの支援を続けます。保健機関が支援でき

るように妊婦健診時や出産時の入院期間中に、生活面や精神面などについて保健師を含めて検討す

る場を設けることで、保健師による支援につなげる工夫をしていきましょう。 

4）要支援妊婦などの医療からの情報提供や守秘義務について平成 28 年 10 月からの法整備 

 

 

 

 

支援を要する妊婦等に関する情報提供（児童福祉法改正により平成 28 年 10 月 1 日施行）：児童福祉法第 6 条の 3 第
5項に規定する要支援児童等（支援を要する妊婦、児童及びその保護者）と思われる者を把握した病院、診療所、児
童福祉施設、学校その他児童又は妊産婦の医療、福祉又は教育に関する機関及び医師、看護師、児童福祉施設の職員、
学校の教職員その他児童又は妊産婦の医療、福祉又は教育に関連する職務に従事する者は、その旨を市町村に情報提
供するよう努めることとする。（児童福祉法第 21 条の 10 の 5 第 1項）。刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に
関する法律の規定は、こうした情報提供を妨げるものと解釈してはならない（児童福祉法第 21 条の 10 の 5第 2項）

把握した要支援妊婦をタイムリーに保健機関につなぎ、妊娠中から協働で支援する 

妊婦に寄り添い抱えている問題をアセスメントし、看護職と信頼関係を結ぶ ポイント 

ポイント 
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問診票を看護業務に活用するためのポイント 

○妊娠期から前期・中期・後期の標準的な問診票を最大限活用しよう 

 妊娠の経過の中で、妊婦の悩みや家族の状況が変化していくことはしばしば起こります。妊婦健 

診を、医学的チェックの場に加え、重要な妊婦支援のチャンスととらえ、各期の問診票も活用しなが

ら妊婦に寄り添い、妊婦の生活や心身の状態の変化を把握しましょう。 

 

   

 

○問診票で支援の必要性の要因を把握する各期でのポイント 

1）前期・中期・後期の毎回問診での確認項目〈番号 4・5・10・11・12・13〉 

① 妊婦の身体面、精神面の問題変化；項目番号 4・5： 

身体的な不定愁訴から精神的な不調がとらえられる場合もあります。基本的な生活状況や、バ

ースプランなどから妊婦の気持ちや社会的背景をどう把握していくかを大切にしながら、支援

内容を確認していくチャンスです。 

② 上の子の世話などの困りごと；項目番号 10： 

上の子どもの育児負担から経産婦の困り感や虐待事例もみられるので、支援できることを探り、

地域情報も提供できることが必要となります。 

③ 妊婦の相談者の有無、夫や実母との情緒的関係性；項目番号 11・12： 

妊婦が一人で困りごとを抱え込まないように情緒的な支援の把握項目です。必要時は妊婦の生

育歴も把握しながら、毎回変化の確認が必要です。 

④ 経済的な状況；項目番号 13： 

生活への困り具合を把握し、支援の必要性を見出すための項目です。 

 

2）前期問診票（14 週前後）の確認項目〈番号 1・6・7・14〉 

① 妊娠についての妊婦とパートナーの気持ち；項目番号 1： 

「予想外だった」妊娠をどう支援するか、初診時からの気持ちの変化を把握します。 

② 妊婦の性格傾向；項目番号 6： 

信頼関係づくりに活用できます。支援者側から見た様子との違いがある時は、面談時に留意し

てコミュニケーションをとります。 

③ パートナーの妊娠の受け止め；項目番号 7： 

妊婦や夫がどういう気持ちか、夫婦の関係性や生活を左右する項目です。 

④ 妊婦の学歴；項目番号 14： 

支援対象を把握するに重要な項目です。生育歴や悩みを聞く糸口にもなります。 

 

3）中期問診票（26 週前後）の確認項目〈番号 3・8・9〉 

① マタニティライフを楽しんでいるか；項目番号 3： 

否定的な回答の場合は、楽しめていない理由などより深く状況を伺います。 

妊娠経過の中で問診票を活用し、妊婦を取り巻く状況変化に留意し寄り添います ポイント 
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② パートナーの健康状況・パートナーとの関係性；項目番号 8・9： 

状況によっては、胎児・家族全体に影響が及び、妊婦の不安と出産・育児のキーパーソンにも

関係してきます。DV については、妊婦の生活や精神面を左右する重要なポイントです。 

   

4）後期問診票（36 週前後）の確認項目＜番号：2・15・16・17＞ 

① 胎動の感じ方による妊娠の受けとめ ；項目番号 2： 

胎動の感じ方は、妊婦の胎児への思いを把握し、今後の親子関係支援に必要です。 

② 育児のイメージや心配なこと、母乳育児への思い、出産後の生活準備；項目番号 15・16： 

出産育児に専念できる家庭環境か、経済的な面も踏まえ把握することが大切です。育児に必要

な準備状況を把握し、状況により支援に繋げます。 

③ 妊娠中の住所や氏名、パートナーを含めた電話番号の変更 ；項目番号 17： 

転居を繰り返すことは地域での孤立や支援が中断するハイリスク要因として把握します。 

 

 

   

 

○ 問診票利用の時期は、医療機関の状況に合わせて活用が可能です。 

 ➣前期・中期・後期の時期（週数）は、目安のひとつです。医療機関によっては、助産師外来など

のゆっくりとお話が聴ける機会に合わせて利用されるとよいでしょう。 

 

○ 問診票は、問題点をチェックするためではなく、個別支援に繋げる目的で利用します。 

 ➣問診票は、医学的側面の内容からも精神的社会的側面の確認ができ、生活支援に繋がります。 

 

○ 問診票の活用については、医療機関内のチームで対応しましょう。 

➣問診票の回答状況により、医療機関の担当者が一人で困ったり抱え込まないように、チームで対

応しましょう。医療機関内でスタッフの相談や状況を共有できるサポート体制を整え「お話する

と楽になるから師長がいる時に相談しましょう」などの環境づくりをして、次回に繋げていくこ

とがとても大切です。 

 

○ 問診票活用時、記載時の注意点 

  ➣問診票は“妊婦自身が答える”ことが大前提です。（パートナーなどに尋ねる必要はありません） 

  ➣問診票では「DV」や「被虐待歴」と言うストレートな表現は控えていますが、問診票の質問につ

いた○印から十分に把握し、社会的・心理的・経済的問題への支援に繋げるように聞く必要があ

ります。 

➣母子健康手帳の番号は妊娠期中のどこか（出産まで）で記載できれば良いです。問診票の保管は、

診療録に保存し、保健指導の内容などは産科医師、小児科医師、助産師、看護師などが把握でき

るようにします。 

医療機関現場で問診票を活用する時の利用時期や方法、注意点など ポイント 
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問診項目一覧 
 
項目

番号 
質問 

カテゴリー 
質問文 ＜選択肢＞ 

前

期

中

期

後

期

1 妊婦の妊娠のうけと

め 
 妊娠について、今はどんなお気持ちですか。 
 ＜嬉しい・とまどっている・困っている・なんとも思わない＞ 1   

2 妊婦の妊娠のうけと

め 
胎動を感じるときに、どのように思いますか。 
 ＜嬉しく思う・嫌な感じがする・どちらでもない＞   1

3 現在の妊婦の状態 マタニティライフを楽しんでいますか。  ＜はい・いいえ・どちらでもない＞   1  

4 現在の妊婦の状態 
次の身体的な症状のなかで、最近の体調にあてはまるものはありますか（複数選択可）。 
前期 ＜だるい・熱っぽい・頭痛・のどが渇く・吐き気・腹痛・その他［内容：］＞ 
中期 ＜動悸・めまい・腰痛・ 体のかゆみ・おりものが気になる・その他［内容：］＞ 
後期 ＜頭痛・めまい・腹痛・吐き気・ 便秘・足のむくみ・その他［内容：］＞ 

2 3 2

5 現在の妊婦の状態 
最近、「眠れない」「イライラする」「涙ぐみやすい」「何もやる気がしない」などの症状

が続いていますか。    
  ＜はい・いいえ＞ 

3 4 3

6 妊婦の自己評価 
次のなかで、あなたの性格にどちらかというとあてはまるものはありますか（複数選択

可）。＜まじめ ・ 楽天的 ・ せっかち ・ のんびり ・ マイペース ・ 人みしり ・ 社
交的 ・ こわがり ・ 短気 ＞ 

4   

7 パートナーの妊娠の

うけとめ 
あなたから見て、夫（パートナー）は妊娠について、どのような気持だと思いますか。

最もあてはまるものを選んでください。 
 ＜喜んでいる・とまどっている・困っている・なんとも思っていない・わからない＞ 

5   

8 パートナーの健康状

況  
夫・パートナーに治療中の病気はありますか。 
 ＜はい（受診・治療状況：          ）・いいえ＞  5  

9 パートナーとの関

係・産後の準備 
赤ちゃんについて、夫・パートナーと話し合っていますか。 
 ＜はい・いいえ＞   2  

10 上の子の世話 上の子どもについて困っていることはありますか。 
 ＜はい（    ）・いいえ・上の子はいない＞ 6 6 4

11 妊婦の相談者・家族

関係 

困ったときに相談する人について、①〜③の質問にお答えください。 
① （パートナー）には何でも打ち明けることができますか。 
 ＜はい・いいえ・夫（パートナー）はいない＞  
② あなたの）お母さんには何でも打ち明けることができますか。 
 ＜はい・いいえ・実母はいない＞  
③ （パートナー）やお母さんの他にも相談できる人がいますか。 
 ＜はい（相談できる人の続柄・関係：   ） ・ いいえ＞ 

7 7 5

12 妊婦の支援者 困ったときに助けてくれる人はいますか（複数選択）。 
＜夫（パートナー）・実母・実父・義母・義父・その他（）＞ 8 8 6

13 経済状況 経済的なことで困っていますか。 
＜毎日の生活に困る・今は良いが、将来的には心配・困っていない＞ 9 9 7

14 妊婦の学歴  あなたの最終卒業学校はどれですか。 
＜中学・高校・専門学校・短期大学・大学・大学院・その他（  ）＞ 10   

15 産後の生活準備 

出産後について、①〜③の質問にお答えください。 
① あなたが考える赤ちゃんとの生活は、どのようなイメージですか。 
（例：かわいくて楽しそう、毎日泣いて大変、考えたことがない         ） 
② 子どもの育児について心配なことはありますか。（例：沐浴や入浴、授乳    ） 
③ 母乳で育てることについてどう思いますか。 
＜ぜひ母乳で育てたい・母乳がでれば母乳で育てたい・粉ミルクで育てたい・特に考え

はない＞ 

   8

16 産後の生活準備 赤ちゃん用品の準備はできましたか。＜はい・いいえ＞    9

17 転居 

次の①～④について、妊娠中に変更がありましたか。あてはまるものを選んでください。 
①あなたのご住所 変更なし ・ 妊娠中に変更した ・ 妊娠中に変更する予定 
②あなたのお名前 変更なし ・ 妊娠中に変更した ・ 妊娠中に変更する予定 
③あなたの電話番号 変更なし ・ 妊娠中に変更した ・ 妊娠中に変更する予定 
④夫（パートナー）の電話番号 変更なし・妊娠中に変更した・妊娠中に変更する予定 
※ ①〜④について、『変更した』『変更する予定』の場合は、新しいご住所などをご記入

ください。（                              ） 

   10
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妊娠期のアセスメントシートの活用 

 
 「妊娠期のアセスメントシート」を用いることで、医療スタッフの誰もが妊婦の支援の必

要性を的確にアセスメントすることができます。アセスメントシートには、生活歴（A）、妊

娠に関する要因（B）、心身の健康等要因（C）、社会的・経済的要因（D）、家庭的・環境的要

因（E）、その他（F）の要因別と、支援者等の状況について、具体的なアセスメント項目が例

示されています（p.11）。 

まず、診療録の既往歴、分娩・出産歴、家族歴や保険証の情報などから把握可能なアセス

メント項目があります（下表）。 

問診票の質問は、アセスメント項目と深い関係があり、問診票を用いて 2 次質問をするこ

とで、アセスメントにつなげることができます。 

 例えば、妊婦の妊娠のうけとめ（「妊娠について、今はどんなお気持ちですか」「胎動を感

じるときに、どのように思いますか」）の質問に気になる回答や反応を認める場合、アセスメ

ントシートの生活歴（A）の、〈妊婦〉の①保護者自身に被虐待歴がある、②保護者自身に DV

歴（加害・被害含む）がある、③胎児のきょうだいに不審死がある、④胎児のきょうだいへ

の虐待歴がある、⑤過去に心中未遂がある（自殺未遂がある）の要因や、妊娠に関する要因

（B）のうちの、⑤望まない妊娠の状況が把握される場合があります。特に、〈妊婦〉の⑤望

まない妊娠は、これらの質問との関連が強い項目です。 

 また、アセスメントの結果、市町村からの支援が必要と判断した場合には、連絡票などを

利用して市町村の支援につなげますが、中にはその連絡に同意が得られない場合があります。

ぜひ支援を受けてもらいたいと感じる人ほど、同意が得られにくい場合もあります。「保健セ

ンター等の関係機関の関わりを拒否する」や「情報提供の同意が得られない」は、アセスメ

ントシートの関係機関からの支援状況の重要なチェックポイントです。 

  

表 診療録や保険証の情報などから把握可能なアセスメント項目 

妊娠に関する要因（B） 

 

 

 

 

 

 

 

心身の健康等要因（C） 

社会的・経済的要因（D） 

家庭的・環境的要因（E） 

 ①16 歳未満の妊娠 

②若年（20 歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む）･･･①除く

③20 週以降の届出 

④妊婦健診未受診、中断がある 

⑦今までに妊娠・中絶を繰り返す 

⑧飛び込み出産歴がある 

⑨40 歳以上の妊娠 

⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある 

 ⑤身体障がい・慢性疾患がある 

 ②生活保護受給 

②ひとり親・未婚・ステップファミリー 

 問診項目のそれぞれに対して〈問診票の項目と 2次質問等から把握できるアセスメント項目〉

を添付しましたので、参考にしてください。 
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アセスメントシート（妊娠期）

 妊婦氏名　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　記入日（　　　　　　　　　　　　　　　）　記入者（　　　　　　　　　　　　　　）

＊各要因について、『妊婦』、『パートナー』のそれぞれ該当する欄にレ点でチェックする。

あり 不明 なし あり 不明 なし

①保護者自身に被虐待歴がある

②保護者自身にDV歴（加害・被害含む）がある

③胎児のきょうだいに不審死がある

④胎児のきょうだいへの虐待歴がある

⑤過去に心中未遂がある（自殺未遂がある）

②若年（20歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む）･･･①除く

③20週以降の届出

④妊婦健診未受診、中断がある

⑤ ない妊娠

⑥胎児に対して無関心・拒否的な言動

⑦今までに妊娠・中絶を繰り返す

⑧飛び込み出産歴がある

⑨40歳以上の妊娠

⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある

⑪妊娠中の不規則な生活・不摂生等

①精神疾患等（過去出産時の産後うつ、依存症を含む）

②パーソナリティ障がい（疑いを含む）

③知的障がい（疑いを含む）

④訴えが多く、不安が高い

⑤身体障がい・慢性疾患がある

①下記以外の経済的困窮や社会的問題がある

②生活保護受給

③不安定就労・失業中

①住所不定・居住地がない

②ひとり親・未婚・ステップファミリー

③家の中が不衛生

④出産・育児に集中できない家庭環境

①上記に該当しない気になる言動や背景、環境がある

 支援者

　□

 関係
 機関等

　 □

＊妊婦とﾊﾟｰﾄﾅｰの「あり」と「不明」の該当項目により、要保護児童対策地域協議会調整機関に報告する

要
　
因 リ　　ス　　ク　　項　　目

心
身
の
健
康
等
要
因

（
Ｃ

）

ﾊﾟｰﾄﾅｰ

妊
娠
に
関
す
る
要
因

（

❷薄い網掛け項目 　　　　　　　　 に要因ＡかＢの1つを含み、かつ全体で合計２つ以上該当する妊婦

支援者等の状況

❸薄い網掛け項目　　　　　　　　　に要因Ｃ、Ｄ、Ｅ及びＦの中で２つ以上該当し、かつ「支援者等の状況」に１つでも該当する妊婦

家
庭
的
・

環
境
的
要
因

（
Ｅ

）

生
活
歴

（
Ａ

）

　妊　　　　　　　　　　　娠　　　　　　　　　　歴

妊婦

そ
の
他

（
Ｆ

）

①１６歳未満の妊娠

社
会
的
・

経
済
的
要
因

（
Ｄ

）

➊濃い網掛け項目 　    　　　　　　に１つでも該当する妊婦

・死別、高齢、遠方等の理由により、妊婦の父母・きょうだい等の親族に頼ることができない
・夫婦不和、親族と対立している
・パートナーまたは妊婦の実母等親族一人のみが支援者
・地域や社会の支援を受けていない

・保健センター等の関係機関の関わりを拒否する
・情報提供の同意が得られない

❹アセスメントに必要な情報が十分に把握できなかった妊婦 参考）
〈大阪府のガイドライン：妊娠期のアセスメントシート〉
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支援を要する妊婦の妊娠期・出産期・退院期の支援（医療機関の役割）

妊娠期の支援 出産期の支援 退院期の支援

ハ
イ
リ
ス
ク
妊
婦

□心配な情報がある妊婦について、「要養育支援者情報提

供票」により母子保健主管課へ情報提供

□特に 代で望まない妊娠をした妊婦については、早急

に情報提供が必要

□早期より保健指導、生活指導、福祉サービス利用を必要

とする場合は、母子保健主管課、児童家庭相談主管課等

に相談

要
フ
ォ
ロ
ー
妊
婦

□妊婦健康診査時の指導

□妊婦健康診査時の母体の健康管理上の医学的な注意点

や、妊婦の理解力を含めた反応等の状況について母子保

健主管課等へ情報提供

□母子保健主管課等が関係がとりにくく必要な情報がと

れない妊婦について、受診時の面接設定

□妊婦健康診査未受診時の母子保健主管課への連絡

□必要時、母子保健主管課等と情報共有及び対応を協議す

るための会議の設定・参加

□出産のために入院した段階で、母子保健主管課へ連

絡

□入院中に妊婦と母子保健主管課等の面接を設定

□入院中の状況（育児の準備や、育児スキル、子ども

への対応状況）及び退院後に必要な支援等につい

て、母子保健主管課に連絡

□退院までに、子どもの事故予防や揺さぶられ症候群

について、妊婦及びパートナー等の支援者にも指導

□退院後の支援体制について母子保健主管課と連絡

調整・協議

□必要に応じて、退院後の経過観察健診等（体重

増加の確認や母乳外来など）を設定

□経過観察健診、 か月健診等（以下「健診等」）

における子どもの養育状況を確認し、母子保健

主管課等に状況を連絡

□健診等を未受診の場合、母子保健主管課等に連

絡

□健診等の際に、出生届を出していないことを母

子健康手帳等で確認した場合は、母子保健主管

課または児童家庭相談主管課に連絡

妊娠期の支援 出産期の支援 退院期の支援

特
定
妊
婦

□ 歳未満、住所不定・住居がない妊婦が受診した場

合は、即、児童家庭相談主管課または母子保健主管課

に連絡

□妊婦健康診査受診時の状況により、健康な妊娠期を過

ごせるよう必要な支援について妊婦等に助言・指導

□妊婦健康診査受診時の状況（同伴者を含む）、母体の

健康状況、医学的管理状況、医療機関の指示の遵守状

況、支援者の有無や支援者の状況等を母子保健主管課

へ連絡

□母子保健主管課等が妊婦との接触が困難となっている

場合は、妊婦健康診査時に面接できるよう調整

□妊婦健康診査未受診時に母子保健主管課へ連絡

□精神疾患等の治療が妊娠中にも継続して必要な場合等

は、産科医療機関と精神科医療機関が連携し、各医療

情報を共有

□関係機関会議や個別ケース検討会議に参加、情報提供

し、共同でアセスメント、支援プランの検討

□妊婦の支援者等の育児スキルの評価が必要な場

合、医療機関で可能な指導内容を母子保健主管課

等と調整

□出産のために入院した段階で、速やかに母子保健

主管課へ連絡

□育児に関する指導を行い医療機関として評価し、

入院中の状況（育児に関する準備物品、育児スキ

ル、子どもへの対応状況）と併せて退院後に必要

な支援を個別ケース検討会議等で報告

□安全に在宅生活に移行できるか判断が難しい場合

は、育児指導の継続や育児環境整備のため、個別

ケース検討会議等で入院の延長等を検討

□飛び込み出産等の場合は、早急に児童家庭相談主

管課または母子保健主管課へ連絡し、個別ケース

会議には主治医のほか、妊婦にかかわる看護師等

が参加できるように調整

□児童相談所による一時保護となる場合、安全に子

どもを保護する体制と、保護後の母等へのフォロ

ー体制を検討

□必要に応じて、退院後の経過観察健診等（体重

増加の確認や母乳外来など）を設定

□経過観察健診、 か月健診等（以下「健診等」）

の際、体重増加不良や体重減少がある場合等

は、次回受診日を設定し、保健指導の支援によ

り改善するよう助言。状況によっては、母子保

健主管課へ連絡した上で、早めに入院を勧め、

子どもの授乳状況を評価

□健診等での子どもの養育状況を確認し、母子保

健主管課等に状況を連絡

□健診等を未受診の場合、母子保健主管課等に連

絡

□健診等の際に、出生届を出していないことが母

子健康手帳等で判明した場合は、母子保健主管

課または児童家庭相談主管課に連絡

※極端な体重増加不良や怪我が認められる場合

は、児童家庭相談主管課もしくは子ども家庭セ

ンターへの通告が必要

※参考資料（日常の診療場面別に留意するポイントとして参照）

「医療機関（医科・歯科）における子ども虐待の早期発見・初期対応の視点～妊娠期から乳幼児期にかけて～」

「医療機関用別冊シート 概要版」

参考）
〈大阪府のガイドライン：妊娠期のアセスメントシート〉



問診項目ごとの
活用方法
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                          前期質問 

項目番号（ 1 ）カテゴリー（ 妊娠のうけとめ ）                 

 

 

 
 
 

・質問と選択肢の意義・説明 

 妊娠届出書に同様の質問があります。保健機関では母子健康手帳交付時に、妊娠に対する気持ちを確

認し、支援開始の時期を決める一つのポイントとしています。 
 望んだ妊娠であれば、嬉しいと率直に答えると思いますが、妊娠したことで不安や戸惑いを持ち、妊

娠したことへの後悔、また若年など望まない妊娠であれば、今後虐待への危険性が高まります。特に妊

娠初期は、気持ちが不安定で変化することも考えられます。嬉しいと思えない妊婦には、寄り添い、見

守ることが大切です。 
 
・リスクありに該当する妊婦・家族に想定される状況 

〈とまどっている〉予想外の妊娠。入籍の予定がない。家族に妊娠を伝えていない。経済不安。支援者

がいない。多産。 

〈困っている〉望まない妊娠。中絶を考えている。経済困難。DV。離婚を考えている。 

〈なんとも思わない〉実感がわかない。 

〈嬉しい〉との回答であっても、本人は嬉しいがパートナーと入籍予定がなく、家族のサポートもない

場合や、精神疾患がある場合、育児能力に心配がある場合などについては、状況を詳しく確認するこ

とが必要です。 

 
・リスクありに該当する場合の二次質問例 

とまどっている場合は、「○○について、ご心配があるのですね。もう少し詳しくお聞きしても良いで

すか。」と具体的に何が心配なのか、状況や理由を聞きます。さらに「それを解決する方法や相談できる

人はいますか？」と聞き、その後の支援が必要であるのかを確認します。 
 望まない妊娠については、「まずあなたは、どうしたいですか？あなたの身近な人との関係も含めて教

えてください。」と伝え、「ご主人は妊娠について、どのように言っていますか？」未婚者には、「お母さ

んは知っていますか？」「相手の人は妊娠について、どのように言っていますか？」「ご主人（相手）と

話し合うことができますか？」と具体的に妊婦自身の気持ちや家族状況を確認します。 
「今後について、一緒に考えていきましょう。」と寄り添い、次へつなげるように、関係づくりをします。 
 
 
 
 
 

質問文〈選択肢〉 
妊娠について、今はどんなお気持ちですか。 
〈嬉しい・とまどっている・困っている・なんとも思わない〉 
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・医療機関での保健指導や相談のポイント（例示） 
望まない妊娠と分かった場合は、一人で抱え込まずチームで対応しましょう。 
ポイントとしては、話しやすい環境を整備し、傾聴し、信頼関係を構築していくことが大切です。傾

聴後は、「言いにくいことをよくお話ししてくださいました。」と言葉をかけ、もう少し聞きたい場合は、

「もう少し詳しくお聞きしても良いですか。」と、更に向き合ってお話をうかがいます。そして必ず、「今

後のあなたと赤ちゃんについて、一緒に考えていきましょう。」と伝えます。 
継続的な支援が必要な場合は、関係機関や行政と連携をする必要があります。 

 

・保健機関などに連絡すべき状況（例示） 

 妊娠初期の問診票で、望まない妊娠、精神疾患がある、DV 等を保健機関へ伝えていないことを把握し

た場合は、早期に保健機関へ情報の提供が必要です。 
連絡の同意については、「地域の保健機関は、妊娠、出産、育児について相談ができる、一緒に考えてく

れる機関です。とても大切なお話なので、保健機関へお伝えさせていただきます。」「保健機関へ、あな

たに電話をしていただくよう伝えます。」など、同意と保健機関から連絡することを伝えます。 
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〈問診票の項目と 2次質問等から把握できるアセスメント項目〉 

項目 1（妊婦の妊娠のうけとめ）妊娠について、今はどんなお気持ちですか。 

 
アセスメントシートの要因とリスク項目  妊婦 パートナー  備考 

生活歴（A） ①保護者自身に被虐待歴がある ○    
②保護者自身に DV 歴（加害・被害含む）がある ○    
③胎児のきょうだいに不審死がある  ○    
④胎児のきょうだいへの虐待歴がある ○    
⑤過去に心中未遂がある（自殺未遂がある） ○    

妊娠に関する

要因（B） 
①16 歳未満の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
②若年（20 歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む） ※  ※診療録等で確認 
③20 週以降の届出 ※  ※診療録等で確認 
④妊婦健診未受診、中断がある ※  ※診療録等で確認 
⑤望まない妊娠 ◎    
⑥胎児に対して無関心・拒否的な言動 ◎    
⑦今までに妊娠・中絶を繰り返す ※  ※診療録等で確認 
⑧飛び込み出産歴がある ※  ※診療録等で確認 
⑨40 歳以上の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある ※  ※診療録等で確認 
⑪妊娠中の不規則な生活・不摂生等     

心身の健康等

要因（C） 
①精神疾患等（過去出産時の産後うつ、依存症を含む）     
②パーソナリティ障がい（疑いを含む）     
③知的障がい（疑いを含む）     
④訴えが多く、不安が高い     
⑤身体障がい・慢性疾患がある ※  ※診療録等で確認 

社 会 的 ・ 経 済

的要因（D） 
①下記以外の経済的困窮や社会的問題がある     
②生活保護受給 ※  ※診療録等で確認 
③不安定就労・失業中     

家 庭 的 ・ 環 境

的要因（E） 
①住所不定・居住地がない     
②ひとり親・未婚・ステップファミリー ※  ※診療録等で確認 
③家の中が不衛生     
④出産・育児に集中できない家庭環境     

その他（F） ①上記に該当しない気になる言動や背景、環境がある ○    
支援者等の状況 
支援者 妊婦の父母・きょうだい等の親族に頼ることができない     
  夫婦不和、親族と対立している    
  パートナーまたは妊婦の実母等親族一人のみが支援者    
  地域や社会の支援を受けていない    
関係機関等 保健センター等の関係機関の関わりを拒否する     
  情報提供の同意が得られない    
◎：問診項目と強く関連がある。○：関連がある。 
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                                 後期質問 

項目番号（ 2 ）カテゴリー（ 妊娠のうけとめ ）               

 

 

 

 
 
・質問と選択肢の意義・説明 

 胎動は胎児への愛着という視点においても、妊婦が感じる胎動の受けとめ方は今後の母子支援に繋げ

る重要事項と考えます。妊娠経過に伴い、胎児が大きく成長するにつれて妊婦は胎動を大きく感じるよ

うになります。特に妊娠後半期においては、妊婦の胎動の自覚は夜間に多く、夜、寝るときが激しく、

胎動で夜間、熟睡できないなどの訴えをされる方もみえます。 
 胎動は、赤ちゃんとお母さんのコミュニケーションである事などを妊婦自身が理解し、赤ちゃんが生

まれてくることを、前向きな気持ちで捉えられることが大切です。 
 
・リスクありに該当する妊婦・家族に想定される状況 

 仕事を持ち、忙しく時間にゆとりのない妊婦、核家族などで育児サポートが弱い状況や上の子どもが

まだ小さいなど育児が大変な妊婦、夫婦関係や家族関係がうまくいっていない妊婦やシングルマザー、

若年妊婦、精神疾患などのある妊婦、経済的に困っている妊婦などが該当します。 
 上記のような妊婦は、前向きに妊娠を受けとめられない状況のまま、妊娠継続となり、胎動をうまく

受容できていない状況になる場合があります。 
 
・リスクありに該当する場合の二次質問例 

「胎動を嫌と感じるときは、どんなときですか？」「常にそう感じますか？」とうかがい、状況や気持

ちを把握します。「常にではない場合は、どんなときが多いですか？」「胎動を痛みとして感じますか？」

「胎動を感じた時、どんな気持ちになりますか？」と、どのように胎動を受けとめているのかをアセス

メントします。 
「胎動をゆっくり感じる時間やゆとりはありますか？」と聞くことで、忙しい生活面がみえてくるこ

ともあるでしょう。 
 
・医療機関での保健指導や相談のポイント（例示） 

 エコー写真や動画などで胎児の大きさや動きなどを確認しながら、胎動を前向きな気持ちで捉えられ

るようにアプローチすることも良いと思います。 

 「胎動の 10 回カウント」（次ページコラム内参照）などを保健指導に取り入れて、胎動は赤ちゃんが

元気に過ごせているかなどのバロメータでもあることを伝えることも良いと思います。 

 

 

 

質問文〈選択肢〉 
胎動を感じるときに、どのように思いますか。 
〈嬉しく思う・嫌な感じがする・どちらでもない〉 
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・保健機関などに連絡すべき状況（例示） 

 面接や保健指導を実施する経過で「赤ちゃんをかわいいと思えない」「身体が辛いから早く出したい」

「胎動が気持ち悪い」などと発言される場合は、生まれてくる児への愛着形成が乏しい等が考えられま

す。状況や背景などを踏まえて、保健機関に連絡し、情報共有をはかり支援する必要があると思います。 
なお、連絡の同意をいただく場合、「当院では、地域の保健師さんや助産師さんとも連携しながら、妊

娠中からの子育て支援をさせていただいていています。地域でのサポートも活用しながら妊娠期を過ご

して、子育てをしていきましょう。」などと、声をかけることで円滑に保健機関につなげることができて

います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

コラム 

  面接や保健指導の中で胎動についてコミュニケーションをはかる際、「赤ちゃんは産まれる時に、

お母さんの産道を回りながらでないと通れないことを知っています。そのために、お腹の中で何回

も回る練習をして、産道を通りやすい体制をとる準備を始めているのだと思います。胎動を強く感

じるのはそのせいかも知れませんね。とくにお母さんが夜、ふとんに入った時などは、子宮もリラッ

クスできるので赤ちゃんにとっては最高の環境です。」や「赤ちゃんは、産まれて来たら、夜中に

何回もおっぱいを欲しがります。その事をお母さんに知らせて、準備をして貰おうとサインを送っ

ているのかもしれませんね。赤ちゃんに会えるのが楽しみですね。」また、「赤ちゃんはお母さんと

いっぱいお話がしたいんですね。」などと声かけをすることで、「赤ちゃんって賢いんですね。」や

「だから私が寝ようとすると、強い動きを感じるんですね。」など、胎動を前向きに捉える発言を

聞くことができた時は嬉しく思います。 

   

 ☆「胎動の 10 回カウント」の方法☆ 

  胎動の多い午後７時から 11 時までの間にリラックスできるタイミング（就寝前など）に、胎動

カウントを開始して 10 回目を感じるまでに何分かかったかを記録する方法です。 

＊１時間で 10 回未満であれば、産科医師による精密な検査を必要とします。 
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〈問診票の項目と 2次質問等から把握できるアセスメント項目〉 

項目 2（妊婦の妊娠のうけとめ）胎動を感じるときに、どのように思いますか。 

 
アセスメントシートの要因とリスク項目  妊婦 パートナー  備考 

生活歴（A） ①保護者自身に被虐待歴がある ○    
②保護者自身に DV 歴（加害・被害含む）がある ○    
③胎児のきょうだいに不審死がある  ○    
④胎児のきょうだいへの虐待歴がある ○    
⑤過去に心中未遂がある（自殺未遂がある） ○    

妊娠に関する

要因（B） 
①16 歳未満の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
②若年（20 歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む） ※  ※診療録等で確認 
③20 週以降の届出 ※  ※診療録等で確認 
④妊婦健診未受診、中断がある ※  ※診療録等で確認 
⑤望まない妊娠 ◎    
⑥胎児に対して無関心・拒否的な言動 ◎    
⑦今までに妊娠・中絶を繰り返す ※  ※診療録等で確認 
⑧飛び込み出産歴がある ※  ※診療録等で確認 
⑨40 歳以上の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある ※  ※診療録等で確認 
⑪妊娠中の不規則な生活・不摂生等     

心身の健康等

要因（C） 
①精神疾患等（過去出産時の産後うつ、依存症を含む）     
②パーソナリティ障がい（疑いを含む）     
③知的障がい（疑いを含む）     
④訴えが多く、不安が高い     
⑤身体障がい・慢性疾患がある ※  ※診療録等で確認 

社 会 的 ・ 経 済

的要因（D） 
①下記以外の経済的困窮や社会的問題がある     
②生活保護受給 ※  ※診療録等で確認 
③不安定就労・失業中     

家 庭 的 ・ 環 境

的要因（E） 
①住所不定・居住地がない     
②ひとり親・未婚・ステップファミリー ※  ※診療録等で確認 
③家の中が不衛生     
④出産・育児に集中できない家庭環境     

その他（F） ①上記に該当しない気になる言動や背景、環境がある ○    
支援者等の状況 
支援者 妊婦の父母・きょうだい等の親族に頼ることができない     
  夫婦不和、親族と対立している    
  パートナーまたは妊婦の実母等親族一人のみが支援者    
  地域や社会の支援を受けていない    
関係機関等 保健センター等の関係機関の関わりを拒否する     
  情報提供の同意が得られない    
◎：問診項目と強く関連がある。○：関連がある。 
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                                 中期質問 

項目番号（ 3 ）カテゴリー（ 現在の妊婦の状態 ）               

 

 

 

 

 

・質問と選択肢の意義・説明 

 妊娠中の生活では、妊婦として過ごすことを楽しめているかも、妊娠の受容を示すものと言えます。

妊娠中期では、つわりなどのマイナートラブルによる身体的苦痛が軽減し、妊娠初期に比べ外出の機会

が増え、胎動を感じ始めることから妊婦としての意識も高まりやすい時期です。この時期には、妊娠中

ならではのおしゃれや妊婦仲間との会話、お産や新しい家族を迎える準備、赤ちゃん誕生後には難しく

なる今の家族メンバーでの活動（旅行、外食など）を楽しむことが比較的容易です。胎動による胎児と

のコミュニケーションを楽しみとする妊婦もいます。その人なりの「楽しみ」を見出せているか否かは、

計画外の妊娠であったとしても妊娠の受容や胎児との絆形成が進んでいるかを知る手掛かりとなります。 
 
・リスクありに該当する妊婦・家族に想定される状況 

 〈いいえ〉と回答する妊婦・家族には、妊娠を受容できない、もしくはマタニティライフを楽しむ余

裕がないなどの状況が推察されます。その背景として、望まない妊娠や何らかの事情で家族に受容され

ていない妊娠、経済的不安、妊娠経過や胎児の異常に対する過剰な不安などが考えられます。場合によっ

ては、DV が関連していたりレイプによる妊娠の可能性もあります。 

〈どちらでもない〉では、妊娠自体は嬉しいが身体的変化に伴う負担が大きい、望んだ妊娠であるが

上の子の世話や仕事が忙しく調整できないなど、身体・心理・社会的状態のバランスが不安定で、両価

的な状態にある可能性があります。また、初妊・初産婦では、マタニティライフについての情報不足な

どにより、単にどのように楽しめばよいかわからない、というケースも考えられます。 

 〈はい〉との回答であっても、他の質問項目から上記のような要素を有するケースや健診時の表情が

暗いなどの様子が認められる場合は、妊婦自身が「妊婦生活を楽しいと思えないのは妊婦として失格」

などと思い込み、正直に回答できないなど、リスクの可能性を考える必要があります。妊婦健診などの

場面で、超音波検査の画像を見ようとしなかったり、胎児の発育状態などを説明していてもうわの空で

聞いていないなど胎児に対して無関心・拒否的な言動がみられる場合は特に注意しましょう。 

 

・リスクありに該当する場合の二次質問例 

「想像していた妊婦生活（マタニティライフ）と比べて、違っていることはありますか？それはどん

なところですか？」と聞くことで、妊婦がもっていたマタニティライフとのギャップが把握できます。

特に、想像していたより妊娠の負担が大きいなど負のギャップがある場合は、思いを傾聴するとともに、

具体的な支援の必要性を検討することができます。 
「今、一番しんどい（困っている・不安な・気がかりな）ことはどんなことですか？」と質問することで、

マタニティライフを楽しめない具体的な理由を探索することができます。また、一次質問の回答が〈はい〉

質問文〈選択肢〉 
マタニティライフを楽しんでいますか。 
〈はい・いいえ・どちらでもない〉 
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であっても、妊娠の負担感や不安、心配などをより軽減する支援について検討することができます。 
超音波検査の画像や胎児の発育についての説明など胎児に無関心・拒否的な言動がみられる場合、「今

はまだあまり赤ちゃんのことはお知りになりたくないですか？（知りたくないと回答があった場合、ま

たは曖昧な返答の場合）よろしかったらそう感じている理由をお聞かせくださいますか？」と、胎児へ

の無関心や拒否感を「今は」「まだ」「あまり」などとやや柔らかい表現を添えて確認することにより、

胎児に対する妊婦の率直な気持ちや、否定的な内容であっても妊婦が話しやすい雰囲気を作ることがで

きます。 
 
・医療機関での保健指導や相談のポイント（例示） 

まずは、妊婦健診受診時の状況により、マタニティライフを楽しめていない理由を身体面、心理社会

的側面の多側面から探索します。項目番号（1）～（17）の回答内容を参照し、妊娠の捉え方、妊婦自身

や夫・パートナーの状態、妊婦の性格、また夫婦や家族の関係性などについて、不安要素がないかどう

かと関連付けて捉えることが重要です。 

そして、マタニティライフにその妊婦なりの楽しみを見出せるよう、楽しめていない理由に応じて、

その妊婦の生活状況に見合う具体策を妊婦と相談し、以下のような助言をします。 

・妊娠に伴う身体・心理的変化の特徴や、健康管理上の医学的な注意点について 

・家庭や職場での生活状況や支援者の有無・支援状況の確認、役割調整について 

・母親学級等の受講勧奨など社会資源の活用について、など 

 

・保健機関などに連絡すべき状況（例示） 

 〈いいえ〉と回答した場合、楽しめない理由の解決や、楽しめない理由を軽減する支援が容易な場合

は問題ありませんが、容易でない場合は、妊娠中期に至ってもなお何らかの理由で妊娠を受容できない

状況にある可能性があります。マタニティライフが楽しめないことの背景に、望まない妊娠や妊娠が受

容できないことが確認された場合は、さらにその背景を確認し、保健機関へ連絡すべきと考えられます。 
 連絡の同意をいただく場合には、「お住まいの地域にあなたの気掛かりなことなどを個別に相談できる

保健師がいます。」などと声をかけることで円滑につなげることができます。 
 
・その他 

 マタニティライフの楽しみ方は人それぞれですので、何が楽しいかはその妊婦さん次第です。母子健

康手帳の自己記載内容なども、マタニティライフを楽しまれているかどうかの参考になります。 
 
 
 
 
 
 
 
 

コラム 

前回の妊娠で妊娠中期の死産を経験された妊婦 Aさんに出会った時のことです。前回の経過をよく

知っていたので、今回も同じ時期に差し掛かり、さぞ不安が強くマタニティライフが「楽しい」など

と感じていられないのでは？と思っていました。しかし、あえて「マタニティライフは楽しめていま

すか？」とうかがってみました。すると Aさんは、前回経験した様々な思いや今回期待していること

など、今の心のうちを語ってくださいました。不安の裏側にあるものと向き合ってみると、その妊婦

さんのより深い理解につながり、その人なりのマタニティライフの楽しみ方や、胎児との絆を形成し

ていく支援の契機になるかもしれません。 
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〈問診票の項目と 2次質問等から把握できるアセスメント項目〉 

項目 3（現在の妊婦の状態）マタニティライフを楽しんでいますか。 

 
アセスメントシートの要因とリスク項目  妊婦 パートナー  備考 

生活歴（A） ①保護者自身に被虐待歴がある ○    
②保護者自身に DV 歴（加害・被害含む）がある ○    
③胎児のきょうだいに不審死がある  ○    
④胎児のきょうだいへの虐待歴がある ○    
⑤過去に心中未遂がある（自殺未遂がある） ○    

妊娠に関する

要因（B） 
①16 歳未満の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
②若年（20 歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む） ※  ※診療録等で確認 
③20 週以降の届出 ※  ※診療録等で確認 
④妊婦健診未受診、中断がある ※  ※診療録等で確認 
⑤望まない妊娠 ◎    
⑥胎児に対して無関心・拒否的な言動 ◎    
⑦今までに妊娠・中絶を繰り返す ※  ※診療録等で確認 
⑧飛び込み出産歴がある ※  ※診療録等で確認 
⑨40 歳以上の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある ※  ※診療録等で確認 
⑪妊娠中の不規則な生活・不摂生等     

心身の健康等

要因（C） 
①精神疾患等（過去出産時の産後うつ、依存症を含む）     
②パーソナリティ障がい（疑いを含む）     
③知的障がい（疑いを含む）     
④訴えが多く、不安が高い ◎    
⑤身体障がい・慢性疾患がある ○  ※診療録等で確認 

社 会 的 ・ 経 済

的要因（D） 
①下記以外の経済的困窮や社会的問題がある ○    
②生活保護受給 ※  ※診療録等で確認 
③不安定就労・失業中 ○    

家 庭 的 ・ 環 境

的要因（E） 
①住所不定・居住地がない     
②ひとり親・未婚・ステップファミリー ※  ※診療録等で確認 
③家の中が不衛生     
④出産・育児に集中できない家庭環境     

その他（F） ①上記に該当しない気になる言動や背景、環境がある ○    
支援者等の状況 
支援者 妊婦の父母・きょうだい等の親族に頼ることができない     
  夫婦不和、親族と対立している    
  パートナーまたは妊婦の実母等親族一人のみが支援者    
  地域や社会の支援を受けていない    
関係機関等 保健センター等の関係機関の関わりを拒否する     
  情報提供の同意が得られない    
◎：問診項目と強く関連がある。○：関連がある。 
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                      前・中・後期質問 

項目番号（ 4 ）カテゴリー（ 現在の妊婦の状態 ）                

 

 

 

 

 

 

 

 

・質問と選択肢の意義・説明 

 妊娠期は胎児の成長に伴う腹部の増大だけでなく、ホルモンバランスの変化によって心理的にも、マ

イナートラブルの出現によって日常生活や就労にも影響を受けやすい時期です。妊娠が経過していく中

で心理的・身体的に様々な変化が起きやすいので、問診票で身体の変化をうかがい、妊娠の受容ができ

ているか把握し、支援の参考に役立てます。 
 
・リスクありに該当する妊婦・家族に想定される状況 

 妊娠経過に伴う様々なマイナートラブルで、妊娠経過により症状が多彩に出現してきます。個人差は

ありますが不快感や症状の継続は日常生活に影響を及ぼしやくなります。また、妊娠の受容を妨げたり、

出産・育児に対する前向きな準備を遅らせたりすることもあります。症状があっても妊娠中だから仕方

ないと我慢し、本人や家族が医療者に相談をためらうことなども考えられます。 
 
・リスクありに該当する場合の二次質問例 

 妊娠中の不規則な生活や不摂生(睡眠がとれているか、食事がとれているか)など具体的な質問をして問

題を把握します。訴えが多く、不安が高い場合はメンタル的な問題や精神疾患が隠されていないか把握

します。 
 
・医療機関での保健指導や相談のポイント（例示） 

 妊婦健診や助産師外来で問題を把握し、保健指導や相談を実施します。 
妊娠前期：妊娠したことが明らかになっても、多くの妊婦が倦怠感やつわりなどの症状があり、身体的

変化は顕著でないため、妊娠の実感がわかない場合があります。気分の変動が激しく、不快症状が強い

と妊娠について否定的な感情が強くなりがちです。さらに、不快症状があっても無理をして家事や仕事

をすることで、無力感を感じたり、悲観的になったり、イライラすることもあります。プロゲステロン

の増加やつわりによる脱水や低栄養、電解質異常、疲労、感染症なども考えられます。疲れやだるさの

程度・食事・水分の摂取状況・他の自覚症状などの有無と程度を把握します。夫や家族などの周囲が妊

娠を祝福し、体調に気づかうように指導が必要です。 
妊娠中期：妊娠前期の不快症状が徐々に消失し、胎動を感じ母親となる実感が芽生えはじめます。妊娠

期の生理的な変化として皮膚の乾燥や肌着の刺激によって皮膚の掻痒感が生じることがあります。部位

質問文〈選択肢〉 
次の身体的な症状のなかで、最近の体調にあてはまるものはありますか（○はいくつでもつけて下

さい） 
妊娠前期：だるい・熱っぽい・頭痛・のどが渇く・吐き気・腹痛・その他(内容     ） 
妊娠中期：動悸・めまい・腰痛・体のかゆみ・おりものが気になる・その他（内容   ） 
妊娠後期：頭痛・めまい・腹痛・吐き気・便秘・足のむくみ・その他（内容    ） 
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の程度、湿疹や発赤の有無、乾燥の程度、セルフケアの方法を確認し、場合によっては皮膚疾患との鑑

別も必要となります。外陰部の掻痒感は、おりものの量や性状も確認し、皮膚の清潔保持を指導します。 

HCG やプロゲステロンなどのホルモンの影響による血管運動神経の不安定によるめまい・立ちくらみが

生じる場合があります。適度な運動や同一姿勢を長時間取らないように指導します。 

妊娠後期：腹部の増大や体重増加によって重心が前方へ移動することでからだがバランスをとるために、

姿勢や骨盤を支える筋肉や靭帯結合組織が弛緩して支持力が低下するため、腰痛が生じやすくなります。

疼痛の程度や日常生活への影響、家事や仕事で立ち仕事や同じ姿勢を続けていないか、予防・軽減の対

処方法を指導します。 
妊娠に伴う循環血液量や心拍出量、腎血流量の増加などによるナトリウムや水分の再吸収率の増加、

増大した子宮による下大静脈の圧迫により下肢に浮腫が生じやすくなります。浮腫の程度と部位、体重

増加、食事摂取や塩分摂取状況、運動習慣、休息・睡眠の状態、長時間の立位、排尿の状況を確認しま

す。足をあげて休息することや、弾性ストッキングの着用を勧めます。 
切迫早産の症状として子宮収縮と下腹部痛、性器出血を認めると早産に至る危険が高い場合がありま

す。定期的な妊婦健診の必要性を伝え、自覚症状があれば随時受診をする必要性があることを伝えます。 
 
・保健機関などに連絡すべき状況（例示） 

 身体的症状については、病院で治療や保健指導をしていきます。精神的・社会的な問題を合わせて持っ

ている場合は、保健機関と連絡を取っていきます。 
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〈問診票の項目と 2次質問等から把握できるアセスメント項目〉 

項目 4（現在の妊婦の状態）身体的な不調はありますか。 

 
アセスメントシートの要因とリスク項目  妊婦 パートナー  備考 

生活歴（A） ①保護者自身に被虐待歴がある     
②保護者自身に DV 歴（加害・被害含む）がある     
③胎児のきょうだいに不審死がある      
④胎児のきょうだいへの虐待歴がある     
⑤過去に心中未遂がある（自殺未遂がある）     

妊娠に関する

要因（B） 
①16 歳未満の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
②若年（20 歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む） ※  ※診療録等で確認 
③20 週以降の届出 ※  ※診療録等で確認 
④妊婦健診未受診、中断がある ※  ※診療録等で確認 
⑤望まない妊娠     
⑥胎児に対して無関心・拒否的な言動     
⑦今までに妊娠・中絶を繰り返す ※  ※診療録等で確認 
⑧飛び込み出産歴がある ※  ※診療録等で確認 
⑨40 歳以上の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある ※  ※診療録等で確認 
⑪妊娠中の不規則な生活・不摂生等 ◎    

心身の健康等

要因（C） 
①精神疾患等（過去出産時の産後うつ、依存症を含む）     
②パーソナリティ障がい（疑いを含む）     
③知的障がい（疑いを含む）     
④訴えが多く、不安が高い ○    
⑤身体障がい・慢性疾患がある ○  ※診療録等で確認 

社 会 的 ・ 経 済

的要因（D） 
①下記以外の経済的困窮や社会的問題がある     
②生活保護受給 ※  ※診療録等で確認 
③不安定就労・失業中     

家 庭 的 ・ 環 境

的要因（E） 
①住所不定・居住地がない     
②ひとり親・未婚・ステップファミリー ※  ※診療録等で確認 
③家の中が不衛生     
④出産・育児に集中できない家庭環境     

その他（F） ①上記に該当しない気になる言動や背景、環境がある ○    
支援者等の状況 
支援者 妊婦の父母・きょうだい等の親族に頼ることができない     
  夫婦不和、親族と対立している    
  パートナーまたは妊婦の実母等親族一人のみが支援者    
  地域や社会の支援を受けていない    
関係機関等 保健センター等の関係機関の関わりを拒否する     
  情報提供の同意が得られない    
◎：問診項目と強く関連がある。○：関連がある。 
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前・中・後期質問 

項目番号（ 5 ）カテゴリー（ 現在の妊婦の状態 ） 

 
 
 
 
 
 

・質問と選択肢の意義・説明 

妊娠した女性は妊娠期間を通して、身体的変化や感情的変化を受容していきます。しかし、上手く受

容できない場合や、社会的・経済的な要因などが背景にあることにより、様々な問題を引き起こすこと

があります。気持ちを表出できる妊婦さんは把握し対処できますが、そうでない場合はその妊婦のメン

タル的な問題を把握するのは困難です。 
問診票により、眠れない、イライラする、涙ぐみやすい、何もやる気がしないなどの症状について話

を伺い妊婦の精神面の状態を把握することで、支援につなげることができます。 
 
・リスクありに該当する妊婦・家族に想定される状況 

精神面での症状が続いている妊婦では、妊娠や出産、今後の育児について不安が強い場合や、うつ病

などで精神科や心療内科への受診歴がある場合があります。望まない妊娠やシングルマザーでの出産、

若年妊娠、離婚・再婚を繰り返し家庭環境に課題がある、支援者がいないといった社会的な問題を抱え

ている場合もあります。健診時に、お腹の子が可愛くないと話すなど、明らかに妊娠を受け入れていな

いと思われる妊婦はリスクがあると考えます。 

 夫やパートナーの収入が不安定な場合や、夫がうつ病などのため出産費用を払えないなど、経済的な

問題がある場合も考えられます。 

夫や家族内の DV や暴力、アルコール依存症や家庭不和、また、過去の虐待等による実母などとの関係

のこじれなど、家族間の関係性の問題がある場合はリスクが高くなります。 

 
・リスクありに該当する場合の二次質問例 

 眠れないなど、精神面の症状が続いていると答えた場合、「眠れない、イライラする、涙ぐみやすいな

どの症状が続いているのですね。いつ頃からどんな様子なのか、教えていただけますか？」と、真摯な

姿勢で精神の状況を伺います。「それは辛いことですね。こうした症状がでてきたことについて、何か心

当りはありますか？」と、その背景にある心配事などについて確認します。こうしたオープンな質問に

より、「実は…」と、背景に隠されていた様々な困りごとについて把握できることがよくあります。 

リスク把握のチャンスは、問診票についての質問だけでなく、バースプランの作成時、出産前から退

院までどのように過ごしたいのか、夫の立会は希望されているのか、産後の授乳方法について（完全母

乳希望、混合栄養希望、人工栄養希望）や産後の支援者の有無などを書いていただく中で、気持ちが表

出されることもあります。 

また、助産師外来でエジンバラ産後うつ病質問票を使い、最近の気分をチェックしながら支援のツー

質問文〈選択肢〉 
最近、「眠れない」「イライラする」「涙ぐみやすい」「何もやる気がしない」などの症状が続いてい

ますか。 
〈はい・いいえ〉 
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ルにするなど、様々な機会を生かしていきましょう。 

 
・医療機関での保健指導や相談のポイント 

妊婦健診の後、助産師外来で保健指導を行います。家族背景や妊婦が抱えている問題を把握します。

同じスタッフが継続して関わった方が効果的です。 

若年や未婚、支援者がいない、経済的に困難などの場合は、生活保護など社会資源の情報を伝えます。

精神疾患の既往やうつ状態の強い方の場合は、専門機関を紹介する場合もあります。助産師外来などを

連絡なく受診しなかったり、母親教室受講を拒否されたりする方は、特別枠で保健指導をします。経産

婦で上の子に対しての言葉づかいや態度、反応が少ない場合も要注意としてフォローしていきます。 

 

・医療機関で可能な支援方法 

リスクのある妊婦に対して、個別に話を聞く時間を作ります。また、要支援妊婦については、受診し

た際、スタッフ一同で支援の視点で関わることを徹底します。 

解決の糸口が見つからない場合は保健機関へ連絡をします。また、問題が大きい妊婦の場合は同意を

取って、保健機関などと連携し、情報を交換しながら支援します。 

 

・保健機関などに連絡すべき状況 

パニック障害や過換気症候群、うつ病、統合失調症などの精神疾患を抱え、服薬中の方で、症状のコ

ントロールが図られていない場合は保健機関に連絡し連携します。 

妊婦に気分の不調や不眠、身体症状などがあり苦痛の訴えが多い場合、日常生活に漠然とした不安が

強く支障がある場合、分娩への緊張が強く医療への不満の訴えが多い場合など、妊娠や出産後の生活に

影響がある場合も、保健機関に支援を依頼します。 

また、妊婦にキーパーソンとなる支援者がいない場合、例えば実母を亡くしている、実母や義母との

関係性に問題がある、夫が妊娠や分娩に関心がない、夫が多忙やうつ病などがあり十分に妊産婦に関わ

れていない等、医療機関で対処できない場合も、早めに保健機関と連携します。 

こうした時、妊婦の気持ちを受けとめながら、「妊娠・出産のご心配について、医療機関の私達も相談

に乗らせていただきます。それに加えて、ご家庭でも、あなたのお話をしっかり聞いてくださる保健師

さんをご紹介しますので、相談していきませんか。」と伝え、同意を取って連携して支援をしていくとよ

いでしょう。 

 

・その他 

保健指導カルテに記録と同時に赤線を引いて他のスタッフにも分かるようにし、妊婦が精神疾患始め

内服中である場合は、産科医や小児科医へ連絡します。 

家庭訪問などの支援が必要な場合は、保健機関に連絡をします。 

スタインのマタニティブルーズスコアを出産時の入院中、5日間、毎日実施する方法もあります。点数

と母親の様子や状況を確認し、少なくともどこかの 1 日に合計点が 8 点以上あった場合、もしくは急上

昇した時は、さらに丁寧な関わりをします。 
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コラム 

Y 院では前期（20 週）と後期（32 週）にエジンバラスコアを書いていただいています。9点以上の

高得点者は前期の方が多いです。その理由を分析すると、初産婦の方は予想外の妊娠（望まない妊娠）

やシングルマザー、未入籍で将来の見通しが立たない、つわりなどにより体調が安定していない時期

であるためなどがありました。 

経産婦さんは、再婚の方にスコアの増加がみられ、お互いの連れ子との関係、望まない妊娠による

結婚などの方の場合は不安が多くみられました。 

後期になるとこれらの問題が落ち着いてくることもあり、高得点者が減少することもあります。 
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〈問診票の項目と 2次質問等から把握できるアセスメント項目〉 

項目 5（現在の妊婦の状態）最近、「眠れない」「イライラする」「涙ぐみやすい」「何もやる気がしない」などの

症状が続いていますか。 

アセスメントシートの要因とリスク項目  妊婦 パートナー  備考 
生活歴（A） ①保護者自身に被虐待歴がある     

②保護者自身に DV 歴（加害・被害含む）がある     
③胎児のきょうだいに不審死がある      
④胎児のきょうだいへの虐待歴がある     
⑤過去に心中未遂がある（自殺未遂がある） ○    

妊娠に関する

要因（B） 
①16 歳未満の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
②若年（20 歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む） ※  ※診療録等で確認 
③20 週以降の届出 ※  ※診療録等で確認 
④妊婦健診未受診、中断がある ※  ※診療録等で確認 
⑤望まない妊娠 ○    
⑥胎児に対して無関心・拒否的な言動 ○    
⑦今までに妊娠・中絶を繰り返す ※  ※診療録等で確認 
⑧飛び込み出産歴がある ※  ※診療録等で確認 
⑨40 歳以上の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある ※  ※診療録等で確認 
⑪妊娠中の不規則な生活・不摂生等 ○    

心身の健康等

要因（C） 
①精神疾患等（過去出産時の産後うつ、依存症を含む） ◎    
②パーソナリティ障がい（疑いを含む） ○    
③知的障がい（疑いを含む）     
④訴えが多く、不安が高い ◎    
⑤身体障がい・慢性疾患がある ※  ※診療録等で確認 

社 会 的 ・ 経 済

的要因（D） 
①下記以外の経済的困窮や社会的問題がある ○    
②生活保護受給 ※  ※診療録等で確認 
③不安定就労・失業中  ○   

家 庭 的 ・ 環 境

的要因（E） 
①住所不定・居住地がない     
②ひとり親・未婚・ステップファミリー ※  ※診療録等で確認 
③家の中が不衛生     
④出産・育児に集中できない家庭環境 ○    

その他（F） ①上記に該当しない気になる言動や背景、環境がある ○    
支援者等の状況 
支援者 妊婦の父母・きょうだい等の親族に頼ることができない  ○   
  夫婦不和、親族と対立している ○   
  パートナーまたは妊婦の実母等親族一人のみが支援者    
  地域や社会の支援を受けていない    
関係機関等 保健センター等の関係機関の関わりを拒否する     
  情報提供の同意が得られない    
◎：問診項目と強く関連がある。○：関連がある。 
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前期質問 

項目番号（ 6 ）カテゴリー（ 妊婦の自己評価 ）                 

 

 

 

 

 

 

・質問と選択肢の意義・説明   

 妊娠前期の妊婦は、妊娠に対する特殊な緊張感をもちながら受診し、医療従事者と出会うことも想定

されます。この質問のように性格に焦点をあてた内容は、問診で目にすることは少なく、雑誌、インター

ネットや友人間などで取り上げられることが多い話題です。この質問を問診票に組み込む意義の一つは、

妊婦と医療従事者が性格について話すことで、妊婦の緊張感を和らげ、妊婦と医療従事者の距離感を近

くすることにあります。 

 一方で、妊婦に限らないことですが、医療機関での面接や問診では、患者が質問に正しく回答しない

可能性も否定できません。しかし、その回答の真偽を医療従事者が把握することは難しいことがありま

す。そこで、この質問により、妊婦の回答と医療従事者が妊婦と接する中で把握した印象とを照らし合

わせることが可能となり、その妊婦の心理や生活の背景を読み取る一助になることも意図しています。 

 医療機関での面接以外の分野では、個人の性格を把握して社会活動に活かすことがあり、代表的な質

問紙法には矢田部・ギルフォード性格検査（Y-G 検査）やミネソタ多面的人格目録（MMPI）などがありま

す。しかし、これらの方法は多くの回答時間を要するため、外来診療で実施することは非現実的です。

また、上述した質問設定の意義を考えると、詳細な性格分析は必要ではありません。そこで、この質問

では、妊婦が自分の性格をどのように考えているかを直接的に質問しています。なお、この質問の選択

肢は、既存の質問紙などを参考に設定し、選択肢に直接的に組み込むと負のイメージが強い可能性があ

る「心配性」については、臨床心理士の助言により〈こわがり〉に置き換えました。 

 

・リスクありに該当する妊婦・家族に想定される状況 

 妊婦の回答と健診時に医療従事者が把握した様子が矛盾するときは、妊婦が自己評価を正しくしてい

ない可能性や正確に回答したくなかった可能性を考慮する必要があります。 
 
・リスクありに該当する場合の二次質問例 

 「（回答した選択肢について）パートナーや支援者（実母など）からは、どのように言われますか？」

とうかがうことで、パートナーや支援者との関係性や、性格に関する客観的な評価を把握する糸口にな

ります。 
〈まじめ〉〈せっかち〉〈短気〉などに対して、「（気疲れやイライラについて）気分を変える方法は何

ですか？」と伺うこともできます。 
しかし、いずれの性格にも長所と短所があり、どの性格が悪いということはありません。たとえば、〈短

気〉と回答した妊婦では、自分自身が〈短気〉であることを認識しているため、その性格に対する対処

質問文〈選択肢〉 
次のなかで、あなたの性格にどちらかというとあてはまるものはありますか（○はいくつでもつけ

て下さい。 
〈まじめ・楽天的・せっかち・のんびり・マイペース・人みしり・社交的・こわがり・短気〉 
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方法を既に身につけている場合もあります。しかし、二次質問によって、短所への対処が苦手な妊婦が

いた場合、その性格によるストレスの受けとめ方や対処法など、未知の体験に対する反応に性格がどの

ように影響するかを妊婦自身が理解したり医療従事者や支援者と対応方法を考えたりする糸口になるこ

とが、この二次質問の目的です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

コラム 

 ある体験に対する人間の反応は、その人の性格に左右されやすいことが知られています。初妊婦に

とって妊娠は未知の体験であり、気分の多様な変化や不安を経験します。また、経産婦にとっても、妊

娠しながらの育児が未知の体験となることもあります。このため、妊婦が自分の性格を振り返り、医療

者と共通認識をもつことは、妊婦の個別性を考慮した支援を実施しやすくなることが期待できます 1,2)。

 Y-G 検査を用いた竹らの報告 1)では、妊娠中期から産後 1 か月までの不安は不安定積極型（B 類：外

向的、情緒不安定）、安定消極型（C類：内向的、情緒安定、受動的）の順に高く、B類の妊婦は未来へ

の不安よりも現在の事象に不安を感じやすいことが示されています。また、乳幼児の母親を対象とした

調査では、心配性であると自己評価した者は育児で苛立つことが多いことが報告されています 3)。 

1) 竹明美 他. 初産婦の不安および気分の変化と YG 性格類型との関連. 旭川医科大学研究フォーラム 2003; 4: 30-37. 2) 森久

保俊満 他. 妊婦における Y-G 性格検査と自己評価の一致性および IUGR 妊娠妊婦における心理状態分析. 母性衛生 2003; 44: 

64-68. 3) 川崎佳代子 他. 育児感情・育児行動の実態及び関連する要因−4 歳未満の子供を育児中の母親の調査から−. 母性衛生

2000; 41: 158-169 

〈問診票の項目と 2次質問等から把握できるアセスメント項目〉 

項目 6（妊婦の自己評価）次のなかで、あなたの性格にどちらかというとあてはまるものはありますか。 

 
アセスメントシートの要因とリスク項目  妊婦 パートナー  備考 

生活歴（A） ①保護者自身に被虐待歴がある     
②保護者自身に DV 歴（加害・被害含む）がある     
③胎児のきょうだいに不審死がある      
④胎児のきょうだいへの虐待歴がある     
⑤過去に心中未遂がある（自殺未遂がある）     

妊娠に関する

要因（B） 
①16 歳未満の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
②若年（20 歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む） ※  ※診療録等で確認 
③20 週以降の届出 ※  ※診療録等で確認 
④妊婦健診未受診、中断がある ※  ※診療録等で確認 
⑤望まない妊娠     
⑥胎児に対して無関心・拒否的な言動     
⑦今までに妊娠・中絶を繰り返す ※  ※診療録等で確認 
⑧飛び込み出産歴がある ※  ※診療録等で確認 
⑨40 歳以上の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある ※  ※診療録等で確認 
⑪妊娠中の不規則な生活・不摂生等     

心身の健康等

要因（C） 
①精神疾患等（過去出産時の産後うつ、依存症を含む）     
②パーソナリティ障がい（疑いを含む） ○    
③知的障がい（疑いを含む）     
④訴えが多く、不安が高い ○    
⑤身体障がい・慢性疾患がある ※  ※診療録等で確認 

社 会 的 ・ 経 済

的要因（D） 
①下記以外の経済的困窮や社会的問題がある     
②生活保護受給 ※  ※診療録等で確認 
③不安定就労・失業中     

家 庭 的 ・ 環 境

的要因（E） 
①住所不定・居住地がない     
②ひとり親・未婚・ステップファミリー ※  ※診療録等で確認 
③家の中が不衛生     
④出産・育児に集中できない家庭環境     

その他（F） ①上記に該当しない気になる言動や背景、環境がある     
支援者等の状況 
支援者 妊婦の父母・きょうだい等の親族に頼ることができない     
  夫婦不和、親族と対立している    
  パートナーまたは妊婦の実母等親族一人のみが支援者    
  地域や社会の支援を受けていない ○ 不一致な場合に考慮 
関係機関等 保健センター等の関係機関の関わりを拒否する  ○ 不一致な場合に考慮 
  情報提供の同意が得られない ○ 不一致な場合に考慮 
◎：問診項目と強く関連がある。○：関連がある。 



－31－

〈問診票の項目と 2次質問等から把握できるアセスメント項目〉 

項目 6（妊婦の自己評価）次のなかで、あなたの性格にどちらかというとあてはまるものはありますか。 

 
アセスメントシートの要因とリスク項目  妊婦 パートナー  備考 

生活歴（A） ①保護者自身に被虐待歴がある     
②保護者自身に DV 歴（加害・被害含む）がある     
③胎児のきょうだいに不審死がある      
④胎児のきょうだいへの虐待歴がある     
⑤過去に心中未遂がある（自殺未遂がある）     

妊娠に関する

要因（B） 
①16 歳未満の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
②若年（20 歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む） ※  ※診療録等で確認 
③20 週以降の届出 ※  ※診療録等で確認 
④妊婦健診未受診、中断がある ※  ※診療録等で確認 
⑤望まない妊娠     
⑥胎児に対して無関心・拒否的な言動     
⑦今までに妊娠・中絶を繰り返す ※  ※診療録等で確認 
⑧飛び込み出産歴がある ※  ※診療録等で確認 
⑨40 歳以上の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある ※  ※診療録等で確認 
⑪妊娠中の不規則な生活・不摂生等     

心身の健康等

要因（C） 
①精神疾患等（過去出産時の産後うつ、依存症を含む）     
②パーソナリティ障がい（疑いを含む） ○    
③知的障がい（疑いを含む）     
④訴えが多く、不安が高い ○    
⑤身体障がい・慢性疾患がある ※  ※診療録等で確認 

社 会 的 ・ 経 済

的要因（D） 
①下記以外の経済的困窮や社会的問題がある     
②生活保護受給 ※  ※診療録等で確認 
③不安定就労・失業中     

家 庭 的 ・ 環 境

的要因（E） 
①住所不定・居住地がない     
②ひとり親・未婚・ステップファミリー ※  ※診療録等で確認 
③家の中が不衛生     
④出産・育児に集中できない家庭環境     

その他（F） ①上記に該当しない気になる言動や背景、環境がある     
支援者等の状況 
支援者 妊婦の父母・きょうだい等の親族に頼ることができない     
  夫婦不和、親族と対立している    
  パートナーまたは妊婦の実母等親族一人のみが支援者    
  地域や社会の支援を受けていない ○ 不一致な場合に考慮 
関係機関等 保健センター等の関係機関の関わりを拒否する  ○ 不一致な場合に考慮 
  情報提供の同意が得られない ○ 不一致な場合に考慮 
◎：問診項目と強く関連がある。○：関連がある。 



－32－

                                               前期質問 

項目番号（ 7 ）カテゴリー（ パートナーの妊娠のうけとめ ） 

 

 

 

 

 

 

・質問と選択肢の意義・説明 

 夫（パートナー）は、妊婦にとって最も身近な存在です。妊娠・出産・育児を一緒に過ごし、キーパー

ソンとなることが多いため、夫（パートナー）の妊娠についての受け入れができているかどうかは、そ

の後の経過に非常に大きく影響します。夫（パートナー）が妊娠を「喜んでいる」と妊婦が感じている

場合は、妊婦自身も妊娠を受容でき、妊娠・出産・育児に前向きになれます。反対に夫（パートナー）

が「とまどっている」「困っている」と感じた場合、妊婦がその先の妊娠・出産・育児に不安を感じ、前

向きになれない可能性があり、また、妊娠初期は気分の変動も激しい時期でもあることから、妊婦自身

の健康状態や妊娠生活への影響も出てくることもあります。妊婦にとって、精神的にも身体的にも不安

定な時期に、支えてくれる人が妊娠を「喜んでいる」と感じることは、その後の生活の支えとなり、安

定した生活を送るためには必要といえます。 
 
・リスクありに該当する妊婦・家族に想定される状況 

〈とまどっている〉〈困っている〉と回答する場合、予定外の妊娠の可能性が高く、夫（パートナー）

に受け入れの準備が現時点ではできていないと感じている理由があることが考えられます。時間と共に

次第に変化していく場合もあり、その場合は問題ないといえますが、妊娠後半になっても、妊婦が夫（パー

トナー）の妊娠の受け入れができていないと感じる場合、夫婦不和の可能性や、出産や育児に対して妊

婦の不安が強くなりやすい状況となるため、サポート体制の確認が必要になります。 
〈なんとも思っていない〉〈わからない〉と回答する場合、妊婦本人と夫（パートナー）のコミュニケー

ションが十分に取れているのか、関係性を把握する必要があります。夫（パートナー）の妊娠について

の気持ちが〈なんとも思っていない〉、〈わからない〉と感じることは、妊娠についてしっかり話し合っ

ていない可能性もあります。 
〈とまどっている〉〈困っている〉〈なんとも思っていない〉〈わからない〉の回答の場合は、なぜ、そ

のように感じるのかを確認しておきます。しかし、妊娠の前期にこうした回答であっても、時間の経過

とともに変化していくこともあるため、妊娠中期に項目番号（9）カテゴリー：「パートナーとの関係・

産後の準備」の時期でも再度確認をし、その時点で受け入れができていると感じている場合は問題ない

といえます。 
 

・リスクありに該当する場合の二次質問例 

〈とまどっている〉〈困っている〉と回答した場合、未婚である場合は婚姻関係に至らない可能性もあ

ります。なぜ、出産することに対して〈とまどっている〉〈困っている〉と感じているのかについて話を

質問文〈選択肢〉 
あなたから見て、夫（パートナー）は妊娠について、どのような気持ちだと思いますか。最もあて

はまるものを選んでください。 
〈喜んでいる・とまどっている・困っている・なんとも思っていない・わからない〉 
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聞く必要があるといえます。 
婚姻関係にあるにもかかわらず〈とまどっている〉〈困っている〉と感じると回答した場合も、その背

景にあるものを探る必要があります。 
「ご主人（パートナー）は妊娠したことに〈とまどっている〉または、〈困っている〉と感じているよう

ですが、そのように感じるのはどんなことからなのか教えていただけますか？」と聞き、関係性を確認

し、個別に対応するが必要があります。 
 
・医療機関での保健指導や相談のポイント（例示） 

未婚、婚姻関係に限らず、夫（パートナー）の受け入れ状態を確認できるよう、情報収集します。実

際に夫（パートナー）の妊娠の受け入れができていないことが確認できた場合、以下のような対応を考

えます。未婚で、結果的にパートナーの受け入れが得られず、未婚での出産・育児となる場合は、シン

グルマザーに対する支援が必要になります。婚姻関係にあっても何らかの理由で夫が妊娠に〈とまどっ

ている〉〈困っている〉〈なんとも思っていない〉と感じる場合、その理由が夫の妊娠の受け入れができ

ていな状況であれば、受け入れを促す支援を行います。妊婦健診に同行が可能であれば、エコーの映像

を一緒に見せることや、胎児の状況の説明、妊婦にどのような支援が必要であるかなどを伝えられると

よいでしょう。また、同行が難しい場合でも、胎児の写真を妊婦から渡してもらうなど、新たな生命の

存在を感じ、親になる意識を高められるような支援ができるとよいでしょう。また、妊婦にも同様に自

宅などでの夫（パートナー）へどのような働きかけをしたらよいか支援します。 
 もし、受け入れられない背景にあるものが明らかになれば、そのことを解決できる方法を一緒に考え、

関係機関と連携をはかる必要があるでしょう。受け入れられない背景には、夫（パートナー）の生育歴

による影響の可能性もあるため、夫（パートナー）についての情報も可能な範囲で得られるとよいでしょ

う。 
 
・保健機関などに連絡すべき状況（例示） 

夫（パートナー）の妊娠の受け入れが困難であり、未婚での出産が決まった場合、または、夫（パー

トナー）との間に DV がある、また DV などが生じる可能性があると判断したときは、保健機関に連絡し

連携を取ります。 

連絡の同意にあたっては、「今の状況では、あなただけでなく、お子さんにも影響を及ぼしかねないの

で、少しでも良い方向になるように色々な専門家や関係機関の意見を聞いてみませんか。あなたの状況

にあった適切な支援が受けられるかもしれません。」などとお声かけすると、円滑に次の機関につなげる

ことができるでしょう。 
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〈問診票の項目と 2次質問等から把握できるアセスメント項目〉 

項目 7（パートナーの妊娠のうけとめ）あなたから見て、夫（パートナー）は妊娠について、どのような気持だ

と思いますか。 

アセスメントシートの要因とリスク項目  妊婦 パートナー  備考 
生活歴（A） ①保護者自身に被虐待歴がある  ○   

②保護者自身に DV 歴（加害・被害含む）がある ◎ ◎   
③胎児のきょうだいに不審死がある   ○   
④胎児のきょうだいへの虐待歴がある  ○   
⑤過去に心中未遂がある（自殺未遂がある）  ○   

妊娠に関する

要因（B） 
①16 歳未満の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
②若年（20 歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む） ※  ※診療録等で確認 
③20 週以降の届出 ※  ※診療録等で確認 
④妊婦健診未受診、中断がある ※  ※診療録等で確認 
⑤望まない妊娠     
⑥胎児に対して無関心・拒否的な言動     
⑦今までに妊娠・中絶を繰り返す ※  ※診療録等で確認 
⑧飛び込み出産歴がある ※  ※診療録等で確認 
⑨40 歳以上の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある ※  ※診療録等で確認 
⑪妊娠中の不規則な生活・不摂生等     

心身の健康等

要因（C） 
①精神疾患等（過去出産時の産後うつ、依存症を含む）     
②パーソナリティ障がい（疑いを含む）     
③知的障がい（疑いを含む）     
④訴えが多く、不安が高い     
⑤身体障がい・慢性疾患がある ※  ※診療録等で確認 

社 会 的 ・ 経 済

的要因（D） 
①下記以外の経済的困窮や社会的問題がある     
②生活保護受給 ※  ※診療録等で確認 
③不安定就労・失業中     

家 庭 的 ・ 環 境

的要因（E） 
①住所不定・居住地がない     
②ひとり親・未婚・ステップファミリー ※ ◎ ※診療録等で確認 
③家の中が不衛生     
④出産・育児に集中できない家庭環境     

その他（F） ①上記に該当しない気になる言動や背景、環境がある ○ ○   
支援者等の状況 
支援者 妊婦の父母・きょうだい等の親族に頼ることができない     
  夫婦不和、親族と対立している ○   
  パートナーまたは妊婦の実母等親族一人のみが支援者    
  地域や社会の支援を受けていない    
関係機関等 保健センター等の関係機関の関わりを拒否する     
  情報提供の同意が得られない    
◎：問診項目と強く関連がある。○：関連がある。 
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                                                中期質問 

項目番号（ 8 ）カテゴリー（ パートナーの健康状態 ）  

 

 

 

 

 

・質問と選択肢の意義・説明 

 夫（パートナー）は、妊婦にとって最も身近な存在です。妊娠・出産・育児を一緒に乗り越えていく

キーパーソンとなることが多いため、夫（パートナー）の健康状態は、胎児の発育や妊婦の生活に非常

に大きな影響を与えます。胎児の発育や妊婦の生活に影響する夫（パートナー）の健康状態、既往歴・

現病歴、遺伝性疾患の有無については十分に把握する必要があります。 
 
・リスクありに該当する妊婦・家族に想定される状況 

〈はい〉と回答する場合、疾患の種類、程度によっても差がありますが、軽症で治癒が可能な疾患に

関してはさほど大きな影響は与えないことが多いといえます。身体障害があったり、治癒が困難である

場合、または長期間継続して通院治療が必要な慢性疾患の場合などは、夫（パートナー）がキーパーソ

ンとしての役割を遂行できない場合も考えられます。さらに、妊婦にとっても生活していく上で精神的、

経済的、時間的な負担が生じる可能性があります。また、遺伝性疾患であれば、胎児への影響の可能性

も考えられます。 

精神疾患がある場合も同様に、妊婦やその他の家族の生活に負担が強いられる可能性が大きく、さら

には、妊婦本人のみならず、他の家族へも同様に影響が生じる可能性があります。また、出産後、子ど

もの発達にも影響を与えるともいわれており、精神疾患の影響が、妻や子どもに広がる可能性もありま

す。 

  

・リスクありに該当する場合の二次質問例 

 「さしつかえなければ、ご主人（パートナー）の病名や、治療について、生活の様子をお聞かせいた

だけますか？」「これにより、今、あなた自身が困っていることをもう少し教えていただけますか？」「あ

なたから見て、ご主人（パートナー）は、自分の健康状態についてどのように捉えていると思いますか？」

「ご主人は、あなたから見て、あなたやお子さんの将来についてどのように考えていると思いますか？」

等、質問するとよいでしょう。 

 

・医療機関での保健指導や相談のポイント（例示） 

 夫（パートナー）の健康状態について、直接的な支援は難しいです。しかし、本人の訴えを傾聴し、

少しでも気持ちを楽にすること、また必要時は保健機関や行政と連携することができます。産科医療機

関で可能な範囲のこと（例えば、妊婦健診の受診時間の調整や変更等）をして、妊婦が健診を定期的に

受診でき、無事に出産が迎えられるように配慮しましょう。また、夫（パートナー）の病状によっては、

関係する医療機関や行政と連携する必要があるでしょう。 

質問文〈選択肢〉 
夫・パートナーに治療中の病気はありますか。   
〈はい（受診・治療状況：     ）・いいえ〉 
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・保健機関などに連絡すべき状況（例示） 

 夫（パートナー）の病状が深刻（例えば、うつ状態がひどく、仕事に出かけられず経済的に困窮して

いる。病状が受け入れられず母子に暴力をふるう状況であるなど）で、妊婦の生活に負担となっている

場合や、DV 等に陥っていることが予測された時は保健機関に連絡しましょう。 

連絡の同意にあたっては、「今の状況では、あなただけでなく、お子さんにも影響を及ぼしかねないの

で、少しでも良い方向になるように色々な専門家や関係機関の意見を聞いてみませんか。もしかしたら

あなたにあった適切な支援が受けられるかもしれません。」などとお声かけすると、円滑につなげること

ができるでしょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



－37－

〈問診票の項目と 2次質問等から把握できるアセスメント項目〉 

項目 8（パートナーの健康状況）夫・パートナーに治療中の病気はありますか。 

 

アセスメントシートの要因とリスク項目  妊婦 パートナー  備考 
生活歴（A） ①保護者自身に被虐待歴がある  ○   

②保護者自身に DV 歴（加害・被害含む）がある  ○   
③胎児のきょうだいに不審死がある      
④胎児のきょうだいへの虐待歴がある     
⑤過去に心中未遂がある（自殺未遂がある）  ○   

妊娠に関する

要因（B） 
①16 歳未満の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
②若年（20 歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む） ※  ※診療録等で確認 
③20 週以降の届出 ※  ※診療録等で確認 
④妊婦健診未受診、中断がある ※  ※診療録等で確認 
⑤望まない妊娠     
⑥胎児に対して無関心・拒否的な言動     
⑦今までに妊娠・中絶を繰り返す ※  ※診療録等で確認 
⑧飛び込み出産歴がある ※  ※診療録等で確認 
⑨40 歳以上の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある ※  ※診療録等で確認 
⑪妊娠中の不規則な生活・不摂生等     

心身の健康等

要因（C） 
①精神疾患等（過去出産時の産後うつ、依存症を含む）     
②パーソナリティ障がい（疑いを含む）     
③知的障がい（疑いを含む）     
④訴えが多く、不安が高い     
⑤身体障がい・慢性疾患がある ※ ◎ ※診療録等で確認 

社 会 的 ・ 経 済

的要因（D） 
①下記以外の経済的困窮や社会的問題がある     
②生活保護受給 ※  ※診療録等で確認 
③不安定就労・失業中     

家 庭 的 ・ 環 境

的要因（E） 
①住所不定・居住地がない     
②ひとり親・未婚・ステップファミリー ※ ◎ ※診療録等で確認 
③家の中が不衛生     
④出産・育児に集中できない家庭環境     

その他（F） ①上記に該当しない気になる言動や背景、環境がある ○ ○   
支援者等の状況 
支援者 妊婦の父母・きょうだい等の親族に頼ることができない     
  夫婦不和、親族と対立している    
  パートナーまたは妊婦の実母等親族一人のみが支援者    
  地域や社会の支援を受けていない    
関係機関等 保健センター等の関係機関の関わりを拒否する     
  情報提供の同意が得られない    
◎：問診項目と強く関連がある。○：関連がある。 
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中期質問 

項目番号（ 9 ）カテゴリー（ パートナーとの関係・産後の準備 ）           

 

 

 

 

 

・質問と選択肢の意義・説明 

夫（パートナー）は、妊婦にとって最も身近な存在です。妊娠・出産・育児を一緒に乗り越えていく

キーパーソンとなることが多いため、妊娠中、夫（パートナー）との関係が円滑で、出産後の状況につ

いて、夫（パートナー）と十分に話し合っていることが望ましいといえます。 

この時点での夫（パートナー）との関係は、その先に続く出産や育児に対する考え方や、今後の生活

を大きく左右することになります。妊娠中期になると、妊婦は胎動の自覚などから胎児の存在を意識し、

感情も最も安定する時期になりますが、妊娠後期になると、再び不安定となり、肯定的感情と否定的感

情に揺れることが多くなります。どちらの感情が強くなりやすいかは身体的変化や、出産に対する準備

状況などが影響すると考えられているため、日ごろから、夫（パートナー）と出産や育児について話し

合い、妊娠中期の感情が安定している時期に、出産・育児のための準備がしっかり整っていると、妊娠

後期に不安定な感情が出現しにくく、出産や育児にスムーズに対応できるといえます。 

 

・リスクありに該当する妊婦・家族に想定される状況 

〈いいえ〉と回答する場合、単に忙しくて夫（パートナー）と会話ができていない場合もありますが、

関係性が十分にできていない場合や、夫婦不和、もしくは、夫（パートナー）が出産や育児に無関心で

ある、また、妊娠初期に引き続き妊娠の受け入れがこの時点になってもできていないために話し合いが

できない可能性もあります。あるいは、夫の生育歴に影響していることもあります。話し合いが十分に

できておらず出産・育児への準備が進まない場合には、妊婦の不安が大きくなることも考えられます。

また、このまま夫（パートナー）の協力が得られない中で、出産や育児を迎えることになる可能性もあ

ります。本来であれば、家族で子どもの誕生を迎えられる体制が整っていることが望ましいのですが、

その準備が進まない背景には、何らかの理由がある可能性があります。 

 

・リスクありに該当する場合の二次質問例 

 夫（パートナー）と話し合いができない状況となっている背景にあるものを探ります。「ご主人（パー

トナー）と赤ちゃんについて話し合うことができますか？」という質問をかわきりに、「ご主人のお帰り

の時間やお仕事はいかがですか？」「出産や育児の準備を一緒に行っていますか？」と、仕事や協力につ

いてうかがいます。そして、「ご主人はあなたの話をよく聞いてくれますか？」「ご主人は妊娠中のあな

たをいたわってくれますか？」「さしつかえなければ、赤ちゃんについて話し合われない理由が何かあれ

ば、教えてください。」など、質問するとよいでしょう。 

 

 

質問文〈選択肢〉 
赤ちゃんについて、夫・パートナーと話し合っていますか。 
〈はい・いいえ〉 
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・医療機関での保健指導や相談のポイント（例示） 

 夫（パートナー）の態度など、気になっていること、心配なことはないか確認し、二人で話し合って

いないだけでなく、夫（パートナー）が出産や育児に関して無関心な状況であれば、夫（パートナー）

への働きかけも必要となります。妊婦健診に同行された時には、時期にあった出産や育児の準備の必要

性、妊婦の妊娠に伴う負担などをお話しし、夫（パートナー）が妊婦や児に関心を持ってもらうような

働きかけを行い、夫（パートナー）の役割について説明します。また、妊婦健診の同行が難しい場合は、

夫（パートナー）が参加できるような両親教室などに参加を促します。しかし、日程の調整が難しけれ

ば個別指導をすることも検討しましょう。また、夫（パートナー）だけでなく、他に妊婦のキーパーソ

ンとなりうる関係の人がいるかどうかについても確認をします。 

 

・保健機関などに連絡すべき状況（例示） 

 夫（パートナー）との関係性において、妊婦に DV などが生じる可能性があると判断したときは、保健

機関に連絡し連携を取ります。 

連絡の同意にあたっては、「今の状況では、あなただけでなく、お子さんにも影響を及ぼしかねないの

で、少しでも良い方向になるように色々な専門家や関係機関の意見を聞いてみませんか。もしかしたら

あなたの状況にあった適切な支援が受けられるかもしれません。」などとお声かけすると、円滑につなげ

ることができるでしょう。 
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〈問診票の項目と 2次質問等から把握できるアセスメント項目〉 

項目 9（パートナーとの関係・産後の準備）赤ちゃんについて、夫・パートナーと話し合っていますか。 

 
アセスメントシートの要因とリスク項目  妊婦 パートナー  備考 

生活歴（A） ①保護者自身に被虐待歴がある  ○   
②保護者自身に DV 歴（加害・被害含む）がある ◎ ◎   
③胎児のきょうだいに不審死がある   ○   
④胎児のきょうだいへの虐待歴がある  ○   
⑤過去に心中未遂がある（自殺未遂がある）  ○   

妊娠に関する

要因（B） 
①16 歳未満の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
②若年（20 歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む） ※  ※診療録等で確認 
③20 週以降の届出 ※  ※診療録等で確認 
④妊婦健診未受診、中断がある ※  ※診療録等で確認 
⑤望まない妊娠     
⑥胎児に対して無関心・拒否的な言動     
⑦今までに妊娠・中絶を繰り返す ※  ※診療録等で確認 
⑧飛び込み出産歴がある ※  ※診療録等で確認 
⑨40 歳以上の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある ※  ※診療録等で確認 
⑪妊娠中の不規則な生活・不摂生等     

心身の健康等

要因（C） 
①精神疾患等（過去出産時の産後うつ、依存症を含む）     
②パーソナリティ障がい（疑いを含む）     
③知的障がい（疑いを含む）     
④訴えが多く、不安が高い     
⑤身体障がい・慢性疾患がある ※  ※診療録等で確認 

社 会 的 ・ 経 済

的要因（D） 
①下記以外の経済的困窮や社会的問題がある     
②生活保護受給 ※  ※診療録等で確認 
③不安定就労・失業中     

家 庭 的 ・ 環 境

的要因（E） 
①住所不定・居住地がない     
②ひとり親・未婚・ステップファミリー ※ ◎ ※診療録等で確認 
③家の中が不衛生     
④出産・育児に集中できない家庭環境     

その他（F） ①上記に該当しない気になる言動や背景、環境がある ○ ○   
支援者等の状況 
支援者 妊婦の父母・きょうだい等の親族に頼ることができない     
  夫婦不和、親族と対立している ◎   
  パートナーまたは妊婦の実母等親族一人のみが支援者    
  地域や社会の支援を受けていない    
関係機関等 保健センター等の関係機関の関わりを拒否する     
  情報提供の同意が得られない    
◎：問診項目と強く関連がある。○：関連がある。 
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                                前・中・後期質問 

項目番号（ 10 ）カテゴリー（ 上の子の世話 ） 

 

 

 

 

 
・質問と選択肢の意義・説明 

 核家族化が進み、祖父母などのこれまでの育児協力者が身近にいない、隣近所との付き合いも減りつ

つある、お互いの子育てに介入することも少なくなっている、身近な支援者となる夫やパートナーは仕

事が忙しいなどの理由から、育児は母親にゆだねられることが多くならざるを得ない時代の中で、妊娠

中の母親にとって上の子の世話は、身体的にも精神的にもかなりの負担であることを察することができ

ると思います。また母親が妊娠したとたんに上の子が赤ちゃん返りを起こすことも多く耳にします。 
妊婦の家族形態や経済状況、体調なども考慮しながら上の子についても目を向けた支援が大切です。 

 
・リスクありに該当する妊婦・家族に想定される状況 

二人目以降の妊娠で、つわりや切迫流・早産などで治療や安静が必要な妊婦、年子などでまだ上の子

どもが小さく世話が大変な妊婦、子どもがたくさんいる妊婦、上の子どもに障害などがある妊婦、核家

族などで夫（パートナー）から、育児参加を得られない妊婦、経済的な問題などで、子どもを託児施設

や一時保育施設に預けることの難しい妊婦、メンタル的な疾患や既往歴のある妊婦、ステップファミリー、

シングルマザーなど、上の子どもの世話をしながら妊娠を継続していくことは、かなりのストレスを抱

えながらの生活であることが予測できます。様々なストレスから、上の子どもに辛くあたったりしてい

ることもあります。また、その様な状態を妊婦自身が悩んでいることも多くあります。 
 
・リスクありに該当する場合の二次質問 

 「夫（パートナー）の仕事は忙しいですか？」「上の子どもをお風呂に入れるなどの育児協力は得られ

る状況ですか？」「休みの日などは家事や育児を手伝ってもらえますか？」「子どもはパパと遊ぶことは

好きですか？」と生活面での状況を把握します。 
「上の子どもを保育園や一時保育施設に預けたりする事を考えたりする事はありますか？」「地域に子

育てサークルなどがあることを知っていますか？」「体調の悪い時や産後などに活用すると便利な宅配

サービスがあることを知っていますか？」「お産の時や産後の入院中、上の子どもの面倒をみてくれる人

はいますか？」など、利用できる社会資源を伝え一緒に今後の生活を予測することで、妊娠中の不安が

解消されることもあるでしょう。 
 

・医療機関での保健指導や相談のポイント（例示） 

 上の子どもが赤ちゃん返りなどの状態で悩んでいる場合は、母親の言葉を傾聴しながら、「赤ちゃん返

りは一種の退行性現象で、子どもなりに考え、抵抗を試みている子どもからのサイン」であることを面

接の中で伝え、母親に気づいてもらうこともよいでしょう。 

質問文〈選択肢〉 
上の子どもについて困っていることはありますか。 
〈はい（ ）・いいえ・上の子はいない〉 
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 子育ては、大変な事も多くあることを支援者（聞く手側）は十分理解し、母親の頑張りを認め、労を

ねぎらう姿勢で母親と向き合うことが大切だと思います。また、同じような環境で子育てをしているマ

マ達が集うサークルなどへの紹介もよいと思います。 
 母親の体調不良などで、上の子どもの世話が困難な状況が伺える場合は、託児所や一時保育施設など

の情報提供も大切です。 
 上の子どもの世話に協力的でないなどと、夫（パートナー）に不満を持つ妊婦には、夫（パートナー）

にも母親教室や保健指導に参加してもらうなどで、育児協力の理解を深める可能性があることを紹介す

ることもよいでしょう。 
 上の子どもの世話で悩んでいる妊婦には、面接にゆっくり時間をかけ、コミュニケーションを深めな

がら、上の子どもへの接し方も観察することも大切でしょう。また、ネグレクトなどの虐待の可能性も

踏まえて、コミュニケーションを深めることが必要です。  
 
・保健機関に連絡すべき状況（例示） 

 子育て協力者がいない状況で貧困などの他のリスクも伴う妊婦の場合は、保健機関などと情報共有を

はかりながら、早期から継続的に見守る必要があります。 
 シングルマザーやステップファミリーなどで、上の子どもについて困っている母親の状況や、上の子

どもへの関わり方などからネグレクトや虐待などの恐れや徴候がみられる場合は速やかに保健機関や福

祉事務所などに情報提供をして支援に繋げることが重要です。上の子どもの世話を理由に産院を早期退

院となったケースなどは、保健機関などに連絡し家庭環境を含めた早期の赤ちゃん訪問に繋げてサポー

トをする必要があります。 
 連絡の同意をいただく場合「今後も継続的に地域の力も借りて、一緒に子育てしていきましょう。何

か困ったことがあったらいつでも連絡して下さいね。」とお話しさせていただくことで、同意を得やすく

なります。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
  

コラム 

 産後の入院期間中は、上の子も泊まることができる配慮により一緒に過ごすことができる環境を作

ると、妊婦さんが安心されることがよくあります。 
 妊娠期からの支援として、初産・経産婦を問わず 保健指導や面接時に、母子健康手帳交付時に配

布されている、地域子育て支援センターなどが作成した副読本などの内容にある、子育てサポートの

情報提供（上の子の遊び場・ファミリーサポート・子育て支援センター等）や「育児もしもしキャッ

チ」などの電話相談先を取り入れて案内することで育児不安の軽減を図りやすくなります。 
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〈問診票の項目と 2次質問等から把握できるアセスメント項目〉 

項目 10（上の子の世話）上の子どもについて困っていることはありますか。 

 
アセスメントシートの要因とリスク項目  妊婦 パートナー  備考 

生活歴（A） ①保護者自身に被虐待歴がある     
②保護者自身に DV 歴（加害・被害含む）がある     
③胎児のきょうだいに不審死がある  ○ ○   
④胎児のきょうだいへの虐待歴がある ○ ○   
⑤過去に心中未遂がある（自殺未遂がある）     

妊娠に関する

要因（B） 
①16 歳未満の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
②若年（20 歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む） ※  ※診療録等で確認 
③20 週以降の届出 ※  ※診療録等で確認 
④妊婦健診未受診、中断がある ※  ※診療録等で確認 
⑤望まない妊娠     
⑥胎児に対して無関心・拒否的な言動     
⑦今までに妊娠・中絶を繰り返す ※  ※診療録等で確認 
⑧飛び込み出産歴がある ※  ※診療録等で確認 
⑨40 歳以上の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある ※  ※診療録等で確認 
⑪妊娠中の不規則な生活・不摂生等     

心身の健康等

要因（C） 
①精神疾患等（過去出産時の産後うつ、依存症を含む）     
②パーソナリティ障がい（疑いを含む）     
③知的障がい（疑いを含む）     
④訴えが多く、不安が高い     
⑤身体障がい・慢性疾患がある ※  ※診療録等で確認 

社 会 的 ・ 経 済

的要因（D） 
①下記以外の経済的困窮や社会的問題がある     
②生活保護受給 ※  ※診療録等で確認 
③不安定就労・失業中     

家 庭 的 ・ 環 境

的要因（E） 
①住所不定・居住地がない     
②ひとり親・未婚・ステップファミリー ※  ※診療録等で確認 
③家の中が不衛生     
④出産・育児に集中できない家庭環境     

その他（F） ①上記に該当しない気になる言動や背景、環境がある ○    
支援者等の状況 
支援者 妊婦の父母・きょうだい等の親族に頼ることができない  ○   
  夫婦不和、親族と対立している ○   
  パートナーまたは妊婦の実母等親族一人のみが支援者 ○   
  地域や社会の支援を受けていない    
関係機関等 保健センター等の関係機関の関わりを拒否する     
  情報提供の同意が得られない    
◎：問診項目と強く関連がある。○：関連がある。 
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前期・中期・後期 

項目番号（ 11 ）カテゴリー（ 妊婦の相談者・家族関係 ）       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・質問と選択肢の意義・説明 

夫（パートナー）、実母、家族との関係性を確認します。すでに妊娠届出票などから把握された「ひと

り親・未婚・ステップファミリー」なども含まれます。【前期】では、夫（パートナー）との関係で支配

の関係や DV、協力体制について把握します。【毎回】は、実母との関係性、家族の状況、家族関係は良好

か（ステップファミリーなど）、家族への気持ちなど家族との関係性の把握は重要です。 

①夫（パートナー）から情緒的なサポートを十分受けられるかどうかについての質問です。 
②自分の母親から情緒的なサポートを十分受けられるかどうかについての質問です。 
③夫（パートナー）や自分の母親以外の情緒的サポートの確認です。相談できる人がどんな関係にある

人かをうかがいながら、家族のサポート体制を把握します。 
 
・リスクありに該当する妊婦・家族に想定される状況  
①「夫（パートナー）には何でも打ち明けることができますか」 
〈いいえ〉と回答する妊婦・家族には、夫に話しをできない内容はどのようなことなのか、またできな

い理由があると推察されます。この質問項目は重要であり、夫から暴力を受けるので夫に負担になるよ

うなことは話せないと回答することがあり、DV（家庭内暴力）が明らかになることがあります。また、

心理的に支配されている場合は、妊婦自身が気づいていないこともありますが、妊婦に主体性がないこ

とで支援者が気づくこともあるでしょう。 
〈夫（パートナー）はいない〉と回答する妊婦は、他に相談できる人や支援者の有無についての把握が

必要です。生活面、経済面についても不安定な場合があり、精神的にも満たされていない可能性があり

ます。どこで生活しているかを把握し、実母との関係性や支援者の情報も併せてアセスメントすること

が必要です。 
 

②「（あなたの）お母さんには何でも打ち明けることができますか。」 
〈いいえ〉と回答した妊婦には、母親に話をできない内容とその理由があるでしょう。妊娠前から話が

できないのか、もっと以前からなのか、時期についても大切になります。これらのことは、母親自身の

生育歴をうかがう中で、情緒的な関係性がとれないことや被虐待歴があったことが明らかになることが

質問文〈選択肢〉 
困ったときに相談する人について、①〜③の質問にお答えください。 

①夫（パートナー）には何でも打ち明けることができますか。 
〈はい・いいえ・夫（パートナー）はいない〉  

②（あなたの）お母さんには何でも打ち明けることができますか。 
〈はい・いいえ・実母はいない〉 

③夫（パートナー）やお母さんの他にも相談できる人がいますか。 
〈はい（相談できる人の続柄・関係：  ） ・ いいえ〉 
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あります。実母との関係性は里帰りを選ばない気持ちともつながります。出産後の支援の関係性も把握

できるでしょう。 
〈実母はいない〉と回答した場合は、悩みや心配ごとについて十分話を聞いてくれる人の存在や頼れる

人の有無についての把握が必要です。できれば、死別・離別等が把握できると生育歴の把握につながり

ます。事情により児童養護施設で生活してきた妊婦もいるでしょう。 
③「夫（パートナー）やお母さんの他にも相談できる人がいますか。」 
〈いいえ〉と回答した妊婦には、夫や実母以外の他者に話をできない内容や理由があることが想定され

ます。 
＊上記３つの質問から、妊婦が心配や問題を抱えた時に打ち明けることができる人間関係を持っている

かどうかがわかります。相談できる人が誰もいない場合は、ひとりで問題を抱えることになり、負担が

非常に大きくなります。その場合、保健師や助産師、看護師などが相談相手になることをしっかり伝え

ることが大切です。 
〈はい〉の回答でも毎回の妊婦健診等で対人関係がとられているかを観察する必要があります。また、

胎児の兄弟がいる場合は、兄姉の状況（発育発達・障害・被虐待歴）と併せてアセスメントすることが

必要です。 
 
・リスクありに該当する場合の二次質問例  

①「夫（パートナー）には何でも打ち明けることができますか」 
〈いいえ〉と回答した妊婦に対しては、「あなたは夫（パートナー）に悩みや心配事を打ち明けることが

できないのですね、それについて、何か思いあたることがありますか？」と、〈夫（パートナーはいない）〉

と回答した妊婦には、「この子の父である方のことで、何か困っていることはありますか？」、「困ったこ

とや心配ごとは誰に相談していますか？」と、父となる夫（パートナー）の関係性やそこにある DV など

の課題を把握します。 
②「（あなたの）お母さんには何でも打ち明けることができますか。」 
〈いいえ〉と回答した妊婦には、「あなたは、お母さんに悩みや心配事を打ち明けることができないので

すね。それについて、何か思いあたることがありますか？それはいつ頃から続いていますか？」と、〈実

母はいない〉と回答した場合は「いらっしゃらない理由をお聞かせいただけますか。何歳頃のことです

か？」「心配ごとを相談してきた方はどなたでしょう？」「今は、相談できる人はどなたでしょう？」と、

自分の母親からのサポートやこれまでの関係性、生育歴を確認します。 
③「夫（パートナー）やお母さんの他にも相談できる人がいますか。」 
〈いいえ〉と回答した妊婦には、「これからは、私があなたの相談相手になりますから、何でも話してく

ださいね」と、支援していくメッセージを伝えます。 
※①～③質問例については、相談できる環境を確保し面接をしながら、ゆっくりと生育歴などを含めて

聴いていく必要があります。 
 
・医療機関での保健指導や相談のポイント 

情緒的サポートは、母親の安心につながります。夫（パートナー）が仕事やその他のストレスを抱え

ている場合は頼れない要因になります。また家族の健康状態で介護が必要な人がいる場合もあります。 
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妊娠期に夫（パートナー）や実母との関係が不安定であることは、精神的な負担となり、安心で安全

なマタニティライフを送ることが難しくなります。毎回の妊婦健診の機会に、医療従事者からサポート

を得られることで安心した気持ちで過ごすことができます。また、母親自身の被虐待歴や DV の可能性が

疑われた時は、同意を得て保健機関に連絡することにより、必要時にシェルターや母子生活支援施設に

つなげる準備ができます。この際、胎児の兄弟がいる場合は、兄弟の状況も把握し、早急に保健機関に

つなげることが必要です。 

 

・保健機関などに連絡すべき状況 

相談できる人がいない時や DV などの心配な情報がある妊婦については、保健機関へ情報提供をする必

要があります。特に 10 代で望まない妊娠をした妊婦については、早急に情報提供を行い、支援のネット

ワークを作っていくことが必要です。 

上の子ども達の被虐待歴を把握した場合は、慎重に丁寧な対応を心掛け、保健機関と連携をとること

が大切です。 

 

・その他  
相談者や家族関係など、妊婦やその家庭に踏み込んだ質問をすることに躊躇されることがあるかもし

れませんが、「あなたと赤ちゃんの幸せな出産・育児を、あなたと一緒に支援したい」という気持ちで真

摯に対応し、相談関係を結んでいくことが大切です。 
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〈問診票の項目と 2次質問等から把握できるアセスメント項目〉 

項目 11（妊婦の相談者・家族関係）困ったときに相談する人について、①〜③の質問にお答えください。 

 
アセスメントシートの要因とリスク項目  妊婦 パートナー  備考 

生活歴（A） ①保護者自身に被虐待歴がある ○ ○   
②保護者自身に DV 歴（加害・被害含む）がある ○ ○   
③胎児のきょうだいに不審死がある      
④胎児のきょうだいへの虐待歴がある     
⑤過去に心中未遂がある（自殺未遂がある） ○    

妊娠に関する

要因（B） 
①16 歳未満の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
②若年（20 歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む） ※  ※診療録等で確認 
③20 週以降の届出 ※  ※診療録等で確認 
④妊婦健診未受診、中断がある ※  ※診療録等で確認 
⑤望まない妊娠     
⑥胎児に対して無関心・拒否的な言動     
⑦今までに妊娠・中絶を繰り返す ※  ※診療録等で確認 
⑧飛び込み出産歴がある ※  ※診療録等で確認 
⑨40 歳以上の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある ※  ※診療録等で確認 
⑪妊娠中の不規則な生活・不摂生等     

心身の健康等

要因（C） 
①精神疾患等（過去出産時の産後うつ、依存症を含む）     
②パーソナリティ障がい（疑いを含む）     
③知的障がい（疑いを含む）     
④訴えが多く、不安が高い     
⑤身体障がい・慢性疾患がある ※  ※診療録等で確認 

社 会 的 ・ 経 済

的要因（D） 
①下記以外の経済的困窮や社会的問題がある     
②生活保護受給 ※  ※診療録等で確認 
③不安定就労・失業中     

家 庭 的 ・ 環 境

的要因（E） 
①住所不定・居住地がない     
②ひとり親・未婚・ステップファミリー ※ ○ ※診療録等で確認 
③家の中が不衛生     
④出産・育児に集中できない家庭環境     

その他（F） ①上記に該当しない気になる言動や背景、環境がある     
支援者等の状況 
支援者 妊婦の父母・きょうだい等の親族に頼ることができない  ◎   
  夫婦不和、親族と対立している ◎   
  パートナーまたは妊婦の実母等親族一人のみが支援者 ◎   
  地域や社会の支援を受けていない ◎ 無回答の場合に考慮 
関係機関等 保健センター等の関係機関の関わりを拒否する     
  情報提供の同意が得られない    
◎：問診項目と強く関連がある。○：関連がある。 
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前期・中期・後期 

項目番号（ 12 ）カテゴリー（ 妊婦の支援者 ）               

 

 

 

 

 

・質問と選択肢の意義・説明 

 【毎回】妊婦をとりまく親族との人間関係及びサポート体制について把握します。同居家族・親族の

居住地、両親らの健康状態や介護状態などについて把握できることがあります。また、夫（パートナー）

が遠隔地で生活していたり、仕事が多忙であったり、仕事上のストレスを抱えているなども頼れない原

因になります。支援をしてくれる人にどのような感情をもっているかも把握できると良いでしょう。【後

期】産後に帰る家はあるか、身近に支援者や友人がいるか、支援のキーパーソンは誰であるかを把握し

ます。 
 
・リスクありに該当する妊婦・家族に想定される状況 

助けてくれる人が選択されない場合は、項目 11の質問と併せて総合的に支援者について把握をします。 
また、誰を選択しているかによって、その支援内容を確認することで生活状況が理解できることがあ

ります。複数選択している場合は親族間等での支援が受けられる良い環境にあると考えられます。 
 困った時の相談先として、スマホやインターネットのみを利用する場合も見受けられますが、孤立し

ている可能性が高く、関係性がとりにくい、支援が必要な方と思われます。 
 
・リスクありに該当する場合の二次質問例 

 誰も選択されない妊婦には、「困った時はどうしていますか？」と心を添わせ、「これからは、私があ

なたと一緒に考えますよ。相談してくださいね。」と優しく声をかけます。若年の妊婦や被虐待歴のある

妊婦、自己肯定感の低い妊婦の場合などは、人に頼らず、困ったと自分から相談しない傾向にあるため、

毎回の妊婦健診や受診時などに、きめ細やかな声かけや母親に寄り添う姿勢が求められます。反対に依

存的になることもあるので、妊婦に合わせた支援のネットワークをつくり、役割を確認しながら連携し

ていくことが必要です。 
  
・医療機関での保健指導や相談のポイント 

助けてくれる人が少なく、支援が十分でない母親の場合、生育歴や生活背景、家庭環境を具体的に把

握していくことが医療機関からの育児支援につながります。特に妊婦の生育歴をゆっくり聞く機会が持

てると妊婦もその母親（祖母）も厳しい環境で育ち、甘えられる環境ではなく人に頼れなかった背景が

浮き彫りになることがあります。常に妊婦の味方である姿勢で対応することで、少しずつ関係がとれて

いきます。 

 

 

質問文〈選択肢〉 
困ったときに助けてくれる人はいますか（複数選択）。 
〈夫（パートナー）・実母・実父・義母・義父・その他（ ）〉 
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・保健機関などに連絡すべき状況 

助けてくれる人が選択されない場合は、「身近に支援者がいない」こととなり、項目 11 の質問と併せ

て、医療機関や行政機関からの支援につなげる契機となります。この質問のリスクの他に、望まない妊

娠、母子健康手帳発行の遅れ、妊婦健診の未受診や中断、生活面での経済的な問題を抱えている可能性

がある場合は早期に保健機関への連絡が必要です。妊婦健康診査未受診時には、過去の受診時の状況（同

伴者を含む）、支援者の状況、母体の健康状況、医学的管理状況などを保健機関へ連絡することが重要で

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コラム：支援の契機のための場の設定 

支援者がいないことを把握した場合は、妊婦健診時にゆっくり相談した後で「これからの妊娠生活、

出産後の赤ちゃんとの暮らしを考えると、病院以外にも相談にのってもらえる人が必要だと思いま

す。保健師さんが相談にのってくれます。私が信頼している保健師さんと会ってみませんか。」と医

療機関や保健機関で会うための段取りが必要かもしれません。 
また、保健機関の保健師等が妊婦との接触が困難となっている場合は、妊婦健診時に面接できるよ

う調整していくことが必要です。居住地の変更や連絡先の電話番号の変更などが起きる可能性が高い

ことも、自分から相談することのない方の特徴です。相談関係を結ぶための対応には細やかな配慮が

必要です。 

コラム：保健機関からの支援につなぐ 

妊娠前期からの継続的な母子支援が、産後の子育て支援につながることを踏まえて妊婦さんと関わ

ることが大切です。問診票などから妊婦さんの背景（未婚、若年妊娠、初診での妊娠週数が中期程に

なっている、多産、妊娠中絶が多い、ステップファミリーなど）を捉え、気になる妊婦さんと感じた

ら早期に面接などの予定を入れて、助産録やバースプランを作成しながら関わることによりコミュニ

ケーションが深まり、地域での子育て支援の紹介などがスムーズにできると思います。 
また、保健機関の担当者と情報共有しながらサポート体制をつくることにより、妊婦健診時に医療

施設で保健機関担当者を妊婦さんに紹介することなどができれば、妊婦訪問や、産後の新生児訪問に

有効につなげられると思います。 
施設スタッフ（事務職員、看護師、助産師、医師など）全体で、受付始めあらゆる場面で、気にな

る妊婦さんのサポートを心がけていくことが大切だと思います。 
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コラム：日常生活への支援が必要 

被虐待歴がある、児童養護施設等で育った方、機能不全家庭で育った方（問診票から把握された妊

婦）は、日常的で一般的な生活体験に乏しく、健康的な母親モデルもなく、愛着体験が持てず、相談

できる人がほぼいないことがあり、若年妊婦の場合も同様の傾向がみられます。そのため、生活その

ものについても初めてのことが多く、予想がつかないためにとまどって混乱したり、家事ができな

かったりすることがあり、普通の生活を送ることにも困惑している実態があります。虐待を受けて

育った人は、子育てに不安が強いことも報告されています。 
そこで、出産に備えて、出会った医療関係者が妊婦と家族に寄り添い、日常生活も含めて支援内容

は具体的に伝え、出来たことは一つずつ褒めて、妊婦が「相談してもいいんだ」と思ってもらえる関

係性をつくった上で、「保健機関の○○さんも応援してくれるよ。電話は○○○番」と、信頼関係の

元でつないでいくことが何より大切です。 
信頼できる相談相手がいないことが多いことから、病院からつなぐことによる切れない支援がとて

も大切です。 

☆事例紹介☆ 

陣痛を開始した産婦さんが、陣痛の合間でも「いかないで！」と助産師から離れることができず、

異常に不安定な状態になり、助産師もとまどうほどの状況でした。 

産後にゆっくりと話を伺うと、「幼い頃に母親から暴力を受けた経験や自身も虐待をするのではな

いか」と不安の訴えがあり、退院後の地域の保健センター保健師による支援につなげていくことがで

きました。 

妊娠中からのアセスメントができていれば、もう少し出産時の関わりも深めることができたのでは

ないかと思った事例でした。 
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〈問診票の項目と 2次質問等から把握できるアセスメント項目〉 

項目 12（妊婦の支援者）困ったときに助けてくれる人はいますか（複数選択）。 

 
アセスメントシートの要因とリスク項目  妊婦 パートナー  備考 

生活歴（A） ①保護者自身に被虐待歴がある ○ ○   
②保護者自身に DV 歴（加害・被害含む）がある ○ ○   
③胎児のきょうだいに不審死がある      
④胎児のきょうだいへの虐待歴がある     
⑤過去に心中未遂がある（自殺未遂がある） ○    

妊娠に関する

要因（B） 
①16 歳未満の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
②若年（20 歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む） ※  ※診療録等で確認 
③20 週以降の届出 ※  ※診療録等で確認 
④妊婦健診未受診、中断がある ※  ※診療録等で確認 
⑤望まない妊娠     
⑥胎児に対して無関心・拒否的な言動     
⑦今までに妊娠・中絶を繰り返す ※  ※診療録等で確認 
⑧飛び込み出産歴がある ※  ※診療録等で確認 
⑨40 歳以上の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある ※  ※診療録等で確認 
⑪妊娠中の不規則な生活・不摂生等     

心身の健康等

要因（C） 
①精神疾患等（過去出産時の産後うつ、依存症を含む）     
②パーソナリティ障がい（疑いを含む）     
③知的障がい（疑いを含む）     
④訴えが多く、不安が高い     
⑤身体障がい・慢性疾患がある ※  ※診療録等で確認 

社 会 的 ・ 経 済

的要因（D） 
①下記以外の経済的困窮や社会的問題がある     
②生活保護受給 ※  ※診療録等で確認 
③不安定就労・失業中     

家 庭 的 ・ 環 境

的要因（E） 
①住所不定・居住地がない     
②ひとり親・未婚・ステップファミリー ※ ○ ※診療録等で確認 
③家の中が不衛生     
④出産・育児に集中できない家庭環境     

その他（F） ①上記に該当しない気になる言動や背景、環境がある     
支援者等の状況 
支援者 妊婦の父母・きょうだい等の親族に頼ることができない  ◎   
  夫婦不和、親族と対立している ◎   
  パートナーまたは妊婦の実母等親族一人のみが支援者 ◎   
  地域や社会の支援を受けていない ◎ 無回答の場合に考慮 
関係機関等 保健センター等の関係機関の関わりを拒否する     
  情報提供の同意が得られない    
◎：問診項目と強く関連がある。○：関連がある。 
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前・中・後期質問 

項目番号（ 13 ）カテゴリー（ 経済状況 ）                 

 

 

 

 

 
・質問と選択肢の意義・説明 

 個人や家庭の経済的な状況は、尋ねる側に抵抗感があり、回答する側も答えにくい質問ですが、妊娠

中の心身の健康や生活、出産、産後の育児に直接影響する重要な情報です。そこで、直接収入を尋ねる

のではなく、毎日の生活に困っているか、どの程度困っているかを把握することに焦点を置き、妊娠中

から産後までの経済的困難をおおよそ予測し、支援の必要性を見出すことにつなげます。 
 
・リスクありに該当する妊婦・家族に想定される状況 

〈毎日の生活に困る〉〈今は良いが将来的には心配〉と回答する妊婦・家族は、例えば未婚、若年、ひと

り親、経済的支援者がいないなどでは、安定した収入や雇用形態がない、生活保護受給世帯など、経済

的に不安定な状況、もしくは経済的な不安の強い状況にあります。〈毎日の生活に困る〉では、安定した

住居の確保や健康保険の加入状況の確認、生活保護受給などの直接的な経済支援が必要な場合もありま

す。世帯としての収入はあっても夫（パートナー）が家計の管理をすべて握り、生活費を妊婦に渡さな

い場合もあります。 
〈今は良いが将来的には心配〉では、毎日の生活程度は何とかやりくりできているが、出産・育児用品

の準備や産後の育児生活については不安がある、賃貸住宅の契約更新が近づいているが更新料が支払え

ないなど、ごく近い将来の経済的な不安が想定されます。例えば、妊婦自身の収入のみで生計が成り立っ

ている場合、今は少し貯金があるが間もなく底をつく、今は自分の収入があるが産前産後休暇や育児休

業に入って減収となると生活に困るなどの状況が考えられます。 
〈困っていない〉との回答であっても、現在の経済状況や出産・育児に向けた支出額の認識が不足して

いる場合があります。若年や未就労、非正規雇用などの場合は経済的に自立できているか、もしくは近

い将来に安定した持続的収入が得られる予定はあるか、また、知的障害（疑いを含む）による認識不足

や収入の不安定さ、経済的自己管理の困難さはないかについても確認が必要です。例えば、身体や髪、

服装が衛生的でない（汚れている）、極端に季節や体型の変化に合わない服装をしているなど身だしなみ

が乱れている、妊婦健診をたびたびキャンセルする、つわりなどの不調がないにもかかわらず体重が減

少するなどの様子がみられる場合は、〈毎日の生活に困る〉状況にある可能性があります。 
 
・リスクありに該当する場合の二次質問例 

〈毎日の生活に困る〉と回答した場合、「病院までの交通費、毎日の食事や衣類などの出費はどうされて

いますか？」と、具体的な暮らしの様子をうかがいます。これにより、妊婦の健康状態に直結する生活

費や妊婦健診などの受診が確保できているか、どのようにやりくりをしているかを把握でき、経済的支

援の緊急性や、妊婦と家族の経済的自律性を判断することに役立ちます。 

質問文〈選択肢〉 
経済的なことで困っていますか。 
〈毎日の生活に困る・今は良いが将来的には心配・困っていない〉 
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〈今は良いが将来的には心配〉と回答した場合、ここでは、子どもの高校・大学への進学や就職・結婚、

自分の老後といった遠い将来でなく、来月とか来年など、出産に向けての物品や入院・出産費用の準備、

その後の育児生活といったごく近い将来に経済的な不安を感じている（または、実際にそれらの準備が

できない現状にある）かについて尋ねます。 
「経済面について〈将来的には心配〉とのことですが、もしよろしかったら具体的にはどのようなこ

とが心配か、お話しいただけませんか？何か良い方法を一緒に考えることができるかもしれません。」と、

心配している内容や状況について把握します。具体的に経済状況に関する不安を確認することにより、

支援の緊急性と可能性、およびその具体策を検討することができます。 
「あなたが産前産後休暇に入っても、経済的には困らなくて済みそうですか？」「出産・入院費用のほ

とんどは出産育児一時金などの直接支払制度で健康保険組合から支払われますが、それに加えて○万円

程度、自費での支払いが必要になります。準備の方は間に合いそうですか？」「育児用品の準備はどのよ

うに予定されていますか？」と、出産や育児への経済的を含めた準備についてうかがいます。これによ

り、今現在は経済的に困っていない場合であっても、妊婦の就業状況の変化や支出の増加により家庭の

経済状況が変化する場合もあります。この３つの質問例では、近い将来の経済状況の変化を具体的にイ

メージしてもらうことにより、その妊婦の今後の経済状況を把握でき、育児準備を含めた経済的支援の

必要性と具体策を検討することができます。 
  
・医療機関での保健指導や相談のポイント（例示） 

 経済的困難が逼迫したケースでは、食生活の困窮による栄養状態の偏りや無理な就業、妊婦健診未受

診などが起こり得ます。母体の健康状態に直接影響しますので、現在の経済状況でも実行可能な、具体

的な生活方法を提案・助言しましょう。また、妊婦健診の必要性についても妊婦・家族の理解を得る必

要があります。入院助産制度、生活保護など福祉サービス利用を必要とする場合は、緊急性を考慮し、

速やかに妊婦の居住自治体の母子保健主管課、児童家庭相談主管課などに相談しましょう。 
 
・保健機関などに連絡すべき状況（例示） 

 〈毎日の生活に困る〉と回答した場合や、〈今は良いが将来的には心配〉の回答であっても母体の健康

状態に影響がみられるなど、早急な経済的支援が必要な場合は、迅速に保健機関に連絡しましょう。 
 なお、連絡の同意をいただく場合に、「お母さんと赤ちゃんの健康を守るために生活を少し楽にする方

法もあるので、専門の担当者に相談してみませんか？」「仕事に復帰できるようになるまで、利用できる

サービスがあったら使ってみませんか？」などと声をかけることで円滑につなげることができます。 
 
 
 
 
 
 
 
 

コラム 

 経済状況は尋ねづらい質問項目ではありますが、医療機関がこの状況を十分に理解していることは

妊婦の安心や医療機関への信頼に直接つながります。妊婦への声かけ時には、妊娠中から産後の育児

までの母と子の健康や生活を守るために必要な経済状況は十分か、金銭面の心配から不安な妊娠生活

を送っていないかという部分に焦点をあて、親身に傾聴するよう留意します。家庭の経済レベルを評

価することが目的ではないことを妊婦・家族に理解してもらい、具体的な生活状況をうかがうことに

より、経済的困難が母と子の健康に影響する可能性や経済的支援の必要性・緊急性をアセスメントす

ることが重要です。 
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〈問診票の項目と 2次質問等から把握できるアセスメント項目〉 

項目 13（経済状況）経済的なことで困っていますか。 

 

アセスメントシートの要因とリスク項目  妊婦 パートナー  備考 
生活歴（A） ①保護者自身に被虐待歴がある ○ ○   

②保護者自身に DV 歴（加害・被害含む）がある ○ ○   
③胎児のきょうだいに不審死がある  ○ ○   
④胎児のきょうだいへの虐待歴がある ○ ○   
⑤過去に心中未遂がある（自殺未遂がある） ○ ○   

妊娠に関する

要因（B） 
①16 歳未満の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
②若年（20 歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む） ※  ※診療録等で確認 
③20 週以降の届出 ※  ※診療録等で確認 
④妊婦健診未受診、中断がある ※  ※診療録等で確認 
⑤望まない妊娠     
⑥胎児に対して無関心・拒否的な言動     
⑦今までに妊娠・中絶を繰り返す ※  ※診療録等で確認 
⑧飛び込み出産歴がある ※  ※診療録等で確認 
⑨40 歳以上の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある ※  ※診療録等で確認 
⑪妊娠中の不規則な生活・不摂生等 ○    

心身の健康等

要因（C） 
①精神疾患等（過去出産時の産後うつ、依存症を含む）     
②パーソナリティ障がい（疑いを含む）     
③知的障がい（疑いを含む） ○ ○   
④訴えが多く、不安が高い     
⑤身体障がい・慢性疾患がある ※  ※診療録等で確認 

社 会 的 ・ 経 済

的要因（D） 
①下記以外の経済的困窮や社会的問題がある ◎ ◎   
②生活保護受給 ※ ◎ ※診療録等で確認 
③不安定就労・失業中 ◎ ◎   

家 庭 的 ・ 環 境

的要因（E） 
①住所不定・居住地がない ○ ○   
②ひとり親・未婚・ステップファミリー ※ ○ ※診療録等で確認 
③家の中が不衛生 ○    
④出産・育児に集中できない家庭環境 ○ ○   

その他（F） ①上記に該当しない気になる言動や背景、環境がある ○    
支援者等の状況 
支援者 妊婦の父母・きょうだい等の親族に頼ることができない     
  夫婦不和、親族と対立している    
  パートナーまたは妊婦の実母等親族一人のみが支援者    
  地域や社会の支援を受けていない    
関係機関等 保健センター等の関係機関の関わりを拒否する     
  情報提供の同意が得られない    
◎：問診項目と強く関連がある。○：関連がある。 



－55－

前期質問 

項目番号（ 14 ）カテゴリー（ 妊婦の学歴 ）                 

 

 

 

 

 

・質問と選択肢の意義・説明 

学歴を問う質問は、その人のこれまで歩んできた歴史を感じとることのできる質問です。文部科学省

の学校基本調査によると、日本の高校進学率は昭和 49 年度には 90％を超え、近年では定時制・通信制へ

の進学を含めると約 98%と高い水準にあります。高校へ進学することが当たり前の時代のなかで、最終卒

業学校を「中学」と回答した妊婦は、何らかの事情により高校へ進学しなかったか、高校を中退した人

達で、すでに社会的なリスクを抱えた状態で妊娠に至っている可能性があります。 

 

・リスクありに該当する妊婦・家族に想定される状況 

高校を卒業していない妊婦については、問題を重複して抱えている可能性がある妊婦として、本人だ

けでなく、夫（パートナー）や家族の状況も含めて、広い視野で聞き取りをする必要があります。特に、

望まない妊娠、若年、シングルマザー、経済的困窮、夫婦や家族関係の不和、DV、孤立、精神疾患、知

的障害、発達障害、薬物（タバコ含む）の常用などの問題を抱えていることが想定されます。 
 
・リスクありに該当する場合の二次質問例 

最終卒業学校を「中学」と回答した妊婦については、社会的なリスクが高い可能性があると判断し、

他の問診項目もあわせて丁寧に聞き取ることが必要です。 

若年で未婚の場合は、項目番号 1（妊婦の妊娠のうけとめ）と項目番号 7（パートナーの妊娠のうけと

め）を活用し、妊娠継続に対する思いを丁寧に聞き取る必要があります。項目番号 13（経済状況）も活

用し、経済的な不安感があるようであれば、毎月の生活費が足りているか、分娩費用や育児用品の用意

ができるかなどの聞き取りも必要になります。さらに項目番号 11（妊婦の相談者・家族関係）、12（妊婦

の支援者）も活用し、聞き取りを行います。妊婦をしっかりと支援してくれる人は誰か、過去に一人で

も愛情のこもった養育をしてくれた人がいたかどうか、もし実家（双方）に頼れないのであればなぜな

のか、そして虐待の体験の有無を聞いていきます。学歴にかかわらず、性虐待を体験している者もいる

ため、表情などに注意を払う必要があります。 

 

・医療機関での保健指導や相談のポイント（例示） 

  中学卒の妊婦のなかには、自己肯定感が低かったり、他者に支援を求めた経験がなかったり、人への

信頼感を持つことに時間を要する場合があります。こちらの質問に対し、「わからん」「別に」という反

応を示すことがあるかもしれません。このような妊婦には、いきなり質問から入らず、まずは妊婦に対

して支援者側がどんな思いで面接をしており、どう関わりたいと思っているのか、という自身の思いを

素直に語るところからはじめ、支援者自身を理解してもらう必要があります。これにより、妊婦は聞か

質問文〈選択肢〉 
あなたの最終卒業学校はどれですか。 
〈中学・高校・専門学校・短期大学・大学・大学院・その他〉 
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れる側から聞く側へ、支援者も聞く側から聞かれる側へとなり、一方的ではない対等な関係が成立し、

その後の対話に変化が生じやすくなります。その上で、妊婦の困りごとに対し力になりたいことを伝え、

「話してもいいかなと思う範囲でよいので、教えていただけませんか」と依頼します。 
また、支援者側の常識や個人的な価値観を押し付けないように、注意を払う必要があります。誰もが

母親から十分な愛情を注がれてきたわけではないことや、妊婦健診が大切なものであると捉えている人

ばかりではないことなどを念頭に置き、相手の価値観を受け止める姿勢で聴いていきます。 
そして、「この人の言う事なら聞いてみよう」というような信頼関係が得られるまでは、指導（~した

ほうがよい）や否定は避け、妊婦のできている部分をみつけて、その強みを具体的な言葉で褒め、強化

していく対応を心がけます。指導を要する場合は、時には医師との役割分担を図り、看護職はあくまで

も妊婦の良き理解者でいられるよう調整を図る必要があります。また、生活についての支援が必要な場

合は、保健機関に連携を依頼します。 
信頼関係が得られれば、中学卒の妊婦には、「将来、進学しようと計画しているかどうか」を確認しま

す。この質問は、高校卒の妊婦にも聞けるとよいと思います。進学を計画していたら、それが実現可能

性のある計画であるか、妊娠期や産後、育児に支障がないものであるか、一緒に考えていく姿勢で探索

します。前向きな質問を投げかけることをきっかけにして、進学しなかった理由や今まで妊婦が生きて

きた歴史を話してくれる機会にもなり、何より妊婦の理解につながります。 
 
・保健機関などに連絡すべき状況（例示） 

 最終卒業学校が中学卒の妊婦のうち、下記の内容があれば保健機関へ連絡すべき状況と判断します。 

（1）望まない妊娠、または母子健康手帳未発行か発行の遅れがある場合 

（2）妊婦健診未受診または中断、または診察予定日に受診しないことが多く健診間隔が 2か月以上あく

場合 

（3）夫（パートナー）や祖父母等の家族、身近な人などの支援者がいない場合 

（4）妊婦健診や分娩の費用、育児用品費用などが払えないほどの生活困窮がある場合 

（5）保健指導などへの理解が難しく、妊娠中の生活や出産、育児に支障が生じる可能性がある場合 

 
・その他 

 妊婦の最終卒業学校を確認する質問は、支援する側にとって聞き取りにくい項目です。しかし、紙面

アンケートの活用によって、回答する側はあまり抵抗なく記述できます。実際に、母子健康手帳交付の

場面で学歴を質問項目に導入している市町村の現場では、質問項目に対しての苦情はなく、スムーズに

実施できています。 
 
 
 
 
 
 
  

コラム 

T 市の平成 24 年度乳児家庭全戸訪問の結果によると、「親の学歴」と「要支援」との間に有意に差

があることが認められています。乳児家庭全戸訪問の結果が「要支援」であった割合は、「両親のい

ずれかが中卒以下」が 72.3％を占めており、「高卒以上」（23.6％）に比べて有意に高い結果でした

（χ2検定 P<.001）。学歴と貧困、そして貧困と虐待の関連性は、多くの研究者が明らかにしており、

学歴を問う質問は虐待予防として重要な質問項目であると考えます。 
 

【引用文献】白石淑江（2015）；「児童虐待の予防を視野に入れた家庭訪問支援（その 2）－妊娠届出書を活用した要

支援家庭のふるい分け－」，愛知淑徳大学論集－福祉貢献学部篇－第 5部 pp.15－26 
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〈問診票の項目と 2次質問等から把握できるアセスメント項目〉 

項目 14（妊婦の学歴）あなたの最終卒業学校はどれですか。 

 

アセスメントシートの要因とリスク項目  妊婦 パートナー  備考 
生活歴（A） ①保護者自身に被虐待歴がある ○ ○   

②保護者自身に DV 歴（加害・被害含む）がある ○ ○   
③胎児のきょうだいに不審死がある      
④胎児のきょうだいへの虐待歴がある     
⑤過去に心中未遂がある（自殺未遂がある）     

妊娠に関する

要因（B） 
①16 歳未満の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
②若年（20 歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む） ※  ※診療録等で確認 
③20 週以降の届出 ※  ※診療録等で確認 
④妊婦健診未受診、中断がある ※  ※診療録等で確認 
⑤望まない妊娠 ◎    
⑥胎児に対して無関心・拒否的な言動 ○    
⑦今までに妊娠・中絶を繰り返す ※  ※診療録等で確認 
⑧飛び込み出産歴がある ※  ※診療録等で確認 
⑨40 歳以上の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある ※  ※診療録等で確認 
⑪妊娠中の不規則な生活・不摂生等 ○    

心身の健康等

要因（C） 
①精神疾患等（過去出産時の産後うつ、依存症を含む）     
②パーソナリティ障がい（疑いを含む）     
③知的障がい（疑いを含む） ○    
④訴えが多く、不安が高い     
⑤身体障がい・慢性疾患がある ※  ※診療録等で確認 

社 会 的 ・ 経 済

的要因（D） 
①下記以外の経済的困窮や社会的問題がある ◎ ○   
②生活保護受給 ※ ○ ※診療録等で確認 
③不安定就労・失業中 ◎ ○   

家 庭 的 ・ 環 境

的要因（E） 
①住所不定・居住地がない ○ ○   
②ひとり親・未婚・ステップファミリー ※ ○ ※診療録等で確認 
③家の中が不衛生 ○    
④出産・育児に集中できない家庭環境 ○    

その他（F） ①上記に該当しない気になる言動や背景、環境がある ○    
支援者等の状況 
支援者 妊婦の父母・きょうだい等の親族に頼ることができない     
  夫婦不和、親族と対立している    
  パートナーまたは妊婦の実母等親族一人のみが支援者    
  地域や社会の支援を受けていない    
関係機関等 保健センター等の関係機関の関わりを拒否する     
  情報提供の同意が得られない    
◎：問診項目と強く関連がある。○：関連がある。 
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後期質問 

項目番号（ 15 ）カテゴリー（ 産後の生活準備 ）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・質問と選択肢の意義・説明 

妊娠後期に赤ちゃんとの生活の具体的なイメージができているか確認します。子育て経験がない初産婦

のイメージが現実と解離している場合も少なくないため、パパママ教室の受講歴や生活の変化をどう捉え

ているか聞いていくことも大切です。未婚・シングルマザー・夫の不就労など、経済的な困窮のため育児

について考える環境が整わずどうすればよいのかわからない場合もあり、項目番号 16（産後の生活準備）

の質問とともに十分に把握していく必要があります。また、被虐待歴のある事例や上の子のネグレクトな

ど虐待が疑われる事例が潜在している可能性もあり、情報を丁寧に聞いていく必要があります。  

産後、育児支援のスタートとして母乳についてどう考えているかを確認する事によってより具体的な

育児生活を思い描けているか知ることができます。特に経産婦の場合は前回出産時の育児経験から授乳

時のトラブルや復職への思いなどについても聞くきっかけとなります。 

 

・リスクありに該当する妊婦・家族に想定される状況 

①あなたが考える赤ちゃんとの生活は、どのようなイメージですか 

〈かわいくて楽しそう〉と回答する妊婦は、赤ちゃんとの生活についてポジティブなイメージで児への

愛着形成が良好と思われる反面、現実的な育児の大変さをイメージできていないため、産後「こんなは

ずじゃなかった」とギャップを感じ、産後うつなどを発症する可能性もあると考えることができます。

高齢出産で学歴の高い方は、思い通りに行かない育児や体調の回復が思わしくないことなどにより産後

うつに注意が必要です。若年初産の方は思い通りにならない育児と自身の自由が奪われることによりネ

グレクトや虐待に注意が必要と考えます。 

〈毎日泣いて大変〉と回答する妊婦は、経産婦であれば第１子の子育てイメージに加え、複数の子ども

への対応を想定し子育てイメージがより大変な印象になることも考えられます。初産であればネガティ

ブなイメージしかもっておらず、児への愛着形成が弱い可能性も考える事ができます。虐待などに至る

可能性も考えることができます。自身が育った環境において虐待などを受けていた可能性も考えること

ができます。 

質問文〈選択肢〉 
出産後について①～③の質問にお答えください。 

①あなたが考える赤ちゃんとの生活は、どのようなイメージですか？ 
例：かわいくて楽しそう、毎日泣いて大変、考えたことがない         

〈          （自由記載）                〉 

②子どもの育児について心配なことはありますか。 
例：沐浴や入浴、授乳                    

〈          （自由記載）                〉 

③母乳で育てることについてどう思いますか。 
〈ぜひ母乳で育てたい・母乳がでれば母乳で育てたい・粉ミルクで育てたい・特に考えはない〉 
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〈考えたことがない〉と回答する妊婦は、産後のイメージが全くないため適切な準備が整えられていな

い可能性が考えられます。イメージができない一因として知的障害や精神疾患などが隠れていることも

考える必要があります。また望まない妊娠であった可能性もあり、妊婦の心のうちを聞いていく必要性

を考えます。 

妊娠中の生活に手一杯で産後のことまで考えが及んでいない可能性も考えられ現在の状況に問題がな

いか確認する必要があります。 

②子どもの育児について心配なことはありますか 

〈はい〉であれば、具体的な内容について確認し支援につなげていく必要があります。 

〈いいえ〉であればイメージができていないのか、多くの支援があり問題のない状況であるのか 

2 次質問で確認をしておくよよいでしょう。 

③母乳で育てることについてどう思いますか 

母乳を希望される場合が多いと推定されます。その中で母乳を希望しない場合は、上の子の授乳経験

から育児生活が授乳のために束縛された状況があったり、母乳トラブルによる苦痛が多かったり、復職

を予定されていたりすることもあるため、二次質問で産後のプランを聞いていく必要があります。 

 

・リスクありに該当する場合の二次質問例 

赤ちゃんとの生活のイメージでは、〈かわいくて楽しそう〉と答えていた場合、初産の方であれば「実

際赤ちゃんと接したことがありますか？」など、現実的にとらえることができているか聞いてみること

も大切です。経産婦であれば「上のお子さんの育児はどうでしたか？」など実際の育児への思いを聞い

いてみるとよいでしょう。 

〈毎日泣いて大変〉と答えていた場合、子育てにネガティブなイメージを持たれているようであれば、

自身の生育環境または現在の子育て環境について質問して見る必要があります。「毎日大変と思われるの

ですね。どんな風に思っているのか聞かせてもらえますか？」などと、妊婦の思いをうかがってみると

よいでしょう。 

〈考えたことがない〉と答えていた場合は、産後のイメージが全くないため適切な準備が整えられて

いない可能性が考えられます。妊娠中の生活に手一杯で産後のことまで考えが及んでいない可能性も考

えられ、現在の状況に問題がないか確認する必要があります。「上の子の子育てで何か気になっているこ

とはありますか？」「育児の準備で心配なことはありますか？」「子育てのことで説明をききたいことは

ありませんか？」など、具体的な支援につなげる質問をしていきましょう。 

支援の手を求めている方は親身になって話しを聞けば、解決できることも多いですが、ネグレクトや

自身の虐待経験など根の深い問題は深い信頼関係を築いていかないと話してもらうことが難しい場合も

あります。傾聴の姿勢で否定せず、相手を受け入れ、ていねいにお話を聞いていきましょう。 

 

・医療機関での保健指導や相談のポイント（例示） 

 入院中に、できるだけ授乳に付き添い、不安の訴えがあれば傾聴する姿勢で関わることが大切です。

不安の残る育児スキル、児への愛着形成、不十分な育児の準備、家族の協力体制など退院後に支援の必

要な事項について、できるだけ本人の同意をとり保健機関に状況を連絡し、退院後のフォローにつなげ

ていきましょう。退院までに子どもの事故予防や乳幼児揺さぶられ症候群について妊婦・夫（パートナー）
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などの支援者にも指導し、経過観察健診、1か月健診などにおける子どもの養育状況を確認し、保健機関

に状況を連絡しましょう。 

 
・保健機関などに連絡すべき状況（例示） 

妊娠後期であるにもかかわらず、赤ちゃんとの生活の具体的なイメージができていないことや、背景

に若年出産・高齢出産・産後うつ・上の子のネグレクトが疑われる事例・愛着形成に問題が感じられる

事例・貧困家庭・外国人・未婚・シングルマザーなどがあり、支援が必要な場合は保健機関に連絡しま

す。妊娠中や出産後早期に産科医療機関での面接の場の設定ができると、家庭に帰ってからの支援につ

ながりやすくなります。 
 
・その他 

産後の生活をスムーズにスタートさせるために、妊娠後期に準備が整っているのか、支援が必要な事

例であるのかについて、アセスメントしていくことが大切です。気になる事例には、ゆっくりと話を聞

ける体制を整えておく事が理想ですが、慌ただしい業務の中では難しいこともあると思います。妊婦さ

んから声をかけやすい環境づくりも心がけていきましょう。 
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〈問診票の項目と 2次質問等から把握できるアセスメント項目〉 

項目 15（産後の生活準備）出産後について、①〜③の質問にお答えください。 

 

アセスメントシートの要因とリスク項目  妊婦 パートナー  備考 
生活歴（A） ①保護者自身に被虐待歴がある ○    

②保護者自身に DV 歴（加害・被害含む）がある ○    
③胎児のきょうだいに不審死がある  ○    
④胎児のきょうだいへの虐待歴がある ○    
⑤過去に心中未遂がある（自殺未遂がある） ○    

妊娠に関する

要因（B） 
①16 歳未満の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
②若年（20 歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む） ※  ※診療録等で確認 
③20 週以降の届出 ※  ※診療録等で確認 
④妊婦健診未受診、中断がある ※  ※診療録等で確認 
⑤望まない妊娠     
⑥胎児に対して無関心・拒否的な言動 ○    
⑦今までに妊娠・中絶を繰り返す ※  ※診療録等で確認 
⑧飛び込み出産歴がある ※  ※診療録等で確認 
⑨40 歳以上の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある ※  ※診療録等で確認 
⑪妊娠中の不規則な生活・不摂生等 ○    

心身の健康等

要因（C） 
①精神疾患等（過去出産時の産後うつ、依存症を含む）     
②パーソナリティ障がい（疑いを含む）     
③知的障がい（疑いを含む） ◎    
④訴えが多く、不安が高い     
⑤身体障がい・慢性疾患がある ○  ※診療録等で確認 

社 会 的 ・ 経 済

的要因（D） 
①下記以外の経済的困窮や社会的問題がある ○ ○   
②生活保護受給 ※ ○ ※診療録等で確認 
③不安定就労・失業中 ○ ○   

家 庭 的 ・ 環 境

的要因（E） 
①住所不定・居住地がない     
②ひとり親・未婚・ステップファミリー ※ ○ ※診療録等で確認 
③家の中が不衛生 ◎    
④出産・育児に集中できない家庭環境 ◎    

その他（F） ①上記に該当しない気になる言動や背景、環境がある ○    
支援者等の状況 
支援者 妊婦の父母・きょうだい等の親族に頼ることができない     
  夫婦不和、親族と対立している    
  パートナーまたは妊婦の実母等親族一人のみが支援者    
  地域や社会の支援を受けていない    
関係機関等 保健センター等の関係機関の関わりを拒否する     
  情報提供の同意が得られない    
◎：問診項目と強く関連がある。○：関連がある。 
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後期質問 

項目番号（ 16 ）カテゴリー（ 産後の生活準備 ）                 

 

 

 

 

 

・質問と選択肢の意義・説明 

産後に赤ちゃんを迎えての生活準備の実際について確認します。育児に必要なものがわかっているか、

育児の準備が整わない場合は、その理由について把握する必要があります。経済的な困窮があるのか、

就労等で多忙なのか、性格的にのんびりしているのか等々理由により支援の必要性が変わってくるため、

何にどの程度困っているのかを把握することに焦点をおいて聞いていく必要があります。 
 

・リスクありに該当する妊婦・家族に想定される状況 

〈いいえ〉と回答した場合：赤ちゃんへの無関心な態度の方は、被虐待歴・知的障害などにより育児に

必要なものがわからず準備ができていないことが考えられます。若年初産や外国人の方はどうして良い

のかわからない状態であることもあるでしょう。また、貧困等により準備ができない場合、未婚・シン

グルマザー等支援者がいないため準備ができないことも考えられます。また性格的にのんびりしている

ために計画性がなく、準備ができていないことも考えられます。計画性のない生活をしている方は、今

後の育児にも影響を及ぼす可能性も大きく、様々な準備ができない可能性も考えられます。 

〈はい〉と回答した場合でも、具体的な準備の実際を確認することで、産後の生活の予測が出来るでしょう。 

 

・リスクありに該当する場合の二次質問例 

〈いいえ〉と回答した場合： 

「赤ちゃん用品の準備をするために困ることはありますか」「出産までに準備は整えることができそう

ですか」など失礼のないよう言葉を選んで質問していくとよいでしょう。 

支援の手を求めている方には親身になって話しを聞けば、解決できることも多いですが、ネグレクト

や自身の虐待経験など根の深い問題は深い信頼関係を気づいていかないと話してもらうことが難しい場

合もあります。傾聴の姿勢で否定せず相手を受け入れてあげてください。妊婦さんの理解が不十分であ

る場合は根気強く繰り返し説明する事も重要です。 

〈はい〉と回答した場合：「ご自宅にはどんなものが増えたのですか？」一緒に確認し、楽しみに赤ちゃ

んを迎えられるように支援する。 

 

・医療機関での保健指導や相談のポイント（例示） 

 育児生活がスムーズにスタートできるよう、妊娠中にできる準備について指導し状況によっては、パー

トナーやキーパーソンとなる支援者へも指導して行く事が必要です。入院中の状況（育児の準備や育児

スキル、子供への対応状況）や退院後に必要な支援等について保健機関に連絡し、退院後の支援につな

げていくことも必要です。 

質問文〈選択肢〉 

 赤ちゃん用品の準備はできましたか。 

 〈はい・いいえ〉 
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・保健機関などに連絡すべき状況（例示） 

赤ちゃん用品の準備が出来ない理由として、出産を受け入れられていない・若年出産・未婚・シング

ルマザー・外国人・貧困家庭・支援者がいない・計画性のない生活などの背景がある場合は、保健機関

につなげる必要があります。「相談する事ができる保健師さんをご紹介しますので一度相談してみません

か」と声をかけ、同意をとって保健機関に具体的な状況を伝えます。 
 
・その他 

 貧困による場合は、経済問題には踏み込んでほしくない方もいるため踏み込みづらい質問ではありま

すが、支援が必要な事例であれば、医療機関に理解してもらえたという安心感と信頼に直接つながって

いきます。助産師だけでなく他職種も交えて支援していける体制を整えていきましょう。 
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〈問診票の項目と 2次質問等から把握できるアセスメント項目〉 

項目 16（産後の生活準備）赤ちゃん用品の準備はできましたか。 

 

アセスメントシートの要因とリスク項目  妊婦 パートナー  備考 
生活歴（A） ①保護者自身に被虐待歴がある ○    

②保護者自身に DV 歴（加害・被害含む）がある ○    
③胎児のきょうだいに不審死がある  ○    
④胎児のきょうだいへの虐待歴がある ○    
⑤過去に心中未遂がある（自殺未遂がある） ○    

妊娠に関する

要因（B） 
①16 歳未満の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
②若年（20 歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む） ※  ※診療録等で確認 
③20 週以降の届出 ※  ※診療録等で確認 
④妊婦健診未受診、中断がある ※  ※診療録等で確認 
⑤望まない妊娠     
⑥胎児に対して無関心・拒否的な言動 ○    
⑦今までに妊娠・中絶を繰り返す ※  ※診療録等で確認 
⑧飛び込み出産歴がある ※  ※診療録等で確認 
⑨40 歳以上の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある ※  ※診療録等で確認 
⑪妊娠中の不規則な生活・不摂生等 ○    

心身の健康等

要因（C） 
①精神疾患等（過去出産時の産後うつ、依存症を含む）     
②パーソナリティ障がい（疑いを含む）     
③知的障がい（疑いを含む） ◎    
④訴えが多く、不安が高い     
⑤身体障がい・慢性疾患がある ○  ※診療録等で確認 

社 会 的 ・ 経 済

的要因（D） 
①下記以外の経済的困窮や社会的問題がある ○ ○   
②生活保護受給 ※ ○ ※診療録等で確認 
③不安定就労・失業中 ○ ○   

家 庭 的 ・ 環 境

的要因（E） 
①住所不定・居住地がない     
②ひとり親・未婚・ステップファミリー ※ ○ ※診療録等で確認 
③家の中が不衛生 ◎    
④出産・育児に集中できない家庭環境 ◎    

その他（F） ①上記に該当しない気になる言動や背景、環境がある ○    
支援者等の状況 
支援者 妊婦の父母・きょうだい等の親族に頼ることができない     
  夫婦不和、親族と対立している    
  パートナーまたは妊婦の実母等親族一人のみが支援者    
  地域や社会の支援を受けていない    
関係機関等 保健センター等の関係機関の関わりを拒否する     
  情報提供の同意が得られない    
◎：問診項目と強く関連がある。○：関連がある。 
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後期質問 

項目番号（ 17 ）カテゴリー（ 転居 ）                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・質問と選択肢の意義・説明 

妊娠中に住所を変更した、変更する予定と回答した妊婦については、転居を繰り返す可能性がある家

庭かもしれないと判断し、詳しく聞き取りを行います。 
厚生労働省が示す虐待のリスク要因を持つ家庭として、転居を繰り返す家庭があげられています。引

越しはストレスがかかるものですが、特に妊娠中には心身ともに負担がかかり、流早産等のリスクも高

まります。そのため、妊娠中に転居する場合、入籍や急な転勤など必要に迫られての理由がほとんどだ

と思います。理由が不明確な、または安易と思われる転居は、今後も転居を繰り返す可能性があり、リ

スクの高い養育環境にあると考えます。 
 

・リスクありに該当する妊婦・家族に想定される状況 

 転居を繰り返すことにより地域から孤立し、妊婦や家族を支えるべき支援力も低下していくことが想

定されます。リスク要因を持つ妊婦・家庭は、自ら周囲に支援を求めることや各種サービスの利用に対

して消極的な傾向にありますので、事態が重症化しやすいことを念頭に入れておきます。 

特に住民票を移さないままに他市町村へ転出した場合、転出先の保健機関では妊婦・家族の情報が得

られないことにより支援が遅れる可能性があり、所在不明となればさらにリスクは高まります。定期的

な妊婦健診を受診しないなど、胎児や自分自身の健康の保持・増進に努力しないことも考えられます。

また、生計者の失業や転職の繰り返しなどによる経済的な困窮や DV の可能性も視野に入れる必要があり

ます。 

 
・リスクありに該当する場合の二次質問例 

妊娠中に、住所や電話番号、名前を変更した、もしくは変更する予定のある場合、理由を丁寧に聞き

取ります。聞き取りをする際は、胎児や妊婦の健康面が心配であることや、安心安全な出産のために力

になりたいことを伝えたうえで、転居の理由を把握します。その際、転居先と住民票が同じ住所地であ

るかどうかも確認し、住民票を移さない転居の場合、その理由を確認します。特に住民票を移さずに他

市町村へ転居する場合、所在不明となりやすいケースであるため、転居先の保健機関へつなぐことの同

意を得ます。 

質問文〈選択肢〉 
次の①～④について、妊娠中に変更がありましたか。あてはまるものを選んでください。 
①あなたのご住所 変更なし ・ 妊娠中に変更した ・ 妊娠中に変更する予定 
②あなたのお名前 変更なし ・ 妊娠中に変更した ・ 妊娠中に変更する予定 
③あなたの電話番号 変更なし ・ 妊娠中に変更した ・ 妊娠中に変更する予定 
④夫（パートナー）の電話番号 変更なし・妊娠中に変更した・妊娠中に変更する予定 
※①〜④について、『変更した』『変更する予定』の場合は、新しいご住所などをご記入ください。

（                              ） 
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転居すること自体、地域で孤立しやすく支援の手が入りにくい環境にあるため、質問番号 5（妊婦の相

談者・家族関係）や質問番号 6（妊婦の支援者）を活用し、リスクなしであっても夫や家族・親族との関

係も聞き取る必要があります。妊婦または夫（パートナー）が正規職員でない場合、経済的な不安につ

いても確認する必要があります。 

 
・医療機関での保健指導や相談のポイント（例示） 

  母子健康手帳交付後に住所や電話番号を変更した場合、保健機関では把握できないことが多いのが現

状です。一方、医療機関では妊婦健診の未受診、中断がない限り妊婦に定期的に会うことができ、妊娠

が進むに連れて妊婦や家族の様子や変化を把握できる唯一の機関です。 
転居をした、またはする予定の妊婦を把握した場合は、まず転居先の市町村へ情報提供をしたほうが

よいケースかどうか判断する必要があります。そしてケース連絡をした方がよいと判断した場合、本人

の同意が得られるような信頼関係づくりを心がけることが大切です。最初からいろいろ聞きだすのでは

なく、安心して悩みや相談事を話してもらえるように、妊婦に転居への負担感や思い、産後の生活への

見立て・困りごとなど、感じていることを吐き出してもらい、妊婦をねぎらうところからはじめます。

その上で、問題解決に向けて適切な支援を受けられるよう、保健機関へつなぐことの同意を本人から得

られるようにします。同意が得られないまま情報提供された場合、転居先の保健機関で支援を開始する

際に十分な配慮が必要となるため、介入が遅れる可能性があります。そのため、妊婦に信頼できる支援

者として認めてもらうことが大切です。 
 
・保健機関などに連絡すべき状況（例示） 

妊娠中に住所を変更した、あるいはその予定がある妊婦のうち、以下に該当する場合は転居先の保健

機関などに連絡すべき状況であると判断します。 

①住民票を移さずに異なる市町村に転居した（する予定の）場合、②面接などにより、転居を繰り返し

ている実態が把握できた場合、③妊婦健診または産後健診（1か月時健診）が未受診や中断している場合

です。 

 妊婦の中には住民票と居住地が異なる方がいます。住民票は実家に置き、実際は他市町村のパートナー

宅に住んでいる場合などがあげられます。転居だけでは問診項目で居住実態は把握できないため、会話

の中でさりげなく「今はどこにお住まいですか。」と居住実態を確認する必要があります。 

 

・その他 

 転居を繰り返したり、住民票を残して転居したりしている妊婦や家族の中には、DV や児童虐待、ストー

カー行為などを理由に避難し、加害者に所在を知られることを危惧して転出・転入の届出を躊躇してい

る場合があります。このようなケースを把握した場合は、DV 対策などの担当福祉部門と連携し、妊婦の

意向を確認しつつ、医療機関内の個人情報の取り扱いに十分注意する必要があります。 

 

 
 
 



－67－

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コラム 

所在不明児童とは、住民票があるのに乳幼児健康診査等の保健や福祉サービスに関する電話や家庭

訪問等による連絡が取れない、学校に来ていなかったりする児童のことを言います。住民票を移さな

いまま居所を転々としていた家庭に児童虐待による死亡事件が発生したことを受け、厚生労働省で

は、居住実態が把握できない児童に関する実態調査を平成 26 年度に実施しました。その結果、海外

に出国している場合や、住民票を残して住所地市町村内または他の市町村へ居所を移している場合が

見受けられました。その 4割以上が小学校就学前の乳幼児であることがわかっています。その中には

虐待リスクがあると判断されていた家庭もあり、情報共有できる全国的な仕組みの創設が求められて

います。 
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〈問診票の項目と 2次質問等から把握できるアセスメント項目〉 

項目 17（転居）妊娠中に、住所・電話番号、氏名を変更した、あるいはその予定はありますか。 

 

アセスメントシートの要因とリスク項目  妊婦 パートナー  備考 
生活歴（A） ①保護者自身に被虐待歴がある ○    

②保護者自身に DV 歴（加害・被害含む）がある ○    
③胎児のきょうだいに不審死がある  ○    
④胎児のきょうだいへの虐待歴がある ○    
⑤過去に心中未遂がある（自殺未遂がある） ○    

妊娠に関する

要因（B） 
①16 歳未満の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
②若年（20 歳未満）妊娠（過去の若年妊娠を含む） ※  ※診療録等で確認 
③20 週以降の届出 ※  ※診療録等で確認 
④妊婦健診未受診、中断がある ※  ※診療録等で確認 
⑤望まない妊娠     
⑥胎児に対して無関心・拒否的な言動 ○    
⑦今までに妊娠・中絶を繰り返す ※  ※診療録等で確認 
⑧飛び込み出産歴がある ※  ※診療録等で確認 
⑨40 歳以上の妊娠 ※  ※診療録等で確認 
⑩多胎や胎児に疾患や障がいがある ※  ※診療録等で確認 
⑪妊娠中の不規則な生活・不摂生等 ○    

心身の健康等

要因（C） 
①精神疾患等（過去出産時の産後うつ、依存症を含む）     
②パーソナリティ障がい（疑いを含む）     
③知的障がい（疑いを含む）     
④訴えが多く、不安が高い     
⑤身体障がい・慢性疾患がある ※  ※診療録等で確認 

社 会 的 ・ 経 済

的要因（D） 
①下記以外の経済的困窮や社会的問題がある ○ ○   
②生活保護受給 ※ ○ ※診療録等で確認 
③不安定就労・失業中 ○ ○   

家 庭 的 ・ 環 境

的要因（E） 
①住所不定・居住地がない ◎ ◎   
②ひとり親・未婚・ステップファミリー ※ ○ ※診療録等で確認 
③家の中が不衛生 ○    
④出産・育児に集中できない家庭環境 ○ ○   

その他（F） ①上記に該当しない気になる言動や背景、環境がある ○ ○   
支援者等の状況 
支援者 妊婦の父母・きょうだい等の親族に頼ることができない     
  夫婦不和、親族と対立している    
  パートナーまたは妊婦の実母等親族一人のみが支援者    
  地域や社会の支援を受けていない ◎   
関係機関等 保健センター等の関係機関の関わりを拒否する  ◎   
  情報提供の同意が得られない    
◎：問診項目と強く関連がある。○：関連がある。 



参考資料と
その利用方法
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参考資料とその利用方法 

 

○妊娠届出書（愛知県） 
 妊娠届出時は相談支援のきっかけとして重要なポイントである。支援が必要な家庭を早期に把握し、妊娠中

や出産後早期から支援できるような仕組みづくりとして妊娠届出書様式の統一化がされた（H24 年 4 月）。届

出書の問診項目などは、リスク評価に利用することができる。 

 
○分娩前後チェックリスト 

 産婦人科におけるハイリスク症例発見のためのチェックリスト。児童虐待などの社会的リスク妊娠の見分け

方として使用されている。 

 

○赤ちゃんの気持ち質問票：育児の負担や赤ちゃんへのさまざまな気持ちの評価 

（吉田ら(2003)による日本語版） 

赤ちゃんに対する愛着の気持ちについて質問されており、この得点が高いほど赤ちゃんへの愛着感情が持て

なかったり、拒否的攻撃的であることを示しています。母親自身のこのような育児に対する否定的な気持ちを

批判することなく受け止めることが必要です。また、高得点であることは、ネグレクトや虐待のリスクを示し

ていると認識し、継続的に支援する必要があります。特に、質問 3や 5は身体的虐待のリスクを示す項目なの

で、1点以上の母親では具体的な育児行動も質問して、慎重にモニターする必要があるでしょう。 

 

○エジンバラ産後うつ病質問票（EPDS）：母親の抑うつ感や不安の評価 

(http://www.yoshida-hospital.org/epds/doc/q.html)  (Cox ら(1987),岡野ら(1996)による日本語版) 

 産後のうつ病のスクリーニングに多く使われているものの一つです。EPDS の合計点数が、うつ病スクリー

ニングの区分点数である 9点以上の結果が出た場合、うつ病の可能性が高いと考え、1点以上の質問項目につ

き、再度詳細に聞き取りを行います。その中での追加質問で本人の具体的な状態を明確にします。生活面にお

いては、うつ病なのか不安なのか、症状の持続期間や症状の程度。家事機能、育児機能の評価をします。 

産後うつ病の診断基準である、抑うつ気分と感情障害の 2つの主症状が２週間以上続いている場合、うつ病

と診断される可能性が高いと考えられます。また、重症度を検討し、日常生活が成り立たないような場合には、

精神科受診など医療の必要性を検討します。 

 
○育児支援チェックリスト（改変）： 母親に対するサポートを含めた育児環境の評価 
（九州大学病院児童精神医学研究室―福岡市保健所試用版） 

母親のメンタルヘルスや母子の関わり合いは、周囲の家族状況や生活状況からも影響を受けています。産後

うつ病や愛着形成に支障をきたしている母親では、ストレスとなる要因を多く持っています。これらの要因を

把握し、それぞれに応じた対処を通じて、ストレスの軽減を図ることが重要です。特に母親を支えるサポート

の状況については、充分なサポートが得られているかどうか情報を十分に取り、判断します。また、精神科受

診歴がある場合は、特に医療機関との連携の必要性を判断します。ライフイベントが存在する場合は、母親の

心にどのような影響を与え、現在も影響が残っているかどうかを検討します。 
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チェックリストは、育児を困難にする背景や要因を把握し、母親の抑うつ感情や乳児への否定的な気持ちの

成り立ちを考察します。ストレスの軽減や母親への十分な支援に結びつける必要があります。 

 

○女性に対する暴力スクリーニング尺度：Violence Against Women Screen (VAWS) 

 DV スクリーニングに有効なスクリーニング方法としてのひとつであり、日本で開発された唯一の DV ス

クリーニング用具である。 

「EBM の手法による周産期ドメスティック・バイオレンスの支援ガイドライン（2004 年版）」では、周

産期のケアの場で、妊婦および産婦に対して、DV に関するスクリーニングを行う（推奨度 B：通常行わ

れるべきである）こと、DV スクリーニングは全妊産婦を対象とする（推奨度 A：必ず行うべきである）

ことを推奨している。また、スクリーニングの回数、場所など工夫と配慮が必要であるとし、スクリー

ニング用紙に自分で記入してもらう方法で行う（推奨度 B：通常行われるべきである）ことを推奨してい

る。 

 

○子育て支援の必要性の判定 

 乳幼児健診において、個々の支援対象や方針を共有し、その集計値を事業評価に用いるために開発された判

定区分である。子育て支援の必要性に対する判定は、まず、子育てが困難になるような子どもや親、家庭の要

因があるかどうかを判断して、その要因や素因の特定を行う。 

本来は、健診後の支援の必要性を判定するものであるが、妊娠期からの支援対象者に対しては、その支援に

対する評価として、3～4か月児健診での判定を用いることができる。 
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団，東京，平成 20 年 3 月 
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【標準様式】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　  　妊娠届出書

　　　　　　　市（町村）長殿 届出年月日　　　　年　　　月　　　日

（ふりがな） 生年月日 年齢 職業 個人番号

妊婦氏名
①既婚　②未婚（入籍予定 あり･なし） 　　　年　　月    日

（ふりがな） 生年月日 年齢 職業

夫氏名
（パートナー） 　　　年　　月    日

居住地

(〒　　　　　　)
電話

携帯電話
（　　　　）
（　　　　）

医師又は助産
師の診断又は
保健指導を受
けたとき

初診年月日 平成　　 年　　　月　　　日 妊娠週数 満　　  週（　 　か月）

分娩予定日 平成　　　年　　　月　　　日 性病に関する健康診断の有無 ①受けた　②受けていない

特記事項
①単胎　②多胎　（　　胎）

結核に関する健康診断の有無 ①受けた　②受けていない

医療機関等の所在地・
名称・医師又は助産師氏名

健康保険
の種別

①社保
②国保
③いずれでもない

✽あなたの妊娠・出産・子育てを、妊娠中から応援します。秘密は堅く守りますので、以下についてもご記入をお願いします。

１　現在、妊娠は順調ですか。　　　　　　　
①はい　  ②いいえ　（理由　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　今までにお産の経験はありますか。
①初産　　②経産（出産回数　      回）

３　流産・早産等を経験したことがあります
  か。

①なし　　②あり（流産　　回・早産　　回・死産　　回・中絶　　回）

４  今回の妊娠は不妊治療をしましたか。
①はい　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　②いいえ　

５　今回の妊娠が分かった時はどんなお気持
　ちでしたか。

①うれしかった　　②予想外だったがうれしかった
③予想外だったので戸惑った　　④困った　　⑤なんとも思わない
⑥その他（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

６　里帰りの予定はありますか。
①はい　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　②いいえ　

７　困った時に助けてくれる人はいますか。
①はい　　(       人)　　　　　　　　　　　     　②いいえ　

８　現在、｢困っていること｣｢悩んでいるこ
　と｣｢不安なこと｣などはありますか。

①なし
②あり⇒㋐妊娠・出産について　㋑経済的なこと　㋒自分の身体のこと
　　　　㋓夫婦（パートナー）関係のこと　㋔家族関係のこと
　　　  ㋕育児の仕方 ㋖その他（　　　　　　　　　　　　　  　）

９　現在、あなたはタバコを吸いますか。
①はい　（　　　本/日　）　　②妊娠してやめた　　 ③いいえ

１０　現在、夫（パートナー）や同居家族
    は、同室でタバコを吸いますか。 ①はい　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　②いいえ　

１１　現在、アルコールを飲みますか。
①はい　（　　　　　　　　　　回/週）　　　       ②いいえ

１２　今までにかかった病気や現在治療中
    の病気はありますか。

①なし
②あり⇒病名：心臓病・高血圧・慢性腎炎・糖尿病・肝炎・
            こころの病気（うつ病など）・その他（　　　　　　）
        それはいつ頃ですか：（　　　　　年頃）・現在治療中

１３　この1年間に、２週間以上続く「眠れない｣
　　｢イライラする｣｢涙ぐみやすい｣｢何もやる気
　　がしない｣などの症状がありますか。

①はい　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　②いいえ　

◎この届出書の情報は、あなたの妊娠・出産・子育てへの支援の目的以外にお住まいの市町村や愛知県の母子保健施
策の推進のために、統計的な処理を行うことや愛知県に情報を提供することがありますが、その場合に個人が特定さ
れることは決してありません。また、統計的な処理の結果は公表する場合があります。
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115

分娩前後チェックリスト

□母子健康手帳未発行・妊婦健康診査未受診・妊娠後期の妊娠届

□妊婦健診を定期的に受けていない

□妊娠中・産後の心身の不調がある

□とびこみ出産、墜落分娩等

□子どもとの関わり方が不自然（こだわりや、子どもへの異常な関心、抱かない、可愛

くないという言動など）

□話の要領を得る受け答えができない

□育児の協力者がいない

□親に不眠や食欲不振、アルコール、薬物、タバコ等の嗜癖や極端な潔癖症がある

□家庭内不和、ＤＶがある

□転居を繰り返す

□地域や社会から孤立している

□情報提供の同意が得られない

□出生届出が遅い、出さない

□未熟児、NICU入院歴がある

□育てにくい（ミルクを飲まない、よく泣く等）

□体重増加が悪い

□多胎妊娠・出産である

□先天性疾患がある

□胎児や出生した児に疾病、障害がある

□身体発育の遅れがある

※出典：日本産婦人科医会　妊娠等について悩まれている方のための相談援助事業連携マニュアル
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115

分娩前後チェックリスト

□母子健康手帳未発行・妊婦健康診査未受診・妊娠後期の妊娠届

□妊婦健診を定期的に受けていない

□妊娠中・産後の心身の不調がある

□とびこみ出産、墜落分娩等

□子どもとの関わり方が不自然（こだわりや、子どもへの異常な関心、抱かない、可愛

くないという言動など）

□話の要領を得る受け答えができない

□育児の協力者がいない

□親に不眠や食欲不振、アルコール、薬物、タバコ等の嗜癖や極端な潔癖症がある

□家庭内不和、ＤＶがある

□転居を繰り返す

□地域や社会から孤立している

□情報提供の同意が得られない

□出生届出が遅い、出さない

□未熟児、NICU入院歴がある

□育てにくい（ミルクを飲まない、よく泣く等）

□体重増加が悪い

□多胎妊娠・出産である

□先天性疾患がある

□胎児や出生した児に疾病、障害がある

□身体発育の遅れがある

117

赤ちゃんへの気持ち質問票

あなたの赤ちゃんについてどのように感じていますか。

下にあげているそれぞれについて、今のあなたの気持ちにいちばん近いと感じられる

表現に○をつけてください。

質問項目
ほとんど
いつも
強く感じる

たまに強く
そう感じる

たまに少し
そう感じる

全然そう
感じない

１ 赤ちゃんをいとしいと感じる。

２
赤ちゃんのためにしないといけないこと
があるのに、おろおろしてどうしていい
かわからない時がある。

３ 赤ちゃんのことが腹立たしくいやになる。

４
赤ちゃんに対して何も特別な気持ちがわ
かない。

５ 赤ちゃんに対して怒りがこみあげる。

６ 赤ちゃんの世話を楽しみながらしている。

７ こんな子でなかったらなあと思う。

８ 赤ちゃんを守ってあげたいと感じる。

９ この子がいなかったらなあと思う。

10 赤ちゃんをとても身近に感じる。

（吉田ら（2003）による日本語版）

※出典：日本産婦人科医会　妊娠等について悩まれている方のための相談援助事業連携マニュアル
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112

エジンバラ産後うつ病質問票

産後の気分についてお尋ねします。あなたも赤ちゃんもお元気ですか。

最近のあなたの気分をチェックしてみましょう。今日だけではなく、過去 7日間に

あなたが感じたことに最も近い答えに○をつけてください。

１）笑うことができたし、物事のおもしろい面もわかった

（　　　）いつもと同様にできた

（　　　）あまりできなかった

（　　　）明らかにできなかった

（　　　）全くできなかった

２）物事を楽しみにして待った

（　　　）いつもと同様にできた

（　　　）あまりできなかった

（　　　）明らかにできなかった

（　　　）全くできなかった

３）物事がうまくいかない時、自分を不必要に責めた

（　　　）はい、たいていそうだった

（　　　）はい、時々そうだった

（　　　）いいえ、あまり度々ではなかった

（　　　）いいえ、全くなかった

４）はっきりした理由もないのに不安になったり、心配になったりした

（　　　）いいえ、そうではなかった

（　　　）ほとんどそうではなかった

（　　　）はい、時々あった

（　　　）はい、しょっちゅうあった

５）はっきりした理由もないのに恐怖に襲われた

（　　　）はい、しょっちゅうあった

（　　　）はい、時々あった

（　　　）いいえ、めったになかった

（　　　）いいえ、全くなかった

※出典：日本産婦人科医会　妊娠等について悩まれている方のための相談援助事業連携マニュアル
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112

エジンバラ産後うつ病質問票

産後の気分についてお尋ねします。あなたも赤ちゃんもお元気ですか。

最近のあなたの気分をチェックしてみましょう。今日だけではなく、過去 7日間に

あなたが感じたことに最も近い答えに○をつけてください。

１）笑うことができたし、物事のおもしろい面もわかった

（　　　）いつもと同様にできた

（　　　）あまりできなかった

（　　　）明らかにできなかった

（　　　）全くできなかった

２）物事を楽しみにして待った

（　　　）いつもと同様にできた

（　　　）あまりできなかった

（　　　）明らかにできなかった

（　　　）全くできなかった

３）物事がうまくいかない時、自分を不必要に責めた

（　　　）はい、たいていそうだった

（　　　）はい、時々そうだった

（　　　）いいえ、あまり度々ではなかった

（　　　）いいえ、全くなかった

４）はっきりした理由もないのに不安になったり、心配になったりした

（　　　）いいえ、そうではなかった

（　　　）ほとんどそうではなかった

（　　　）はい、時々あった

（　　　）はい、しょっちゅうあった

５）はっきりした理由もないのに恐怖に襲われた

（　　　）はい、しょっちゅうあった

（　　　）はい、時々あった

（　　　）いいえ、めったになかった

（　　　）いいえ、全くなかった

113

６）することがたくさんあって大変だった

（　　　）はい、たいてい対処できなかった

（　　　）はい、いつものようにはうまく対処できなかった

（　　　）いいえ、たいていうまく対処した

（　　　）いいえ、普段通りに対処した

７）不幸せな気分なので、眠りにくかった

（　　　）はい、いつもそうだった

（　　　）はい、時々そうだった

（　　　）いいえ、あまり度々ではなかった

（　　　）いいえ、全くなかった

８）悲しくなったり、惨めになったりした

（　　　）はい、たいていそうだった

（　　　）はい、かなりしばしばそうだった

（　　　）いいえ、あまり度々ではなかった

（　　　）いいえ、全くそうではなかった

９）不幸せな気分だったので、泣いていた

（　　　）はい、たいていそうだった

（　　　）はい、かなりしばしばそうだった

（　　　）ほんの時々あった

（　　　）いいえ、全くそうではなかった

10）自分の体を傷つけるという考えが浮かんできた

（　　　）はい、かなりしばしばそうだった

（　　　）時々そうだった

（　　　）めったになかった

（　　　）全くなかった

（http://www.yoshida-hospital.org/epds/doc/q.html）　（Coxら（1987）、岡野ら（1996）による日本語版）

※出典：日本産婦人科医会　妊娠等について悩まれている方のための相談援助事業連携マニュアル
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114

育児支援チェックリスト（改変）

あなたヘ適切な援助を行うために、あなたのお気持ちや育児の状況について以下の質

問にお答えください。あなたにあてはまるお答えの方に○をしてください。

１．今回の妊娠中に、おなかの中の赤ちゃんやあなたの体について、または、お産の

ときに医師から何か問題があると言われていますか。 （　はい　　いいえ　）

２．これまでに流産や死産、出産後 1 年間にお子さんを亡くされたことがありますか。

　（　はい　　いいえ　）

３．今までに心理的な、あるいは精神的な間題で、カウンセラーや精神科医師、また

は心療内科医師などに相談したことがありますか。 （　はい　　いいえ　）

４．困ったときに相談する人についてお尋ねします。

①　夫には何でも打ち明けることができますか。

　（　はい　　いいえ　　夫がいない　）

②　お母さんには何でも打ち明けることができますか。

　（　はい　　いいえ　　実母がいない　）

③　夫やお母さんの他にも相談できる人がいますか。 （　はい　　いいえ　）

５．生活が苦しかったり、経済的な不安がありますか。 （　はい　　いいえ　）

６．子育てをしていく上で、今のお住まいや環境に満足していますか。

　（　はい　　いいえ　）

７．今回の妊娠中に、家族や親しい方が亡くなったり、あなたや家族や親しい方が重

い病気になったり事故にあったことがありましたか。 （　はい　　いいえ　）

（九州大学病院児童精神医学研究室─福岡市保健所試用版）

※出典：日本産婦人科医会　妊娠等について悩まれている方のための相談援助事業連携マニュアル
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114

育児支援チェックリスト（改変）

あなたヘ適切な援助を行うために、あなたのお気持ちや育児の状況について以下の質

問にお答えください。あなたにあてはまるお答えの方に○をしてください。

１．今回の妊娠中に、おなかの中の赤ちゃんやあなたの体について、または、お産の

ときに医師から何か問題があると言われていますか。 （　はい　　いいえ　）

２．これまでに流産や死産、出産後 1 年間にお子さんを亡くされたことがありますか。

　（　はい　　いいえ　）

３．今までに心理的な、あるいは精神的な間題で、カウンセラーや精神科医師、また

は心療内科医師などに相談したことがありますか。 （　はい　　いいえ　）

４．困ったときに相談する人についてお尋ねします。

①　夫には何でも打ち明けることができますか。

　（　はい　　いいえ　　夫がいない　）

②　お母さんには何でも打ち明けることができますか。

　（　はい　　いいえ　　実母がいない　）

③　夫やお母さんの他にも相談できる人がいますか。 （　はい　　いいえ　）

５．生活が苦しかったり、経済的な不安がありますか。 （　はい　　いいえ　）

６．子育てをしていく上で、今のお住まいや環境に満足していますか。

　（　はい　　いいえ　）

７．今回の妊娠中に、家族や親しい方が亡くなったり、あなたや家族や親しい方が重

い病気になったり事故にあったことがありましたか。 （　はい　　いいえ　）

（九州大学病院児童精神医学研究室─福岡市保健所試用版）

女性に対する暴力スクリーニング尺度（VAWS） 

 

以下のアンケートの７つの項目の当てはまる物に〇をつけてください。 

 

 項   目 よくある たまにある まったくない 

１ 

あなたとパートナーの間でもめ事が起 

こったとき、話し合いで解決
かいけつ

するのは難

しいと感じることがありますか？ 

   

２ 
あなたは、パートナーのやることや言う

ことを怖い
こ わ い

と感じることはありますか？ 

   

３ 

あなたのパートナーは、気に入らないこ

とがあると、あなたを大きな声で怒鳴
ど な

っ

たりすることがありますか？ 

   

４ 

あなたのパートナーは、気に入らないこ

とがあると、怒
お こ

って壁
かべ

をたたいたり、物を

投げたりすることがありますか？ 

   

５ 

あなたは、気が進まないのに、パート

ナーから性的
せ い て き

な行為
こ う い

を強
し

いられること

がありますか？ 

   

６ 

あなたのパートナーは、あなたをたたく、

強く押す、腕をぐいっと引っ張るなど、

強引
ご う い ん

にふるまうことがありますか？ 

   

７ 

あなたのパートナーは、あなたを殴
な ぐ

る、

けるなどの暴力
ぼ うりょ く

をふるうことがあります

か？ 

   

 

女性に対する暴力に悩んでいる方、一人で悩まず、ご相談ください。 
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〈子育て支援の必要性の判定〉 
 
「健やか親子 21」では、子育て支援に重点を置いた乳幼児健診が指標に位置付けられた。従来、疾病

や発育、発達などのスクリーニングと保健指導を目的として、乳幼児健診などで用いられてきた保健指

導区分では、子育て支援という新しい健康課題の判定や評価はできない。愛知県は、県内市町村や関係

機関と協力して子育て支援の必要性を判定する区分１を開発し、実際の市町村の乳幼児健診後のカンファ

レンスや、保健所・県への集計値の報告に用いている。 

「子育て支援の必要性の判定」では、支援の実現性を考慮した判定区分を用いる。子どもや親・家庭

の状況、親子の関係性など、支援の必要な要因を認めない場合には「支援の必要性なし」とする。何ら

かの要因を認めたときに、保健機関からの助言や情報提供があれば、近隣のサポートをうけながら適切

な資源を利用するなど、親自らが対処可能な場合には「自ら対処可能」と判定する。保健機関による個

別支援（電話や家庭訪問、面接など一定の方針を立てて仕掛ける継続的な相談）や、事後教室などの支

援事業（市町村ごとの年度計画による事業）が必要な場合は「保健機関継続支援」と判定する。さらに

保健機関の個別支援と共に、療育機関や医療機関など他機関と連携した支援が必要ならば「機関連携支

援」と判定する（下表）。乳幼児健診後のカンファレンスでは、多職種の視点を入れて判定することが基

本である。 

なお、実際の判定場面では、ただちに支援対象ではないものの、気になる状況（子どもの発育・発達・

栄養、子育て状況・生活習慣、親や家庭の状況、および親子の関係性など）の変化を、時期を決めて再

アセスメントする必要のあるケースに出会う。こうした状況に気づくことは、潜在的なニーズも含め、

先の見通しをイメージしながら行う保健指導の特徴である。この場合は、健診後のフォローアップ対象

者として、期間や時期を決めて状況を確認し、最終的に 4区分のいずれかに判定する。 

 

表 子育て支援の必要性の判定 
項目名 要因の視点 判定区分 判定の考え方 

子の要因 

（発達） 

子どもの精神運動発達

を促すための支援の必

要性 

・支援の必要性なし 

・助言・情報提供で自ら対処可能

・保健機関の継続支援が必要 

・機関連携による支援が必要 

子どもの精神運動発達を促すため親のか
かわり方や受療行動等への支援の必要性
について、保健師ほかの多職種による総合
的な観察等で判定する。 

子の要因 

（その他） 

発育・栄養・疾病・その

他の子どもの要因に対

する支援の必要性 

・支援の必要性なし 

・助言・情報提供で自ら対処可能

・保健機関の継続支援が必要 

・機関連携による支援が必要 

子どもの発育や栄養、疾病など子育てに困
難や不安を引き起こす要因への支援の必
要性について、保健師ほかの多職種による
総合的な観察等で判定する。 

親・家庭の 

要因 

親、家庭の要因を改善す

るための支援の必要性 

・支援の必要性なし 

・助言・情報提供で自ら対処可能

・保健機関の継続支援が必要 

・機関連携による支援が必要 

親の持つ能力や疾病、経済的問題や家庭環
境など子育ての不適切さを生ずる要因へ
の支援の必要性について、保健師ほかの多
職種による総合的な観察等で判定する。 

親子の 

関係性 

親子関係の形成を促す

ための支援の必要性 

・支援の必要性なし 

・助言・情報提供で自ら対処可能

・保健機関の継続支援が必要 

・機関連携による支援が必要 

愛着形成や親子関係において子育てに困
難や不安を生じさせる要因への親子への
支援の必要性について、保健師ほかの多職
種による総合的な観察により判定する。 
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また、支援が必要な要因について、1.子の要因（発達）、2.子の要因（その他）、3.親・家庭の要因、

4.親子の関係性のいずれかに分類する。本来は、子どもの要因により支援が必要となる状況（子の要因）、

親や家庭などの要因に対して支援が必要となる状況（親・家庭の要因）、そして愛着や親子のかかわり

などの関係性に対して支援が必要となる状況（親子の関係性）の 3 要因に分けるべきであろうが、現在、

乳幼児健診で取り扱う健康課題の中で、子どもの社会性の発達に対する支援が喫緊の課題となっている

ことから、子の要因を「発達」と「その他」に分けて区分してある。 

子の要因（発達）とは、子どもの精神運動発達を促すため親のかかわり方や受療行動などへの支援の

必要性について、保健師ほかの多職種による総合的な観察などで判定することである。ここでは、子ど

もが持つ特徴やこれに起因する子育ての困難さに対して、子どもの発達を促すために親の行動をどのよ

うに支援するのかとの視点に立ち、医学的に見て子どもの行動や様子が病気としてのスクリーニング基

準を満たすかどうかは問わない。例えば、社会性の発達を含めた精神発達に問題があると判定してよい

か迷うような気質、例えば人見知りが極端に強いものの、精神発達のゆがみや遅れとは言い切れないよ

うな場合に疾病スクリーニングの判定では困ることが多い。この区分を用いると、病名や障害名がつく

かどうか医療や福祉とは別の視点に立つことができ、発達障害の初期症状であってもなくても、子の要

因（発達）に区分し、フォローアップや支援を始めることができる。 

子の要因（その他）とは、子どもの発育や栄養、疾病などが、親の子育てに困難や不安を引き起こす

要因となる場合に判定する。低出生体重児、多胎児、慢性疾患児そして障害児など、子どもの状況は親

の子育てに大きな負担となる。疾病の程度や親の周囲の人的支援者の存在によっては、疾病があっても

支援不要の場合や、自ら対処できる場合もあるが、長期的な視点をもって、対象者の状況から頃合いを

図りながら支援の必要性を検討することも必要である。なお、胎児の異常が妊娠中に把握されている場

合には、特に留意すべきといえる。 

親・家庭の要因とは、親の持つ能力や疾病、メンタル面、家庭の経済的問題や親子を取り巻く環境な

どにおいて、子育ての不適切さを生ずる要因である。このマニュアルで記述した妊娠期からの支援の必

要性の項目は、多くがこの要因に該当する。妊娠期からの状況は出産後も継続することが多く、加えて

子どもの要因や子どもとの関係性の要因が発生する。妊娠期から支援を始めることは、出産後の新たな

問題に対処する準備ともなる。 

親子の関係性の要因とは、愛着形成や親子関係において子育てに困難や不安を生じさせる要因であり、

親子関係の形成を促す支援の必要性を検討する。分娩後に用いる「赤ちゃんへの気持ち質問票」は、母

と子の愛着形成の状況を把握するのに適したものである。「お母さんの健康と生活に関する問診票」の問

診項目では、「胎動を感じるときに、どのように思いますか」などの妊婦の妊娠のうけとめ、「あなたか

ら見て、夫（パートナー）は妊娠について、どのような気持だと思いますか」のパートナーの妊娠のう

けとめの項目、「赤ちゃんについて、夫・パートナーと話し合っていますか」のパートナーとの関係・産

後の準備の項目は、出産後の親と子のかかわりの促しを準備するという意味で、この要因に深く関係し

ている。 

子育てを困難にする要因は多種多様であるが、このように、子育ての要素である子どもと親（および

家庭などを含めた環境）、そして両者の関係性に着目して判定している。支援対象とする要因を特定する

ことで、支援の対象者がより明確になることが明らかとなっている。例えば、「体重増加不良」という健

康課題を「支援の必要性」の視点で判定すると、子どもが飲まない、飲んでいるけど育たない、子ども
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の疾患が原因で増加しないのであれば「子の要因」とする。一方、親の知識不足などで飲ます量が不適

切、親の疾患、精神障害などが原因で適切な育児ができなのであれば「親・家庭の要因」に判定するな

ど、支援の対象を明確にするという意味である。また、子育て支援の必要性の判定を用いることで、支

援の手段・介入方法を明確にし、支援の評価につなげることが可能となる。 
多職種の視点を入れた判定について、現在、乳幼児健診には、医師・歯科医師、保健師、看護師、助

産師、歯科衛生士、（管理）栄養士、臨床心理士、保育士などの多くの職種が関わっている。子育てを困

難にする要因には、子どもの発育・発達・栄養、子育て状況・生活習慣、親や家庭の状況、および親子

の関係性など多種多様である。集団を対象とした保健指導においては、それぞれの健康課題について、

職種や専門分野ごとに望ましい方向に向けた指導が行なわれる。しかし、個々の親子を対象とした支援

においては、その状況を踏まえて、理想的ではなくとも、実現可能な支援方針を立てる必要がある。子

育て支援の必要性の判定では、包括的に要因を捉えることで、親子が持つ多くの要因の中から、優先的

な支援の方向性を見出すことができる。例えば、経済的に困窮し、支援者不在のケースにおいては、生

活習慣や栄養などの細かな点で問題はあったとしても、あえて細々とした指導を行うのではなく、関係

者との関係作りや福祉制度の利用を促す方針を、（多職種の）従事者間で共有する。また、親子の関係性

に課題があり、親子遊びの事業に参加を促しても同意が得られにくいケースには、歯科衛生士から毎日

の仕上げ磨きの提案を、親子のかかわりの視点をもって伝えることが実現可能な支援となる場合もある。 
さらに、健診後に他機関と連携した支援においても、子育て支援の必要性の判定は有効となる。例え

ば、保健機関と保育園・幼稚園の間では情報共有の必要性は高いものの、親の同意など困難なことも多

い。病気や障害というレッテルを貼った情報を伝えるという意図ではなく、支援の視点から情報を共有

することは、支援者間だけでなく、被支援者である親の了解や納得も得られやすい可能性がある。 
                                                  
１ 母子健康診査マニュアル：愛知県健康福祉部編 平成 23 年 3 月 

 http://www.achmc.pref.aichi.jp/sector/hoken/information/screening_manual.html 
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